
第２次さぬき市総合計画前期基本計画実施計画書
（計画期間：平成２７年度～３０年度）

さぬき市

平成２７年４月



平成２７年度基本目標別当初予算額一覧
（千円）

一般会計 特別会計

企業会計

（予算規模）

計

基本目標１ 1,238,873 163,900 0 1,402,773

基本目標２ 2,543,090 0 0 2,543,090

基本目標３ 4,998,120 13,611,200 4,589,096 23,198,416

基本目標４ 1,595,375 0 0 1,595,375

基本目標５ 944,131 2,502,200 1,236,569 4,682,900

基本目標６ 1,018,388 0 0 1,018,388

計① 12,337,977 16,277,300 5,825,665 34,440,942

（千円）

一般会計 特別会計

企業会計

（予算規模）

計

3,206,784 0 0 3,206,784

93,129 0 0 93,129

7,572,110 26,700 0 7,598,810

計② 10,872,023 26,700 0 10,898,723

（千円）

一般会計 特別会計

企業会計

（予算規模）

計

23,210,000 16,304,000 5,825,665 45,339,665
【参考２】 平成２７年度さぬき市当初予算総額 （①+②）

②法定等により市の裁量が及ばない事業(各種統計調査事業等）

①内部管理的事業（一般職・特別職給与費等）

③繰出金、基金、予算の見立てがつかない事業（災害復旧費等）

基本目標

活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

安全、安心、快適に暮らせるまち

健全な心身と思いやりを育むまち

学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

人と地球にやさしいまち

市民協働による、持続可能な自主自律のまち

【参考１】　基本目標の達成に直接的に結びつきにくい事業



基本目標１

活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち



基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 35 商工費

総合計画実施計画調書
事業名

高松東工業団地事業

担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①企業誘致の推進と流出防止

目 10 商工業振興費

基本施策

1 (1) 企業誘致の推進

項 5 商工費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 4,948 4,948

当初予算額 0 0 0 1,237 1,237

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

高松東ファクトリーパーク

開発区域面積79.9ha

分譲面積33.2ha（さぬき市・三木町）

分譲区画10区画

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

企業立地による産業振興を目的に香川県が整備した工業団地であり、さぬき

市の所有物件についての維持管理を行っている。企業が立地することで産業の

振興と雇用の確保を図るための事業である。

決算額 0 0

決算額

1,237 1,237

1,237

1,237 1,237

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 1,237

H29

高松東ファクトリーパーク

開発区域面積79.9ha

分譲面積33.2ha（さぬき市・三木町）

分譲区画10区画

計画額 0 0 0 1,237 1,237

決算額

当初予算額

H28

高松東ファクトリーパーク

開発区域面積79.9ha

分譲面積33.2ha（さぬき市・三木町）

分譲区画10区画

決算額

H30

高松東ファクトリーパーク

開発区域面積79.9ha

分譲面積33.2ha（さぬき市・三木町）

分譲区画10区画

計画額 0 0 0

決算額

1,237 1,237

当初予算額

基本目標1- 1



基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 35 商工費

総合計画実施計画調書
事業名

企業誘致推進事業

担当課 政策課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①企業誘致の推進と流出防止

目 10 商工業振興費

基本施策

1 (1) 企業誘致の推進

項 5 商工費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 4,819 4,819

当初予算額 0 0 0 819 819

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

企業誘致を目的とする香川県及び関係団体が構成する協議会に加わるととも

に、企業立地情報の収集や立地に係る優遇制度をはじめとする情報提供を行

う。また、引合いに応じて、企業との交渉や、立地等に向けた支援を行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

企業立地は、財源及び雇用の確保などの面で重要な役割を担っていることか

ら、新たな企業の誘致や市内企業の規模拡大等のための支援を行う事業であ

る。

決算額 0 0

決算額

819 819

819

1,000 1,000

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 819

H29

香川県企業立地推進協議会において、県と連携して誘致活動を行うほか、引

合いに応じて、市の制度及び用地情報の提供を行う。また、さぬき市企業立地

促進条例が期限を迎えることから、更なる企業立地の推進を図るため、次年度

以降の新たな制度を検討する。

計画額 0 0 0 1,000 1,000

決算額

当初予算額

H28

香川県企業立地推進協議会に加入し、協議会において実施する各種フェアや

アンケート調査により得た企業立地情報をもとに、引き続き誘致活動を行う。ま

た、市内外を問わず、引合いに応じて企業に対する市の制度及び用地の紹介

を行うなどの立地支援を行う。

決算額

H30

企業立地促進条例の見直しによる、新たな支援制度を創設する。更に、新制

度の周知に向け、パンフレット及びＨＰを刷新し、企業、金融機関及び関係団

体を訪問するなどの積極的な企業立地に向けた取組を行う。また、引き続き都

市圏のフェアへ出展するなどの誘致活動を県と連携して行う。

計画額 0 0 0

決算額

2,000 2,000

当初予算額

基本目標1- 2



17,670 89,797

当初予算額H30

商工業の振興・地域社会の発展と活性化のために、商工会の育成と事業支援

を目的とした各種助成、商工関係各種団体の事業支援を目的とした助成、工

場誘致及び企業立地促進を図るための奨励金、中小企業支援策として金融

機関に預託し低金利による融資業務を行う。

計画額 0 0 72,127

決算額

H29

商工業の振興・地域社会の発展と活性化のために、商工会の育成と事業支援

を目的とした各種助成、商工関係各種団体の事業支援を目的とした助成、工

場誘致及び企業立地促進を図るための奨励金、中小企業支援策として金融

機関に預託し低金利による融資業務を行う。

計画額 0 0 72,127 17,670 89,797

決算額

当初予算額

H28

商工業の振興・地域社会の発展と活性化のために、商工会の育成と事業支援

を目的とした各種助成、商工関係各種団体の事業支援を目的とした助成、工

場誘致及び企業立地促進を図るための奨励金、中小企業支援策として金融

機関に預託し低金利による融資業務を行う。

決算額

当初予算額 0 0 266,958 17,670 284,628

17,670 169,918

当初予算額

計画額 0 0 152,248

0 0

H27

事

業

説

明

商工業の振興・地域社会の発展と活性化のために、商工会の育成と事業支援

を目的とした各種助成、商工関係各種団体の事業支援を目的とした助成、工

場誘致及び企業立地促進を図るための奨励金、中小企業支援策として金融

機関に預託し低金利による融資業務を行う。

計画額 0 0 266,958

H27-30

事

業

概

要

商工業の振興・地域社会の発展と活性化のための事業支援を行う。

また、新規事業者、誘致に伴う企業立地助成を行う。

決算額 0 0

決算額

17,670 284,628

563,460 70,680 634,140

当初予算額 0 0 266,958 17,670 284,628

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①中小企業の振興

目 10 商工業振興費

基本施策

2 (2) 商工業の振興と産学官の連携強化

項 5 商工費

基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 35 商工費

総合計画実施計画調書
事業名

商工業振興事業(中小企業振興関係）

担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標1- 3



0 1,723

当初予算額H30

２００８年のリーマンショック以降の経済状況の悪化により、市内商工業活動は

停滞し、積極的な設備投資を行う事業所は少ない。そこで本市の商工業振興

を図るため事業資金の借入れに対する利子補給を行うことで、新分野進出や

新製品開発などの幅広い事業活動を行う。

中小企業診断士による経営革新等相談支援事業を実施する。

計画額 0 0 1,723

決算額

H29

２００８年のリーマンショック以降の経済状況の悪化により、市内商工業活動は

停滞し、積極的な設備投資を行う事業所は少ない。そこで本市の商工業振興

を図るため事業資金の借入れに対する利子補給を行うことで、新分野進出や

新製品開発などの幅広い事業活動を行う。

中小企業診断士による経営革新等相談支援事業を実施する。

計画額 0 0 1,723 0 1,723

決算額

当初予算額

H28

２００８年のリーマンショック以降の経済状況の悪化により、市内商工業活動は

停滞し、積極的な設備投資を行う事業所は少ない。そこで本市の商工業振興

を図るため事業資金の借入れに対する利子補給を行うことで、新分野進出や

新製品開発などの幅広い事業活動を行う。

中小企業診断士による経営革新等相談支援事業を実施する。

決算額

当初予算額 0 0 1,717 0 1,717

0 1,717

当初予算額

計画額 0 0 1,717

0 0

H27

事

業

説

明

２００８年のリーマンショック以降の経済状況の悪化により、市内商工業活動は

停滞し、積極的な設備投資を行う事業所は少ない。そこで本市の商工業振興

を図るため事業資金の借入れに対する利子補給を行うことで、新分野進出や

新製品開発などの幅広い事業活動を行う。

中小企業診断士による経営革新等相談支援事業を実施する。

計画額 0 0 1,717

H27-30

事

業

概

要

新商品の開発、新分野への進出、生産性の向上等に資するための設備投資

にかかる資金借入に対し利子として支払われた額の全部または一部を補助す

る。

決算額 0 0

決算額

0 1,717

6,880 0 6,880

当初予算額 0 0 1,717 0 1,717

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①中小企業の振興

目 10 商工業振興費

基本施策

2 (2) 商工業の振興と産学官の連携強化

項 5 商工費

基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 35 商工費

総合計画実施計画調書
事業名

商工業経営支援事業

担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標1- 4



3,380 3,380

当初予算額H30

農林水産物や鉱工業品などの地域資源等を活用した新商品の開発、その販

路開拓に係る経費を助成する。

・対象者市内に主たる事業所を有する中小企業者及び農林漁業者

・1事業300千円以上1,000千円以下補助率2/3以内

・採択予定件数3件程度

計画額 0 0 0

決算額

H29

農林水産物や鉱工業品などの地域資源等を活用した新商品の開発、その販

路開拓に係る経費を助成する。

・対象者市内に主たる事業所を有する中小企業者及び農林漁業者

・1事業300千円以上1,000千円以下補助率2/3以内

・採択予定件数3件程度

計画額 0 0 0 3,380 3,380

決算額

当初予算額

H28

農林水産物や鉱工業品などの地域資源等を活用した新商品の開発、その販

路開拓に係る経費を助成する。

・対象者市内に主たる事業所を有する中小企業者及び農林漁業者

・1事業300千円以上1,000千円以下補助率2/3以内

・採択予定件数3件程度

決算額

当初予算額 0 0 0 3,380 3,380

3,380 3,380

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

農林水産物や鉱工業品などの地域資源等を活用した新商品の開発、その販

路開拓に係る経費を助成する。

・対象者市内に主たる事業所を有する中小企業者及び農林漁業者

・1事業300千円以上1,000千円以下補助率2/3以内

・採択予定件数3件程度

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

地域の豊富な農林水産物や優れた地場産業技術などの資源を活用した地域

特産品となる新商品の開発及びその販路開拓に係る取組みを支援することで、

市内中小企業者等の振興及び地域の活性化を図る。

決算額 0 0

決算額

3,380 3,380

0 13,520 13,520

当初予算額 0 0 0 3,380 3,380

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②産学官連携の推進による地域企業の支援

目 10 商工業振興費

基本施策

2 (2) 商工業の振興と産学官の連携強化

項 5 商工費

基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 35 商工費

総合計画実施計画調書
事業名

商工業等活性化支援事業

担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標1- 5



3,400 103,400

当初予算額H30

さぬき市共通商品券を発行することで、市内の消費拡大及び市外への購買力

流出の歯止めとなり、市内商業の活性化を図る。

計画額 0 0 100,000

決算額

H29

さぬき市共通商品券を発行することで、市内の消費拡大及び市外への購買力

流出の歯止めとなり、市内商業の活性化を図る。

計画額 0 0 100,000 3,400 103,400

決算額

当初予算額

H28

さぬき市共通商品券を発行することで、市内の消費拡大及び市外への購買力

流出の歯止めとなり、市内商業の活性化を図る。

決算額

当初予算額 0 0 100,000 3,400 103,400

3,400 103,400

当初予算額

計画額 0 0 100,000

0 0

H27

事

業

説

明

さぬき市共通商品券を発行することで、市内の消費拡大及び市外への購買力

流出の歯止めとなり、市内商業の活性化を図る。

計画額 0 0 100,000

H27-30

事

業

概

要

さぬき市共通商品券を発行することで、市内の消費拡大及び市外への購買力

流出の歯止めとなり、市内商業の活性化を図る。

決算額 0 0

決算額

3,400 103,400

400,000 13,600 413,600

当初予算額 0 0 100,000 3,400 103,400

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

3 ③魅力ある商業の振興

目

基本施策

2 (2) 商工業の振興と産学官の連携強化

項

基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款

総合計画実施計画調書
事業名

共通商品券発行事業特別会計

担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 70 共通商品券発行事業特別会計

基本目標1- 6



基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

香川用水事業

担当課 土地改良課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①農業生産基盤の充実

目 35 香川用水費

基本施策

3 (3) 農林業の振興

項 5 農業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

3,964 94,488 98,452

当初予算額 0 0 991 23,622 24,613

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

香川用水事業については、県全体受益面積2.3万ha、水路延長106km、農業

用水98,000千㎥、農業用分水工179箇所の内、さぬき市の管理として鴨部川

沿岸支線、津田川沿岸支線の各分水工24箇所、併せて7,400千㎥の農業用

水を既設のため池、水路等に配水している。

計画額 0 0 991

H27-30

事

業

概

要

香川用水施設の維持管理及び配水管理の実施。

決算額 0 0

決算額

23,622 24,613

24,613

23,622 24,613

当初予算額

計画額 0 0 991

当初予算額 0 0 991 23,622

H29

香川用水事業については、県全体受益面積2.3万ha、水路延長106km、農業

用水98,000千㎥、農業用分水工179箇所の内、さぬき市の管理として鴨部川

沿岸支線、津田川沿岸支線の各分水工24箇所、併せて7,400千㎥の農業用

水を既設のため池、水路等に配水している。

計画額 0 0 991 23,622 24,613

決算額

当初予算額

H28

香川用水事業については、県全体受益面積2.3万ha、水路延長106km、農業

用水98,000千㎥、農業用分水工179箇所の内、さぬき市の管理として鴨部川

沿岸支線、津田川沿岸支線の各分水工24箇所、併せて7,400千㎥の農業用

水を既設のため池、水路等に配水している。

決算額

H30

香川用水事業については、県全体受益面積2.3万ha、水路延長106km、農業

用水98,000千㎥、農業用分水工179箇所の内、さぬき市の管理として鴨部川

沿岸支線、津田川沿岸支線の各分水工24箇所、併せて7,400千㎥の農業用

水を既設のため池、水路等に配水している。

計画額 0 0 991

決算額

23,622 24,613

当初予算額

基本目標1- 7



基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

土地改良維持管理事業

担当課 土地改良課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①農業生産基盤の充実

目 40 土地改良費

基本施策

3 (3) 農林業の振興

項 5 農業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

63,355 185,963 956,058

当初予算額 89,760 100,500 22,286 48,978 261,524

計画額 340,440 366,300

0 0

H27

事

業

説

明

○県単独補助土地改良事業（ため池5箇所、水路3箇所、農道2箇所）

○多面的機能支払交付金

○県営中山間地域総合整備事業

○県営農村地域防災減災事業（弥勒池）

○小規模ため池防災対策特別事業（5箇所）

計画額 89,760 100,500 22,286

H27-30

事

業

概

要

農業用排水機場ならびに農道等の管理のほか、農道、ため池、農業用用排水

路、ほ場整備など農業生産基盤の整備や農村生活環境整備を実施するとと

もに、農業用施設を地域ぐるみで管理する多面的機能支払交付金制度を推

進する。

さらに、防災の観点から県営農村地域防災減災事業を実施する。

決算額 0 0

決算額

48,978 261,524

261,524

46,420 247,818

当初予算額

計画額 83,560 102,900 14,938

当初予算額 89,760 100,500 22,286 48,978

H29

○県単独補助土地改良事業（ため池6箇所、水路4箇所）

○多面的機能支払交付金

○小規模ため池防災対策特別事業(5箇所)

○県営中山間地域総合整備事業

計画額 83,560 101,900 14,849 46,364 246,673

決算額

当初予算額

H28

○県単独補助土地改良事業（ため池6箇所、水路4箇所）

○多面的機能支払交付金

○小規模ため池防災対策特別事業(5箇所)

○県営中山間地域総合整備事業

決算額

H30

○県単独補助土地改良事業（ため池6箇所、水路4箇所）

○多面的機能支払交付金

○小規模ため池防災対策特別事業(5箇所)

計画額 83,560 61,000 11,282

決算額

44,201 200,043

当初予算額

基本目標1- 8



基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

農業基盤整備促進事業

担当課 土地改良課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①農業生産基盤の充実

目 40 土地改良費

基本施策

3 (3) 農林業の振興

項 5 農業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

12,118 1,268 121,186

当初予算額      

計画額 90,000 17,800

0 0

H27

事

業

説

明

○初音・川東地区（実施年度：平成27～29年度）

○区画整理Ａ＝1.9ha

○パイプラインＬ＝800m（幹線）

○ポンプ場1箇所○換地設計

計画額 52,500 10,800 7,112

H27-30

事

業

概

要

不整形な圃地や未整備な農道、また排水路等も老朽化が進んでいることから、

将来、営農計画や農地の流動化に多大な影響を及ぼすため、ほ場整備、パイ

プラインの整備を実施し、農業経営の安定化と維持管理の節減を図るととも

に、農業経営の担い手を確保することを目的とする。

決算額 0 0

決算額

708 71,120

71,120

499 47,054

当初予算額     

計画額 35,250 6,600 4,705

当初予算額 52,500 10,800 7,112 708

H29

○初音・川東地区(実施年度:平成27～29年度)

○換地処分登記等

※事業終了予定

計画額 2,250 400 301 61 3,012

決算額

当初予算額     

H28

○初音・川東地区(実施年度:平成27～29年度)

○区画整理 A=1.9ha

○パイプライン L=800m(幹線)

○ポンプ場1箇所

○換地設計

決算額

H30 ―

計画額 0 0 0

決算額

0 0

当初予算額

基本目標1- 9



基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

農業委員会事業

担当課 農業委員会事務局

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

2 ②多様な担い手の育成・確保

目 5 農業委員会費

基本施策

3 (3) 農林業の振興

項 5 農業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 14,035 14,035

当初予算額 0 0 0 3,535 3,535

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

農業委員会は、市町村に設置される行政機関であり、農業及び農業者の利

益を代表する機関であり、農業者の地位向上並びに農業生産力の発展及び

農業経営の合理化を図ることを目的とし事業を展開する。市内の土地利用等

について無秩序な開発等を防止し、農業経営の安定を今後とも図る。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

農業委員会における各種事務事業において、交付金事業に属さない事務事

業。

決算額 0 0

決算額

3,535 3,535

3,535

3,500 3,500

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 3,535

H29

農業委員会は、市町村に設置される行政機関であり、農業及び農業者の利

益を代表する機関であり、農業者の地位向上並びに農業生産力の発展及び

農業経営の合理化を図ることを目的とし事業を展開する。市内の土地利用等

について無秩序な開発等を防止し、農業経営の安定を今後とも図る。

計画額 0 0 0 3,500 3,500

決算額

当初予算額

H28

農業委員会は、市町村に設置される行政機関であり、農業及び農業者の利

益を代表する機関であり、農業者の地位向上並びに農業生産力の発展及び

農業経営の合理化を図ることを目的とし事業を展開する。市内の土地利用等

について無秩序な開発等を防止し、農業経営の安定を今後とも図る。

決算額

H30

農業委員会は、市町村に設置される行政機関であり、農業及び農業者の利

益を代表する機関であり、農業者の地位向上並びに農業生産力の発展及び

農業経営の合理化を図ることを目的とし事業を展開する。市内の土地利用等

について無秩序な開発等を防止し、農業経営の安定を今後とも図る。

計画額 0 0 0

決算額

3,500 3,500

当初予算額
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基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

農業振興事業

担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

2 ②多様な担い手の育成・確保

目 15 農業振興費

基本施策

3 (3) 農林業の振興

項 5 農業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 2,641 2,641

当初予算額 0 0 0 661 661

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

東讃農業改良普及協議会負担金…東讃地域における農業的課題等についての

研究や、普及啓発を実施しており、当該経費を東讃農業改良普及センター管内の

市町、ＪＡ本部が協議会会員として負担している。

農業振興地域システム保守料…農業振興地域の見直しを終えた後に、その後の

個別除外などの異動データを入力・更新を実施し、農業振興地域の管理を行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

東讃農業改良普及協議会等に対する負担金等。

農業振興地域システム保守業務。

決算額 0 0

決算額

661 661

661

660 660

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 661

H29

○東讃農業改良普及協議会等に対する負担金等。

○農業振興地域システム保守業務

計画額 0 0 0 660 660

決算額

当初予算額

H28

○東讃農業改良普及協議会等に対する負担金等。

○農業振興地域システム保守業務

決算額

H30

○東讃農業改良普及協議会等に対する負担金等。

○農業振興地域システム保守業務

計画額 0 0 0

決算額

660 660

当初予算額
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基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

みろくふれあい農園事業

担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

2 ②多様な担い手の育成・確保

目 15 農業振興費

基本施策

3 (3) 農林業の振興

項 5 農業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

1,740 2,814 4,554

当初予算額 0 0 510 616 1,126

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

施設、機械等の管理業務

計画額 0 0 510

H27-30

事

業

概

要

市内外の農業者以外の住民等が野菜や花を栽培し、自然とのふれあいを通じ

て住民等相互の交流を促進し、地域の活性化や農業に対する理解を深めるこ

とを目的とする。

決算額 0 0

決算額

616 1,126

1,126

666 1,126

当初予算額

計画額 0 0 460

当初予算額 0 0 510 616

H29

施設、機械等の管理業務

計画額 0 0 410 741 1,151

決算額

当初予算額

H28

施設、機械等の管理業務

決算額

H30

施設、機械等の管理業務

計画額 0 0 360

決算額

791 1,151

当初予算額
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基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

農地流動化推進事業

担当課 農業委員会事務局

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

2 ②多様な担い手の育成・確保

目 15 農業振興費

基本施策

3 (3) 農林業の振興

項 5 農業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 363 763

当初予算額 100 0 0 93 193

計画額 400 0

0 0

H27

事

業

説

明

農地中間管理機構と農業委員会が連携して、意欲ある担い手農業者や農業

生産法人への農地集積を図ることにより、遊休農地・耕作放棄地の解消を目

指すとともに効率的・安定的な農業経営体の育成を図り、さぬき市の農業振興

の発展に寄与するものである。

計画額 100 0 0

H27-30

事

業

概

要

市で実施する農地流動化の推進事業。

決算額 0 0

決算額

93 193

193

90 190

当初予算額

計画額 100 0 0

当初予算額 100 0 0 93

H29

農地中間管理機構と農業委員会が連携して、意欲ある担い手農業者や農業

生産法人への農地集積を図ることにより、遊休農地・耕作放棄地の解消を目

指すとともに効率的・安定的な農業経営体の育成を図り、さぬき市の農業振興

の発展に寄与するものである。

計画額 100 0 0 90 190

決算額

当初予算額

H28

農地中間管理機構と農業委員会が連携して、意欲ある担い手農業者や農業

生産法人への農地集積を図ることにより、遊休農地・耕作放棄地の解消を目

指すとともに効率的・安定的な農業経営体の育成を図り、さぬき市の農業振興

の発展に寄与するものである。

決算額

H30

農地中間管理機構と農業委員会が連携して、意欲ある担い手農業者や農業

生産法人への農地集積を図ることにより、遊休農地・耕作放棄地の解消を目

指すとともに効率的・安定的な農業経営体の育成を図り、さぬき市の農業振興

の発展に寄与するものである。

計画額 100 0 0

決算額

90 190

当初予算額

基本目標1- 13



基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

担い手育成事業

担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

2 ②多様な担い手の育成・確保

目 15 農業振興費

基本施策

3 (3) 農林業の振興

項 5 農業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

1,200 8,624 142,992

当初予算額 43,168 0 300 2,174 45,642

計画額 133,168 0

0 0

H27

事

業

説

明

○人・農地プラン作成　　○県農地機構負担金・農業共済組合助成・農業経営基盤

強化資金利子助成・担い手育成助成　　○農地中間管理事業・高品質園芸作物生

産拡大条件整備事業・さぬき讃フルーツ生産拡大事業・農地有効活用推進事業・地

域を支える集落営農推進強化事業・施設園芸推進事業・新規就農サポート事業・規

模拡大交付金

計画額 43,168 0 300

H27-30

事

業

概

要

地域の担い手と位置付けられた経営体（認定農業者等）、及び集落営農組織

等の確保・育成や農地中間管理事業を活用した経営改善の促進を図るととも

に、兼業、高齢農家、女性農業者、新規就農者など、小規模な農業者に対し

ても支援を行い、農家総参加の農業基盤の確立を図る。

決算額 0 0

決算額

2,174 45,642

45,642

2,150 32,450

当初予算額

計画額 30,000 0 300

当初予算額 43,168 0 300 2,174

H29

○県農地機構負担金、農業共済組合等助成金

○新規就農者への補助事業

○担い手への農地集積事業及び施設整備導入支援

○集落営農組織への設立支援及び施設整備導入支援

計画額 30,000 0 300 2,150 32,450

決算額

当初予算額

H28

○県農地機構負担金、農業共済組合等助成金

○新規就農者への補助事業

○担い手への農地集積事業及び施設整備導入支援

○集落営農組織への設立支援及び施設整備導入支援

決算額

H30

○県農地機構負担金、農業共済組合等助成金

○新規就農者への補助事業

○担い手への農地集積事業及び施設整備導入支援

○集落営農組織への設立支援及び施設整備導入支援

計画額 30,000 0 300

決算額

2,150 32,450

当初予算額

基本目標1- 14



基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

農業委員会交付金事業

担当課 農業委員会事務局

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③農地保全と耕作放棄地対策の推進

目 5 農業委員会費

基本施策

3 (3) 農林業の振興

項 5 農業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 53,280 59,987

当初予算額 1,607 0 0 14,280 15,887

計画額 6,707 0

0 0

H27

事

業

説

明

農業委員会は、市町村に設置される行政機関であり、農業及び農業者の利益を

代表する機関であり、農業者の地位向上並びに農業生産力の発展及び農業経

営の合理化を図ることを目的とし事業を展開する。

市内の土地利用等について無秩序な開発等を防止し、農業経営の安定を今後と

も図る。

計画額 1,607 0 0

H27-30

事

業

概

要

農業委員会における各種事務事業において、交付金事業に属する事務事業。

決算額 0 0

決算額

14,280 15,887

15,887

14,000 15,700

当初予算額

計画額 1,700 0 0

当初予算額 1,607 0 0 14,280

H29

農業委員会は、市町村に設置される行政機関であり、農業及び農業者の利益を

代表する機関であり、農業者の地位向上並びに農業生産力の発展及び農業経

営の合理化を図ることを目的とし事業を展開する。

市内の土地利用等について無秩序な開発等を防止し、農業経営の安定を今後と

も図る。

計画額 1,700 0 0 13,000 14,700

決算額

当初予算額

H28

農業委員会は、市町村に設置される行政機関であり、農業及び農業者の利益を

代表する機関であり、農業者の地位向上並びに農業生産力の発展及び農業経

営の合理化を図ることを目的とし事業を展開する。

市内の土地利用等について無秩序な開発等を防止し、農業経営の安定を今後と

も図る。

決算額

H30

農業委員会は、市町村に設置される行政機関であり、農業及び農業者の利益を

代表する機関であり、農業者の地位向上並びに農業生産力の発展及び農業経

営の合理化を図ることを目的とし事業を展開する。

市内の土地利用等について無秩序な開発等を防止し、農業経営の安定を今後と

も図る。

計画額 1,700 0 0

決算額

12,000 13,700

当初予算額

基本目標1- 15



基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

耕作放棄地対策事業

担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③農地保全と耕作放棄地対策の推進

目 15 農業振興費

基本施策

3 (3) 農林業の振興

項 5 農業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 0 3,500

当初予算額 2,000 0 0 0 2,000

計画額 3,500 0

0 0

H27

事

業

説

明

国の制度を活用し、市内にある耕作放棄地を再生利用する取り組みを支援す

る。

計画額 2,000 0 0

H27-30

事

業

概

要

国の制度を活用し、市内にある耕作放棄地を耕作可能な状態に再生すること

で、地域の農業を守るとともに、将来の担い手への農地集積の加速化を図る。

決算額 0 0

決算額

0 2,000

2,000

0 500

当初予算額

計画額 500 0 0

当初予算額 2,000 0 0 0

H29

国の制度を活用し、市内にある耕作放棄地を再生利用する取り組みを支援す

る。

計画額 500 0 0 0 500

決算額

当初予算額

H28

国の制度を活用し、市内にある耕作放棄地を再生利用する取り組みを支援す

る。

決算額

H30

国の制度を活用し、市内にある耕作放棄地を再生利用する取り組みを支援す

る。

計画額 500 0 0

決算額

0 500

当初予算額

基本目標1- 16



基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

中山間地域等直接支払制度事

担当課 土地改良課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③農地保全と耕作放棄地対策の推進

目 55 中山間地域直接支払事業費

基本施策

3 (3) 農林業の振興

項 5 農業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 25,135 90,213

当初予算額 17,858 0 0 7,585 25,443

計画額 65,078 0

0 0

H27

事

業

説

明

市内28集落、160haの農家に対し助成するものである

採択要件としては、対象地域として５法指定地域ならびに特認地域であること。

対象農用地は1ha以上。

計画額 17,858 0 0

H27-30

事

業

概

要

急傾斜地など、生産コストがかかる中山間地域における平地との農業生産条

件の不利補正策として、農業生産活動の維持・活性化を図り、多面的機能を

確保することや耕作放棄を未然に防ぐことを目的としている。

決算額 0 0

決算額

7,585 25,443

25,443

5,850 21,590

当初予算額

計画額 15,740 0 0

当初予算額 17,858 0 0 7,585

H29

市内28集落、160haの農家に対し助成するものである

採択要件としては、対象地域として５法指定地域ならびに特認地域であること。

対象農用地は1ha以上。

計画額 15,740 0 0 5,850 21,590

決算額

当初予算額

H28

市内28集落、160haの農家に対し助成するものである

採択要件としては、対象地域として５法指定地域ならびに特認地域であること。

対象農用地は1ha以上。

決算額

H30

市内28集落、160haの農家に対し助成するものである

採択要件としては、対象地域として５法指定地域ならびに特認地域であること。

対象農用地は1ha以上。

計画額 15,740 0 0

決算額

5,850 21,590

当初予算額

基本目標1- 17



基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

有害鳥獣被害防止対策事業

担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

4 ④鳥獣被害対策の推進

目 15 農業振興費

基本施策

3 (3) 農林業の振興

項 5 農業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

6,840 25,068 39,091

当初予算額 1,795 0 1,710 6,267 9,772

計画額 7,183 0

0 0

H27

事

業

説

明

鳥獣害被害発生対策としての事務と団体に対する補助、被害防止のための補

助等を行う。

計画額 1,795 0 1,710

H27-30

事

業

概

要

鳥獣の保護、及び狩猟の適正化に関する法律第9条、及び第19条の規定に

基づく事務、並びに有害鳥獣による農作物の被害を防止するための事業であ

る。

決算額 0 0

決算額

6,267 9,772

9,772

6,267 9,772

当初予算額

計画額 1,795 0 1,710

当初予算額 1,795 0 1,710 6,267

H29

鳥獣害被害発生対策としての事務と団体に対する補助、被害防止のための補

助等を行う。

計画額 1,798 0 1,710 6,267 9,775

決算額

当初予算額

H28

鳥獣害被害発生対策としての事務と団体に対する補助、被害防止のための補

助等を行う。

決算額

H30

鳥獣害被害発生対策としての事務と団体に対する補助、被害防止のための補

助等を行う。

計画額 1,795 0 1,710

決算額

6,267 9,772

当初予算額

基本目標1- 18



基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

産地づくり事業

担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

5 ⑤農産物のブランド化と6次産業化の推進・地産地消の推進

目 15 農業振興費

基本施策

3 (3) 農林業の振興

項 5 農業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 9,106 9,106

当初予算額 0 0 0 8,446 8,446

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

○市生活研究グループ連絡協議会への補助

○産地づくり補助金

○大串ぶどう園撤去事業

○大串ぶどう園土地借上料

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

消費者ニーズに対応した付加価値の高い農産物を安定的に生産し、多様な流

通・販売体制により産地づくりを図る。また、地産地消や食育の推進、さらに食

の安全・安心の確保に向けた取り組みにより、消費者との信頼関係を深める。

決算額 0 0

決算額

8,446 8,446

8,446

220 220

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 8,446

H29

○市生活研究グループ連絡協議会への補助

○産地づくり補助金

計画額 0 0 0 220 220

決算額

当初予算額

H28

○市生活研究グループ連絡協議会への補助

○産地づくり補助金

決算額

H30

○市生活研究グループ連絡協議会への補助

○産地づくり補助金

計画額 0 0 0

決算額

220 220

当初予算額

基本目標1- 19



基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

米政策改革支援事業

担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

5 ⑤農産物のブランド化と6次産業化の推進・地産地消の推進

目 15 農業振興費

基本施策

3 (3) 農林業の振興

項 5 農業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 15,898 44,695

当初予算額 7,572 0 0 3,973 11,545

計画額 28,797 0

0 0

H27

事

業

説

明

○産地育成強化推進事業（農業協同組合・認定農業者・農事組合法人等

への機械整備等補助）

○経営所得安定対策推進事業

○環境保全型農業直接支援事業

計画額 7,572 0 0

H27-30

事

業

概

要

国の農業政策については、大きな転換期を迎えている中、農産物の安定供

給、産地育成強化を図る。

決算額 0 0

決算額

3,973 11,545

11,545

3,975 11,050

当初予算額

計画額 7,075 0 0

当初予算額 7,572 0 0 3,973

H29

○産地育成強化推進事業（農業協同組合・認定農業者・農事組合法人等

への機械整備等補助）

○経営所得安定対策推進事業

○環境保全型農業直接支援事業

計画額 7,075 0 0 3,975 11,050

決算額

当初予算額

H28

○産地育成強化推進事業（農業協同組合・認定農業者・農事組合法人等

への機械整備等補助）

○経営所得安定対策推進事業

○環境保全型農業直接支援事業

決算額

H30

○産地育成強化推進事業（農業協同組合・認定農業者・農事組合法人等

への機械整備等補助）

○経営所得安定対策推進事業

○環境保全型農業直接支援事業

計画額 7,075 0 0

決算額

3,975 11,050

当初予算額

基本目標1- 20



基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

ワイン加工施設管理事業

担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

5 ⑤農産物のブランド化と6次産業化の推進・地産地消の推進

目 22 農業農村施設費

基本施策

3 (3) 農林業の振興

項 5 農業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 22,642 22,642

当初予算額 0 0 0 5,942 5,942

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

○ワイン加工施設貯酒冷却器更新

○ワイン加工施設電気設備（ＰＡＳ）交換

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

老朽化している施設を更新することにより、良質なワインの生産に寄与する。ま

た、電気設備等必要な修繕することで、施設の維持及び周辺地域への電気事

故の発生等を未然に防ぐ。

決算額 0 0

決算額

5,942 5,942

5,942

1,100 1,100

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 5,942

H29

○ワイン加工施設トイレ修繕

○物産センタートイレ修繕

計画額 0 0 0 2,500 2,500

決算額

当初予算額

H28

○ワイン加工施設機器修繕

決算額

H30

○ワイン加工施設屋根修繕

計画額 0 0 0

決算額

13,100 13,100

当初予算額
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基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

地域活性化複合施設管理事業（施設整備関係）

担当課 政策課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

5 ⑤農産物のブランド化と6次産業化の推進・地産地消の推進

目 22 農業農村施設費

基本施策

3 (3) 農林業の振興

項 5 農業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 79 34,179

当初予算額 0 34,100 0 79 34,179

計画額 0 34,100

0 0

H27

事

業

説

明

地域活性化複合施設「結願の里」の駐車場整備など、施設の外構工事等を

実施する。

※２７年度で整備事業は終了

計画額 0 34,100 0

H27-30

事

業

概

要

旧多和小学校施設を活用し、天体望遠鏡博物館を核とした地域活性化複合

施設を整備して運営していくことで、市の観光及び産業の振興、定住促進な

ど、地域活性化のための取組を推進していく事業である。

決算額 0 0

決算額

79 34,179

34,179

0 0

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 34,100 0 79

H29 －

計画額 0 0 0 0 0

決算額

当初予算額

H28 －

決算額

H30 －

計画額 0 0 0

決算額

0 0

当初予算額
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基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

地域活性化複合施設管理事業（施設管理・運営関係）

担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

5 ⑤農産物のブランド化と6次産業化の推進・地産地消の推進

目 22 農業農村施設費

基本施策

3 (3) 農林業の振興

項 5 農業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

1,000 11,093 12,093

当初予算額 0 0 1,000 2,843 3,843

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

指定管理者とともに、地域活性化複合施設「結願の里」の施設の運営管理を

行う。

計画額 0 0 1,000

H27-30

事

業

概

要

旧多和小学校施設を活用し、天体望遠鏡博物館を核とした地域活性化複合

施設を整備して運営していくことで、市の観光及び産業の振興、定住促進な

ど、地域活性化のための取組を推進していく事業である。

決算額 0 0

決算額

2,843 3,843

3,843

2,750 2,750

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 1,000 2,843

H29

指定管理者とともに、地域活性化複合施設「結願の里」の施設の運営管理を

行う。

計画額 0 0 0 2,750 2,750

決算額

当初予算額

H28

指定管理者とともに、地域活性化複合施設「結願の里」の施設の運営管理を

行う。

決算額

H30

指定管理者とともに、地域活性化複合施設「結願の里」の施設の運営管理を

行う。

計画額 0 0 0

決算額

2,750 2,750

当初予算額

基本目標1- 23



基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

畜産振興事業

担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

5 ⑤農産物のブランド化と6次産業化の推進・地産地消の推進

目 30 畜産業費

基本施策

3 (3) 農林業の振興

項 5 農業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 480 480

当初予算額 0 0 0 120 120

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

○県畜産協会負担金

○県畜産共進会補助金

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

外国産食肉の輸入拡大、食の安全性の問題など、取り巻く環境が非常に厳し

い畜産農家の意欲拡大を図るための事業。

決算額 0 0

決算額

120 120

120

120 120

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 120

H29

○県畜産協会負担金

○県畜産共進会補助金

計画額 0 0 0 120 120

決算額

当初予算額

H28

○県畜産協会負担金

○県畜産共進会補助金

決算額

H30

○県畜産協会負担金

○県畜産共進会補助金

計画額 0 0 0

決算額

120 120

当初予算額

基本目標1- 24



基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

林業振興事業

担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

6 ⑥林業基盤の整備

目 5 林業振興費

基本施策

3 (3) 農林業の振興

項 10 林業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 36,591 54,845

当初予算額 4,190 0 0 10,600 14,790

計画額 18,254 0

0 0

H27

事

業

説

明

○森林の管理並びに施業（植栽、保育等）への補助金

○市有林の管理及び施業（搬出間伐）

計画額 4,190 0 0

H27-30

事

業

概

要

森林施業の振興と森林の公益的機能の充実を図る。

決算額 0 0

決算額

10,600 14,790

14,790

8,491 13,179

当初予算額

計画額 4,688 0 0

当初予算額 4,190 0 0 10,600

H29

○森林の管理並びに施業（植栽、保育等）への補助金

○市有林の管理及び施業（除間伐）

計画額 4,688 0 0 9,009 13,697

決算額

当初予算額

H28

○森林の管理並びに施業（植栽、保育等）への補助金

○市有林の管理及び施業（除間伐）

決算額

H30

○森林の管理並びに施業（植栽、保育等）への補助金

○市有林の管理及び施業（除間伐）

計画額 4,688 0 0

決算額

8,491 13,179

当初予算額

基本目標1- 25



基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

治山林道事業

担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

6 ⑥林業基盤の整備

目 10 治山林道建設費

基本施策

3 (3) 農林業の振興

項 10 林業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

6,143 22,358 106,380

当初予算額 4,401 3,200 410 6,851 14,862

計画額 45,879 32,000

0 0

H27

事

業

説

明

○県単独補助林道整備事業2路線県単独補助治山事業1ヶ所

○林道維持修繕

計画額 4,401 3,200 410

H27-30

事

業

概

要

林道の改良及び維持管理並びに治山

決算額 0 0

決算額

6,851 14,862

14,862

5,169 30,506

当初予算額

計画額 13,826 9,600 1,911

当初予算額 4,401 3,200 410 6,851

H29

○国庫補助林道整備事業1路線

○県単独補助林道整備事業2路線

○林道維持修繕

計画額 13,826 9,600 1,911 5,169 30,506

決算額

当初予算額

H28

○国庫補助林道整備事業1路線

○県単独補助林道整備事業2路線

○林道維持修繕

決算額

H30

○国庫補助林道整備事業1路線

○県単独補助林道整備事業2路線

○林道維持修繕

計画額 13,826 9,600 1,911

決算額

5,169 30,506

当初予算額
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基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

教育のもり管理事業

担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

7 ⑦森林への総合理解の浸透

目 5 林業振興費

基本施策

3 (3) 農林業の振興

項 10 林業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 2,850 2,850

当初予算額 0 0 0 710 710

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

○教育のもり維持管理

○炭焼、椎茸植菌等の体験学習会実施

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

地域住民、一般利用者が森林とのふれあいや体験学習を通じて、森林や山村

に対する理解を深め、地域の再発見、地域づくりへの参加、及び世代間、地域

間交流の促進を図る。

決算額 0 0

決算額

710 710

710

710 710

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 710

H29

○教育のもり維持管理

○炭焼、椎茸植菌等の体験学習会実施

計画額 0 0 0 715 715

決算額

当初予算額

H28

○教育のもり維持管理

○炭焼、椎茸植菌等の体験学習会実施

決算額

H30

○教育のもり維持管理

○炭焼、椎茸植菌等の体験学習会実施

計画額 0 0 0

決算額

715 715

当初予算額
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基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

漁港管理事業

担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①漁業生産基盤の整備

目 10 漁港管理費

基本施策

4 (4) 水産業の振興

項 15 水産業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

1,944 8,840 10,784

当初予算額 0 0 486 2,210 2,696

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

○漁港施設維持管理

○漁港埋立地調査測量業務

計画額 0 0 486

H27-30

事

業

概

要

市内11漁港区域内における施設の維持、保全並びに施設利用について、適切

な管理、運営を図る。

決算額 0 0

決算額

2,210 2,696

2,696

2,210 2,696

当初予算額

計画額 0 0 486

当初予算額 0 0 486 2,210

H29

○漁港施設維持管理

○漁港埋立地調査測量業務

計画額 0 0 486 2,210 2,696

決算額

当初予算額

H28

○漁港施設維持管理

○漁港埋立地調査測量業務

決算額

H30

○漁港施設維持管理

○漁港埋立地調査測量業務

計画額 0 0 486

決算額

2,210 2,696

当初予算額
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基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

水産基盤整備事業

担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①漁業生産基盤の整備

目 15 漁港建設費

基本施策

4 (4) 水産業の振興

項 15 水産業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

436 12,194 252,840

当初予算額 7,250 7,200 436 2,413 17,299

計画額 161,010 79,200

0 0

H27

事

業

説

明

○県単独補助漁港整備事業1漁港（小田浦）

○水産物供給基盤機能保全調査事業4漁港（脇元、小田浦、白方、泊）

計画額 7,250 7,200 436

H27-30

事

業

概

要

水産物の生産、流通の拠点づくりを推進し、水産物の安定供給に資するため、

漁場漁港施設を整備する。

決算額 0 0

決算額

2,413 17,299

17,299

4,487 71,197

当初予算額

計画額 44,010 22,700 0

当初予算額 7,250 7,200 436 2,413

H29

○県単独補助漁港整備事業1漁港（小田浦）

○水産物供給基盤機能保全計画書作成事業2漁港（白方、泊）

○地震・津波対策事業（脇元）

計画額 55,750 24,100 0 3,794 83,644

決算額

当初予算額

H28

○県単独補助漁港整備事業2漁港（小田浦、室沖）

○水産物供給基盤機能保全計画書作成事業2漁港（脇元、小田浦）

○地震・津波対策事業（脇元）

決算額

H30

○県単独補助漁港整備事業

○地震・津波対策事業（脇元）

計画額 54,000 25,200 0

決算額

1,500 80,700

当初予算額
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基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

水産業振興事業（水産資源関係）

担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

2 ②水産資源の確保と地産地消の推進

目 5 水産業振興費

基本施策

4 (4) 水産業の振興

項 15 水産業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 12,772 13,292

当初予算額 100 0 0 3,178 3,278

計画額 520 0

0 0

H27

事

業

説

明

○漁村センター管理委託

○香川県水産振興協会、栽培漁業事業化促進事業への負担金

○各種水産振興事業への補助金（種苗放流事業、観光漁業事業等）

計画額 100 0 0

H27-30

事

業

概

要

水産関係団体と連携し、種苗放流や栽培漁業を推進することにより、水産資

源の維持増大に努める。また、水産食育教室や漁業体験活動を通して、水産

物への理解と関心を高め、魚食の普及を推進する。

決算額 0 0

決算額

3,178 3,278

3,278

3,238 3,458

当初予算額

計画額 220 0 0

当初予算額 100 0 0 3,178

H29

○漁村センター管理委託

○香川県水産振興協会、栽培漁業事業化促進事業への負担金

○各種水産振興事業への補助金（種苗放流事業、観光漁業事業等）

計画額 100 0 0 3,178 3,278

決算額

当初予算額

H28

○漁村センター管理委託

○香川県水産振興協会、栽培漁業事業化促進事業への負担金

○各種水産振興事業への補助金（種苗放流事業、観光漁業事業等）

決算額

H30

○漁村センター管理委託

○香川県水産振興協会、栽培漁業事業化促進事業への負担金

○各種水産振興事業への補助金（種苗放流事業、観光漁業事業等）

計画額 100 0 0

決算額

3,178 3,278

当初予算額
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基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

水産業振興事業（漁業者関係）

担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③経営体制の強化と担い手の確保

目 5 水産業振興費

基本施策

4 (4) 水産業の振興

項 15 水産業費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 775 775

当初予算額 0 0 0 220 220

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

○香川県地区小型船安全協会、東讃地域マリノベーション推進協議会への負

担金

○漁業者緊急支援資金利子補給金

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

漁協の財政基盤の強化を図るための支援を行うとともに、担い手の育成・確保

のために、漁業経営の近代化や安定化など漁業者の経営環境向上のための

支援を行う。

決算額 0 0

決算額

220 220

220

203 203

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 220

H29

○香川県地区小型船安全協会、東讃地域マリノベーション推進協議会への負

担金

○漁業者緊急支援資金利子補給金

計画額 0 0 0 185 185

決算額

当初予算額

H28

○香川県地区小型船安全協会、東讃地域マリノベーション推進協議会への負

担金

○漁業者緊急支援資金利子補給金

決算額

H30

○香川県地区小型船安全協会、東讃地域マリノベーション推進協議会への負

担金

○漁業者緊急支援資金利子補給金

計画額 0 0 0

決算額

167 167

当初予算額
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4,039 13,980

当初予算額H30

○琴林公園（津田の松原）

公園面積9.3ha松の本数約3,000本

○道の駅「津田の松原」

計画額 9,672 0 269

決算額

H29

○琴林公園（津田の松原）

公園面積9.3ha松の本数約3,000本

○道の駅「津田の松原」

計画額 9,972 0 269 4,039 14,280

決算額

当初予算額

H28

○琴林公園（津田の松原）

公園面積9.3ha松の本数約3,000本

○道の駅「津田の松原」

決算額

当初予算額 10,599 0 269 4,039 14,907

4,039 14,589

当初予算額

計画額 10,281 0 269

0 0

H27

事

業

説

明

○琴林公園（津田の松原）

公園面積9.3ha松の本数約3,000本

○道の駅「津田の松原」

計画額 10,599 0 269

H27-30

事

業

概

要

瀬戸内海国立公園及び県立公園に指定されている津田の松原の維持管理を

行い、観光客の誘致を図ることを目的とした事業である。

決算額 0 0

決算額

4,039 14,907

1,076 16,156 57,756

当初予算額 10,599 0 269 4,039 14,907

計画額 40,524 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①魅力ある観光振興対策の推進

目 15 観光費

基本施策

5 (5) 観光の振興

項 5 商工費

基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 35 商工費

総合計画実施計画調書
事業名

津田松原維持管理事業

担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標1- 32



11,969 16,051

当初予算額H30

○大串自然公園総面積約100ha

○野外音楽広場総面積17,696㎡

○グリーンヒル大串設備管理

計画額 0 0 4,082

決算額

H29

○大串自然公園総面積約100ha

○野外音楽広場総面積17,696㎡

○グリーンヒル大串設備管理

計画額 0 0 4,082 13,969 18,051

決算額

当初予算額

H28

○大串自然公園総面積約100ha

○野外音楽広場総面積17,696㎡

○グリーンヒル大串設備管理

決算額

当初予算額 0 0 4,082 16,969 21,051

16,969 21,051

当初予算額

計画額 0 0 4,082

0 0

H27

事

業

説

明

○大串自然公園総面積約100ha

○野外音楽広場総面積17,696㎡

○グリーンヒル大串設備管理

計画額 0 0 4,082

H27-30

事

業

概

要

市民の憩いの場であり、観光のスポットである大串自然公園及びさぬき市野外音楽

広場の維持管理を行い、本市の観光振興に寄与することを目的とするための事業

である。また、大串半島の核となる施設の宿泊施設及び飲食店の営業に必要な設

備の改修を行い、民間事業者をサポートすることで、大串自然公園への誘客を推

進し、本公園内に点在する施設の有効活用を図る。

決算額 0 0

決算額

16,969 21,051

16,328 59,876 76,204

当初予算額 0 0 4,082 16,969 21,051

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①魅力ある観光振興対策の推進

目 15 観光費

基本施策

5 (5) 観光の振興

項 5 商工費

基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 35 商工費

総合計画実施計画調書
事業名

大串自然公園管理事業

担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標1- 33



2,397 6,828

当初予算額H30

面積19ha

・桜の名所約200本

・駐車場250台

計画額 4,431 0 0

決算額

H29

面積19ha

・桜の名所約200本

・駐車場250台

計画額 4,568 0 0 2,397 6,965

決算額

当初予算額

H28

面積19ha

・桜の名所約200本

・駐車場250台

決算額

当初予算額 4,855 0 0 2,397 7,252

2,397 7,106

当初予算額

計画額 4,709 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

面積19ha

・桜の名所約200本

・駐車場250台

計画額 4,855 0 0

H27-30

事

業

概

要

県立公園に指定されている亀鶴公園を多くの観光客に利用してもらうために施

設の維持管理を行う。

決算額 0 0

決算額

2,397 7,252

0 9,588 28,151

当初予算額 4,855 0 0 2,397 7,252

計画額 18,563 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①魅力ある観光振興対策の推進

目 15 観光費

基本施策

5 (5) 観光の振興

項 5 商工費

基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 35 商工費

総合計画実施計画調書
事業名

亀鶴公園整備事業

担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標1- 34



5,782 5,787

当初予算額H30

面積約10ha

・トイレ4箇所

・芝生広場等

・三重の滝

計画額 0 0 5

決算額

H29

面積約10ha

・トイレ4箇所

・芝生広場等

・三重の滝

計画額 0 0 5 5,782 5,787

決算額

当初予算額

H28

面積約10ha

・トイレ4箇所

・芝生広場等

・三重の滝

決算額

当初予算額 0 0 5 5,782 5,787

5,782 5,787

当初予算額

計画額 0 0 5

0 0

H27

事

業

説

明

面積約10ha

・トイレ4箇所

・芝生広場等

・三重の滝

計画額 0 0 5

H27-30

事

業

概

要

自然豊かな門入の郷を多くの観光客に利用してもらい併せて癒しの場を提供す

る。

決算額 0 0

決算額

5,782 5,787

20 23,128 23,148

当初予算額 0 0 5 5,782 5,787

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①魅力ある観光振興対策の推進

目 15 観光費

基本施策

5 (5) 観光の振興

項 5 商工費

基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 35 商工費

総合計画実施計画調書
事業名

門入の郷維持管理事業

担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標1- 35



11,013 19,170

当初予算額H30

面積約55ha

・球技場、球場、テニスコート等スポーツ施設

・キャンプ場

・イベントドーム等

計画額 0 0 8,157

決算額

H29

面積約55ha

・球技場、球場、テニスコート等スポーツ施設

・キャンプ場

・イベントドーム等

計画額 0 0 8,410 11,354 19,764

決算額

当初予算額

H28

面積約55ha

・球技場、球場、テニスコート等スポーツ施設

・キャンプ場

・イベントドーム等

決算額

当初予算額 0 0 8,410 11,354 19,764

11,354 19,764

当初予算額

計画額 0 0 8,410

0 0

H27

事

業

説

明

面積約55ha

・球技場、球場、テニスコート等スポーツ施設

・キャンプ場

・イベントドーム等

計画額 0 0 8,410

H27-30

事

業

概

要

自然豊かなみろく公園を多くの観光客に利用してもらい併せて癒しの場を提供

する。

決算額 0 0

決算額

11,354 19,764

33,387 45,075 78,462

当初予算額 0 0 8,410 11,354 19,764

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①魅力ある観光振興対策の推進

目 15 観光費

基本施策

5 (5) 観光の振興

項 5 商工費

基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 35 商工費

総合計画実施計画調書
事業名

みろく自然公園管理事業

担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標1- 36



9,418 11,357

当初予算額H30

道の駅「ながお」及び「みろく」

計画額 0 0 1,939

決算額

H29

道の駅「ながお」及び「みろく」

計画額 0 0 1,939 9,418 11,357

決算額

当初予算額

H28

道の駅「ながお」及び「みろく」

決算額

当初予算額 0 0 1,939 9,418 11,357

9,418 11,357

当初予算額

計画額 0 0 1,939

0 0

H27

事

業

説

明

道の駅「ながお」及び「みろく」

計画額 0 0 1,939

H27-30

事

業

概

要

道の駅において観光客が快適に利用できるよう指定管理者及び香川県と連携

を図り本市の観光振興に寄与するための事業である。

決算額 0 0

決算額

9,418 11,357

7,756 37,672 45,428

当初予算額 0 0 1,939 9,418 11,357

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①魅力ある観光振興対策の推進

目 15 観光費

基本施策

5 (5) 観光の振興

項 5 商工費

基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 35 商工費

総合計画実施計画調書
事業名

道の駅管理事業

担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標1- 37



4,931 12,295

当初予算額H30

○コテージ　４棟（１棟当り約64㎡）

○オートキャンプサイト　１２区画（１区画当り約100㎡）

○球技場駐車場　６１台

計画額 0 0 7,364

決算額

H29

○コテージ　４棟（１棟当り約64㎡）

○オートキャンプサイト　１２区画（１区画当り約100㎡）

○球技場駐車場　６１台

計画額 0 0 7,364 4,931 12,295

決算額

当初予算額

H28

○コテージ　４棟（１棟当り約64㎡）

○オートキャンプサイト　１２区画（１区画当り約100㎡）

○球技場駐車場　６１台

決算額

当初予算額 0 0 7,364 4,931 12,295

4,931 12,295

当初予算額

計画額 0 0 7,364

0 0

H27

事

業

説

明

○コテージ　４棟（１棟当り約64㎡）

○オートキャンプサイト　１２区画（１区画当り約100㎡）

○球技場駐車場　６１台

計画額 0 0 7,364

H27-30

事

業

概

要

シーサイドコリドールに訪れる人に安らぎと憩いの場を提供するために維持管理を

行う。

球技場の使用頻度が増加したことに伴い、来場者の利便性向上を図る。

決算額 0 0

決算額

4,931 12,295

29,456 19,724 49,180

当初予算額 0 0 7,364 4,931 12,295

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①魅力ある観光振興対策の推進

目 15 観光費

基本施策

5 (5) 観光の振興

項 5 商工費

基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 35 商工費

総合計画実施計画調書
事業名

シーサイドコリドール維持管理事業

担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標1- 38



48,712 65,742

当初予算額H30

産業資料館山上公園女体山公園

大窪寺南公衆便所四国のみち前山ダム公園

ＪＲ造田駅花壇バンジョイ塾興津海水浴場

日盛山寺町公衆便所

計画額 409 0 16,621

決算額

H29

産業資料館山上公園女体山公園

大窪寺南公衆便所四国のみち前山ダム公園

ＪＲ造田駅花壇バンジョイ塾興津海水浴場

日盛山寺町公衆便所

計画額 409 0 16,621 48,712 65,742

決算額

当初予算額

H28

産業資料館山上公園女体山公園

大窪寺南公衆便所四国のみち前山ダム公園

ＪＲ造田駅花壇バンジョイ塾興津海水浴場

日盛山寺町公衆便所

決算額

当初予算額 409 0 16,621 48,712 65,742

48,712 65,742

当初予算額

計画額 409 0 16,621

0 0

H27

事

業

説

明

産業資料館山上公園女体山公園

大窪寺南公衆便所四国のみち前山ダム公園

ＪＲ造田駅花壇バンジョイ塾興津海水浴場

日盛山寺町公衆便所

計画額 409 0 16,621

H27-30

事

業

概

要

観光客が安全かつ快適に利用できるよう観光施設の維持管理を行うことを目

的とした事業である。

決算額 0 0

決算額

48,712 65,742

66,484 194,848 262,968

当初予算額 409 0 16,621 48,712 65,742

計画額 1,636 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①魅力ある観光振興対策の推進

目 15 観光費

基本施策

5 (5) 観光の振興

項 5 商工費

基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 35 商工費

総合計画実施計画調書
事業名

観光施設事業

担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標1- 39



67,486 67,486

当初予算額H30

市内公共温泉宿泊施設の修繕工事等

・カメリア温泉・ゆーとぴあみろく温泉・春日温泉・クアタラソ津田・クアパーク津田

（観光事業特別会計からの移管予定分（140万円）含む）

・ツインパルながお

計画額 0 0 0

決算額

H29

市内公共温泉宿泊施設の修繕工事等

・カメリア温泉・ゆーとぴあみろく温泉・春日温泉・クアタラソ津田・クアパーク津田

（観光事業特別会計からの移管予定分（140万円）含む）

・ツインパルながお

計画額 0 0 0 67,486 67,486

決算額

当初予算額

H28

市内公共温泉宿泊施設の修繕工事等

・カメリア温泉・ゆーとぴあみろく温泉・春日温泉・クアタラソ津田・クアパーク津田

・ツインパルながお

決算額

当初予算額 0 0 0 66,086 66,086

66,086 66,086

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

市内公共温泉宿泊施設の修繕工事等

・カメリア温泉・ゆーとぴあみろく温泉・春日温泉・クアタラソ津田・クアパーク津田

・ツインパルながお

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

市内温泉宿泊施設6箇所を管理・運営することにより、観光施設の充実、地域

住民とのふれあいによる地域活性化を図る。

決算額 0 0

決算額

66,086 66,086

0 267,144 267,144

当初予算額 0 0 0 66,086 66,086

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①魅力ある観光振興対策の推進

目 20 温泉費

基本施策

5 (5) 観光の振興

項 5 商工費

基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 35 商工費

総合計画実施計画調書
事業名

温泉施設管理事業

担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標1- 40



0 0

当初予算額H30 ―

計画額 0 0 0

決算額

H29 ―

計画額 0 0 0 0 0

決算額

当初予算額

H28

観光施設の充実と国民の休養に必要な施設の維持管理を行う。

※償還終了のため本年度をもって特別会計を閉鎖し、29年度より、一般財源

に係る事業を温泉施設管理事業に移管する。（予定）

決算額

当初予算額 0 0 0 60,500 60,500

60,500 60,500

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

観光施設の充実と国民の休養に必要な施設の維持管理を行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

○クアパーク津田（国民宿舎　松琴閣）の維持管理

・平成8年11月完成

・鉄筋3階建　・客室総数　26室　収容　88人　・駐車場　50台

決算額 0 0

決算額

60,500 60,500

0 121,000 121,000

当初予算額 0 0 0 60,500 60,500

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①魅力ある観光振興対策の推進

目

基本施策

5 (5) 観光の振興

項

基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款

総合計画実施計画調書
事業名

観光事業特別会計

担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 55 観光事業特別会計
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5,722 29,809

当初予算額H30

さぬき市の観光振興及び市経済発展のため、さぬき市観光協会が実施する事

業費への助成を行う。

計画額 0 0 24,087

決算額

H29

さぬき市の観光振興及び市経済発展のため、さぬき市観光協会が実施する事

業費への助成を行う。

計画額 0 0 24,087 5,722 29,809

決算額

当初予算額

H28

さぬき市の観光振興及び市経済発展のため、さぬき市観光協会が実施する事

業費への助成を行う。

決算額

当初予算額 0 0 24,087 6,003 30,090

5,722 29,809

当初予算額

計画額 0 0 24,087

0 0

H27

事

業

説

明

さぬき市の観光振興及び市経済発展のため、さぬき市観光協会が実施する事

業費への助成を行う。

計画額 0 0 24,087

H27-30

事

業

概

要

県、市、市観光協会及び市商工会と連携して、観光事業の充実、本市への誘

致宣伝を図り地域の活性化を行うことを目的とした事業である。

決算額 0 0

決算額

6,003 30,090

96,348 23,169 119,517

当初予算額 0 0 24,087 6,003 30,090

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①魅力ある観光振興対策の推進

目 15 観光費

基本施策

5 (5) 観光の振興

項 5 商工費

基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 35 商工費

総合計画実施計画調書
事業名

観光協会事務局事業（観光振興対策関係）

担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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4,942 4,942

当初予算額H30

○観光宣伝事業

○美しい花のまちづくり推進事業

計画額 0 0 0

決算額

H29

○観光宣伝事業

○美しい花のまちづくり推進事業

計画額 0 0 0 4,942 4,942

決算額

当初予算額

H28

○観光宣伝事業

○美しい花のまちづくり推進事業

決算額

当初予算額 0 0 0 4,942 4,942

4,942 4,942

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

○観光宣伝事業

○美しい花のまちづくり推進事業

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

観光客の増加を目的に宣伝活動等を実施する。

決算額 0 0

決算額

4,942 4,942

0 19,768 19,768

当初予算額 0 0 0 4,942 4,942

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②国内外に向けた観光ＰＲの強化

目 15 観光費

基本施策

5 (5) 観光の振興

項 5 商工費

基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 35 商工費

総合計画実施計画調書
事業名

観光事業

担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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2,390 2,390

当初予算額H30

さぬき市の観光振興及び市経済発展のため、さぬき市観光協会が実施する事

業費への助成を行う。

計画額 0 0 0

決算額

H29

さぬき市の観光振興及び市経済発展のため、さぬき市観光協会が実施する事

業費への助成を行う。

計画額 0 0 0 2,390 2,390

決算額

当初予算額

H28

さぬき市の観光振興及び市経済発展のため、さぬき市観光協会が実施する事

業費への助成を行う。

決算額

当初予算額 0 0 0 2,582 2,582

2,390 2,390

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

さぬき市の観光振興及び市経済発展のため、さぬき市観光協会が実施する事

業費への助成を行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

県、市、市観光協会及び市商工会と連携して、観光事業の充実、本市への誘

致宣伝を図り地域の活性化を行うことを目的とした事業である。

決算額 0 0

決算額

2,582 2,582

0 9,752 9,752

当初予算額 0 0 0 2,582 2,582

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②国内外に向けた観光ＰＲの強化

目 15 観光費

基本施策

5 (5) 観光の振興

項 5 商工費

基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 35 商工費

総合計画実施計画調書
事業名

観光協会事務局事業（観光ＰＲ関係）

担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 35 商工費

総合計画実施計画調書
事業名

観光協会事務局事業（広域観光連携関係）

担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③広域観光連携の推進

目 15 観光費

基本施策

5 (5) 観光の振興

項 5 商工費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 9,752 9,752

当初予算額 0 0 0 2,582 2,582

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

広域的にＰＲできる観光プランを充実させる。

瀬戸・高松広域定住自立圏事業を活用し、「ぷち旅プラン」に掲載できるコース

を作成する。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

県、市、市観光協会及び市商工会と連携して、観光事業の充実、本市への誘

致宣伝を図り地域の活性化を行うことを目的とした事業である。

※事業費再掲

決算額 0 0

決算額

2,582 2,582

2,582

2,390 2,390

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 2,582

H29

広域的にＰＲできる観光プランを充実させる。

瀬戸・高松広域定住自立圏事業を活用し、「ぷち旅プラン」に掲載できるコース

を作成する。

計画額 0 0 0 2,390 2,390

決算額

当初予算額

H28

広域的にＰＲできる観光プランを充実させる。

瀬戸・高松広域定住自立圏事業を活用し、「ぷち旅プラン」に掲載できるコース

を作成する。

決算額

H30

広域的にＰＲできる観光プランを充実させる。

瀬戸・高松広域定住自立圏事業を活用し、「ぷち旅プラン」に掲載できるコース

を作成する。

計画額 0 0 0

決算額

2,390 2,390

当初予算額
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3,142 3,142

当初予算額H30

・求人者と求職者のマッチング、求職者への求人紹介

・企業訪問による求人開拓

・就職関連イベントへの参加及び実施　等

計画額 0 0 0

決算額

H29

・求人者と求職者のマッチング、求職者への求人紹介

・企業訪問による求人開拓

・就職関連イベントへの参加及び実施　等

計画額 0 0 0 3,142 3,142

決算額

当初予算額

H28

・求人者と求職者のマッチング、求職者への求人紹介

・企業訪問による求人開拓

・就職関連イベントへの参加及び実施　等

決算額

当初予算額 0 0 0 3,420 3,420

3,142 3,142

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

・求人者と求職者のマッチング、求職者への求人紹介

・企業訪問による求人開拓

・就職関連イベントへの参加及び実施　等

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

緩やかな景気回復が続く中、市内企業においても人材不足が深刻化しているこ

とから、地域就職サポートセンターにおいて市内事業所の人材確保を支援する。

また、若年層のＵターンや地元就職を支援し、定住人口の増加につなげる。

決算額 0 0

決算額

3,420 3,420

0 12,846 12,846

当初予算額 0 0 0 3,420 3,420

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①就労支援の充実

目 5 労働諸費

基本施策

6 (6) 雇用の場の確保と労働環境の充実

項 5 労働費

基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 25 労働費

総合計画実施計画調書
事業名

地域就職サポートセンター事業

担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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969 56,969

当初予算額H30

労働者の雇用の安定と地位向上及び市内の労働力確保につなげるための関

係団体への助成を行うとともに、四国労働金庫に資金を預託することにより、福

祉、住宅資金等の低金利融資を支援する。

計画額 0 0 56,000

決算額

H29

労働者の雇用の安定と地位向上及び市内の労働力確保につなげるための関

係団体への助成を行うとともに、四国労働金庫に資金を預託することにより、福

祉、住宅資金等の低金利融資を支援する。

計画額 0 0 56,000 969 56,969

決算額

当初予算額

H28

労働者の雇用の安定と地位向上及び市内の労働力確保につなげるための関

係団体への助成を行うとともに、四国労働金庫に資金を預託することにより、福

祉、住宅資金等の低金利融資を支援する。

決算額

当初予算額 0 0 56,000 969 56,969

969 56,969

当初予算額

計画額 0 0 56,000

0 0

H27

事

業

説

明

労働者の雇用の安定と地位向上及び市内の労働力確保につなげるための関

係団体への助成を行うとともに、四国労働金庫に資金を預託することにより、福

祉、住宅資金等の低金利融資を支援する。

計画額 0 0 56,000

H27-30

事

業

概

要

勤労者の保護と地位向上、合わせて福利厚生面の向上を図る。

決算額 0 0

決算額

969 56,969

224,000 3,876 227,876

当初予算額 0 0 56,000 969 56,969

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②働き続けられる労働環境の充実

目 5 労働諸費

基本施策

6 (6) 雇用の場の確保と労働環境の充実

項 5 労働費

基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 25 労働費

総合計画実施計画調書
事業名

労働諸費事業

担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

定住促進事業（移住促進関係）

担当課 政策課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①移住・二地域居住の推進

目 30 企画費

基本施策

7 (7) 定住促進対策

項 5 総務管理費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

1,633 14,360 17,993

当初予算額 1,000 0 433 3,560 4,993

計画額 2,000 0

0 0

H27

事

業

説

明

移住希望者が市内での暮らしを体験できる「移住体験ハウス」の設置・運営を

はじめ、香川県移住交流推推進協議会への参加等をとおして移住交流施策

の推進を図る。

計画額 1,000 0 433

H27-30

事

業

概

要

人口減少を食い止めるための対策として、転出者の抑制及び転入者の増加な

ど移住促進に向けた取組を推進する。

決算額 0 0

決算額

3,560 4,993

4,993

3,600 5,000

当初予算額

計画額 1,000 0 400

当初予算額 1,000 0 433 3,560

H29

「移住体験ハウス」の運営を行うとともに、香川県移住交流推推進協議会への

参加等をとおして移住交流施策の推進を図る。

計画額 0 0 400 3,600 4,000

決算額

当初予算額

H28

「移住体験ハウス」の運営を行うとともに、香川県移住交流推推進協議会への

参加等をとおして移住交流施策の推進を図る。

また、利用状況を勘案して「移住体験ハウス」の追加募集を検討する。

決算額

H30

「移住体験ハウス」の運営を行うとともに、香川県移住交流推推進協議会への

参加等をとおして移住交流施策の推進を図る。

計画額 0 0 400

決算額

3,600 4,000

当初予算額
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基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

定住促進事業(定住支援関係）

担当課 政策課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

2 ②定住支援の強化

目 30 企画費

基本施策

7 (7) 定住促進対策

項 5 総務管理費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 100,458 100,458

当初予算額 0 0 0 25,458 25,458

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

活気に満ちあふれたまちづくりを進めるため、定住促進奨励金及び結婚定住奨

励事業に関する制度周知に努めるとともに、平成２７年度末で終了を迎える両

制度の政策効果を踏まえた新たな定住促進策を検討する。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

人口減少を食い止めるための対策として、転出者の抑制及び転入者の増加な

ど定住促進に向けた取組を推進する。

決算額 0 0

決算額

25,458 25,458

25,458

25,000 25,000

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 25,458

H29

新たな定住促進策の制度周知に努めるとともに、その政策効果を検証する。

計画額 0 0 0 25,000 25,000

決算額

当初予算額

H28

平成２７年度末で終了を迎えた両制度に代わる、新たな定住促進策を実施す

るとともに、その制度周知に努める。

決算額

H30

新たな定住促進策の制度周知に努めるとともに、その政策効果を検証する。

計画額 0 0 0

決算額

25,000 25,000

当初予算額
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基本目標

1 Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

地域おこし協力隊・集落支援員事業

担当課 政策課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③まちの魅力発信と多様な交流活動の推進

目 30 企画費

基本施策

7 (7) 定住促進対策

項 5 総務管理費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

288 59,516 59,804

当初予算額 0 0 72 14,879 14,951

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

【地域おこし協力隊員】地域資源と人材を活かし、市民を巻き込んで具体的な地域活

性化対策を継続的に実施していく。【集落支援員】順次人口減少の著しい地域内を巡

回し、結果報告や課題解決のための協議と検討を進め、１つからでも実施に繋げる。な

お、総務省の「アドバイザー」制度を活用して、的確な指導を仰ぐことで、それぞれの活動

を効果的に推進できるよう努めていく。

計画額 0 0 72

H27-30

事

業

概

要

地域おこし協力隊事業：地域の魅力の掘り起こしを推進する人材を都会から受け入

れ、地域活性化活動の推進とまちの魅力発信につなげることを目的とする。

集落支援員事業：集落巡回を通じて当該集落の状況及び課題を把握し、これをもとに

集落の活性化につながる支援活動を行うことを目的とする。地域おこし協力隊の活動支

援も行う。

決算額 0 0

決算額

14,879 14,951

14,951

14,879 14,951

当初予算額

計画額 0 0 72

当初予算額 0 0 72 14,879

H29

【地域おこし協力隊員】地域資源と人材を活かし、市民を巻き込んで具体的な地域活

性化対策を継続的に実施していく。【集落支援員】順次人口減少の著しい地域内を巡

回し、結果報告や課題解決のための協議と検討を進め、１つからでも実施に繋げる。な

お、総務省の「アドバイザー」制度を活用して、的確な指導を仰ぐことで、それぞれの活動

を効果的に推進できるよう努めていく。

計画額 0 0 72 14,879 14,951

決算額

当初予算額

H28

【地域おこし協力隊員】地域資源と人材を活かし、市民を巻き込んで具体的な地域活

性化対策を継続的に実施していく。【集落支援員】順次人口減少の著しい地域内を巡

回し、結果報告や課題解決のための協議と検討を進め、１つからでも実施に繋げる。な

お、総務省の「アドバイザー」制度を活用して、的確な指導を仰ぐことで、それぞれの活動

を効果的に推進できるよう努めていく。

決算額

H30

【地域おこし協力隊員】地域資源と人材を活かし、市民を巻き込んで具体的な地域活

性化対策を継続的に実施していく。【集落支援員】順次人口減少の著しい地域内を巡

回し、結果報告や課題解決のための協議と検討を進め、１つからでも実施に繋げる。な

お、総務省の「アドバイザー」制度を活用して、的確な指導を仰ぐことで、それぞれの活動

を効果的に推進できるよう努めていく。

計画額 0 0 72

決算額

14,879 14,951

当初予算額

基本目標1- 50



基本目標２

安全、安心、快適に暮らせるまち



基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

防災支援事業（地域防災関係）

担当課 総務課危機管理室

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①地域防災力の向上

目 60 防災諸費

基本施策

8 (8) 消防・防災体制の充実

項 5 総務管理費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

8,000 7,381 20,762

当初予算額 1,331 0 2,000 1,831 5,162

計画額 5,381 0

0 0

H27

事

業

説

明

大規模な災害に備えるため、地域で活動する自主防災組織や各種団体の訓

練や資機材購入に対する支援を実施する。

計画額 1,331 0 2,000

H27-30

事

業

概

要

さぬき市総合計画及び地域防災計画に基づき、市民の生命及び財産を守るた

めの防災・減災事業を推進するため、防災情報伝達手段の確保や防災訓練

などの実施による住民の防災意思の向上を図るとともに、地域防災力の向上を

図るため自主防災組織の育成を推進する事業である。

決算額 0 0

決算額

1,831 5,162

5,162

1,850 5,200

当初予算額

計画額 1,350 0 2,000

当初予算額 1,331 0 2,000 1,831

H29

大規模な災害に備えるため、地域で活動する自主防災組織や各種団体の訓

練や資機材購入に対する支援を実施する。

計画額 1,350 0 2,000 1,850 5,200

決算額

当初予算額

H28

大規模な災害に備えるため、地域で活動する自主防災組織や各種団体の訓

練や資機材購入に対する支援を実施する。

決算額

H30

大規模な災害に備えるため、地域で活動する自主防災組織や各種団体の訓

練や資機材購入に対する支援を実施する。

計画額 1,350 0 2,000

決算額

1,850 5,200

当初予算額

基本目標2- 1



基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

防災支援事業（防災対策関係）

担当課 総務課危機管理室

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

2 ②防災対策等の推進

目 60 防災諸費

基本施策

8 (8) 消防・防災体制の充実

項 5 総務管理費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

103,550 124,240 287,355

当初予算額 48,558 0 2,740 29,240 80,538

計画額 59,565 0

0 0

H27

事

業

説

明

香川県の地域防災力総合支援事業費補助金等を活用し、防災行政無線の

更新に係る基本計画の策定や緊急輸送車両の配備や新たに香川県から示さ

れた備蓄計画に伴う備蓄品の整備、老朽化した防災設備の修繕などを実施す

る。また、香川県の再生可能エネルギー等導入推進基金を活用した防災拠点

の非常用電源としての太陽光発電システムの整備を実施する。

計画額 48,558 0 2,740

H27-30

事

業

概

要

さぬき市総合計画及び地域防災計画に基づき、市民の生命及び財産を守るた

めの防災・減災事業を推進するため、防災情報伝達手段の確保や防災訓練

などの実施による住民の防災意思の向上を図るとともに、地域防災力の向上を

図るため自主防災組織の育成を推進する事業である。

決算額 0 0

決算額

29,240 80,538

80,538

32,500 36,439

当初予算額

計画額 3,669 0 270

当初予算額 48,558 0 2,740 29,240

H29

香川県の地域防災力総合支援事業費補助金等を活用し、備蓄品の整備や

各種計画の策定・修正を実施するとともに、老朽化した防災設備の修繕などを

実施する。

計画額 3,669 0 270 32,500 36,439

決算額

当初予算額

H28

香川県の地域防災力総合支援事業費補助金等を活用し、備蓄品の整備や

各種計画の策定・修正を実施するとともに、老朽化した防災設備の修繕などを

実施する。

決算額

H30

香川県の地域防災力総合支援事業費補助金等を活用し、備蓄品の整備や

各種計画の策定・修正を実施するとともに、老朽化した防災設備の修繕などを

実施する。また、防災拠点施設の情報伝達手段の整備を図る。

計画額 3,669 0 100,270

決算額

30,000 133,939

当初予算額

基本目標2- 2



基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

防災支援事業（防災訓練関係）

担当課 総務課危機管理室

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③災害発生時における体制の整備

目 60 防災諸費

基本施策

8 (8) 消防・防災体制の充実

項 5 総務管理費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

103,550 124,240 287,355

当初予算額 48,558 0 2,740 29,240 80,538

計画額 59,565 0

0 0

H27

事

業

説

明

災害発生時の職員体制を適宜見直すとともに、大規模災害に備えた職員研

修及び訓練を実施する。

計画額 48,558 0 2,740

H27-30

事

業

概

要

さぬき市総合計画及び地域防災計画に基づき、市民の生命及び財産を守るた

めの防災・減災事業を推進するため、防災情報伝達手段の確保や防災訓練

などの実施による住民の防災意思の向上を図るとともに、地域防災力の向上を

図るため自主防災組織の育成を推進する事業である。※事業費再掲

決算額 0 0

決算額

29,240 80,538

80,538

32,500 36,439

当初予算額

計画額 3,669 0 270

当初予算額 48,558 0 2,740 29,240

H29

災害発生時の職員体制を適宜見直すとともに、大規模災害に備えた職員研

修及び訓練を実施する。

計画額 3,669 0 270 32,500 36,439

決算額

当初予算額

H28

災害発生時の職員体制を適宜見直すとともに、大規模災害に備えた職員研

修及び訓練を実施する。

決算額

H30

災害発生時の職員体制を適宜見直すとともに、大規模災害に備えた職員研

修及び訓練を実施する。

計画額 3,669 0 100,270

決算額

30,000 133,939

当初予算額

基本目標2- 3



基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 45 消防費

総合計画実施計画調書
事業名

水防活動支援事業

担当課 総務課危機管理室

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③災害発生時における体制の整備

目 15 水防費

基本施策

8 (8) 消防・防災体制の充実

項 5 消防費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 22,722 22,722

当初予算額 0 0 0 5,622 5,622

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

台風の襲来等による水害に対応するため、消防団員による危険個所の見回り

や救助活動等を支援するとともに、浸水被害を防ぐための仮設ポンプを設置した

り避難者の支援及び水防活動に必要となる資機材を購入したりする等災害に

備える。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

さぬき市地域防災計画及び水防計画に基づき、集中豪雨や台風などの水害

及び津波から市民の生命及び財産を守るために活動する事業である。

決算額 0 0

決算額

5,622 5,622

5,622

5,700 5,700

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 5,622

H29

台風の襲来等による水害に対応するため、消防団員による危険個所の見回り

や救助活動等を支援するとともに、浸水被害を防ぐための仮設ポンプを設置した

り避難者の支援及び水防活動に必要となる資機材を購入したりする等災害に

備える。

計画額 0 0 0 5,700 5,700

決算額

当初予算額

H28

台風の襲来等による水害に対応するため、消防団員による危険個所の見回り

や救助活動等を支援するとともに、浸水被害を防ぐための仮設ポンプを設置した

り避難者の支援及び水防活動に必要となる資機材を購入したりする等災害に

備える。

決算額

H30

台風の襲来等による水害に対応するため、消防団員による危険個所の見回り

や救助活動等を支援するとともに、浸水被害を防ぐための仮設ポンプを設置した

り避難者の支援及び水防活動に必要となる資機材を購入したりする等災害に

備える。

計画額 0 0 0

決算額

5,700 5,700

当初予算額

基本目標2- 4



基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 45 消防費

総合計画実施計画調書
事業名

消防操法訓練事業

担当課 総務課危機管理室

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

4 ④消防・救急体制の充実

目 5 非常備消防費

基本施策

8 (8) 消防・防災体制の充実

項 5 消防費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 14,996 14,996

当初予算額 0 0 0 3,696 3,696

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

さぬき市消防団寒川方面隊の香川県消防操法大会出場に伴う訓練等を通し

て消防団員の技術向上を図る。

訓練日数：40日（7～9月）

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

さぬき市総合計画及び地域防災計画に基づき、市民の生命及び財産を守るた

めに活動する「さぬき市消防団」の技術向上を図るため参加する消防操法大会

の操法訓練を実施する事業である。

決算額 0 0

決算額

3,696 3,696

3,696

3,700 3,700

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 3,696

H29

さぬき市消防団大川方面隊の香川県消防操法大会出場に伴う訓練等を通し

て消防団員の技術向上を図る。

訓練日数：40日（7～9月）

計画額 0 0 0 3,800 3,800

決算額

当初予算額

H28

さぬき市消防団志度方面隊の香川県消防操法大会出場に伴う訓練等を通し

て消防団員の技術向上を図る。

訓練日数：40日（7～9月）

決算額

H30

さぬき市消防団津田方面隊の香川県消防操法大会出場に伴う訓練等を通し

て消防団員の技術向上を図る。

訓練日数：40日（7～9月）

計画額 0 0 0

決算額

3,800 3,800

当初予算額

基本目標2- 5



基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 45 消防費

総合計画実施計画調書
事業名

消防団支援事業

担当課 総務課危機管理室

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

4 ④消防・救急体制の充実

目 5 非常備消防費

基本施策

8 (8) 消防・防災体制の充実

項 5 消防費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 2,652,004 4,487,651

当初予算額 1,047 484,600 0 663,004 1,148,651

計画額 1,047 1,834,600

0 0

H27

事

業

説

明

火災の消化活動や地域での防災・防火活動、団員訓練など消防団活動を支

援するとともに、「消防団員の安全装備品基準」に基づいた安全靴の整備も実

施する。また、大川広域消防本部の運営等に係る経費を負担する。

計画額 1,047 484,600 0

H27-30

事

業

概

要

さぬき市総合計画及び地域防災計画に基づき、市民の生命及び財産を守るた

めに活動する「さぬき市消防団」の活動を支援する事業である。

決算額 0 0

決算額

663,004 1,148,651

1,148,651

663,000 1,113,000

当初予算額

計画額 0 450,000 0

当初予算額 1,047 484,600 0 663,004

H29

火災の消化活動や地域での防災・防火活動、団員訓練など消防団活動を支

援する。また、大川広域消防本部の運営等に係る経費を負担する。

計画額 0 450,000 0 663,000 1,113,000

決算額

当初予算額

H28

火災の消化活動や地域での防災・防火活動、団員訓練など消防団活動を支

援する。また、大川広域消防本部の運営等に係る経費を負担する。

決算額

H30

火災の消化活動や地域での防災・防火活動、団員訓練など消防団活動を支

援する。また、大川広域消防本部の運営等に係る経費を負担する。

計画額 0 450,000 0

決算額

663,000 1,113,000

当初予算額
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基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 45 消防費

総合計画実施計画調書
事業名

消防施設整備事業

担当課 総務課危機管理室

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

4 ④消防・救急体制の充実

目 10 消防施設費

基本施策

8 (8) 消防・防災体制の充実

項 5 消防費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 43,762 55,962

当初予算額 0 6,100 0 10,762 16,862

計画額 0 12,200

0 0

H27

事

業

説

明

消防資料及び施設、設備の適正な維持管理等を行う。

主な事業は、消防自動車の車検整備等及び各消防屯所の維持管理、末地

区の防火水槽整備等を行う。

計画額 0 6,100 0

H27-30

事

業

概

要

さぬき市総合計画及び地域防災計画に基づき、市民の生命及び財産を守るた

めの消防施設等の維持管理等を行う事業である。

決算額 0 0

決算額

10,762 16,862

16,862

11,000 17,100

当初予算額

計画額 0 6,100 0

当初予算額 0 6,100 0 10,762

H29

消防資料及び施設、設備の適正な維持管理等を行う。

主な事業は、消防自動車の車検整備等及び各消防屯所の維持管理等を行

う。

計画額 0 0 0 11,000 11,000

決算額

当初予算額

H28

消防資料及び施設、設備の適正な維持管理等を行う。

主な事業は、消防自動車の車検整備等及び各消防屯所の維持管理、田面

地区の防火水槽整備等を行う。

決算額

H30

消防資料及び施設、設備の適正な維持管理等を行う。

主な事業は、消防自動車の車検整備等及び各消防屯所の維持管理等を行

う。

計画額 0 0 0

決算額

11,000 11,000

当初予算額
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基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 45 消防費

総合計画実施計画調書
事業名

消防自動車購入事業

担当課 総務課危機管理室

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

4 ④消防・救急体制の充実

目 10 消防施設費

基本施策

8 (8) 消防・防災体制の充実

項 5 消防費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 3,790 112,290

当初予算額 0 27,300 0 990 28,290

計画額 2,000 106,500

0 0

H27

事

業

説

明

消防ポンプ車（可搬ポンプ無）１台を更新するとともに水槽車１台を可搬ポンプ

付積載車１台に更新する。

計画額 0 27,300 0

H27-30

事

業

概

要

さぬき市総合計画及び地域防災計画に基づき、市民の生命及び財産を守るた

め、地域の消防力を維持する必要があることから、老朽化した消防自動車を更

新、整備する事業である。

決算額 0 0

決算額

990 28,290

28,290

2,300 34,000

当初予算額

計画額 2,000 29,700 0

当初予算額 0 27,300 0 990

H29

消防ポンプ車１台及び可搬ポンプ付積載車１台を更新する。

計画額 0 29,700 0 300 30,000

決算額

当初予算額

H28

消防ポンプ車１台及び可搬ポンプ付積載車１台を更新するとともに軽運搬車２

台を新たに整備する。

決算額

H30

消防ポンプ車１台を更新する。

計画額 0 19,800 0

決算額

200 20,000

当初予算額
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基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 45 消防費

総合計画実施計画調書
事業名

消火栓整備事業

担当課 総務課危機管理室

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

4 ④消防・救急体制の充実

目 10 消防施設費

基本施策

8 (8) 消防・防災体制の充実

項 5 消防費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

8,160 23,674 31,834

当初予算額 0 0 2,160 5,674 7,834

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

平成27年度の主な事業

水道工事に伴う消火栓移設工事：2基

下水道工事に伴う消火栓移設工事：4基

消防水利不足地域新設工事：3基

計画額 0 0 2,160

H27-30

事

業

概

要

さぬき市総合計画及び地域防災計画に基づき、市民の生命及び財産を守るた

めの消防水利（消火栓）の整備及び維持管理等を行う事業である。

決算額 0 0

決算額

5,674 7,834

7,834

6,000 8,000

当初予算額

計画額 0 0 2,000

当初予算額 0 0 2,160 5,674

H29

消火栓移設工事及び新設工事を実施する。

計画額 0 0 2,000 6,000 8,000

決算額

当初予算額

H28

消火栓移設工事及び新設工事を実施する。

決算額

H30

消火栓移設工事及び新設工事を実施する。

計画額 0 0 2,000

決算額

6,000 8,000

当初予算額
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基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

防災支援事業（国民保護計画関係）

担当課 総務課危機管理室

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

5 ⑤国民保護体制の整備

目 60 防災諸費

基本施策

8 (8) 消防・防災体制の充実

項 5 総務管理費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

103,550 124,740 287,855

当初予算額 48,558 0 2,740 29,240 80,538

計画額 59,565 0

0 0

H27

事

業

説

明

さぬき市国民保護計画の修正に着手する。

計画額 48,558 0 2,740

H27-30

事

業

概

要

さぬき市総合計画及び地域防災計画に基づき、市民の生命及び財産を守るための防

災・減災事業を推進するため、防災情報伝達手段の確保や防災訓練などの実施によ

る住民の防災意思の向上を図るとともに、地域防災力の向上を図るため自主防災組

織の育成を推進する事業である。事業費は、防災支援事業（防災対策関係）を再掲

するが、平成28年度は計画の修正のための費用を加算する。

決算額 0 0

決算額

29,240 80,538

80,538

33,000 36,939

当初予算額

計画額 3,669 0 270

当初予算額 48,558 0 2,740 29,240

H29

さぬき市国民保護計画を適宜修正する。

計画額 3,669 0 270 32,500 36,439

決算額

当初予算額

H28

さぬき市国民保護計画を修正（計画額50万円）する。

決算額

H30

さぬき市国民保護計画を適宜修正する。

計画額 3,669 0 100,270

決算額

30,000 133,939

当初予算額
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23,029 23,029

当初予算額H30

防犯灯の新設及び維持管理を行う。

計画額 0 0 0

決算額

H29

防犯灯の新設及び維持管理を行う。

計画額 0 0 0 23,029 23,029

決算額

当初予算額

H28

防犯灯の新設及び維持管理を行う。

決算額

当初予算額 0 0 0 22,610 22,610

22,610 22,610

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

防犯灯の新設及び維持管理を行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

夜間における犯罪防止と通行の安全を図るため、防犯灯の新設及び維持管理

を行う。

決算額 0 0

決算額

22,610 22,610

0 91,278 91,278

当初予算額 0 0 0 22,610 22,610

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①犯罪のないまちづくりの推進

目 60 防災諸費

基本施策

9 (9) 生活安全対策の推進

項 5 総務管理費

基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

防犯環境整備事業

担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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1,511 1,511

当初予算額H30

市防犯協会等、防犯関係団体の運営経費の一部を負担する。

計画額 0 0 0

決算額

H29

市防犯協会等、防犯関係団体の運営経費の一部を負担する。

計画額 0 0 0 1,511 1,511

決算額

当初予算額

H28

市防犯協会等、防犯関係団体の運営経費の一部を負担する。

決算額

当初予算額 0 0 0 1,511 1,511

1,511 1,511

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

市防犯協会等、防犯関係団体の運営経費の一部を負担する。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

犯罪のない明るい社会の実現のため、防犯活動を推進する。

決算額 0 0

決算額

1,511 1,511

0 6,044 6,044

当初予算額 0 0 0 1,511 1,511

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①犯罪のないまちづくりの推進

目 60 防災諸費

基本施策

9 (9) 生活安全対策の推進

項 5 総務管理費

基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

防犯推進事業

担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

交通安全環境整備事業

担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

2 ②交通安全対策の推進

目 55 交通安全対策費

基本施策

9 (9) 生活安全対策の推進

項 5 総務管理費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 57,970 57,970

当初予算額 0 0 0 14,360 14,360

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

道路反射鏡、防護柵、区画線等交通安全施設の新設及び修繕を行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

交通安全施設の新設、修繕を行い、交通環境の整備を図る。

決算額 0 0

決算額

14,360 14,360

14,360

14,360 14,360

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 14,360

H29

道路反射鏡、防護柵、区画線等交通安全施設の新設及び修繕を行う。

計画額 0 0 0 14,625 14,625

決算額

当初予算額

H28

道路反射鏡、防護柵、区画線等交通安全施設の新設及び修繕を行う。

決算額

H30

道路反射鏡、防護柵、区画線等交通安全施設の新設及び修繕を行う。

計画額 0 0 0

決算額

14,625 14,625

当初予算額
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7,571 8,571

当初予算額H30

交通指導員による街頭交通指導や交通安全キャンペーン、子どもや高齢者の

自転車教室の開催等、各種交通安全活動を行い、交通事故防止を図る。ま

た、高齢者の交通事故抑止策として、65歳以上の運転免許証自主返納者に

対して商品券等を交付する支援を行う。

計画額 0 0 1,000

決算額

H29

交通指導員による街頭交通指導や交通安全キャンペーン、子どもや高齢者の

自転車教室の開催等、各種交通安全活動を行い、交通事故防止を図る。ま

た、高齢者の交通事故抑止策として、65歳以上の運転免許証自主返納者に

対して商品券等を交付する支援を行う。

計画額 0 0 1,000 7,571 8,571

決算額

当初予算額

H28

交通指導員による街頭交通指導や交通安全キャンペーン、子どもや高齢者の

自転車教室の開催等、各種交通安全活動を行い、交通事故防止を図る。ま

た、高齢者の交通事故抑止策として、65歳以上の運転免許証自主返納者に

対して商品券等を交付する支援を行う。

決算額

当初予算額 0 0 1,000 7,154 8,154

7,514 8,514

当初予算額

計画額 0 0 1,000

0 0

H27

事

業

説

明

交通指導員による街頭交通指導や交通安全キャンペーン、子どもや高齢者の

自転車教室の開催等、各種交通安全活動を行い、交通事故防止を図る。ま

た、高齢者の交通事故抑止策として、65歳以上の運転免許証自主返納者に

対して商品券等を交付する支援を行う。

計画額 0 0 1,000

H27-30

事

業

概

要

市民一人ひとりに交通安全思想を普及徹底し、交通ルールの遵守と交通マ

ナーの実践を習慣づけることにより、交通事故を防止し、安全で安心なまちづくり

を目指す。

決算額 0 0

決算額

7,154 8,154

4,000 29,810 33,810

当初予算額 0 0 1,000 7,154 8,154

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②交通安全対策の推進

目 55 交通安全対策費

基本施策

9 (9) 生活安全対策の推進

項 5 総務管理費

基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

交通安全推進事業

担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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189 189

当初予算額H30

市民の消費生活の安全を図るため、飲食に起因する感染症や食中毒等の危

害の防止等に必要な活動を行う、香川県食品衛生協会及び香川県飲食業

生活衛生同業組合に補助金を交付する。

計画額 0 0 0

決算額

H29

市民の消費生活の安全を図るため、飲食に起因する感染症や食中毒等の危

害の防止等に必要な活動を行う、香川県食品衛生協会及び香川県飲食業

生活衛生同業組合に補助金を交付する。

計画額 0 0 0 189 189

決算額

当初予算額

H28

市民の消費生活の安全を図るため、飲食に起因する感染症や食中毒等の危

害の防止等に必要な活動を行う、香川県食品衛生協会及び香川県飲食業

生活衛生同業組合に補助金を交付する。

決算額

当初予算額 0 0 0 189 189

189 189

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

市民の消費生活の安全を図るため、飲食に起因する感染症や食中毒等の危

害の防止等に必要な活動を行う、香川県食品衛生協会及び香川県飲食業

生活衛生同業組合に補助金を交付する。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

安全で衛生的な食品を提供するため、飲食に起因する感染症、食中毒等の

危害の防止等に必要な活動を行い、公衆衛生の向上及び増進に資する団体

に対し補助を行う。

決算額 0 0

決算額

189 189

0 756 756

当初予算額 0 0 0 189 189

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

3 ③消費者行政の推進

目 20 環境衛生費

基本施策

9 (9) 生活安全対策の推進

項 5 保健衛生費

基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名

防疫事業

担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 35 商工費

総合計画実施計画調書
事業名

商工業振興事業（消費者行政関係）

担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③消費者行政の推進

目 10 商工業振興費

基本施策

9 (9) 生活安全対策の推進

項 5 商工費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 720 720

当初予算額 0 0 0 180 180

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

・消費者相談の窓口業務

・さぬき市消費者団体連絡協議会への補助金の交付　　等

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

商工業の振興・地域社会の発展と活性化に寄与するため、安心・安全な消費

生活に繋がるような情報提供等に努める。

決算額 0 0

決算額

180 180

180

180 180

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 180

H29

・消費者相談の窓口業務

・さぬき市消費者団体連絡協議会への補助金の交付　　等

計画額 0 0 0 180 180

決算額

当初予算額

H28

・消費者相談の窓口業務

・さぬき市消費者団体連絡協議会への補助金の交付　　等

決算額

H30

・消費者相談の窓口業務

・さぬき市消費者団体連絡協議会への補助金の交付　　等

計画額 0 0 0

決算額

180 180

当初予算額
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21,000 52,000

当初予算額H30

県施行事業負担金

負担率道路事業1/10河川事業0.5/10港湾事業0.7/10

根拠法令地方財政法第27条第2項道路法第52条第2項

海岸法第28条第2項

未登記処理業務

計画額 0 31,000 0

決算額

H29

県施行事業負担金

負担率道路事業1/10河川事業0.5/10港湾事業0.7/10

根拠法令地方財政法第27条第2項道路法第52条第2項

海岸法第28条第2項

未登記処理業務

計画額 0 31,000 0 21,000 52,000

決算額

当初予算額

H28

県施行事業負担金

負担率道路事業1/10河川事業0.5/10港湾事業0.7/10

根拠法令地方財政法第27条第2項道路法第52条第2項

海岸法第28条第2項

未登記処理業務

決算額

当初予算額 0 32,900 0 16,947 49,847

20,000 51,000

当初予算額

計画額 0 31,000 0

0 0

H27

事

業

説

明

県施行事業負担金

負担率道路事業1/10河川事業0.5/10港湾事業0.7/10

根拠法令地方財政法第27条第2項道路法第52条第2項

海岸法第28条第2項

未登記処理業務

計画額 0 32,900 0

H27-30

事

業

概

要

県管理の幹線道路、重要河川及び重要港湾の整備を促進し、市内各地へのアク

セス向上や災害による被害低減を図るため、県が実施する市域内の県道、河川及

び港湾の整備事業に要する経費の一部を関係法令に基づき負担する事業であ

る。また、市道の未登記処理業務を地権者や関係者の要請等により実施する事

業である。

決算額 0 0

決算額

16,947 49,847

0 78,947 204,847

当初予算額 0 32,900 0 16,947 49,847

計画額 0 125,900

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①市道及び生活道路等の維持・整備促進

目 5 土木総務費

基本施策

10 (10) 道路等の社会基盤の整備

項 5 土木管理費

基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 40 土木費

総合計画実施計画調書
事業名

土木管理事業

担当課 建設課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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896 896

当初予算額H30

土地借上料

協会等負担金

計画額 0 0 0

決算額

H29

土地借上料

協会等負担金

計画額 0 0 0 896 896

決算額

当初予算額

H28

土地借上料

協会等負担金

決算額

当初予算額 0 0 0 896 896

896 896

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

土地借上料

協会等負担金

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

市道敷として借受けている土地の借上料である。また、市内の道路整備を促進

するため、広報活動や国等への要望活動等を行うことを目的とする道路関係協

会等への負担金である。

決算額 0 0

決算額

869 869

0 3,557 3,557

当初予算額 0 0 0 896 896

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①市道及び生活道路等の維持・整備促進

目 5 道路橋梁総務費

基本施策

10 (10) 道路等の社会基盤の整備

項 10 道路橋梁費

基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 40 土木費

総合計画実施計画調書
事業名

道路橋梁事業

担当課 建設課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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107,400 165,400

当初予算額H30

道路橋梁修繕事業

除草、崩土除去、舗装補修、道路付属物補修及び橋梁修繕等を行う。

道路愛護協力団体報奨金等

道路台帳補正　Ｌ＝2.0㎞

私道整備助成事業　補助金交付対象経費の50%(条件により70%)

計画額 30,600 19,300 8,100

決算額

H29

道路橋梁修繕事業

除草、崩土除去、舗装補修、道路付属物補修及び橋梁修繕等を行う。

道路愛護協力団体報奨金等

道路台帳補正　Ｌ＝19.0㎞

私道整備助成事業　補助金交付対象経費の50%(条件により70%)

計画額 30,600 19,300 8,100 109,400 167,400

決算額

当初予算額

H28

道路橋梁修繕事業

除草、崩土除去、舗装補修、道路付属物補修及び橋梁修繕等を行う。

道路愛護協力団体報奨金等

道路台帳補正　Ｌ＝19.0㎞

私道整備助成事業　補助金交付対象経費の50%(条件により70%)

決算額

当初予算額 33,300 20,700 8,070 97,075 159,145

103,800 175,200

当初予算額

計画額 39,000 24,300 8,100

0 0

H27

事

業

説

明

道路橋梁修繕事業

除草、崩土除去、舗装補修、道路付属物補修及び橋梁修繕等を行う。

道路愛護協力団体報奨金等

道路台帳補正　Ｌ＝19.0㎞

私道整備助成事業　補助金交付対象経費の50%(条件により70%)

計画額 33,300 20,700 8,070

H27-30

事

業

概

要

市道を常に良好な状態に保ち、安全で快適な通行を確保するため、維持修繕工

事等を実施するとともに、新たに市道認定された路線や改良等により幅員が変更に

なった路線の道路台帳補正業務を実施する。

また、私道について、一定の基準を満たす場合、路面改修工事費（舗装・側溝）の

一部を助成する私道整備助成事業を新たに実施する。

決算額 0 0

決算額

97,075 159,145

32,370 417,675 667,145

当初予算額 33,300 20,700 8,070 97,075 159,145

計画額 133,500 83,600

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①市道及び生活道路等の維持・整備促進

目 10 道路橋梁維持費

基本施策

10 (10) 道路等の社会基盤の整備

項 10 道路橋梁費

基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 40 土木費

総合計画実施計画調書
事業名

道路橋梁維持補修事業（道路関係）

担当課 建設課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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0

決算額

H30

狭小な道路の拡幅及び退避場整備を行う。

急カーブなどの危険箇所の局部改良を行う。

公共施設等を結ぶ幹線道路の新設・改良を行う。

増加する交通量及び重交通に耐えられる舗装への改良を行う。

計画額 41,300 177,900

17,400 237,400

決算額

当初予算額H29

狭小な道路の拡幅及び退避場整備を行う。

急カーブなどの危険箇所の局部改良を行う。

公共施設等を結ぶ幹線道路の新設・改良を行う。

増加する交通量及び重交通に耐えられる舗装への改良を行う。

計画額 38,000

17,200 236,400

当初予算額

当初予算額 64,880 216,400 0 13,330

H28

狭小な道路の拡幅及び退避場整備を行う。

急カーブなどの危険箇所の局部改良を行う。

公共施設等を結ぶ幹線道路の新設・改良を行う。

増加する交通量及び重交通に耐えられる舗装への改良を行う。

決算額

0

182,000 0

777,400

0

13,330 294,610

294,610

18,400 278,800

当初予算額

決算額

216,400 0

計画額 59,300 201,100

0

H27

事

業

説

明

狭小な道路の拡幅及び退避場整備を行う。

急カーブなどの危険箇所の局部改良を行う。

公共施設等を結ぶ幹線道路の新設・改良を行う。

増加する交通量及び重交通に耐えられる舗装への改良を行う。

計画額 64,880

0 66,330 1,047,210

当初予算額 64,880 216,400 0 13,330 294,610

計画額

H27-30

事

業

概

要

交通の安全と円滑化や防災空間を確保し、市民生活の利便性・安全性・快

適性の向上を図るため、市内幹線道路等の新設改良及び舗装整備を実施す

る事業である。

決算額 0 0

203,480

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

基本施策

10 (10) 道路等の社会基盤の整備

項 10 道路橋梁費

主要施策

1 ①市道及び生活道路等の維持・整備促進

目 15 道路橋梁新設改良費

基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 40 土木費

総合計画実施計画調書
事業名

道路橋梁新設改良事業(給与費除く）

担当課 建設課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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4,600 4,600

当初予算額H30

狭あい道路は、市民にとって通行上、環境衛生上の問題があるばかりでなく、災

害時の消防、救急活動に支障をきたしており、このような狭あい道路を建築等の

機会をとらえて市民と行政が協力しあって拡幅整備することにより、安全で快適

な災害に強いまちとなる。

計画額 0 0 0

決算額

H29

狭あい道路は、市民にとって通行上、環境衛生上の問題があるばかりでなく、災

害時の消防、救急活動に支障をきたしており、このような狭あい道路を建築等の

機会をとらえて市民と行政が協力しあって拡幅整備することにより、安全で快適

な災害に強いまちとなる。

計画額 0 0 0 4,600 4,600

決算額

当初予算額

H28

狭あい道路は、市民にとって通行上、環境衛生上の問題があるばかりでなく、災

害時の消防、救急活動に支障をきたしており、このような狭あい道路を建築等の

機会をとらえて市民と行政が協力しあって拡幅整備することにより、安全で快適

な災害に強いまちとなる。

決算額

当初予算額 0 0 0 4,500 4,500

4,600 4,600

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

申請予定件数4件

狭あい道路は、市民にとって通行上、環境衛生上の問題があるばかりでなく、災

害時の消防、救急活動に支障をきたしており、このような狭あい道路を建築等の

機会をとらえて市民と行政が協力しあって拡幅整備することにより、安全で快適

な災害に強いまちとなる。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

建築基準法に基づく用地の後退等に伴い、狭あい道路であるさぬき市道等の

拡幅及び後退用地の整備の申出のあったものに対して、後退用地に係る測

量、分筆及び所有権移転登記に要する費用を負担し、舗装等の工事を行い、

後退用地を道路として整備する。

決算額 0 0

決算額

4,500 4,500

0 18,300 18,300

当初予算額 0 0 0 4,500 4,500

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①市道及び生活道路等の維持・整備促進

目 15 道路橋梁新設改良費

基本施策

10 (10) 道路等の社会基盤の整備

項 10 道路橋梁費

基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 40 土木費

総合計画実施計画調書
事業名

狭あい道路拡幅整備事業

担当課 建設課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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4,400 67,100

当初予算額H30

道路橋梁修繕事業

橋梁長寿命化修繕計画の策定、長寿命化修繕工事

計画額 39,600 23,100 0

決算額

H29

道路橋梁修繕事業

橋梁点検、長寿命化修繕工事

計画額 48,800 23,100 0 10,500 82,400

決算額

当初予算額

H28

道路橋梁修繕事業

橋梁点検、橋梁長寿命化修繕計画の策定、長寿命化修繕工事

決算額

当初予算額 35,900 23,200 0 1,900 61,000

12,200 86,000

当初予算額

計画額 51,000 22,800 0

0 0

H27

事

業

説

明

道路橋梁修繕事業

橋梁点検、長寿命化修繕工事

計画額 35,900 23,200 0

H27-30

事

業

概

要

橋梁について、これまでの対症療法的な対応から予防的で計画的な対応で施

設の延命化、改築更新費用の平準化を図ることで、道路交通の安全性を確

保し、橋梁施設の機能を安定的に確保するよう、５年毎にすべての管理橋梁を

点検し、橋梁修繕化計画の策定を行い、長寿命化修繕工事を実施する。

決算額 0 0

決算額

1,900 61,000

0 29,000 296,500

当初予算額 35,900 23,200 0 1,900 61,000

計画額 175,300 92,200

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②橋梁の長寿命化

目 10 道路橋梁維持費

基本施策

10 (10) 道路等の社会基盤の整備

項 10 道路橋梁費

基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 40 土木費

総合計画実施計画調書
事業名

道路橋梁維持補修事業（橋梁関係）

担当課 建設課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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51,000 51,000

当初予算額H30

河川事業

護岸修繕工事及び河床整理工事等を行う。

雨水排水ポンプ場事業、既設ポンプ等の維持管理及び修繕工事

ダム管理負担金、負担率人件費1/3その他1/7

計画額 0 0 0

決算額

H29

河川事業

護岸修繕工事及び河床整理工事等を行う。

雨水排水ポンプ場事業、既設ポンプ等の維持管理及び修繕工事

ポンプ場改良工事

ダム管理負担金、負担率人件費1/3その他1/6

計画額 0 24,000 2,000 51,000 77,000

決算額

当初予算額

H28

河川事業

護岸修繕工事及び河床整理工事等を行う。

雨水排水ポンプ場事業、既設ポンプ等の維持管理及び修繕工事

白方ポンプ場改良工事

ダム管理負担金、負担率人件費1/3その他1/5

決算額

当初予算額 0 276,400 17,609 47,101 341,110

60,000 180,000

当初予算額

計画額 0 114,000 6,000

0 0

H27

事

業

説

明

河川事業

護岸修繕工事及び河床整理工事等を行う。

雨水排水ポンプ場事業、既設ポンプ等の維持管理及び修繕工事

浦小田雨水排水ポンプ場改良工事、室沖ポンプ場改良工事

ダム管理負担金、負担率人件費1/3その他1/4

計画額 0 276,400 17,609

H27-30

事

業

概

要

洪水時の氾濫を防止するため、河川の維持修繕工事を実施するほか、台風時

などの浸水被害を防止するため、雨水排水ポンプ等の維持管理及び改良工事

を実施する事業である。また、治水・利水に大きな役割を果たしている市内3ダ

ムの維持管理に要する経費の一部を決められた率により県へ負担する事業であ

る。

決算額 0 0

決算額

47,101 341,110

25,609 209,101 649,110

当初予算額 0 276,400 17,609 47,101 341,110

計画額 0 414,400

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

3 ③河川の維持・整備促進

目 5 河川総務費

基本施策

10 (10) 道路等の社会基盤の整備

項 15 河川費

基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 40 土木費

総合計画実施計画調書
事業名

河川事業

担当課 建設課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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202 7,358

当初予算額H30

緑地施設等管理事業  3施設

海岸清掃事業

リフレッシュ瀬戸内海岸清掃活動  3海岸

香川県港湾管理条例に基づく港湾施設の使用許可事務及び使用料徴収事務

計画額 1,552 0 5,604

決算額

H29

緑地施設等管理事業  3施設

海岸清掃事業

リフレッシュ瀬戸内海岸清掃活動  3海岸

香川県港湾管理条例に基づく港湾施設の使用許可事務及び使用料徴収事務

計画額 1,552 0 5,604 202 7,358

決算額

当初予算額

H28

緑地施設等管理事業  3施設

海岸清掃事業

リフレッシュ瀬戸内海岸清掃活動  3海岸

香川県港湾管理条例に基づく港湾施設の使用許可事務及び使用料徴収事務

決算額

当初予算額 1,532 0 5,515 111 7,158

153 7,258

当初予算額

計画額 1,550 0 5,555

0 0

H27

事

業

説

明

緑地施設等管理事業  3施設

海岸清掃事業

リフレッシュ瀬戸内海岸清掃活動  3海岸

香川県港湾管理条例に基づく港湾施設の使用許可事務及び使用料徴収事務

計画額 1,532 0 5,515

H27-30

事

業

概

要

瀬戸内海沿岸の環境保全・美化を図るため、港湾施設及び海岸施設の維持

管理を実施するほか、港湾の適正な利用を確保するため、小型船舶用泊地の

使用許可事務及び使用料徴収事務を県からの権限移譲により実施する事業

である。

決算額 0 0

決算額 0

111 7,158

22,278 668 29,132

当初予算額 1,532 0 5,515 111 7,158

計画額 6,186 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

4 ④港湾の維持・管理

目 5 港湾管理費

基本施策

10 (10) 道路等の社会基盤の整備

項 20 港湾費

基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 40 土木費

総合計画実施計画調書
事業名

港湾管理事業

担当課 建設課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

生活環境整備事業

担当課 管財課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

5 ⑤生活環境整備事業の継続

目 65 地方振興費

基本施策

10 (10) 道路等の社会基盤の整備

項 5 総務管理費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 80,400 80,400

当初予算額 0 0 0 20,100 20,100

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

自治会からの要望により、市民の生活環境向上を図るための生活道路・排水

路等の整備工事を行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

市民の生活環境向上を図るための整備工事

決算額 0 0

決算額

20,100 20,100

20,100

20,100 20,100

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 20,100

H29

自治会からの要望により、市民の生活環境向上を図るための生活道路・排水

路等の整備工事を行う。

計画額 0 0 0 20,100 20,100

決算額

当初予算額

H28

自治会からの要望により、市民の生活環境向上を図るための生活道路・排水

路等の整備工事を行う。

決算額

H30

自治会からの要望により、市民の生活環境向上を図るための生活道路・排水

路等の整備工事を行う。

計画額 0 0 0

決算額

20,100 20,100

当初予算額
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40,000 60,600

当初予算額H30

鉄道や路線バス等の公共交通機関との接続や利便性の向上に向けて、ルー

ト・ダイヤ編成の検討を行う。

計画額 7,600 0 13,000

決算額

H29

鉄道や路線バス等の公共交通機関との接続や利便性の向上に向けて、ルー

ト・ダイヤ編成の検討を行う。

計画額 7,600 0 13,000 40,000 60,600

決算額

当初予算額

H28

鉄道や路線バス等の公共交通機関との接続や利便性の向上に向けて、ルー

ト・ダイヤ編成の検討を行う。

決算額

当初予算額 7,600 0 13,606 41,250 62,456

40,000 60,600

当初予算額

計画額 7,600 0 13,000

0 0

H27

事

業

説

明

さぬき市コミュニティバスの運行及び施設の維持管理等を実施

平成２４年２月にダイヤ改正及び運行車両等の見直しを実施。また、同年４月

より、志度～多和線において休日運賃の改定（200円→500円）を行うなど、経

営の効率化及び収支改善等を図っている。

計画額 7,600 0 13,606

H27-30

事

業

概

要

交通不便地域の解消はもとより、市民の安全で快適な暮らしのための身近な交

通手段として、地域密着型公共交通システムの提供を行う。市内交通事業者

と連携し、現在５ルート（バス３ルート、ジャンボタクシー２ルート）を運行している。

決算額 0 0

決算額

41,250 62,456

52,606 161,250 244,256

当初予算額 7,600 0 13,606 41,250 62,456

計画額 30,400 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①誰もが利用し得る利便性の高い公共交通手段の提供

目 65 地方振興費

基本施策

11 (11) 公共交通網の充実

項 5 総務管理費

基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

コミュニティバス事業

担当課 都市計画課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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100 100

当初予算額H30

アンケート調査による利用満足度調査や、広報・啓発活動など、利用者増加に関

する取り組みを実施する。「生活交通ネットワーク計画」を軸とし、市内公共交通に

おける課題の抽出及び事業見直しの検討を行う。

計画額 0 0 0

決算額

H29

アンケート調査による利用満足度調査や、広報・啓発活動など、利用者増加に関

する取り組みを実施する。「生活交通ネットワーク計画」を軸とし、市内公共交通に

おける課題の抽出及び事業見直しの検討を行う。

計画額 0 0 0 100 100

決算額

当初予算額

H28

アンケート調査による利用満足度調査や、広報・啓発活動など、利用者増加に関

する取り組みを実施する。「生活交通ネットワーク計画」を軸とし、市内公共交通に

おける課題の抽出及び事業見直しの検討を行う。

決算額

当初予算額 0 0 0 100 100

100 100

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

市内公共交通（主にコミュニティバス事業）に関する研究、提案の場として設置。平

成23年度に策定した「生活交通ネットワーク計画」に基づき、市内公共交通におけ

る課題の抽出及び事業見直しに関する提案等を行っている。

また、アンケート調査による利用満足度調査や、広報・啓発活動など、利用者増加

に関する取り組みを行っている。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

市内公共交通（主にコミュニティバス事業）に関する検討の場として、平成22年

度に設置された「さぬき市公共交通検討協議会」の運営を行う。

決算額 0 0

決算額

100 100

0 400 400

当初予算額 0 0 0 100 100

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②公共交通利用促進対策の推進

目 65 地方振興費

基本施策

11 (11) 公共交通網の充実

項 5 総務管理費

基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

公共交通検討協議会運営事業

担当課 都市計画課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 40 土木費

総合計画実施計画調書
事業名

バスストップ駐車場管理事業

担当課 都市計画課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

2 ②公共交通利用促進対策の推進

目 5 都市計画総務費

基本施策

11 (11) 公共交通網の充実

項 25 都市計画費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

1,120 54,508 55,628

当初予算額 0 0 280 2,908 3,188

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

バスストップ利用者の利便性の確保・維持を目的に、志度・津田バスストップ用駐

車場の維持管理を行っている。

平成25年度に策定した志度バスストップ駐車場における整備計画（案）に基づき、

駐車場整備の基本計画策定業務を実施。

計画額 0 0 280

H27-30

事

業

概

要

高松自動車道高速志度・津田バスストップ用駐車場の維持管理等を行う。

決算額 0 0

決算額

2,908 3,188

3,188

49,200 49,480

当初予算額

計画額 0 0 280

当初予算額 0 0 280 2,908

H29

バスストップ利用者の利便性の確保・維持を目的に、志度・津田バスストップ用駐

車場の維持管理を行っている。

計画額 0 0 280 1,200 1,480

決算額

当初予算額

H28

バスストップ利用者の利便性の確保・維持を目的に、志度・津田バスストップ用駐

車場の維持管理を行っている。

志度バスストップ駐車場整備基本計画により用地取得及び駐車場整備工事を実

施。また、津田バスストップ駐車場における整備計画（案）に基づき、駐車場整備の

基本計画策定業務を実施。

決算額

H30

バスストップ利用者の利便性の確保・維持を目的に、志度・津田バスストップ用駐

車場の維持管理を行っている。

計画額 0 0 280

決算額

1,200 1,480

当初予算額
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基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 40 土木費

総合計画実施計画調書
事業名

ＪＲ駅関連施設管理事業

担当課 都市計画課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

2 ②公共交通利用促進対策の推進

目 5 都市計画総務費

基本施策

11 (11) 公共交通網の充実

項 25 都市計画費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

3,544 17,015 20,559

当初予算額 0 0 886 4,115 5,001

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

駅利用者の利便性の確保・維持を目的に、以下の施設の管理を行う。

・ＪＲ志度駅（ふれあい通路、エレベーター、トイレ・周辺駐輪場）

・ＪＲ志度駅南駐車場19区画平成21年7月供用開始

・ＪＲ造田駅（駐輪場）

・ＪＲ志度駅自由通路、エレベーター内の防犯カメラシステム修繕

計画額 0 0 886

H27-30

事

業

概

要

ＪＲの駅は、広域交通網におけるさぬき市の玄関口のひとつであり、特に志度駅

はＪＲと維持管理協定を締結している。通勤・通学・通院などに利用する市民

及び当市に来訪する観光客が快適かつ安全に利用できるように施設の維持管

理等を行う。

決算額 0 0

決算額

4,115 5,001

5,001

4,300 5,186

当初予算額

計画額 0 0 886

当初予算額 0 0 886 4,115

H29

駅利用者の利便性の確保・維持を目的に、以下の施設の管理を行う。

・ＪＲ志度駅（ふれあい通路、エレベーター、トイレ・周辺駐輪場）

・ＪＲ志度駅南駐車場19区画平成21年7月供用開始

・ＪＲ造田駅（駐輪場）

・ＪＲ志度駅自由通路

計画額 0 0 886 4,300 5,186

決算額

当初予算額

H28

駅利用者の利便性の確保・維持を目的に、以下の施設の管理を行う。

・ＪＲ志度駅（ふれあい通路、エレベーター、トイレ・周辺駐輪場）

・ＪＲ志度駅南駐車場19区画平成21年7月供用開始

・ＪＲ造田駅（駐輪場）

・ＪＲ志度駅自由通路

決算額

H30

駅利用者の利便性の確保・維持を目的に、以下の施設の管理を行う。

・ＪＲ志度駅（ふれあい通路、エレベーター、トイレ・周辺駐輪場）

・ＪＲ志度駅南駐車場19区画平成21年7月供用開始

・ＪＲ造田駅（駐輪場）

・ＪＲ志度駅自由通路

計画額 0 0 886

決算額

4,300 5,186

当初予算額
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基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 40 土木費

総合計画実施計画調書
事業名

パーク・アンド・ライド駐車場管理事業

担当課 都市計画課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

2 ②公共交通利用促進対策の推進

目 5 都市計画総務費

基本施策

11 (11) 公共交通網の充実

項 25 都市計画費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

1,060 550 1,610

当初予算額 0 0 265 0 265

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

駐車場利用者の利便性の確保・維持を目的に、以下の施設の維持管理を行う。

パーク・アンド・ライド駐車場（志度字田中5385番地6）　平成15年4月供用開始

駐車可能台数　101台

津田中央駐車場（津田町津田字南上所1010番地10の一部）　駐車可能台数

73台

計画額 0 0 265

H27-30

事

業

概

要

パーク・アンド・ライド駐車場は、鉄道を利用して通勤・通学をする住民の利便性を

確保するとともに、公共交通機関の利用促進・交通混雑の緩和・環境負荷の軽減

を目的としている。津田中央駐車場は、近辺が地理的要因から駐車場確保が困

難であり、近隣住民の駐車場需要の充足と付近での迷惑駐車の削減を目的として

いる。これらの施設の維持管理を行う。

決算額 0 0

決算額

0 265

265

550 815

当初予算額

計画額 0 0 265

当初予算額 0 0 265 0

H29

駐車場利用者の利便性の確保・維持を目的に、以下の施設の維持管理を行う。

パーク・アンド・ライド駐車場（志度字田中5385番地6）　平成15年4月供用開始

駐車可能台数　101台

津田中央駐車場（津田町津田字南上所1010番地10の一部）　駐車可能台数

73台

計画額 0 0 265 0 265

決算額

当初予算額

H28

駐車場利用者の利便性の確保・維持を目的に、以下の施設の維持管理を行う。

パーク・アンド・ライド駐車場については、開設後13年であり、区画線の劣化が見られるた

め、駐車スペース区画線の消去、塗替え及び補修を行う。パーク・アンド・ライド駐車場

（志度字田中5385番地6）　平成15年4月供用開始　駐車可能台数　101台　津田中

央駐車場（津田町津田字南上所1010番地10の一部）　駐車可能台数　73台

決算額

H30

駐車場利用者の利便性の確保・維持を目的に、以下の施設の維持管理を行う。

パーク・アンド・ライド駐車場（志度字田中5385番地6）　平成15年4月供用開始

駐車可能台数　101台

津田中央駐車場（津田町津田字南上所1010番地10の一部）　駐車可能台数

73台

計画額 0 0 265

決算額

0 265

当初予算額
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基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 40 土木費

総合計画実施計画調書
事業名

民間住宅耐震対策支援事業

担当課 都市計画課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①良好な住環境の提供と支援

目 5 都市計画総務費

基本施策

12 (12) 住環境の整備と都市計画の推進

項 25 都市計画費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 12,868 46,800

当初予算額 8,483 0 0 3,217 11,700

計画額 33,932 0

0 0

H27

事

業

説

明

市内における新耐震基準以前（S56.5.31）に建てられた民間住宅の耐震対策

（耐震診断、耐震改修）を実施する所有者に、費用の一部を補助する。

耐震診断事業費限度額130千円補助金限度額90千円

耐震改修事業費限度額1,800千円補助金限度額900千円

計画額 8,483 0 0

H27-30

事

業

概

要

地震に対する既存住宅の耐震性の向上を図り、市民の安全を確保するため、

市内にある既存住宅の耐震対策をする者に対し、国及び県の補助制度に基づ

き補助金を交付するものである。

決算額 0 0

決算額

3,217 11,700

11,700

3,217 11,700

当初予算額

計画額 8,483 0 0

当初予算額 8,483 0 0 3,217

H29

市内における新耐震基準以前（S56.5.31）に建てられた民間住宅の耐震対策

（耐震診断、耐震改修）を実施する所有者に、費用の一部を補助する。

耐震診断事業費限度額130千円補助金限度額90千円

耐震改修事業費限度額1,800千円補助金限度額900千円

計画額 8,483 0 0 3,217 11,700

決算額

当初予算額

H28

市内における新耐震基準以前（S56.5.31）に建てられた民間住宅の耐震対策

（耐震診断、耐震改修）を実施する所有者に、費用の一部を補助する。

耐震診断事業費限度額130千円補助金限度額90千円

耐震改修事業費限度額1,800千円補助金限度額900千円

決算額

H30

市内における新耐震基準以前（S56.5.31）に建てられた民間住宅の耐震対策

（耐震診断、耐震改修）を実施する所有者に、費用の一部を補助する。

耐震診断事業費限度額130千円補助金限度額90千円

耐震改修事業費限度額1,800千円補助金限度額900千円

計画額 8,483 0 0

決算額

3,217 11,700

当初予算額
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基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 40 土木費

総合計画実施計画調書
事業名

緊急輸送道路沿道建築物等耐震対策支援事業

担当課 都市計画課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①良好な住環境の提供と支援

目 5 都市計画総務費

基本施策

12 (12) 住環境の整備と都市計画の推進

項 25 都市計画費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 5,248 20,984

当初予算額 3,934 0 0 1,312 5,246

計画額 15,736 0

0 0

H27

事

業

説

明

緊急輸送道路沿道にある旧耐震基準建築物の耐震対策事業に対して、国

及び県の補助制度に基づき必要な費用（耐震診断費用・補強設計費用・耐

震改修工事費用）を補助する。

計画額 3,934 0 0

H27-30

事

業

概

要

地震発生時における建築物の倒壊による緊急輸送道路の閉塞を防ぎ、避難

や救急救援活動、緊急物資の輸送等の機能を確保するため、緊急輸送道路

沿道及び避難路沿道の建築物の耐震対策を実施する者に対し、国及び県の

補助制度に基づき補助金を交付する。

決算額 0 0

決算額

1,312 5,246

5,246

1,312 5,246

当初予算額

計画額 3,934 0 0

当初予算額 3,934 0 0 1,312

H29

緊急輸送道路沿道にある旧耐震基準建築物の耐震対策事業に対して、国

及び県の補助制度に基づき必要な費用（耐震診断費用・補強設計費用・耐

震改修工事費用）を補助する。

計画額 3,934 0 0 1,312 5,246

決算額

当初予算額

H28

緊急輸送道路沿道にある旧耐震基準建築物の耐震対策事業に対して、国

及び県の補助制度に基づき必要な費用（耐震診断費用・補強設計費用・耐

震改修工事費用）を補助する。

決算額

H30

緊急輸送道路沿道にある旧耐震基準建築物の耐震対策事業に対して、国

及び県の補助制度に基づき必要な費用（耐震診断費用・補強設計費用・耐

震改修工事費用）を補助する。

計画額 3,934 0 0

決算額

1,312 5,246

当初予算額
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20,030 20,030

当初予算額H30

平成24年度から実施している、市内において自ら所有し自己の居住に供する住宅

に係るリフォーム工事に加えて、市内の空き家を購入し、工事完了後に住民登録し

居住する者も対象とし、当該住宅のリフォーム工事費に対し、さぬき市共通商品券

を交付する。

計画額 0 0 0

決算額

H29

平成24年度から実施している、市内において自ら所有し自己の居住に供する住宅

に係るリフォーム工事に加えて、市内の空き家を購入し、工事完了後に住民登録し

居住する者も対象とし、当該住宅のリフォーム工事費に対し、さぬき市共通商品券

を交付する。

計画額 0 0 0 20,030 20,030

決算額

当初予算額

H28

平成24年度から実施している、市内において自ら所有し自己の居住に供する住宅

に係るリフォーム工事に加えて、市内の空き家を購入し、工事完了後に住民登録し

居住する者も対象とし、当該住宅のリフォーム工事費に対し、さぬき市共通商品券

を交付する。

決算額

当初予算額 2,000 0 0 2,060 4,060

20,030 20,030

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

平成24年度から実施している、市内において自ら所有し自己の居住に供する住宅

に係るリフォーム工事に加えて、市内の空き家を購入し、工事完了後に住民登録し

居住する者も対象とし、当該住宅のリフォーム工事費に対し、さぬき市共通商品券

を交付する。※受託リフォーム支援事業（空き家バンク掲載住宅関係）事業費を再

掲。一般住宅用の繰越予算あり。

計画額 2,000 0 0

H27-30

事

業

概

要

住宅リフォーム支援事業については、市民の生活環境の向上及び定住促進、

地域経済対策として市内産業の活性化を図るために、市内において自ら所有

し自己の居住に供する住宅に係るリフォーム工事を自己以外の市内事業者の

施工により行う者に対し、その支援を行うためさぬき市共通商品券を交付する。

決算額 0 0

決算額

2,060 4,060

0 62,150 64,150

当初予算額 2,000 0 0 2,060 4,060

計画額 2,000 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①良好な住環境の提供と支援

目 5 都市計画総務費

基本施策

12 (12) 住環境の整備と都市計画の推進

項 25 都市計画費

基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 40 土木費

総合計画実施計画調書
事業名

住宅リフォーム支援事業（一般住宅関係）

担当課 都市計画課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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31,900 57,700

当初予算額H30

○市営住宅の管理：必要に応じて修繕を行い、適正に管理し、老朽化の激しい空き家

住宅について除却する。○安全で安心して生活ができるよう、「さぬき市市営住宅長寿

命化計画」に基づき、筒野団地の外壁改修工事を実施する予定である。また、耐用年

数を経過し老朽化の激しい団地を除却する予定である。

計画額 12,900 0 12,900

決算額

H29

○市営住宅の管理：必要に応じて修繕を行い、適正に管理し、老朽化の激しい空き家

住宅について除却する。○安全で安心して生活ができるよう、「さぬき市市営住宅長寿

命化計画」に基づき、神前団地（Ｄ棟・Ｅ棟）及び天王団地の外壁改修工事を実施す

る予定である。また、耐用年数を経過し老朽化の激しい薬師堂団地・天神下団地を除

却する予定である。

計画額 13,500 0 13,500 20,500 47,500

決算額

当初予算額

H28

○市営住宅の管理：必要に応じて修繕を行い、適正に管理し、老朽化の激しい空き家

住宅について除却する。○安全で安心して生活ができるよう、「さぬき市市営住宅長寿

命化計画」に基づき、神前団地（Ａ棟・Ｂ棟・Ｃ棟）の外壁改修工事を実施する予定で

ある。また、耐用年数を経過し老朽化の激しい吉見団地及び西井手団地を除却する

予定である。

決算額

当初予算額 22,057 0 19,807 28,019 69,883

23,300 54,300

当初予算額

計画額 15,500 0 15,500

0 0

H27

事

業

説

明

○市営住宅の管理：必要に応じて修繕を行い、適正に管理し、老朽化の激しい空き家

住宅について除却する。○安全で安心して生活ができるよう、「さぬき市市営住宅長寿

命化計画」に基づき、鵜部団地の外壁改修工事を実施する。○上辛立団地４戸、公

文明団地６戸の老朽化対策工事及び仁兵谷団地の法面等工事を実施する。○管理

戸数　公営住宅692戸　特定公共賃貸住宅44戸　改良住宅30戸　計766戸

計画額 22,057 0 19,807

H27-30

事

業

概

要

住宅に困窮する低所得者に対して、健康で文化的な生活を営むことができる住

宅を整備することにより、生活の安定と社会福祉の増進のため、市営住宅を適

正に管理する。

決算額 0 0

決算額

28,019 69,883

61,707 103,719 229,383

当初予算額 22,057 0 19,807 28,019 69,883

計画額 63,957 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①良好な住環境の提供と支援

目 5 住宅管理費

基本施策

12 (12) 住環境の整備と都市計画の推進

項 30 住宅費

基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 40 土木費

総合計画実施計画調書
事業名

住宅管理事業

担当課 都市計画課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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2,000 8,000

当初予算額H30

市内の老朽危険空き家（住宅）を所有者が除却する際、除却費用の一部を補助

する。

１戸当たり上限2,000,000円×5件＝10,000,000円

負担割合：国2/5県1/5市1/5所有者1/5

10,000,000円×4/5（国、県、市）=8,000,000円

計画額 6,000 0 0

決算額

H29

市内の老朽危険空き家（住宅）を所有者が除却する際、除却費用の一部を補助

する。

１戸当たり上限2,000,000円×5件＝10,000,000円

負担割合：国2/5県1/5市1/5所有者1/5

10,000,000円×4/5（国、県、市）=8,000,000円

計画額 6,000 0 0 2,000 8,000

決算額

当初予算額

H28

市内の老朽危険空き家（住宅）を所有者が除却する際、除却費用の一部を補助

する。

１戸当たり上限2,000,000円×5件＝10,000,000円

負担割合：国2/5県1/5市1/5所有者1/5

10,000,000円×4/5（国、県、市）=8,000,000円

決算額

当初予算額 6,000 0 0 2,000 8,000

2,000 8,000

当初予算額

計画額 6,000 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

市内の老朽危険空き家（住宅）を所有者が除却する際、除却費用の一部を補助

する。

１戸当たり上限2,000,000円×5件＝10,000,000円

負担割合：国2/5県1/5市1/5所有者1/5

10,000,000円×4/5（国、県、市）=8,000,000円

計画額 6,000 0 0

H27-30

事

業

概

要

適切な管理が行われていない市内の老朽危険空き家（住宅）の除却を支援す

ることにより、地域住民の生命・身体・財産の保護・生活環境の保全を図る。

決算額 0 0

決算額

2,000 8,000

0 8,000 32,000

当初予算額 6,000 0 0 2,000 8,000

計画額 24,000 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②空き家対策の推進

目 20 環境衛生費

基本施策

12 (12) 住環境の整備と都市計画の推進

項 5 保健衛生費

基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名

老朽危険空き家対策事業

担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 40 土木費

総合計画実施計画調書
事業名

住宅リフォーム支援事業(空き家バンク登録住宅）

担当課 都市計画課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

2 ②空き家対策の推進

目 5 都市計画総務費

基本施策

12 (12) 住環境の整備と都市計画の推進

項 25 都市計画費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 8,150 16,150

当初予算額 2,000 0 0 2,060 4,060

計画額 8,000 0

0 0

H27

事

業

説

明

平成27年度から空き家バンク登録物件へのリフォーム工事に係る補助制度を新

たに開始し、市外から市内へ移住・定住するために登録物件を購入した者が市

内の事業者を利用して、リフォーム工事を実施する費用に対し、さぬき市共通

商品券を交付する。

計画額 2,000 0 0

H27-30

事

業

概

要

住宅リフォーム支援事業（空き家バンク登録住宅）については、平成27年度から移

住・定住、地域経済対策として市内の産業の活性化及び雇用の創出を図るため、

空き家バンクを通じて購入した市内の空き家を、市内に事業所を有する事業者を

利用してリフォームを行う者に、さぬき市共通商品券を交付する補助制度を新たに

開始する。

決算額 0 0

決算額

2,060 4,060

4,060

2,030 4,030

当初予算額

計画額 2,000 0 0

当初予算額 2,000 0 0 2,060

H29

市外から市内へ移住・定住する目的で、空き家バンク登録物件を購入した者が

市内の事業者を利用して、リフォーム工事を実施する費用に対し、さぬき市共

通商品券を交付する。

計画額 2,000 0 0 2,030 4,030

決算額

当初予算額

H28

市外から市内へ移住・定住する目的で、空き家バンク登録物件を購入した者が

市内の事業者を利用して、リフォーム工事を実施する費用に対し、さぬき市共

通商品券を交付する。

決算額

H30

市外から市内へ移住・定住する目的で、空き家バンク登録物件を購入した者が

市内の事業者を利用して、リフォーム工事を実施する費用に対し、さぬき市共

通商品券を交付する。

計画額 2,000 0 0

決算額

2,030 4,030

当初予算額

基本目標2- 36



基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 40 土木費

総合計画実施計画調書
事業名

都市計画策定事業

担当課 都市計画課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③都市計画の推進

目 5 都市計画総務費

基本施策

12 (12) 住環境の整備と都市計画の推進

項 25 都市計画費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

1,608 9,900 11,916

当初予算額 102 0 402 -100 404

計画額 408 0

0 0

H27

事

業

説

明

都市計画の決定や見直しをするための都市計画審議会の開催の外、他団体

の事例研究、資料収集及び情報交換を図る。

計画額 102 0 402

H27-30

事

業

概

要

都市の健全な発展と秩序ある整備を目的として、都市計画関連の法律に基づ

く土地利用計画の具体的方策を検討する。

決算額 0 0

決算額

-100 404

404

10,000 10,504

当初予算額

計画額 102 0 402

当初予算額 102 0 402 -100

H29

さぬき市都市計画マスタープラン策定に向けて、改定素案について、必要な住

民説明会や都市計画審議会を開催する。

計画額 102 0 402 0 504

決算額

当初予算額

H28

さぬき市都市計画マスタープランについて、改定内容の検討や上位計画及び関

連計画との調整を図りながら、改定素案を作成する。

決算額

H30

都市計画の決定や見直しをするための都市計画審議会の開催の外、他団体

の事例研究、資料収集及び情報交換を図る。

計画額 102 0 402

決算額

0 504

当初予算額
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基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 40 土木費

総合計画実施計画調書
事業名

都市公園管理事業

担当課 都市計画課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

4 ④市民に親しまれる公園・緑地の整備充実

目 20 都市公園管理費

基本施策

12 (12) 住環境の整備と都市計画の推進

項 25 都市計画費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

32 15,510 15,542

当初予算額 0 0 8 5,010 5,018

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

市内の都市公園を適正に管理するため遊具等の公園施設の安全確保を図

る。

平成２６年度から実施している安全点検により不具合のあった遊具の再塗装を

継続して実施する。　オレンジタウン４号公園に設置されている遊具の修繕を実

施する。

計画額 0 0 8

H27-30

事

業

概

要

市民が文化的・健康的な生活を営むため、市内37カ所の都市公園及び新開

公園、真珠島公園、臨海緑地、せせらぎの道等を適正に維持管理する。

決算額 0 0

決算額

5,010 5,018

5,018

3,500 3,508

当初予算額

計画額 0 0 8

当初予算額 0 0 8 5,010

H29

市内の都市公園を適正に管理するため遊具等の公園施設の安全確保を図

る。

計画額 0 0 8 3,500 3,508

決算額

当初予算額

H28

市内の都市公園を適正に管理するため遊具等の公園施設の安全確保を図

る。

決算額

H30

市内の都市公園を適正に管理するため遊具等の公園施設の安全確保を図

る。

計画額 0 0 8

決算額

3,500 3,508

当初予算額
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61,700 74,700

当初予算額H30

市斎場の運営は、Ｈ２７年度に決定した指定管理者に委託して行うとともに、計画

的な施設設備の修繕工事を行う。

また、しずかの里を運営している三木・長尾葬斎組合に対し、組合規約に基づく負

担金を負担する。

計画額 0 0 13,000

決算額

H29

市斎場の運営は、Ｈ２７年度に決定した指定管理者に委託して行うとともに、計画

的な施設設備の修繕工事を行う。

また、しずかの里を運営している三木・長尾葬斎組合に対し、組合規約に基づく負

担金を負担する。

計画額 0 0 13,000 67,800 80,800

決算額

当初予算額

H28

市斎場の運営は、Ｈ２７年度に決定した指定管理者に委託して行うとともに、計画

的な施設設備の修繕工事を行う。

また、しずかの里を運営している三木・長尾葬斎組合に対し、組合規約に基づく負

担金を負担する。

決算額

当初予算額 0 0 13,904 59,634 73,538

65,500 78,500

当初予算額

計画額 0 0 13,000

0 0

H27

事

業

説

明

市斎場の運営は、指定管理者である株式会社五輪に委託して行う。また、平成28

年度から5年間の指定管理者の選定を実施する。

計画的な炉の修繕を行う。

しずかの里を運営している三木・長尾葬斎組合に対し、組合規約に基づく負担金を

負担する。

計画額 0 0 13,904

H27-30

事

業

概

要

人生終焉の場にふさわしい尊厳と品位を有し、遺族にやすらぎと憩いを与えられ

る斎場として運営・管理を行う。

決算額 0 0

決算額

59,634 73,538

52,904 254,634 307,538

当初予算額 0 0 13,904 59,634 73,538

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①斎場の適切な管理運営

目 20 環境衛生費

基本施策

13 (13) 墓地・斎場の整備

項 5 保健衛生費

基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名

火葬場管理事業

担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標2- 39



863 4,063

当初予算額H30

市営墓地の植栽等の維持管理について、管理組合及び市シルバー人材セン

ター等に委託して行う。また、管理不全の区画契約者に対して適正な管理を求

める。

計画額 0 0 3,200

決算額

H29

市営墓地の植栽等の維持管理について、管理組合及び市シルバー人材セン

ター等に委託して行う。また、管理不全の区画契約者に対して適正な管理を求

める。

計画額 0 0 3,200 863 4,063

決算額

当初予算額

H28

市営墓地の植栽等の維持管理について、管理組合及び市シルバー人材セン

ター等に委託して行う。また、管理不全の区画契約者に対して適正な管理を求

める。

決算額

当初予算額 0 0 5,069 7,137 12,206

800 4,000

当初予算額

計画額 0 0 3,200

0 0

H27

事

業

説

明

市営墓地の植栽等の維持管理について、管理組合及び市シルバー人材セン

ター等に委託して行う。また、管理不全の区画契約者に対して適正な管理を求

める。

竹林の里墓地公園において区画造成を実施し、琴林墓地公園においては法

面の修繕を実施する。

計画額 0 0 5,069

H27-30

事

業

概

要

市民が市営墓地を安心して使用できるよう適正な維持管理を行う。

決算額 0 0

決算額

7,137 12,206

14,669 9,663 24,332

当初予算額 0 0 5,069 7,137 12,206

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②墓地の確保と適切な維持管理

目 20 環境衛生費

基本施策

13 (13) 墓地・斎場の整備

項 5 保健衛生費

基本目標

2 Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名

墓地公園管理事業

担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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基本目標３

健全な心身と思いやりを育むまち



基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 乳幼児医療費支給事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 1 ①安心して産み・育てられる医療体制の整備 目 5 児童福祉総務費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 178,049 332,811

当初予算額 35,581 0 0 43,511 79,092

計画額 154,762 0

0 0

H27

事
業
説
明

乳幼児医療費は、医療保険に加入している小学校就学前における乳幼児の
医療費に係る自己負担分を支給する。
未熟児養育医療費は、「母子保健法」に基づく低体重児の届出の受理、未熟
児の訪問指導及び養育医療の支給を行う。

計画額 35,581 0 0

H27-30

事
業
概
要

乳幼児医療費支給事業は、乳幼児医療費及び未熟児養育医療費で構成し
ている。乳幼児医療費は、医療費の一部をその保護者に支給することにより、
乳幼児の疾病の早期発見と治療の促進を図るものである。未熟児養育医療
費は、養育に必要な医療等の給付を行うことにより、未熟児の疾病及び障害の
予防を図るものである。 決算額 0 0

決算額

43,511 79,092

79,092

44,846 84,573

当初予算額

計画額 39,727 0 0

当初予算額 35,581 0 0 43,511

H29

乳幼児医療費は、医療保険に加入している小学校就学前における乳幼児の
医療費に係る自己負担分を支給する。
未熟児養育医療費は、「母子保健法」に基づく低体重児の届出の受理、未熟
児の訪問指導及び養育医療の支給を行う。

計画額 39,727 0 0 44,846 84,573

決算額

当初予算額

H28

乳幼児医療費は、医療保険に加入している小学校就学前における乳幼児の
医療費に係る自己負担分を支給する。
未熟児養育医療費は、「母子保健法」に基づく低体重児の届出の受理、未熟
児の訪問指導及び養育医療の支給を行う。

決算額

H30

乳幼児医療費は、医療保険に加入している小学校就学前における乳幼児の
医療費に係る自己負担分を支給する。
未熟児養育医療費は、「母子保健法」に基づく低体重児の届出の受理、未熟
児の訪問指導及び養育医療の支給を行う。

計画額 39,727 0 0

決算額

44,846 84,573

当初予算額



総合計画実施計画調書
事業名 病児・病後児保育事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

主要施策 1 ①安心して産み・育てられる医療体制の整備 目 20 保育所運営委託費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

H27

事
業
説
明

病児・病後児保育事業の運営を「さぬき市民病院」に委託し、「病児・病後児
保育室コスモス」で実施する。第3子以降の3歳児未満児は、利用料を免除す
る。
ただし、10月以降は、第2子以降3歳未満児・第3子以降就学前児病児保育
無料化事業として実施する。

計画額 6,167 0

0 13,322 37,990

当初予算額 6,167 0 0 3,323 9,490

計画額

H27-30

事
業
概
要

病児・病後児保育事業は、「さぬき市病児・病後児保育事業実施要綱」及び
「さぬき市第3子以降3歳未満児に係る病児・病後児保育の利用料無料化実
施要綱」に基づき、病気や病気の回復途中にあり集団での保育が困難な児童
で、保護者の就労等により家庭で保育を行うことが困難な場合に、病児・病後
児保育施設で一時的に保育を行うものである。 決算額 0 0

24,668 0

0

0

9,490

3,333 9,500

当初予算額

計画額

当初予算額 6,167 0 0

3,323 9,490

3,323

6,167 0 0

決算額

H28

病児・病後児保育事業の運営を「さぬき市民病院」に委託し、「病児・病後児
保育室コスモス」で実施する。
第2子以降3歳未満児・第3子以降就学前児病児は、利用料を免除する。

決算額

H29

病児・病後児保育事業の運営を「さぬき市民病院」に委託し、「病児・病後児
保育室コスモス」で実施する。
第2子以降3歳未満児・第3子以降就学前児病児は、利用料を免除する。

計画額 6,167 0 0 3,333 9,500

当初予算額

決算額

H30

病児・病後児保育事業の運営を「さぬき市民病院」に委託し、「病児・病後児
保育室コスモス」で実施する。
第2子以降3歳未満児・第3子以降就学前児病児は、利用料を免除する。

計画額 6,167 0 0

決算額

3,333 9,500

当初予算額



17,000 33,000

当初予算額

0

当初予算額H29

医療保険に加入している、ひとり親家庭等が医療機関で支払った医療費の自
己負担額を支給する。(ただし、市民税課税世帯は、入院は500円・外来は250
円を差し引いた額とする。児童の対象年齢は、原則として18歳に達する日以後
の最初の3月31日までとする。)

計画額 16,000

H30

医療保険に加入している、ひとり親家庭等が医療機関で支払った医療費の自
己負担額を支給する。(ただし、市民税課税世帯は、入院は500円・外来は250
円を差し引いた額とする。児童の対象年齢は、原則として18歳に達する日以後
の最初の3月31日までとする。)

計画額 16,000 0

17,000

決算額

決算額

0 0 33,000

17,053 32,808

17,000 33,000

H28

医療保険に加入している、ひとり親家庭等が医療機関で支払った医療費の自
己負担額を支給する。(ただし、市民税課税世帯は、入院は500円・外来は250
円を差し引いた額とする。児童の対象年齢は、原則として18歳に達する日以後
の最初の3月31日までとする。)

決算額

0

0 0

計画額 16,000 0

当初予算額 15,755 0 0

決算額

17,053 32,808

32,808

計画額

0

当初予算額

決算額 0 0

63,755 0

0

0 68,053

H27

事
業
説
明

医療保険に加入している、ひとり親家庭等が医療機関で支払った医療費の自
己負担額を支給する。(ただし、市民税課税世帯は、入院は500円・外来は250
円を差し引いた額とする。児童の対象年齢は、原則として18歳に達する日以後
の最初の3月31日までとする。)

計画額 15,755

H27-30

事
業
概
要

ひとり親家庭等医療費支給事業は、「さぬき市ひとり親家庭等医療費に関する
条例」に基づき、ひとり親家庭等に医療費の一部を支給することにより、健康保
持及び生活の安定に寄与し、福祉の向上を図るものである。

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

131,808

当初予算額 15,755 0 0 17,053

主要施策 5 ⑤配慮が必要な子どもや家庭への支援 目 30 ひとり親家庭等福祉費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 ひとり親家庭等医療費支給事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計



基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名 母子保健・支援事業 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 2 ②母性と乳幼児の健康づくりの支援 目 10 母子衛生費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 5 保健衛生費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 149,241 151,081

当初予算額 460 0 0 37,778 38,238

計画額 1,840 0

0 0

H27

事
業
説
明

母子保健法及び「さぬき・すこやかプラン２１（第2次）」に基づき、妊婦・乳幼児
等の健診を実施し、健全な成長・発達を促す支援を行う。出生率の減少傾向
を踏まえ、妊婦健診や乳幼児健診等の対象者数を見直している。マタニティ教
室の内容を見直し、父親の参加率向上を図っている。妊婦健診では超音波検
査を１回追加した。

計画額 460 0 0

H27-30

事
業
概
要

母子保健法に基づき、妊婦・乳幼児等の健診を実施し、健全な成長・発達を
促す支援を行う。また健康教室・相談にによる知識の普及啓発、支援を行う。

決算額 0 0

決算額

37,778 38,238

当初予算額 460 0 0 37,778 38,238

37,778 38,238

当初予算額H28

母子保健法及び「さぬき・すこやかプラン２１（第2次）」に基づき、妊婦・乳幼児
等の健診を実施し、健全な成長・発達を促す支援を行う。また健康教室・相談
にによる知識の普及啓発、支援を行う。

計画額 460 0 0

決算額

H29

母子保健法及び「さぬき・すこやかプラン２１（第2次）」に基づき、妊婦・乳幼児
等の健診を実施し、健全な成長・発達を促す支援を行う。また健康教室・相談
にによる知識の普及啓発、支援を行う。

計画額 460 0 0 37,322 37,782

決算額

当初予算額

H30

母子保健法及び「さぬき・すこやかプラン２１（第2次）」に基づき、妊婦・乳幼児
等の健診を実施し、健全な成長・発達を促す支援を行う。また健康教室・相談
にによる知識の普及啓発、支援を行う。

計画額 460 0 0

決算額

36,363 36,823

当初予算額



基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 ブックスタート事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 3 ③地域ぐるみの子育て支援の推進 目 5 児童福祉総務費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 784 784

当初予算額 0 0 0 193 193

計画額 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

津田保健センターで毎月実施している乳児健診（3～4ヵ月児健診）で、ボラン
ティア団体、地域子育て支援センター、市立図書館及びファミリーサポートセン
ター等の協力を得て、絵本の楽しさや子育て支援情報を伝える。

計画額 0 0 0

H27-30

事
業
概
要

ブックスタート事業は、赤ちゃんの健やかな成長を応援するため、絵本の手渡し
及び子育て支援情報を伝えるものである。

決算額 0 0

決算額

193 193

当初予算額 0 0 0 193 193

197 197

当初予算額H28

津田保健センターで毎月実施している乳児健診（3～5ヵ月児健診）で、ボラン
ティア団体、地域子育て支援センター、市立図書館及びファミリーサポートセン
ター等の協力を得て、絵本の楽しさや子育て支援情報を伝える。

計画額 0 0 0

決算額

H29

津田保健センターで毎月実施している乳児健診（3～6ヵ月児健診）で、ボラン
ティア団体、地域子育て支援センター、市立図書館及びファミリーサポートセン
ター等の協力を得て、絵本の楽しさや子育て支援情報を伝える。

計画額 0 0 0 197 197

決算額

当初予算額

H30

津田保健センターで毎月実施している乳児健診（3～7ヵ月児健診）で、ボラン
ティア団体、地域子育て支援センター、市立図書館及びファミリーサポートセン
ター等の協力を得て、絵本の楽しさや子育て支援情報を伝える。

計画額 0 0 0

決算額

197 197

当初予算額



基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 子ども・子育て支援事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 3 ③地域ぐるみの子育て支援の推進 目 5 児童福祉総務費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 15,095 21,759

当初予算額 1,666 0 0 3,593 5,259

計画額 6,664 0

0 0

H27

事
業
説
明

平成27年4月に子ども・子育て支援新制度が本格的にスタートすることから、「さ
ぬき市子ども・子育て会議」の開催や、教育・保育施設及び地域の子育て支
援事業の利用者支援等を行う。

計画額 1,666 0 0

H27-30

事
業
概
要

子ども・子育て支援事業は、「子ども・子育て支援法」に基づき、「さぬき市子ど
も・子育て会議」の開催や新制度の事務・事業を行い、子ども・子育て支援を
総合的に推進するものである。

決算額 0 0

決算額

3,593 5,259

当初予算額 1,666 0 0 3,593 5,259

3,834 5,500

当初予算額H28

「さぬき市子ども・子育て会議」の開催や、教育・保育施設及び地域の子育て
支援事業の利用者支援等を行う。

計画額 1,666 0 0

決算額

H29

「さぬき市子ども・子育て会議」の開催や、教育・保育施設及び地域の子育て
支援事業の利用者支援等を行う。

計画額 1,666 0 0 3,834 5,500

決算額

当初予算額

H30

「さぬき市子ども・子育て会議」の開催や、教育・保育施設及び地域の子育て
支援事業の利用者支援等を行う。

計画額 1,666 0 0

決算額

3,834 5,500

当初予算額



基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 地域組織活動育成事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 3 ③地域ぐるみの子育て支援の推進 目 25 児童館費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 480 480

当初予算額 0 0 0 120 120

計画額 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

児童健全育成に寄与する自主的な団体における育児の相談、子育て情報の
提供及び子育てサークル等の活動に対し、補助金を交付する。

計画額 0 0 0

H27-30

事
業
概
要

地域組織活動育成事業は、「さぬき市子育て支援地域組織活動補助金交付
要綱」に基づき、子育てボランティア等の地域組織に補助金を交付し、活動の
育成を図るものである。

決算額 0 0

決算額

120 120

当初予算額 0 0 0 120 120

120 120

当初予算額H28

児童健全育成に寄与する自主的な団体における育児の相談、子育て情報の
提供及び子育てサークル等の活動に対し、補助金を交付する。

計画額 0 0 0

決算額

H29

児童健全育成に寄与する自主的な団体における育児の相談、子育て情報の
提供及び子育てサークル等の活動に対し、補助金を交付する。

計画額 0 0 0 120 120

決算額

当初予算額

H30

児童健全育成に寄与する自主的な団体における育児の相談、子育て情報の
提供及び子育てサークル等の活動に対し、補助金を交付する。

計画額 0 0 0

決算額

120 120

当初予算額



基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 保育所総務事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 4 ④子育て支援サービスの充実 目 5 児童福祉総務費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

442 17,022 17,464

当初予算額 0 0 112 4,152 4,264

計画額 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

保育所の入所決定、保育料の徴収、給食管理システムの運用及び保育関係
団体負担金の拠出等を行う。

計画額 0 0 112

H27-30

事
業
概
要

保育所総務事業は、「さぬき市保育の実施に関する条例施行規則」に基づき、
保育所の入所決定や保育料徴収に関する事務を行うものである。

決算額 0 0

決算額

4,152 4,264

当初予算額 0 0 112 4,152 4,264

4,290 4,400

当初予算額H28

保育所の入所決定、保育料の徴収、給食管理システムの運用及び保育関係
団体負担金の拠出等を行う。

計画額 0 0 110

決算額

H29

保育所の入所決定、保育料の徴収、給食管理システムの運用及び保育関係
団体負担金の拠出等を行う。

計画額 0 0 110 4,290 4,400

決算額

当初予算額

H30

保育所の入所決定、保育料の徴収、給食管理システムの運用及び保育関係
団体負担金の拠出等を行う。

計画額 0 0 110

決算額

4,290 4,400

当初予算額



基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 ファミリーサポートセンター事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 4 ④子育て支援サービスの充実 目 5 児童福祉総務費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 12,624 21,152

当初予算額 2,132 0 0 3,156 5,288

計画額 8,528 0

0 0

H27

事
業
説
明

ファミリー・サポート・センター事業の運営を「さぬき市社会福祉協議会」へ委託す
るとともに、ひとり親家庭等に対してファミリー・サポート・センター利用料の一部を
補助する。
【補助額】
・1時間の利用につき300円　（ただし、上限月20時間までとする。）

計画額 2,132 0 0

H27-30

事
業
概
要

ファミリー・サポート・センター事業は、「ファミリー・サポート・センター事業実施要
綱」及び「さぬき市ひとり親家庭等子育て支援事業補助金交付要綱」に基づ
き、地域において子育ての援助を受けたい人と子育ての援助を行いたい人が会
員となる相互援助活動を支援するものである。

決算額 0 0

決算額

3,156 5,288

当初予算額 2,132 0 0 3,156 5,288

3,156 5,288

当初予算額H28

ファミリー・サポート・センター事業の運営を「さぬき市社会福祉協議会」へ委託す
るとともに、ひとり親家庭等に対してファミリー・サポート・センター利用料の一部を
補助する。
【補助額】
・1時間の利用につき300円　（ただし、上限月20時間までとする。）

計画額 2,132 0 0

決算額

H29

ファミリー・サポート・センター事業の運営を「さぬき市社会福祉協議会」へ委託す
るとともに、ひとり親家庭等に対してファミリー・サポート・センター利用料の一部を
補助する。
【補助額】
・1時間の利用につき300円　（ただし、上限月20時間までとする。）

計画額 2,132 0 0 3,156 5,288

決算額

当初予算額

H30

ファミリー・サポート・センター事業の運営を「さぬき市社会福祉協議会」へ委託す
るとともに、ひとり親家庭等に対してファミリー・サポート・センター利用料の一部を
補助する。
【補助額】
・1時間の利用につき300円　（ただし、上限月20時間までとする。）

計画額 2,132 0 0

決算額

3,156 5,288

当初予算額



基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 保育所運営事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 4 ④子育て支援サービスの充実 目 15 公立保育所費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

200,322 846,724 1,067,236

当初予算額 5,040 0 50,322 210,874 266,236

計画額 20,190 0

0 0

H27

事
業
説
明

臨時職員の任用、嘱託医の委嘱及び職員の研修等を行う。
子育て支援課所管分（臨時職員賃金等人件費）：175,000千円
各保育所運営経費：91,236千円

計画額 5,040 0 50,322

H27-30

事
業
概
要

保育所運営事業は、「児童福祉法」に基づき、公立保育所の円滑な運営を行
うため、保育に必要な事務を行うものである。

決算額 0 0

決算額

210,874 266,236

当初予算額 5,040 0 50,322 210,874 266,236

211,950 267,000

当初予算額H28

臨時職員の任用、嘱託医の委嘱及び職員の研修等を行う。
子育て支援課所管分（臨時職員賃金等人件費）：175,000千円
各保育所運営経費：92,000千円

計画額 5,050 0 50,000

決算額

H29

臨時職員の任用、嘱託医の委嘱及び職員の研修等を行う。
子育て支援課所管分（臨時職員賃金等人件費）：175,000千円
各保育所運営経費：92,000千円

計画額 5,050 0 50,000 211,950 267,000

決算額

当初予算額

H30

臨時職員の任用、嘱託医の委嘱及び職員の研修等を行う。
子育て支援課所管分（臨時職員賃金等人件費）：175,000千円
各保育所運営経費：92,000千円

計画額 5,050 0 50,000

決算額

211,950 267,000

当初予算額



基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 保育所管理事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 4 ④子育て支援サービスの充実 目 15 公立保育所費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 35,841 35,841

当初予算額 0 0 0 8,841 8,841

計画額 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

市内６箇所の公立保育所における施設・設備の維持管理を行う。 計画額 0 0 0

H27-30

事
業
概
要

保育所管理事業は、「児童福祉法」に基づき、公立保育所の維持管理を行う
ものである。

決算額 0 0

決算額

8,841 8,841

当初予算額 0 0 0 8,841 8,841

9,000 9,000

当初予算額H28

市内６箇所の公立保育所における施設・設備の維持管理を行う。 計画額 0 0 0

決算額

H29

市内６箇所の公立保育所における施設・設備の維持管理を行う。 計画額 0 0 0 9,000 9,000

決算額

当初予算額

H30

市内６箇所の公立保育所における施設・設備の維持管理を行う。 計画額 0 0 0

決算額

9,000 9,000

当初予算額



基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 休日保育事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 4 ④子育て支援サービスの充実 目 15 公立保育所費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 787 2,119

当初予算額 333 0 0 196 529

計画額 1,332 0

0 0

H27

事
業
説
明

志度保育所で休日保育を行う。 計画額 333 0 0

H27-30

事
業
概
要

休日保育事業は、保育所入所児童が保護者の勤務等により休日等に保育に
欠ける場合に、市立保育所において保育を行うものである。

決算額 0 0

決算額

196 529

当初予算額 333 0 0 196 529

197 530

当初予算額H28

志度保育所で休日保育を行う。 計画額 333 0 0

決算額

H29

志度保育所で休日保育を行う。 計画額 333 0 0 197 530

決算額

当初予算額

H30

志度保育所で休日保育を行う。 計画額 333 0 0

決算額

197 530

当初予算額



基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 一時預かり事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 4 ④子育て支援サービスの充実 目 15 公立保育所費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

960 256 1,720

当初予算額 126 0 240 64 430

計画額 504 0

0 0

H27

事
業
説
明

志度保育所で一時預かりを行う。 計画額 126 0 240

H27-30

事
業
概
要

一時預かり事業は、「児童福祉法」に基づき、就学前の児童が家庭において一
時的に保育が困難となる場合に、市立保育所において保育を行うものである。

決算額 0 0

決算額

64 430

当初予算額 126 0 240 64 430

64 430

当初予算額H28

志度保育所で一時預かりを行う。 計画額 126 0 240

決算額

H29

志度保育所で一時預かりを行う。 計画額 126 0 240 64 430

決算額

当初予算額

H30

志度保育所で一時預かりを行う。 計画額 126 0 240

決算額

64 430

当初予算額



基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 民間保育所・管外保育所委託事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 4 ④子育て支援サービスの充実 目 20 保育所運営委託費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

563,340 446,534 2,011,040

当初予算額 251,166 0 143,340 116,534 511,040

計画額 1,001,166 0

0 0

H27

事
業
説
明

市内の民間保育所及び市外の公立・私立保育所へ児童入所を委託すること
から運営費を支払する。

計画額 251,166 0 143,340

H27-30

事
業
概
要

民間保育所・管外保育所委託事業は、「児童福祉法」に基づき、市内の民間
保育所及び市外の公立・私立保育所へ本市の児童を入所させるものである。

決算額 0 0

決算額

116,534 511,040

当初予算額 251,166 0 143,340 116,534 511,040

110,000 500,000

当初予算額H28

市内の民間保育所及び市外の公立・私立保育所へ児童入所を委託すること
から運営費を支払する。

計画額 250,000 0 140,000

決算額

H29

市内の民間保育所及び市外の公立・私立保育所へ児童入所を委託すること
から運営費を支払する。

計画額 250,000 0 140,000 110,000 500,000

決算額

当初予算額

H30

市内の民間保育所及び市外の公立・私立保育所へ児童入所を委託すること
から運営費を支払する。

計画額 250,000 0 140,000

決算額

110,000 500,000

当初予算額



基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 民間保育所育成事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 4 ④子育て支援サービスの充実 目 20 保育所運営委託費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 83,012 246,992

当初予算額 40,995 0 0 20,753 61,748

計画額 163,980 0

0 0

H27

事
業
説
明

市内民間保育所が実施する延長保育、地域子育て支援センター及び一時預
かり等の特別保育事業に対し、補助金を交付する。

計画額 40,995 0 0

H27-30

事
業
概
要

民間保育所育成事業は、「さぬき市民間保育所育成事業費補助金交付要
綱」に基づき、市内の民間保育所が行う特別保育等の事業に対し、補助金を
交付するものである。

決算額 0 0

決算額

20,753 61,748

当初予算額 40,995 0 0 20,753 61,748

20,753 61,748

当初予算額H28

市内民間保育所が実施する延長保育、地域子育て支援センター及び一時預
かり等の特別保育事業に対し、補助金を交付する。

計画額 40,995 0 0

決算額

H29

市内民間保育所が実施する延長保育、地域子育て支援センター及び一時預
かり等の特別保育事業に対し、補助金を交付する。

計画額 40,995 0 0 20,753 61,748

決算額

当初予算額

H30

市内民間保育所が実施する延長保育、地域子育て支援センター及び一時預
かり等の特別保育事業に対し、補助金を交付する。

計画額 40,995 0 0

決算額

20,753 61,748

当初予算額



基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 児童館運営事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 4 ④子育て支援サービスの充実 目 25 児童館費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 42,295 42,295

当初予算額 0 0 0 10,565 10,565

計画額 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

「さぬき市児童館運営委員会」を開催し、児童館の効率的な運営、適切な管
理及び児童の健全育成について審議するとともに、職員の適正な配置を行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事
業
概
要

児童館運営事業は、「さぬき市児童館条例」に基づき、児童館の効率的な運
営等を図るため、「さぬき市児童館運営委員会」の開催及び職員の配置を行う
ものである。

決算額 0 0

決算額

10,565 10,565

当初予算額 0 0 0 10,565 10,565

10,570 10,570

当初予算額H28

「さぬき市児童館運営委員会」を開催し、児童館の効率的な運営、適切な管
理及び児童の健全育成について審議するとともに、職員の適正な配置を行う。

計画額 0 0 0

決算額

H29

「さぬき市児童館運営委員会」を開催し、児童館の効率的な運営、適切な管
理及び児童の健全育成について審議するとともに、職員の適正な配置を行う。

計画額 0 0 0 10,580 10,580

決算額

当初予算額

H30

「さぬき市児童館運営委員会」を開催し、児童館の効率的な運営、適切な管
理及び児童の健全育成について審議するとともに、職員の適正な配置を行う。

計画額 0 0 0

決算額

10,580 10,580

当初予算額



980 980

当初予算額H30

地域児童の健全育成に必要な教材・図書・遊具等を管理して児童館活動を
行うとともに、保護者の子育てコミュニティー活動ができるよう環境づくりを行う。

計画額 0 0 0

決算額

H29

地域児童の健全育成に必要な教材・図書・遊具等を管理して児童館活動を
行うとともに、保護者の子育てコミュニティー活動ができるよう環境づくりを行う。

計画額 0 0 0 980 980

決算額

当初予算額

H28

地域児童の健全育成に必要な教材・図書・遊具等を管理して児童館活動を
行うとともに、保護者の子育てコミュニティー活動ができるよう環境づくりを行う。

決算額

当初予算額 0 0 0 955 955

960 960

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

地域児童の健全育成に必要な教材・図書・遊具等を管理して児童館活動を
行うとともに、保護者の子育てコミュニティー活動ができるよう環境づくりを行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事
業
概
要

児童健全育成事業は、児童館を児童の健全な遊びの場として提供し、児童の
健康増進及び豊かな情操の育成を図るとともに、子育て支援として保護者の子
育てコミュニティー活動の場とするものである。

決算額 0 0

決算額

955 955

0 3,875 3,875

当初予算額 0 0 0 955 955

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 4 ④子育て支援サービスの充実 目 25 児童館費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 児童健全育成事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 17



6,500 6,500

当初予算額H30

市内8箇所の児童館における施設・設備の維持管理を行う。 計画額 0 0 0

決算額

H29

市内7箇所の児童館における施設・設備の維持管理を行う。 計画額 0 0 0 6,500 6,500

決算額

当初予算額

H28

市内6箇所の児童館における施設・設備の維持管理を行う。

決算額

当初予算額 0 0 0 6,335 6,335

6,400 6,400

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

市内5箇所の児童館における施設・設備の維持管理を行う。 計画額 0 0 0

H27-30

事
業
概
要

児童館管理事業は、「さぬき市児童館条例」に基づき、児童館の維持管理を
行うものである。

決算額 0 0

決算額

6,335 6,335

0 25,735 25,735

当初予算額 0 0 0 6,335 6,335

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 4 ④子育て支援サービスの充実 目 25 児童館費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 児童館管理事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 18



24,274 76,691

当初予算額H30

志度・鴨庄を除く市内5箇所6クラブの放課後児童クラブの管理・運営を行うとと
もに、職員の適正な配置を行う。6年生までの受入を検討する。

計画額 23,893 0 28,524

決算額

H29

志度・鴨庄を除く市内5箇所6クラブの放課後児童クラブの管理・運営を行うとと
もに、職員の適正な配置を行う。6年生までの受入を検討する。

計画額 23,893 0 28,524 24,274 76,691

決算額

当初予算額

H28

志度・鴨庄を除く市内5箇所6クラブの放課後児童クラブの管理・運営を行うとと
もに、職員の適正な配置を行う。6年生までの受入を検討する。

決算額

当初予算額 20,598 0 24,590 20,926 66,114

22,600 71,402

当初予算額

計画額 22,245 0 26,557

0 0

H27

事
業
説
明

志度・鴨庄を除く市内5箇所6クラブの放課後児童クラブの管理・運営を行うとと
もに、職員の適正な配置を行う。平成27年度から各クラブで4年生を受入すると
ともに、造田児童館で土曜学童保育を行う。

計画額 20,598 0 24,590

H27-30

事
業
概
要

放課後児童クラブ事業は、「さぬき市放課後児童クラブ条例」に基づき、放課
後家庭において養育に欠ける小学4年生までの児童及びその他健全育成上指
導を要する児童を対象として学童保育を行い、児童の健全な育成を図るもので
ある。

決算額 0 0

決算額

20,926 66,114

108,195 92,074 290,898

当初予算額 20,598 0 24,590 20,926 66,114

計画額 90,629 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 4 ④子育て支援サービスの充実 目 25 児童館費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 放課後児童クラブ事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 19



0 4,636

当初予算額H30

志度放課後児童クラブ（2クラブ）の管理・運営を行う。6年生までの受入を検討
する。

計画額 0 0 4,636

決算額

H29

志度放課後児童クラブ（2クラブ）の管理・運営を行う。6年生までの受入を検討
する。

計画額 0 0 4,636 0 4,636

決算額

当初予算額

H28

志度放課後児童クラブ（2クラブ）の管理・運営を行う。6年生までの受入を検討
する。

決算額

当初予算額 0 0 3,997 0 3,997

0 4,316

当初予算額

計画額 0 0 4,316

0 0

H27

事
業
説
明

志度放課後児童クラブ（2クラブ）の管理・運営を行う。平成27年度から4年生を
受入する。

計画額 0 0 3,997

H27-30

事
業
概
要

志度放課後児童クラブ事業は、「さぬき市放課後児童クラブ条例」に基づき、
「志度小学校」の放課後家庭において養育に欠ける小学4年生までの児童やそ
の他健全育成上指導を要する児童を対象として学童保育を行い、児童の健
全な育成を図るものである。

決算額 0 0

決算額

0 3,997

17,585 0 17,585

当初予算額 0 0 3,997 0 3,997

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 4 ④子育て支援サービスの充実 目 25 児童館費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 志度放課後児童クラブ事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 20



0 2,245

当初予算額H30

鴨庄放課後児童クラブ（1クラブ）の管理・運営を行う。6年生までの受入を検討
する。

計画額 0 0 2,245

決算額

H29

鴨庄放課後児童クラブ（1クラブ）の管理・運営を行う。6年生までの受入を検討
する。

計画額 0 0 2,245 0 2,245

決算額

当初予算額

H28

鴨庄放課後児童クラブ（1クラブ）の管理・運営を行う。6年生までの受入を検討
する。

決算額

当初予算額 0 0 1,935 0 1,935

0 2,090

当初予算額

計画額 0 0 2,090

0 0

H27

事
業
説
明

鴨庄放課後児童クラブ（1クラブ）の管理・運営を行う。平成27年度から4年生を
受入する。

計画額 0 0 1,935

H27-30

事
業
概
要

鴨庄放課後児童クラブ事業は、「さぬき市放課後児童クラブ条例」に基づき、
「さぬき北小学校」の放課後家庭において養育に欠ける小学4年生までの児童
やその他健全育成上指導を要する児童を対象として学童保育を行い、児童の
健全な育成を図るものである。

決算額 0 0

決算額

0 1,935

8,515 0 8,515

当初予算額 0 0 1,935 0 1,935

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 4 ④子育て支援サービスの充実 目 25 児童館費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 鴨庄放課後児童クラブ事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 21



1,008 2,700

当初予算額H30

「さぬき市児童対策地域協議会」の代表者会議を年1回、実務者会議を年8\3回
及び個別ケース会議を随時開催し、要保護児童等の支援について関係機関と必
要な情報の交換や支援の方法を協議するとともに、養育支援訪問事業の実施や、
児童虐待防止の啓発としてオレンジリボン運動を推進する。

計画額 1,692 0 0

決算額

H29

「さぬき市児童対策地域協議会」の代表者会議を年1回、実務者会議を年3回及
び個別ケース会議を随時開催し、要保護児童等の支援について関係機関と必要
な情報の交換や支援の方法を協議するとともに、養育支援訪問事業の実施や、児
童虐待防止の啓発としてオレンジリボン運動を推進する。

計画額 1,466 0 0 768 2,234

決算額

当初予算額

H28

「さぬき市児童対策地域協議会」の代表者会議を年1回、実務者会議を年3回及
び個別ケース会議を随時開催し、要保護児童等の支援について関係機関と必要
な情報の交換や支援の方法を協議するとともに、養育支援訪問事業の実施や、児
童虐待防止の啓発としてオレンジリボン運動を推進する。

決算額

当初予算額 882 0 0 532 1,414

768 2,100

当初予算額

計画額 1,332 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

「さぬき市児童対策地域協議会」の代表者会議を年1回、実務者会議を年5回及
び個別ケース会議を随時開催し、要保護児童等の支援について関係機関と必要
な情報の交換や支援の方法を協議するとともに、養育支援訪問事業の実施や、児
童虐待防止の啓発としてオレンジリボン運動を推進する。

計画額 882 0 0

H27-30

事
業
概
要

児童対策地域協議会事業は、「さぬき市児童対策地域協議会設置要綱」に基づ
き、要保護児童の適切な保護、要支援児童及び特定妊婦への適切な支援を図る
ため、「さぬき市児童対策地域協議会」の開催及び児童虐待防止の啓発等を行う
ものである。

決算額 0 0

決算額

532 1,414

0 3,076 8,448

当初予算額 882 0 0 532 1,414

計画額 5,372 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 5 ⑤配慮が必要な子どもや家庭への支援 目 5 児童福祉総務費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 児童対策地域協議会事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 22



5,382 6,047

当初予算額H30

「さぬき市家庭児童相談室」の相談窓口に、家庭児童相談員及び保健師を
配置するとともに相談専用電話を設置するなど、相談者が安心して相談ができ
る体制を整備し、育児不安の相談や児童虐待の通告等を受ける。

計画額 665 0 0

決算額

H29

「さぬき市家庭児童相談室」の相談窓口に、家庭児童相談員及び保健師を
配置するとともに相談専用電話を設置するなど、相談者が安心して相談ができ
る体制を整備し、育児不安の相談や児童虐待の通告等を受ける。

計画額 665 0 0 5,382 6,047

決算額

当初予算額

H28

「さぬき市家庭児童相談室」の相談窓口に、家庭児童相談員及び保健師を
配置するとともに相談専用電話を設置するなど、相談者が安心して相談ができ
る体制を整備し、育児不安の相談や児童虐待の通告等を受ける。

決算額

当初予算額 665 0 0 5,384 6,049

5,382 6,047

当初予算額

計画額 665 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

「さぬき市家庭児童相談室」の相談窓口に、家庭児童相談員及び保健師を
配置するとともに相談専用電話を設置するなど、相談者が安心して相談ができ
る体制を整備し、育児不安の相談や児童虐待の通告等を受ける。

計画額 665 0 0

H27-30

事
業
概
要

家庭児童相談室事業は、「児童福祉法」に基づき、家庭児童相談室を設置
し、子育て、児童虐待及びＤＶ等の各種相談業務を行うものである。

決算額 0 0

決算額

5,384 6,049

0 21,530 24,190

当初予算額 665 0 0 5,384 6,049

計画額 2,660 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 5 ⑤配慮が必要な子どもや家庭への支援 目 5 児童福祉総務費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 家庭児童相談室事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 23



91 199

当初予算額H30

保護者の身体的・精神的理由、出産や災害等の家庭養育的理由及び冠婚
葬祭や出張等の社会的理由等により、家庭で養育することが困難な状況にあ
る満1歳以上の児童における短期入所生活援助及び夜間養護を行う。契約施
設は、「讃岐学園（高松市）」及び「恵愛学園（東かがわ市）」としている。

計画額 108 0 0

決算額

H29

保護者の身体的・精神的理由、出産や災害等の家庭養育的理由及び冠婚
葬祭や出張等の社会的理由等により、家庭で養育することが困難な状況にあ
る満1歳以上の児童における短期入所生活援助及び夜間養護を行う。契約施
設は、「讃岐学園（高松市）」及び「恵愛学園（東かがわ市）」としている。

計画額 108 0 0 91 199

決算額

当初予算額

H28

保護者の身体的・精神的理由、出産や災害等の家庭養育的理由及び冠婚
葬祭や出張等の社会的理由等により、家庭で養育することが困難な状況にあ
る満1歳以上の児童における短期入所生活援助及び夜間養護を行う。契約施
設は、「讃岐学園（高松市）」及び「恵愛学園（東かがわ市）」としている。

決算額

当初予算額 108 0 0 91 199

91 199

当初予算額

計画額 108 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

保護者の身体的・精神的理由、出産や災害等の家庭養育的理由及び冠婚
葬祭や出張等の社会的理由等により、家庭で養育することが困難な状況にあ
る満1歳以上の児童における短期入所生活援助及び夜間養護を行う。契約施
設は、「讃岐学園（高松市）」及び「恵愛学園（東かがわ市）」としている。

計画額 108 0 0

H27-30

事
業
概
要

子育て短期支援事業は、「さぬき市子育て短期支援事業実施要綱」に基づ
き、保護者の病気や仕事により家庭での養育が困難になった児童や緊急に保
護を必要とする母子等を、児童福祉施設で一定期間、養育及び保護するもの
である。

決算額 0 0

決算額

91 199

0 364 796

当初予算額 108 0 0 91 199

計画額 432 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 5 ⑤配慮が必要な子どもや家庭への支援 目 5 児童福祉総務費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 子育て短期支援事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 24



0 0

当初予算額H30 ―

計画額 0 0 0

決算額

H29 ―

計画額 0 0 0 0 0

決算額

当初予算額

H28 ―

決算額

当初予算額 22,990 0 0 0 22,990

0 0

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

児童手当の支給対象児童を基本として、簡素な給付金の支給対象世帯を含
め対象児童1人につき3千円を支給する。ただし、特例給付の支給対象児童、
生活保護制度内で対応される被保護者等を除く。※本年度で事業終了予定

計画額 22,990 0 0

H27-30

事
業
概
要

平成26年4月から消費税率が8％へ引き上げられたため、低所得者の子育て世
帯に対して簡素な給付措置を引き続き行う。

決算額 0 0

決算額

0 22,990

0 0 22,990

当初予算額 22,990 0 0 0 22,990

計画額 22,990 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 5 ⑤配慮が必要な子どもや家庭への支援 目 5 児童福祉総務費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 子育て世帯臨時特例給付金支給事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 25



106,798 689,980

当初予算額H30

児童手当は、中学校卒業までの児童を養育している親等に支給する。
【支給月額】
・3歳未満15,000円・3歳以上～小学校修了前（第1・第2子）10,000円・3歳以上
～小学校修了前（第3子以降）15,000円・中学校修了前10,000円・特例給付
5,000円

計画額 583,182 0 0

決算額

H29

児童手当は、中学校卒業までの児童を養育している親等に支給する。
【支給月額】
・3歳未満15,000円・3歳以上～小学校修了前（第1・第2子）10,000円・3歳以上
～小学校修了前（第3子以降）15,000円・中学校修了前10,000円・特例給付
5,000円

計画額 589,669 0 0 107,986 697,655

決算額

当初予算額

H28

児童手当は、中学校卒業までの児童を養育している親等に支給する。
【支給月額】
・3歳未満15,000円・3歳以上～小学校修了前（第1・第2子）10,000円・3歳以上
～小学校修了前（第3子以降）15,000円・中学校修了前10,000円・特例給付
5,000円 決算額

当初予算額 602,860 0 0 110,403 713,263

109,188 705,416

当初予算額

計画額 596,228 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

児童手当は、中学校卒業までの児童を養育している親等に支給する。
【支給月額】
・3歳未満15,000円・3歳以上～小学校修了前（第1・第2子）10,000円・3歳以上
～小学校修了前（第3子以降）15,000円・中学校修了前10,000円・特例給付
5,000円

計画額 602,860 0 0

H27-30

事
業
概
要

児童手当支給事業は、「児童手当法」に基づき、次世代の社会を担う児童の
育ちを社会全体で支援するため、児童手当を支給するものである。

決算額 0 0

決算額

110,403 713,263

0 434,375 2,806,314

当初予算額 602,860 0 0 110,403 713,263

計画額 2,371,939 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 5 ⑤配慮が必要な子どもや家庭への支援 目 10 児童措置費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 児童手当支給事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 26



2,539 2,599

当初予算額H30

母子家庭の母及び父子家庭の父に対し、自立に必要な情報の提供、職業能力の
向上や求職活動に関する支援及び母子・父子自立支援プログラムの策定等を行う
とともに、母子福祉資金等借受者で当該年度に償還すべき元金及び利子の支払
が完了した者に対し、当該年度に支払った償還金の利子を補給する。

計画額 60 0 0

決算額

H29

母子家庭の母及び父子家庭の父に対し、自立に必要な情報の提供、職業能力の
向上や求職活動に関する支援及び母子・父子自立支援プログラムの策定等を行う
とともに、母子福祉資金等借受者で当該年度に償還すべき元金及び利子の支払
が完了した者に対し、当該年度に支払った償還金の利子を補給する。

計画額 60 0 0 2,539 2,599

決算額

当初予算額

H28

母子家庭の母及び父子家庭の父に対し、自立に必要な情報の提供、職業能力の
向上や求職活動に関する支援及び母子・父子自立支援プログラムの策定等を行う
とともに、母子福祉資金等借受者で当該年度に償還すべき元金及び利子の支払
が完了した者に対し、当該年度に支払った償還金の利子を補給する。

決算額

当初予算額 60 0 0 2,539 2,599

2,539 2,599

当初予算額

計画額 60 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

母子家庭の母及び父子家庭の父に対し、自立に必要な情報の提供、職業能力の
向上や求職活動に関する支援及び母子・父子自立支援プログラムの策定等を行う
とともに、母子福祉資金等借受者で当該年度に償還すべき元金及び利子の支払
が完了した者に対し、当該年度に支払った償還金の利子を補給する。

計画額 60 0 0

H27-30

事
業
概
要

ひとり親家庭等福祉事業は、「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に基づき、母子・
父子自立支援員を配置して母子家庭の母及び父子家庭の父の自立に必要な情
報提供や指導等を行うとともに、母子福祉資金等借受者に対して当該資金に係る
利子の補給を行い、経済的自立の促進と生活の安定を図るものである。

決算額 0 0

決算額

2,539 2,599

0 10,156 10,396

当初予算額 60 0 0 2,539 2,599

計画額 240 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 5 ⑤配慮が必要な子どもや家庭への支援 目 30 ひとり親家庭等福祉費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 ひとり親家庭等福祉事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 27



25 100

当初予算額H30

児童扶養手当の支給を受けている又は同様の所得水準にあると認められるひとり
親家庭の父又は母で、国が予め指定した講座を受講して職業能力の開発を自主
的に行う者に対し、教育訓練終了後、自立支援教育訓練給付金を支給する。
【支給額】 受講のために支払った費用の20％に相当する額（4,000円以上で10万
円を上限）

計画額 75 0 0

決算額

H29

児童扶養手当の支給を受けている又は同様の所得水準にあると認められるひとり
親家庭の父又は母で、国が予め指定した講座を受講して職業能力の開発を自主
的に行う者に対し、教育訓練終了後、自立支援教育訓練給付金を支給する。
【支給額】 受講のために支払った費用の20％に相当する額（4,000円以上で10万
円を上限）

計画額 75 0 0 25 100

決算額

当初予算額

H28

児童扶養手当の支給を受けている又は同様の所得水準にあると認められるひとり
親家庭の父又は母で、国が予め指定した講座を受講して職業能力の開発を自主
的に行う者に対し、教育訓練終了後、自立支援教育訓練給付金を支給する。
【支給額】 受講のために支払った費用の20％に相当する額（4,000円以上で10万
円を上限） 決算額

当初予算額 75 0 0 25 100

25 100

当初予算額

計画額 75 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

児童扶養手当の支給を受けている又は同様の所得水準にあると認められるひとり
親家庭の父又は母で、国が予め指定した講座を受講して職業能力の開発を自主
的に行う者に対し、教育訓練終了後、自立支援教育訓練給付金を支給する。
【支給額】 受講のために支払った費用の20％に相当する額（4,000円以上で10万
円を上限）

計画額 75 0 0

H27-30

事
業
概
要

自立支援教育訓練給付金事業は、「さぬき市自立支援教育訓練給付金事業実
施要綱」に基づき、就職を希望するひとり親家庭の父又は母に対し、自立支援教
育訓練給付金を支給することにより、主体的な能力開発の取組を支援し、自立の
促進を図るものである。

決算額 0 0

決算額

25 100

0 100 400

当初予算額 75 0 0 25 100

計画額 300 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 5 ⑤配慮が必要な子どもや家庭への支援 目 30 ひとり親家庭等福祉費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 自立支援教育訓練給付金事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 28



130,000 195,000

当初予算額H30

児童扶養手当の額は、請求者（受給資格者）、配偶者及び扶養義務者の所
得により支給する。（ただし、所得制限を超えると全部又は一部が停止になる。
【支給額】・全部支給月額42,000円　・一部支給月額41,990円～9,910円（対
象児童が2人の場合は5,000円、3人以降１人増すごとに3,000円の定額加算あ
り）

計画額 65,000 0 0

決算額

H29

児童扶養手当の額は、請求者（受給資格者）、配偶者及び扶養義務者の所
得により支給する。（ただし、所得制限を超えると全部又は一部が停止になる。
【支給額】・全部支給月額42,000円　・一部支給月額41,990円～9,910円（対
象児童が2人の場合は5,000円、3人以降１人増すごとに3,000円の定額加算あ
り）

計画額 65,000 0 0 130,000 195,000

決算額

当初予算額

H28

児童扶養手当の額は、請求者（受給資格者）、配偶者及び扶養義務者の所
得により支給する。（ただし、所得制限を超えると全部又は一部が停止になる。
【支給額】・全部支給月額42,000円　・一部支給月額41,990円～9,910円（対
象児童が2人の場合は5,000円、3人以降１人増すごとに3,000円の定額加算あ
り） 決算額

当初予算額 67,984 0 0 136,032 204,016

130,000 195,000

当初予算額

計画額 65,000 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

児童扶養手当の額は、請求者（受給資格者）、配偶者及び扶養義務者の所
得により支給する。（ただし、所得制限を超えると全部又は一部が停止になる。）
【支給額】・全部支給月額41,020円　・一部支給月額41,010円～9,680円（対
象児童が2人の場合は5,000円、3人以降１人増すごとに3,000円の定額加算あ
り）

計画額 67,984 0 0

H27-30

事
業
概
要

児童扶養手当支給事業は、「児童扶養手当法」に基づき、父又は母と生計を
同じくしていない児童の家庭生活の安定と自立の促進に寄与するため、児童扶
養手当を支給し、児童福祉の増進を図るものである。

決算額 0 0

決算額

136,032 204,016

0 526,032 789,016

当初予算額 67,984 0 0 136,032 204,016

計画額 262,984 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 5 ⑤配慮が必要な子どもや家庭への支援 目 30 ひとり親家庭等福祉費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 児童扶養手当支給事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 29



86 420

当初予算額H30

助産施設への入院や母子生活支援施設への入所に係る費用の一部を病院や
施設等に支払う。

計画額 253 0 81

決算額

H29

助産施設への入院や母子生活支援施設への入所に係る費用の一部を病院や
施設等に支払う。

計画額 253 0 81 86 420

決算額

当初予算額

H28

助産施設への入院や母子生活支援施設への入所に係る費用の一部を病院や
施設等に支払う。

決算額

当初予算額 253 0 81 86 420

86 420

当初予算額

計画額 253 0 81

0 0

H27

事
業
説
明

助産施設への入院や母子生活支援施設への入所に係る費用の一部を病院や
施設等に支払う。

計画額 253 0 81

H27-30

事
業
概
要

児童措置事業は、「児童福祉法」に基づき、経済的理由により入院助産を受
けることができない場合及び監護が必要な児童が福祉に欠ける場合に、助産施
設への入院や母子生活支援施設への入所ができるよう、費用の一部を負担す
るものである。

決算額 0 0

決算額

86 420

324 344 1,680

当初予算額 253 0 81 86 420

計画額 1,012 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 5 ⑤配慮が必要な子どもや家庭への支援 目 30 ひとり親家庭等福祉費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 児童措置事業 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 30



1,525 6,100

当初予算額H30

児童扶養手当の支給を受けている又は同様の所得水準にあると認められるひとり
親家庭の父又は母で、養成機関における２年以上のカリキュラムを修業して資格取
得が見込まれる者に対し、高等職業訓練促進給付金及び修了支援給付金を支
給する。（ただし、市民税の課税・非課税の区分に応じ、支給額が異なる。）

計画額 4,575 0 0

決算額

H29

児童扶養手当の支給を受けている又は同様の所得水準にあると認められるひとり
親家庭の父又は母で、養成機関における２年以上のカリキュラムを修業して資格取
得が見込まれる者に対し、高等職業訓練促進給付金及び修了支援給付金を支
給する。（ただし、市民税の課税・非課税の区分に応じ、支給額が異なる。）

計画額 4,575 0 0 1,525 6,100

決算額

当初予算額

H28

児童扶養手当の支給を受けている又は同様の所得水準にあると認められるひとり
親家庭の父又は母で、養成機関における２年以上のカリキュラムを修業して資格取
得が見込まれる者に対し、高等職業訓練促進給付金及び修了支援給付金を支
給する。（ただし、市民税の課税・非課税の区分に応じ、支給額が異なる。）

決算額

当初予算額 4,659 0 0 1,554 6,213

1,525 6,100

当初予算額

計画額 4,575 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

児童扶養手当の支給を受けている又は同様の所得水準にあると認められるひとり
親家庭の父又は母で、養成機関における２年以上のカリキュラムを修業して資格取
得が見込まれる者に対し、高等職業訓練促進給付金及び修了支援給付金を支
給する。（ただし、市民税の課税・非課税の区分に応じ、支給額が異なる。）

計画額 4,659 0 0

H27-30

事
業
概
要

0高等職業訓練促進給付金給付事業は、「さぬき市高等職業訓練促進給付金
等事業実施要綱」に基づき、ひとり親家庭の父又は母が経済的自立に効果が高い
資格の取得を目的とする養成機関で修業する場合に、高等職業訓練促進給付
金及び修了支援給付金を支給することにより、生活の経済的負担の軽減を図り、
安定した修業環境を提供するものである。 決算額 0 0

決算額

1,554 6,213

0 6,129 24,513

当初予算額 4,659 0 0 1,554 6,213

計画額 18,384 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 5 ⑤配慮が必要な子どもや家庭への支援 目 30 ひとり親家庭等福祉費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 高等職業訓練促進給付金給付 担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 31



10,946 10,946

当初予算額H30

委託先事業所　さぬき市社会福祉協議会、香東園、さざんか荘、サマリヤ
利用対象者及びサービス内容
市内に住所を有する６５歳以上の一人暮らし高齢者又は、昼間高齢者世帯で
家に閉じこもりがちな方に、日常動作訓練、教養講座等のサービスを提供

計画額 0 0 0

決算額

H29

委託先事業所　さぬき市社会福祉協議会、香東園、さざんか荘、サマリヤ
利用対象者及びサービス内容
市内に住所を有する６５歳以上の一人暮らし高齢者又は、昼間高齢者世帯で
家に閉じこもりがちな方に、日常動作訓練、教養講座等のサービスを提供

計画額 0 0 0 10,946 10,946

決算額

当初予算額

H28

委託先事業所　さぬき市社会福祉協議会、香東園、さざんか荘、サマリヤ
利用対象者及びサービス内容
市内に住所を有する６５歳以上の一人暮らし高齢者又は、昼間高齢者世帯で
家に閉じこもりがちな方に、日常動作訓練、教養講座等のサービスを提供

決算額

当初予算額 0 0 0 10,946 10,946

10,946 10,946

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

委託先事業所　さぬき市社会福祉協議会、香東園、さざんか荘、サマリヤ
利用対象者及びサービス内容
市内に住所を有する６５歳以上の一人暮らし高齢者又は、昼間高齢者世帯で
家に閉じこもりがちな方に、日常動作訓練、教養講座等のサービスを提供

計画額 0 0 0

H27-30

事
業
概
要

家に閉じこもりがちなひとり暮らし高齢者等に対し通所のサービスを提供すること
で、高齢者の生きがいづくりと社会参加を推進し社会的孤独感の解消及び自
立生活の助成を図る。

決算額 0 0

決算額

10,946 10,946

0 43,784 43,784

当初予算額 0 0 0 10,946 10,946

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 1 ①健康づくりや介護予防の推進 目 10 老人福祉費

基本施策 15 (15) 高齢者福祉の充実 項 5 社会福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 生きがい活動支援通所事業 担当課 長寿障害福祉課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 32



15,512 15,512

当初予算額H30

シルバー人材センター事業費 計画額 0 0 0

決算額

H29

シルバー人材センター事業費 計画額 0 0 0 16,325 16,325

決算額

当初予算額

H28

シルバー人材センター事業費

決算額

当初予算額 0 0 0 18,080 18,080

17,180 17,180

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

シルバー人材センター事業費
　２５年度決算　収入：316,639,016円　支出：310,155,719円
　２６年度予算　収入：310,775,000円　支出：310,775,000円

計画額 0 0 0

H27-30

事
業
概
要

継続雇用制度等による高年齢者の安定した雇用の確保の促進、高年齢者等
の雇用の促進、定年退職者に対する就業の機会の確保等の措置を総合的に
講じ、もって高年齢者の職業の安定、その他福祉の増進を図るとともに、経済
及び社会の発展に寄与することを目的とする。

決算額 0 0

決算額

18,080 18,080

0 67,097 67,097

当初予算額 0 0 0 18,080 18,080

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 2 ②社会参加の推進 目 10 老人福祉費

基本施策 15 (15) 高齢者福祉の充実 項 5 社会福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 シルバー人材センター補助事業 担当課 長寿障害福祉課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 33



3,809 3,910

当初予算額H30

高齢者生きがい発揮促進施設（椿の庄さんがわ）管理業務
大串老人いこいの家及び陶芸創作館の管理業務
津田老人福祉センター及び地域福祉センターの管理業務（指定管理：市社会
福祉協議会）

計画額 0 0 101

決算額

H29

高齢者生きがい発揮促進施設（椿の庄さんがわ）管理業務
大串老人いこいの家及び陶芸創作館の管理業務
津田老人福祉センター及び地域福祉センターの管理業務（指定管理：市社会
福祉協議会）

計画額 0 0 101 3,809 3,910

決算額

当初予算額

H28

高齢者生きがい発揮促進施設（椿の庄さんがわ）管理業務
大串老人いこいの家及び陶芸創作館の管理業務
津田老人福祉センター及び地域福祉センターの管理業務（指定管理：市社会
福祉協議会）

決算額

当初予算額 0 0 101 3,809 3,910

3,809 3,910

当初予算額

計画額 0 0 101

0 0

H27

事
業
説
明

高齢者生きがい発揮促進施設（椿の庄さんがわ）管理業務
大串老人いこいの家及び陶芸創作館の管理業務
津田老人福祉センター及び地域福祉センターの管理業務（指定管理：市社会
福祉協議会）

計画額 0 0 101

H27-30

事
業
概
要

高齢者福祉施設の管理事業を行う。

決算額 0 0

決算額

3,809 3,910

404 15,236 15,640

当初予算額 0 0 101 3,809 3,910

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 2 ②社会参加の推進 目 10 老人福祉費

基本施策 15 (15) 高齢者福祉の充実 項 5 社会福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 高齢者福祉施設管理事業 担当課 長寿障害福祉課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 34



基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 福祉施設管理事業 担当課 福祉総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 2 ②社会参加の推進 目 45 福祉施設費

基本施策 15 (15) 高齢者福祉の充実 項 5 社会福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

366 2,078 2,444

当初予算額 0 0 366 473 839

計画額 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

高齢者福祉の一環である生きがいづくりを創生するため、北原ふれあい会館施
設を運営管理する。

計画額 0 0 366

H27-30

事
業
概
要

高齢者福祉の一環である生きがいづくりを創生するため、北原ふれあい会館施
設を運営管理する。

決算額 0 0

決算額

473 839

839

473 473

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 366 473

H29

高齢者福祉の一環である生きがいづくりを創生するため、北原ふれあい会館施
設を運営管理する。

計画額 0 0 0 566 566

決算額

当初予算額

H28

高齢者福祉の一環である生きがいづくりを創生するため、北原ふれあい会館施
設を運営管理する。

決算額

H30

高齢者福祉の一環である生きがいづくりを創生するため、北原ふれあい会館施
設を運営管理する。

計画額 0 0 0

決算額

566 566

当初予算額
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4,320 4,475

当初予算額H30

市内５箇所
小田ふれあいプラザ、鴨庄ふれあいプラザ、鴨部ふれあいプラザ、寒川ふれあいプ
ラザ、造田ふれあいプラザ

計画額 0 0 155

決算額

H29

市内５箇所
小田ふれあいプラザ、鴨庄ふれあいプラザ、鴨部ふれあいプラザ、寒川ふれあいプ
ラザ、造田ふれあいプラザ

計画額 0 0 155 4,320 4,475

決算額

当初予算額

H28

市内５箇所
小田ふれあいプラザ、鴨庄ふれあいプラザ、鴨部ふれあいプラザ、寒川ふれあいプ
ラザ、造田ふれあいプラザ

決算額

当初予算額 0 0 155 4,320 4,475

4,320 4,475

当初予算額

計画額 0 0 155

0 0

H27

事
業
説
明

市内５箇所
小田ふれあいプラザ、鴨庄ふれあいプラザ、鴨部ふれあいプラザ、寒川ふれあいプ
ラザ、造田ふれあいプラザ

計画額 0 0 155

H27-30

事
業
概
要

高齢者の健康増進や教養の向上、ボランティア活動の育成など地域住民の交
流の場として、また介護予防拠点施設として、高齢者や一般市民の健康増進
に寄与することを目的とする。

決算額 0 0

決算額

4,320 4,475

620 17,280 17,900

当初予算額 0 0 155 4,320 4,475

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 2 ②社会参加の推進 目 45 福祉施設費

基本施策 15 (15) 高齢者福祉の充実 項 5 社会福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 ふれあいプラザ管理事業 担当課 長寿障害福祉課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 地域支え合い体制づくり事業 担当課 福祉総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 3 ③見守りと支援の仕組みづくり 目 5 社会福祉総務費

基本施策 15 (15) 高齢者福祉の充実 項 5 社会福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 5,072 5,072

当初予算額 0 0 0 1,478 1,478

計画額 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

既存の災害時要援護者台帳システムを利用し、避難行動要支援者名簿の作
成、名簿情報の更新等を行うとともに、実効性のある避難支援を行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事
業
概
要

平成２５年の災害対策基本法の改正において、避難行動要支援者名簿を活
用した実効性のある避難支援がなされるよう避難行動要支援者名簿の作成が
市町村に義務付けられた。このため、名簿を活用し、避難支援や安否確認等
に役立てるとともに、平常時の地域の見守りや支え合い活動につなげていく。

決算額 0 0

決算額

1,478 1,478

1,478

1,250 1,250

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 1,478

H29

既存の災害時要援護者台帳システムを利用し、避難行動要支援者名簿の作
成、名簿情報の更新等を行うとともに、実効性のある避難支援を行う。

計画額 0 0 0 1,172 1,172

決算額

当初予算額

H28

既存の災害時要援護者台帳システムを利用し、避難行動要支援者名簿の作
成、名簿情報の更新等を行うとともに、実効性のある避難支援を行う。

決算額

H30

既存の災害時要援護者台帳システムを利用し、避難行動要支援者名簿の作
成、名簿情報の更新等を行うとともに、実効性のある避難支援を行う。

計画額 0 0 0

決算額

1,172 1,172

当初予算額
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5,965 16,177

当初予算額H30

敬老事業80歳以上の高齢者一人当り1,500円の補助金を支給する。
敬老祝金80歳（5,000円）88歳（10,000円）99歳以上（15,000円）の高齢者に
祝金（さぬき市共通商品券）を支給する。

計画額 0 0 10,212

決算額

H29

敬老事業80歳以上の高齢者一人当り1,500円の補助金を支給する。
敬老祝金80歳（5,000円）88歳（10,000円）99歳以上（15,000円）の高齢者に
祝金（さぬき市共通商品券）を支給する。

計画額 0 0 10,212 5,965 16,177

決算額

当初予算額

H28

敬老事業80歳以上の高齢者一人当り1,500円の補助金を支給する。
敬老祝金80歳（5,000円）88歳（10,000円）99歳以上（15,000円）の高齢者に
祝金（さぬき市共通商品券）を支給する。

決算額

当初予算額 0 0 10,212 5,695 15,907

5,965 16,177

当初予算額

計画額 0 0 10,212

0 0

H27

事
業
説
明

敬老事業80歳以上の高齢者一人当り1,500円の補助金を支給する。
敬老祝金80歳（5,000円）88歳（10,000円）99歳以上（15,000円）の高齢者に
祝金（さぬき市共通商品券）を支給する。

計画額 0 0 10,212

H27-30

事
業
概
要

多年にわたり社会に貢献してきた高齢者に対し、長寿のお祝いをする。

決算額 0 0

決算額

5,695 15,907

40,848 23,590 64,438

当初予算額 0 0 10,212 5,695 15,907

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 3 ③見守りと支援の仕組みづくり 目 10 老人福祉費

基本施策 15 (15) 高齢者福祉の充実 項 5 社会福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 敬老記念事業 担当課 長寿障害福祉課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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32,080 32,080

当初予算額H30

大川広域負担金
老人保健施設さわやか荘（社会福祉法人津田福祉会）の用地買収及び用地
造成に係る元利償還金

計画額 0 0 0

決算額

H29

大川広域負担金
老人保健施設さわやか荘（社会福祉法人津田福祉会）の用地買収及び用地
造成に係る元利償還金

計画額 0 0 0 32,080 32,080

決算額

当初予算額

H28

大川広域負担金
老人保健施設さわやか荘（社会福祉法人津田福祉会）の用地買収及び用地
造成に係る元利償還金

決算額

当初予算額 0 0 0 32,080 32,080

32,080 32,080

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

大川広域負担金
老人保健施設さわやか荘（社会福祉法人津田福祉会）の用地買収及び用地
造成に係る元利償還金

計画額 0 0 0

H27-30

事
業
概
要

大川広域負担金
老人保健施設さわやか荘（社会福祉法人津田福祉会）の用地買収及び用地
造成に係る元利償還金

決算額 0 0

決算額

32,080 32,080

0 128,320 128,320

当初予算額 0 0 0 32,080 32,080

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 3 ③見守りと支援の仕組みづくり 目 10 老人福祉費

基本施策 15 (15) 高齢者福祉の充実 項 5 社会福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 老人福祉事業（長寿障害福祉課・負担金） 担当課 長寿障害福祉課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 老人福祉事業（介護保険課・繰出金除く） 担当課 介護保険課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 3 ③見守りと支援の仕組みづくり 目 10 老人福祉費

基本施策 15 (15) 高齢者福祉の充実 項 5 社会福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 396 1,576

当初予算額 295 0 0 99 394

計画額 1,180 0

0 0

H27

事
業
説
明

社会福祉法人等等が利用者負担を減免することにより、低所得者の介護保
険サ－ビス利用促進を図る。

計画額 295 0 0

H27-30

事
業
概
要

社会福祉法人等利用者負担減免補助金

決算額 0 0

決算額

99 394

394

99 394

当初予算額

計画額 295 0 0

当初予算額 295 0 0 99

H29

社会福祉法人等等が利用者負担を減免することにより、低所得者の介護保
険サ－ビス利用促進を図る。

計画額 295 0 0 99 394

決算額

当初予算額

H28

社会福祉法人等等が利用者負担を減免することにより、低所得者の介護保
険サ－ビス利用促進を図る。

決算額

H30

社会福祉法人等等が利用者負担を減免することにより、低所得者の介護保
険サ－ビス利用促進を図る。

計画額 295 0 0

決算額

99 394

当初予算額
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139,792 172,445

当初予算額H30

養護老人ホーム入所措置
軽費老人ホーム（行基ハイツ）及び生活支援ハウス（日盛苑）の指定管理業務

計画額 0 0 32,653

決算額

H29

養護老人ホーム入所措置
軽費老人ホーム（行基ハイツ）及び生活支援ハウス（日盛苑）の指定管理業務

計画額 0 0 32,653 139,792 172,445

決算額

当初予算額

H28

養護老人ホーム入所措置
軽費老人ホーム（行基ハイツ）及び生活支援ハウス（日盛苑）の指定管理業務

決算額

当初予算額 0 0 32,653 143,965 176,618

139,792 172,445

当初予算額

計画額 0 0 32,653

0 0

H27

事
業
説
明

養護老人ホーム入所措置者数
さざんか荘57名
香東園（盲）7名
ひぐらし荘1名
さぬき1名

計画額 0 0 32,653

H27-30

事
業
概
要

身体上若しくは精神上又は環境上の理由により居宅において養護を受けること
が困難な高齢者を、養護老人ホーム等に入所措置する。
また、軽費老人ホーム（行基ハイツ）及び生活支援ハウス（日盛苑）の指定管理
業務を行う。

決算額 0 0

決算額

143,965 176,618

130,612 563,341 693,953

当初予算額 0 0 32,653 143,965 176,618

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 4 ④地域包括ケアシステムの構築 目 10 老人福祉費

基本施策 15 (15) 高齢者福祉の充実 項 5 社会福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 高齢者入所施設委託事業 担当課 長寿障害福祉課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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2,611 2,815

当初予算額H30

事業内容
在宅で生活している高齢者に対する紙おむつの支給や、緊急通報装置の設
置、電磁調理器、火災警報器、自動消化器の給付や老人用電話の貸与
対象者は概ね６５歳以上の低所得の寝たきり老人、独り暮らし老人等

計画額 0 0 204

決算額

H29

事業内容
在宅で生活している高齢者に対する紙おむつの支給や、緊急通報装置の設
置、電磁調理器、火災警報器、自動消化器の給付や老人用電話の貸与
対象者は概ね６５歳以上の低所得の寝たきり老人、独り暮らし老人等

計画額 0 0 204 2,611 2,815

決算額

当初予算額

H28

事業内容
在宅で生活している高齢者に対する紙おむつの支給や、緊急通報装置の設
置、電磁調理器、火災警報器、自動消化器の給付や老人用電話の貸与
対象者は概ね６５歳以上の低所得の寝たきり老人、独り暮らし老人等

決算額

当初予算額 0 0 204 2,611 2,815

2,611 2,815

当初予算額

計画額 0 0 204

0 0

H27

事
業
説
明

事業内容
在宅で生活している高齢者に対する紙おむつの支給や、緊急通報装置の設
置、電磁調理器、火災警報器、自動消化器の給付や老人用電話の貸与
対象者は概ね６５歳以上の低所得の寝たきり老人、独り暮らし老人等

計画額 0 0 204

H27-30

事
業
概
要

一人暮らし高齢者等に対し、日常生活用具等を給付することで、安心して在
宅での生活が送れるような環境を整備する。

決算額 0 0

決算額

2,611 2,815

816 10,444 11,260

当初予算額 0 0 204 2,611 2,815

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 4 ④地域包括ケアシステムの構築 目 10 老人福祉費

基本施策 15 (15) 高齢者福祉の充実 項 5 社会福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 高齢者在宅福祉サービス事業 担当課 長寿障害福祉課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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11,157 11,157

当初予算額H30

障害者生活支援（相談支援） 計画額 0 0 0

決算額

H29

障害者生活支援（相談支援） 計画額 0 0 0 11,157 11,157

決算額

当初予算額

H28

障害者生活支援（相談支援）

決算額

当初予算額 0 0 0 11,157 11,157

11,157 11,157

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

障害者生活支援（相談支援） 計画額 0 0 0

H27-30

事
業
概
要

障害のある人が、その有する能力や適性に応じて自立した日常生活又は社会
生活を営むことができるよう、住民に最も身近な市を中心として事業を実施す
る。
地域で生活する障害のある人のニーズを踏まえ、地域の事情に応じた柔軟な事
業形態となるよう、創意工夫により事業を効率的・効果的に実施する。 決算額 0 0

決算額

11,157 11,157

0 44,628 44,628

当初予算額 0 0 0 11,157 11,157

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 1 ①相談体制の充実 目 20 障害者福祉費

基本施策 16 (16) 障害者福祉の充実 項 5 社会福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 障害者地域生活支援事業（障害者生活支援関係） 担当課 長寿障害福祉課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 43



基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 障害者自立支援給付事業（障害児） 担当課 長寿障害福祉課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 2 ②障害児への支援 目 20 障害者福祉費

基本施策 16 (16) 障害者福祉の充実 項 5 社会福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3 81,418 323,566

当初予算額 51,625 0 0 17,611 69,236

計画額 242,145 0

0 0

H27

事
業
説
明

障害児等通所給付費支給業務
障害者自立支援給付費支給業務
補装具支給業務
育成医療費支給業務

計画額 51,625 0 0

H27-30

事
業
概
要

児童福祉法及び障害者総合支援法による通所支援や障害者福祉サービスの
給付を行うことにより、障害児が地域で安心して暮らせる社会の構築を図る。

決算額 0 0

決算額

17,611 69,236

69,236

19,084 76,085

当初予算額

計画額 57,000 0 1

当初予算額 51,625 0 0 17,611

H29

障害児等通所給付費支給業務
障害者自立支援給付費支給業務
補装具支給業務
育成医療費支給業務

計画額 63,200 0 1 21,169 84,370

決算額

当初予算額

H28

障害児等通所給付費支給業務
障害者自立支援給付費支給業務
補装具支給業務
育成医療費支給業務

決算額

H30

障害児等通所給付費支給業務
障害者自立支援給付費支給業務
補装具支給業務
育成医療費支給業務

計画額 70,320 0 1

決算額

23,554 93,875

当初予算額

基本目標3- 44



基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 障害者自立支援給付事業（障害者） 担当課 長寿障害福祉課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 3 ③障害者の生活支援対策の充実 目 20 障害者福祉費

基本施策 16 (16) 障害者福祉の充実 項 5 社会福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4 1,000,741 3,988,000

当初予算額 643,775 0 1 215,664 859,440

計画額 2,987,255 0

0 0

H27

事
業
説
明

更生医療費支給業務
障害者自立支援給付費支給業務
補装具支給業務

計画額 643,775 0 1

H27-30

事
業
概
要

障害者総合支援法による障害者福祉サービスの給付を行うことにより、障害者
等が地域で安心して暮らせる社会の構築を図る。

決算額 0 0

決算額

215,664 859,440

859,440

237,189 945,190

当初予算額

計画額 708,000 0 1

当初予算額 643,775 0 1 215,664

H29

更生医療費支給業務
障害者自立支援給付費支給業務
補装具支給業務

計画額 778,800 0 1 260,899 1,039,700

決算額

当初予算額

H28

更生医療費支給業務
障害者自立支援給付費支給業務
補装具支給業務

決算額

H30

更生医療費支給業務
障害者自立支援給付費支給業務
補装具支給業務

計画額 856,680 0 1

決算額

286,989 1,143,670

当初予算額

基本目標3- 45



基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 社会福祉施設整備促進事業 担当課 長寿障害福祉課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 3 ③障害者の生活支援対策の充実 目 5 社会福祉総務費

基本施策 16 (16) 障害者福祉の充実 項 5 社会福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 1,534 3,065

当初予算額 567 0 0 568 1,135

計画額 1,531 0

0 0

H27

事
業
説
明

利子補給対象施設
特別養護老人ホーム香東園（社会福祉法人香東園）
身体障害者施設真清水荘地域交流ホーム（社会福祉法人祐正福祉会）
知的障害者更生施設のぞみ園（社会福祉法人長尾福祉会）

計画額 567 0 0

H27-30

事
業
概
要

社会福祉施設の整備を促進するため、独立行政法人福祉医療機構から資金
の借入を行う社会福祉法人等（既に施設整備のために借入を行っている法人
を含む。）に対して、利子の補給を行う。

決算額 0 0

決算額

568 1,135

1,135

430 859

当初予算額

計画額 429 0 0

当初予算額 567 0 0 568

H29

利子補給対象施設
特別養護老人ホーム香東園（社会福祉法人香東園）
身体障害者施設真清水荘地域交流ホーム（社会福祉法人祐正福祉会）

計画額 321 0 0 322 643

決算額

当初予算額

H28

利子補給対象施設
特別養護老人ホーム香東園（社会福祉法人香東園）
身体障害者施設真清水荘地域交流ホーム（社会福祉法人祐正福祉会）

決算額

H30

利子補給対象施設
特別養護老人ホーム香東園（社会福祉法人香東園）
身体障害者施設真清水荘地域交流ホーム（社会福祉法人祐正福祉会）

計画額 214 0 0

決算額

214 428

当初予算額
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基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 重度心身障害者等医療費支給 担当課 長寿障害福祉課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 3 ③障害者の生活支援対策の充実 目 20 障害者福祉費

基本施策 16 (16) 障害者福祉の充実 項 5 社会福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4 458,168 692,412

当初予算額 58,560 0 1 114,542 173,103

計画額 234,240 0

0 0

H27

事
業
説
明

一部自己負担金：１レセプトごと　入院：500円、入院外：250円
ただし、保険薬局分、自立支援医療（更生医療、育成医療に限る）については、一
部自己負担金を求めない。また、加入の医療保険世帯全員が、住民税非課税の
場合にも一部自己負担を求めない。新規に受給対象者となるのは、障害に該当し
たときの年齢が６５歳未満の者に限る。

計画額 58,560 0 1

H27-30

事
業
概
要

重度心身障害者等に医療費の一部を支給することにより、健康の保持及び増
進並びに生活の安定に寄与し、重度心身障害者等の福祉の向上を図ることを
目的とする。

決算額 0 0

決算額

114,542 173,103

173,103

114,542 173,103

当初予算額

計画額 58,560 0 1

当初予算額 58,560 0 1 114,542

H29

一部自己負担金：１レセプトごと　入院：500円、入院外：250円
ただし、保険薬局分、自立支援医療（更生医療、育成医療に限る）については、一
部自己負担金を求めない。また、加入の医療保険世帯全員が、住民税非課税の
場合にも一部自己負担を求めない。新規に受給対象者となるのは、障害に該当し
たときの年齢が６５歳未満の者に限る。

計画額 58,560 0 1 114,542 173,103

決算額

当初予算額

H28

一部自己負担金：１レセプトごと　入院：500円、入院外：250円
ただし、保険薬局分、自立支援医療（更生医療、育成医療に限る）については、一
部自己負担金を求めない。また、加入の医療保険世帯全員が、住民税非課税の
場合にも一部自己負担を求めない。新規に受給対象者となるのは、障害に該当し
たときの年齢が６５歳未満の者に限る。 決算額

H30

一部自己負担金：１レセプトごと　入院：500円、入院外：250円
ただし、保険薬局分、自立支援医療（更生医療、育成医療に限る）については、一
部自己負担金を求めない。また、加入の医療保険世帯全員が、住民税非課税の
場合にも一部自己負担を求めない。新規に受給対象者となるのは、障害に該当し
たときの年齢が６５歳未満の者に限る。

計画額 58,560 0 1

決算額

114,542 173,103

当初予算額

基本目標3- 47



基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 障害福祉手当等支給事業 担当課 長寿障害福祉課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 3 ③障害者の生活支援対策の充実 目 20 障害者福祉費

基本施策 16 (16) 障害者福祉の充実 項 5 社会福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 55,616 153,020

当初予算額 24,351 0 0 13,904 38,255

計画額 97,404 0

0 0

H27

事
業
説
明

特別障害者手当：日常生活において、常時特別の介護を必要とする２０歳以
上の在宅の重度障害者に支給される手当
障害児福祉手当：日常生活において、常時介護を必要とする２０歳未満の重
度障害児に支給される手当

計画額 24,351 0 0

H27-30

事
業
概
要

日常生活で常時介護を必要とする在宅の重度障害者（児）に、手当等を支給
することにより経済的援助を行うとともに、福祉の増進に寄与する。

決算額 0 0

決算額

13,904 38,255

38,255

13,904 38,255

当初予算額

計画額 24,351 0 0

当初予算額 24,351 0 0 13,904

H29

特別障害者手当：日常生活において、常時特別の介護を必要とする２０歳以
上の在宅の重度障害者に支給される手当
障害児福祉手当：日常生活において、常時介護を必要とする２０歳未満の重
度障害児に支給される手当

計画額 24,351 0 0 13,904 38,255

決算額

当初予算額

H28

特別障害者手当：日常生活において、常時特別の介護を必要とする２０歳以
上の在宅の重度障害者に支給される手当
障害児福祉手当：日常生活において、常時介護を必要とする２０歳未満の重
度障害児に支給される手当

決算額

H30

特別障害者手当：日常生活において、常時特別の介護を必要とする２０歳以
上の在宅の重度障害者に支給される手当
障害児福祉手当：日常生活において、常時介護を必要とする２０歳未満の重
度障害児に支給される手当

計画額 24,351 0 0

決算額

13,904 38,255

当初予算額

基本目標3- 48



基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 障害者在宅福祉サービス事業 担当課 長寿障害福祉課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 3 ③障害者の生活支援対策の充実 目 20 障害者福祉費

基本施策 16 (16) 障害者福祉の充実 項 5 社会福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 7,344 8,788

当初予算額 361 0 0 1,836 2,197

計画額 1,444 0

0 0

H27

事
業
説
明

単独での外出が困難な障害児が学校等に通学通園するときに、ガイドヘルパーを
派遣することにより、障害児童の自立と社会参加を促進し、もって障害児童の福祉
の増進を図る。障害者住宅改造に対する助成を行う。障害者に対する住宅入居を
支援する。身体障害者手帳に該当しない難聴児の補聴器購入に係る費用を助成
する。

計画額 361 0 0

H27-30

事
業
概
要

在宅で生活する障害者（児）を支援する。

決算額 0 0

決算額

1,836 2,197

2,197

1,836 2,197

当初予算額

計画額 361 0 0

当初予算額 361 0 0 1,836

H29

単独での外出が困難な障害児が学校等に通学通園するときに、ガイドヘルパーを
派遣することにより、障害児童の自立と社会参加を促進し、もって障害児童の福祉
の増進を図る。障害者住宅改造に対する助成を行う。障害者に対する住宅入居を
支援する。身体障害者手帳に該当しない難聴児の補聴器購入に係る費用を助成
する。

計画額 361 0 0 1,836 2,197

決算額

当初予算額

H28

単独での外出が困難な障害児が学校等に通学通園するときに、ガイドヘルパーを
派遣することにより、障害児童の自立と社会参加を促進し、もって障害児童の福祉
の増進を図る。障害者住宅改造に対する助成を行う。障害者に対する住宅入居を
支援する。身体障害者手帳に該当しない難聴児の補聴器購入に係る費用を助成
する。 決算額

H30

単独での外出が困難な障害児が学校等に通学通園するときに、ガイドヘルパーを
派遣することにより、障害児童の自立と社会参加を促進し、もって障害児童の福祉
の増進を図る。障害者住宅改造に対する助成を行う。障害者に対する住宅入居を
支援する。身体障害者手帳に該当しない難聴児の補聴器購入に係る費用を助成
する。

計画額 361 0 0

決算額

1,836 2,197

当初予算額
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基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 社会福祉法人助成事業 担当課 長寿障害福祉課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 3 ③障害者の生活支援対策の充実 目 20 障害者福祉費

基本施策 16 (16) 障害者福祉の充実 項 5 社会福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 40,000 40,000

当初予算額 0 0 0 10,000 10,000

計画額 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

障害福祉サービス等の用に供する施設整備事業を行う社会福祉法人に対し、
社会福祉施設等施設整備費国庫負担（補助）金交付要綱に基づく補助対
象基本額の２５％以内の額を補助する。

計画額 0 0 0

H27-30

事
業
概
要

障害福祉サービス等の用に供する施設整備事業を行う社会福祉法人に対し、
社会福祉施設等施設整備費国庫負担（補助）金交付要綱に基づく補助対
象基本額の２５％以内の額を補助する。

決算額 0 0

決算額

10,000 10,000

10,000

10,000 10,000

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 10,000

H29

障害福祉サービス等の用に供する施設整備事業を行う社会福祉法人に対し、
社会福祉施設等施設整備費国庫負担（補助）金交付要綱に基づく補助対
象基本額の２５％以内の額を補助する。

計画額 0 0 0 10,000 10,000

決算額

当初予算額

H28

障害福祉サービス等の用に供する施設整備事業を行う社会福祉法人に対し、
社会福祉施設等施設整備費国庫負担（補助）金交付要綱に基づく補助対
象基本額の２５％以内の額を補助する。

決算額

H30

障害福祉サービス等の用に供する施設整備事業を行う社会福祉法人に対し、
社会福祉施設等施設整備費国庫負担（補助）金交付要綱に基づく補助対
象基本額の２５％以内の額を補助する。

計画額 0 0 0

決算額

10,000 10,000

当初予算額
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基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 福祉団体助成事業 担当課 長寿障害福祉課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 4 ④社会参加の促進と就労支援 目 5 社会福祉総務費

基本施策 16 (16) 障害者福祉の充実 項 5 社会福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 24,828 29,956

当初予算額 1,282 0 0 6,207 7,489

計画額 5,128 0

0 0

H27

事
業
説
明

各種団体への負担金及び補助金
障害者関係３団体
援護関係２団体
その他各種団体３団体

計画額 1,282 0 0

H27-30

事
業
概
要

各種団体に補助することで、健全な団体運営を推進する。

決算額 0 0

決算額

6,207 7,489

7,489

6,207 7,489

当初予算額

計画額 1,282 0 0

当初予算額 1,282 0 0 6,207

H29

各種団体への負担金及び補助金
障害者関係３団体
援護関係２団体
その他各種団体３団体

計画額 1,282 0 0 6,207 7,489

決算額

当初予算額

H28

各種団体への負担金及び補助金
障害者関係３団体
援護関係２団体
その他各種団体３団体

決算額

H30

各種団体への負担金及び補助金
障害者関係３団体
援護関係２団体
その他各種団体３団体

計画額 1,282 0 0

決算額

6,207 7,489

当初予算額
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基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 障害者福祉事業 担当課 長寿障害福祉課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 4 ④社会参加の促進と就労支援 目 20 障害者福祉費

基本施策 16 (16) 障害者福祉の充実 項 5 社会福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 5,584 5,584

当初予算額 0 0 0 1,396 1,396

計画額 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

香川県障害者スポーツ大会及び県福祉大会の支援
身体障害者及び知的障害者等の相談への対応、更生のための援助を行う身
体障害者相談員及び知的障害者相談員の委託
就労支援施設通所者の経済的自立に向けた就労支援

計画額 0 0 0

H27-30

事
業
概
要

障害をもつ人々に各種のサービスを提供し生活の援助を行う。

決算額 0 0

決算額

1,396 1,396

1,396

1,396 1,396

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 1,396

H29

香川県障害者スポーツ大会及び県福祉大会の支援
身体障害者及び知的障害者等の相談への対応、更生のための援助を行う身
体障害者相談員及び知的障害者相談員の委託
就労支援施設通所者の経済的自立に向けた就労支援

計画額 0 0 0 1,396 1,396

決算額

当初予算額

H28

香川県障害者スポーツ大会及び県福祉大会の支援
身体障害者及び知的障害者等の相談への対応、更生のための援助を行う身
体障害者相談員及び知的障害者相談員の委託
就労支援施設通所者の経済的自立に向けた就労支援

決算額

H30

香川県障害者スポーツ大会及び県福祉大会の支援
身体障害者及び知的障害者等の相談への対応、更生のための援助を行う身
体障害者相談員及び知的障害者相談員の委託
就労支援施設通所者の経済的自立に向けた就労支援

計画額 0 0 0

決算額

1,396 1,396

当初予算額
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基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 障害者地域生活支援事業（ボランティア養成関係） 担当課 長寿障害福祉課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 5 ⑤地域ぐるみの障害者福祉の充実 目 20 障害者福祉費

基本施策 16 (16) 障害者福祉の充実 項 5 社会福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 172 684

当初予算額 128 0 0 43 171

計画額 512 0

0 0

H27

事
業
説
明

意思疎通支援（奉仕員の養成） 計画額 128 0 0

H27-30

事
業
概
要

障害のある人が、その有する能力や適性に応じて自立した日常生活又は社会
生活を営むことができるよう、住民に最も身近な市を中心として事業を実施す
る。
地域で生活する障害のある人のニーズを踏まえ、地域の事情に応じた柔軟な事
業形態となるよう、創意工夫により事業を効率的・効果的に実施する。 決算額 0 0

決算額

43 171

171

43 171

当初予算額

計画額 128 0 0

当初予算額 128 0 0 43

H29

意思疎通支援（奉仕員の養成） 計画額 128 0 0 43 171

決算額

当初予算額

H28

意思疎通支援（奉仕員の養成）

決算額

H30

意思疎通支援（奉仕員の養成） 計画額 128 0 0

決算額

43 171

当初予算額
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基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 障害者地域生活支援事業（支援関係） 担当課 長寿障害福祉課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 6 ⑥障害者が暮らしやすい地域づくり 目 20 障害者福祉費

基本施策 16 (16) 障害者福祉の充実 項 5 社会福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 74,844 222,772

当初予算額 36,982 0 0 18,711 55,693

計画額 147,928 0

0 0

H27

事
業
説
明

成年後見制度利用支援、身体障害者入浴サービス、意思疎通支援（手話通
訳、要約筆記）、福祉ホーム、地域活動支援センター、移動支援、日中一時
支援、障害者日常生活用具給付、自動車運転免許取得・改造助成、障害
者スポーツ大会支援、虐待防止、発達障害児者支援。

計画額 36,982 0 0

H27-30

事
業
概
要

障害のある人が、その有する能力や適性に応じて自立した日常生活又は社会
生活を営むことができるよう、住民に最も身近な市を中心として事業を実施す
る。
地域で生活する障害のある人のニーズを踏まえ、地域の事情に応じた柔軟な事
業形態となるよう、創意工夫により事業を効率的・効果的に実施する。 決算額 0 0

決算額

18,711 55,693

55,693

18,711 55,693

当初予算額

計画額 36,982 0 0

当初予算額 36,982 0 0 18,711

H29

成年後見制度利用支援、身体障害者入浴サービス、意思疎通支援（手話通
訳、要約筆記）、福祉ホーム、地域活動支援センター、移動支援、日中一時
支援、障害者日常生活用具給付、自動車運転免許取得・改造助成、障害
者スポーツ大会支援、虐待防止、発達障害児者支援。

計画額 36,982 0 0 18,711 55,693

決算額

当初予算額

H28

成年後見制度利用支援、身体障害者入浴サービス、意思疎通支援（手話通
訳、要約筆記）、福祉ホーム、地域活動支援センター、移動支援、日中一時
支援、障害者日常生活用具給付、自動車運転免許取得・改造助成、障害
者スポーツ大会支援、虐待防止、発達障害児者支援。

決算額

H30

成年後見制度利用支援、身体障害者入浴サービス、意思疎通支援（手話通
訳、要約筆記）、福祉ホーム、地域活動支援センター、移動支援、日中一時
支援、障害者日常生活用具給付、自動車運転免許取得・改造助成、障害
者スポーツ大会支援、虐待防止、発達障害児者支援。

計画額 36,982 0 0

決算額

18,711 55,693

当初予算額
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100,714 100,714

当初予算額H30

地域ぐるみで支え合いを担う質の高い福祉、介護、ＮＰＯ、ボランティアなどの人
材と、その安定的な確保・定着をめざすとともに、団塊の世代をはじめとした新た
な地域の担い手を育成し、新たな支え合いの仕組みを構築していく。

計画額 0 0 0

決算額

H29

地域ぐるみで支え合いを担う質の高い福祉、介護、ＮＰＯ、ボランティアなどの人
材と、その安定的な確保・定着をめざすとともに、団塊の世代をはじめとした新た
な地域の担い手を育成し、新たな支え合いの仕組みを構築していく。

計画額 0 0 0 104,714 104,714

決算額

当初予算額

H28

地域ぐるみで支え合いを担う質の高い福祉、介護、ＮＰＯ、ボランティアなどの人
材と、その安定的な確保・定着をめざすとともに、団塊の世代をはじめとした新た
な地域の担い手を育成し、新たな支え合いの仕組みを構築していく。

決算額

当初予算額 0 0 0 112,714 112,714

108,714 108,714

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

地域ぐるみで支え合いを担う質の高い福祉、介護、ＮＰＯ、ボランティアなどの人
材と、その安定的な確保・定着をめざすとともに、団塊の世代をはじめとした新た
な地域の担い手を育成し、新たな支え合いの仕組みを構築していく。

計画額 0 0 0

H27-30

事
業
概
要

年齢や障害の有無にかかわらず、地域におけるすべての人が安心して快適に生
活を営めるような社会をめざし、行政だけでなくＮＰＯ、ボランティア、企業などが
コミュニティ組織と連携・協働して、地域ぐるみで住民同士が支え合うことができ
る仕組みを構築する。

決算額 0 0

決算額

112,714 112,714

0 426,856 426,856

当初予算額 0 0 0 112,714 112,714

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 1 ①住民主体の支え合いによるまちづくり 目 5 社会福祉総務費

基本施策 17 (17) 地域力の強化による地域福祉の充実 項 5 社会福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 社会福祉総務事業（ボランティア活動関係） 担当課 福祉総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 民生委員事業（人材育成関係） 担当課 福祉総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 1 ①住民主体の支え合いによるまちづくり 目 5 社会福祉総務費

基本施策 17 (17) 地域力の強化による地域福祉の充実 項 5 社会福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 22,498 56,495

当初予算額 8,498 0 0 5,912 14,410

計画額 33,997 0

0 0

H27

事
業
説
明

地域におけるすべての人が安心して快適に生活できる社会にするためには地域
ぐるみで住民同士が支え合うことが重要であることから、ボランティア団体の活動
の充実・強化を図るための人材の育成を支援していく。

計画額 8,498 0 0

H27-30

事
業
概
要

民生委員は地域における相談者として、また、行政と住民とのパイプ役として、多種
多様な地域福祉のニーズに応えて活動しており、地域福祉の推進には欠かせない
存在である。この民生委員の活動の支援を行う。【内容】○民生委員の活動に必
要な経費を支給する。○民生委員活動促進のため、民生委員協議会等の行う研
修事業等に対して補助する。 決算額 0 0

決算額

5,912 14,410

14,410

5,337 13,840

当初予算額

計画額 8,503 0 0

当初予算額 8,498 0 0 5,912

H29

地域におけるすべての人が安心して快適に生活できる社会にするためには地域
ぐるみで住民同士が支え合うことが重要であることから、ボランティア団体の活動
の充実・強化を図るための人材の育成を支援していく。

計画額 8,498 0 0 5,337 13,835

決算額

当初予算額

H28

地域におけるすべての人が安心して快適に生活できる社会にするためには地域
ぐるみで住民同士が支え合うことが重要であることから、ボランティア団体の活動
の充実・強化を図るための人材の育成を支援していく。

決算額

H30

地域におけるすべての人が安心して快適に生活できる社会にするためには地域
ぐるみで住民同士が支え合うことが重要であることから、ボランティア団体の活動
の充実・強化を図るための人材の育成を支援していく。

計画額 8,498 0 0

決算額

5,912 14,410

当初予算額
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基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 社会福祉総務事業（サービス関係） 担当課 福祉総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 2 ②安心して暮らせるサービス利用の仕組みづくり 目 5 社会福祉総務費

基本施策 17 (17) 地域力の強化による地域福祉の充実 項 5 社会福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 426,856 426,856

当初予算額 0 0 0 112,714 112,714

計画額 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

多様化するニーズに対して、在宅福祉サービスの充実や福祉サービスへの参入
の促進を行うとともに、福祉サービスの質の向上や利用者の権利擁護を推進す
ることで、安心してサービスが受けられるまちづくりを推進する。

計画額 0 0 0

H27-30

事
業
概
要

住民が住み慣れた地域で安心して暮らしていくためには、個々の生活やニーズに
対応したサービスを適切に利用できるしくみが必要であることから、地域での福祉
活動と専門的な支援を行える体制を地域の中につくる。※事業費再掲

決算額 0 0

決算額

112,714 112,714

112,714

108,714 108,714

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 112,714

H29

多様化するニーズに対して、在宅福祉サービスの充実や福祉サービスへの参入
の促進を行うとともに、福祉サービスの質の向上や利用者の権利擁護を推進す
ることで、安心してサービスが受けられるまちづくりを推進する。

計画額 0 0 0 104,714 104,714

決算額

当初予算額

H28

多様化するニーズに対して、在宅福祉サービスの充実や福祉サービスへの参入
の促進を行うとともに、福祉サービスの質の向上や利用者の権利擁護を推進す
ることで、安心してサービスが受けられるまちづくりを推進する。

決算額

H30

多様化するニーズに対して、在宅福祉サービスの充実や福祉サービスへの参入
の促進を行うとともに、福祉サービスの質の向上や利用者の権利擁護を推進す
ることで、安心してサービスが受けられるまちづくりを推進する。

計画額 0 0 0

決算額

100,714 100,714

当初予算額
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基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 民生委員事業（サービス利用支援関係） 担当課 福祉総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策 2 ②安心して暮らせるサービス利用の仕組みづくり 目 5 社会福祉総務費

基本施策 17 (17) 地域力の強化による地域福祉の充実 項 5 社会福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 22,498 56,495

当初予算額 8,498 0 0 5,912 14,410

計画額 33,997 0

0 0

H27

事
業
説
明

住民の生活上のさまざまな相談に応じ、行政をはじめ適切な支援やサービスへ
の「つなぎ役」としての役割をはたすとともに、高齢者や障がい者世帯等の見守り
や安否確認を行う。

計画額 8,498 0 0

H27-30

事
業
概
要

民生委員は地域における相談者として、また、行政と住民とのパイプ役として、多種
多様な地域福祉のニーズに応えて活動しており、地域福祉の推進には欠かせない
存在である。この民生委員の活動の支援を行う。【内容】○民生委員の活動に必
要な経費を支給する。○民生委員活動促進のため、民生委員協議会等の行う研
修事業等に対して補助する。※事業費再掲 決算額 0 0

決算額

5,912 14,410

14,410

5,337 13,840

当初予算額

計画額 8,503 0 0

当初予算額 8,498 0 0 5,912

H29

住民の生活上のさまざまな相談に応じ、行政をはじめ適切な支援やサービスへ
の「つなぎ役」としての役割をはたすとともに、高齢者や障がい者世帯等の見守り
や安否確認を行う。

計画額 8,498 0 0 5,337 13,835

決算額

当初予算額

H28

住民の生活上のさまざまな相談に応じ、行政をはじめ適切な支援やサービスへ
の「つなぎ役」としての役割をはたすとともに、高齢者や障がい者世帯等の見守り
や安否確認を行う。

決算額

H30

住民の生活上のさまざまな相談に応じ、行政をはじめ適切な支援やサービスへ
の「つなぎ役」としての役割をはたすとともに、高齢者や障がい者世帯等の見守り
や安否確認を行う。

計画額 8,498 0 0

決算額

5,912 14,410

当初予算額

基本目標3- 58



100,714 100,714

当初予算額H30

地域のなかで暮らす人たちが相互に見守り、支え合う仕組みづくりが必要とされ
ていることから、社会福祉協議会と連携をとりながら、地域の人たちがいつでも自
由に利用でき、そこに行けば誰かに会えるといった場と地域の人たちが必要とする
機能を備えた拠点の整備を行う。

計画額 0 0 0

決算額

H29

地域のなかで暮らす人たちが相互に見守り、支え合う仕組みづくりが必要とされ
ていることから、社会福祉協議会と連携をとりながら、地域の人たちがいつでも自
由に利用でき、そこに行けば誰かに会えるといった場と地域の人たちが必要とする
機能を備えた拠点の整備を行う。

計画額 0 0 0 104,714 104,714

決算額

当初予算額

H28

地域のなかで暮らす人たちが相互に見守り、支え合う仕組みづくりが必要とされ
ていることから、社会福祉協議会と連携をとりながら、地域の人たちがいつでも自
由に利用でき、そこに行けば誰かに会えるといった場と地域の人たちが必要とする
機能を備えた拠点の整備を行う。

決算額

当初予算額 0 0 0 112,714 112,714

108,714 108,714

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

地域のなかで暮らす人たちが相互に見守り、支え合う仕組みづくりが必要とされ
ていることから、社会福祉協議会と連携をとりながら、地域の人たちがいつでも自
由に利用でき、そこに行けば誰かに会えるといった場と地域の人たちが必要とする
機能を備えた拠点の整備を行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事
業
概
要

地域福祉を推進するため、地域住民やボランティアなどの参加による活動と公
的なサービスが効果的に連携していくよう、地域住民の視点で施策を点検し、い
きいき福祉の基盤づくりに取り組む。※事業費再掲

決算額 0 0

決算額

112,714 112,714

0 426,856 426,856

当初予算額 0 0 0 112,714 112,714

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 3 ③いきいき福祉の基盤づくり 目 5 社会福祉総務費

基本施策 17 (17) 地域力の強化による地域福祉の充実 項 5 社会福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 社会福祉総務事業（福祉の基盤づくり関係） 担当課 福祉総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 59



5,912 14,410

当初予算額H30

地域に根ざした活動のため、社会福祉協議会が実施する事業について情報共
有・共通認識のもと連携し活動を支援する。

計画額 8,498 0 0

決算額

H29

地域に根ざした活動のため、社会福祉協議会が実施する事業について情報共
有・共通認識のもと連携し活動を支援する。

計画額 8,498 0 0 5,337 13,835

決算額

当初予算額

H28

地域に根ざした活動のため、社会福祉協議会が実施する事業について情報共
有・共通認識のもと連携し活動を支援する。

決算額

当初予算額 8,498 0 0 5,912 14,410

5,337 13,840

当初予算額

計画額 8,503 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

地域に根ざした活動のため、社会福祉協議会が実施する事業について情報共
有・共通認識のもと連携し活動を支援する。

計画額 8,498 0 0

H27-30

事
業
概
要

民生委員は地域における相談者として、また、行政と住民とのパイプ役として、多種
多様な地域福祉のニーズに応えて活動しており、地域福祉の推進には欠かせない
存在である。この民生委員の活動の支援を行う。【内容】○民生委員の活動に必
要な経費を支給する。○民生委員活動促進のため、民生委員協議会等の行う研
修事業等に対して補助する。※事業費再掲 決算額 0 0

決算額

5,912 14,410

0 22,498 56,495

当初予算額 8,498 0 0 5,912 14,410

計画額 33,997 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 3 ③いきいき福祉の基盤づくり 目 5 社会福祉総務費

基本施策 17 (17) 地域力の強化による地域福祉の充実 項 5 社会福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 民生委員事業（福祉の基盤づくり関係） 担当課 福祉総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 60



12,373 13,962

当初予算額H30

○負担金：県総合健診協会、准看護師養成所（大川地区医師会）、大川広
域救急医療対策費
○補助金：産科医等育成・確保支援事業（さぬき市民病院）

計画額 1,003 0 586

決算額

H29

○負担金：県総合健診協会、准看護師養成所（大川地区医師会）、大川広
域救急医療対策費
○補助金：産科医等育成・確保支援事業（さぬき市民病院）

計画額 1,003 0 586 12,373 13,962

決算額

当初予算額

H28

○負担金：県総合健診協会、准看護師養成所（大川地区医師会）、大川広
域救急医療対策費
○補助金：産科医等育成・確保支援事業（さぬき市民病院）

決算額

当初予算額 1,003 0 575 12,457 14,035

12,457 14,035

当初予算額

計画額 1,003 0 575

0 0

H27

事
業
説
明

○負担金：県総合健診協会、准看護師養成所（大川地区医師会）、大川広
域救急医療対策費
○補助金：産科医等育成・確保支援事業（さぬき市民病院）

計画額 1,003 0 575

H27-30

事
業
概
要

保健衛生の準義務的経費であり、関係団体等への負担金、補助金の交付

決算額 0 0

決算額

12,457 14,035

2,322 49,660 55,994

当初予算額 1,003 0 575 12,457 14,035

計画額 4,012 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 1 ①健康づくり活動への支援 目 5 保健衛生総務費

基本施策 18 (18) 心身の健康づくりに対する支援 項 5 保健衛生費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名 保健衛生事業（繰出金除く） 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 61



168 468

当初予算額H30

健康増進法及びさぬきすこやかプラン２１（第２次）に基づき保健活動等を実施
するための事業であり、幅広い年齢層の市民に対しての健康教育等の実施、
感染症対策等健康危機管理の充実、保健師・栄養士の資質向上のため必
要な事業を実施する。

計画額 0 0 300

決算額

H29

健康増進法及びさぬきすこやかプラン２１（第２次）に基づき保健活動等を実施
するための事業であり、幅広い年齢層の市民に対しての健康教育等の実施、
感染症対策等健康危機管理の充実、保健師・栄養士の資質向上のため必
要な事業を実施する。

計画額 0 0 300 168 468

決算額

当初予算額

H28

健康増進法及びさぬきすこやかプラン２１（第２次）に基づき保健活動等を実施
するための事業であり、幅広い年齢層の市民に対しての健康教育等の実施、
感染症対策等健康危機管理の充実、保健師・栄養士の資質向上のため必
要な事業を実施する。

決算額

当初予算額 0 0 300 159 459

159 459

当初予算額

計画額 0 0 300

0 0

H27

事
業
説
明

健康増進法及びさぬきすこやかプラン２１（第２次）に基づき保健活動等を実施
するための事業であり、幅広い年齢層の市民に対しての健康教育等の実施、
感染症対策等健康危機管理の充実、保健師・栄養士の資質向上のため必
要な事業を実施する。

計画額 0 0 300

H27-30

事
業
概
要

健康増進法に基づく幅広い年齢層の市民に対しての健康教育等の実施、感
染症対策等健康危機管理の充実、保健師・栄養士の資質向上のため必要な
事業を実施する。

決算額 0 0

決算額

159 459

1,200 654 1,854

当初予算額 0 0 300 159 459

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 1 ①健康づくり活動への支援 目 5 保健衛生総務費

基本施策 18 (18) 心身の健康づくりに対する支援 項 5 保健衛生費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名 健康づくり活動推進事業 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 62



286 286

当初予算額H30

香川県歯と口腔の健康づくり条例・さぬきすこやかプラン２１（第２次）に基づき、
乳幼児期からの歯科に関する教室や「感染の窓」である２歳児歯科健診事業
を充実して実施する。

計画額 0 0 0

決算額

H29

香川県歯と口腔の健康づくり条例・さぬきすこやかプラン２１（第２次）に基づき、
乳幼児期からの歯科に関する教室や「感染の窓」である２歳児歯科健診事業
を充実して実施する。

計画額 0 0 0 286 286

決算額

当初予算額

H28

香川県歯と口腔の健康づくり条例・さぬきすこやかプラン２１（第２次）に基づき、
乳幼児期からの歯科に関する教室や「感染の窓」である２歳児歯科健診事業
を充実して実施する。

決算額

当初予算額 0 0 0 285 285

285 285

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

香川県歯と口腔の健康づくり条例・さぬきすこやかプラン２１（第２次）に基づき、
乳幼児期からの歯科に関する教室や「感染の窓」である２歳児歯科健診事業
を充実して実施する。

計画額 0 0 0

H27-30

事
業
概
要

健康増進法に基づき、歯及び口腔衛生に関する正しい知識の普及啓発を行
い、歯科疾患予防に関する適切な習慣を身につけ、生涯を通じて主体的に歯
の健康づくりに取り組めるよう支援することを目的とする事業の実施を通じて、８
０歳になっても自分の歯を２０本以上保とうとする８０２０運動の推進を行う。

決算額 0 0

決算額

285 285

0 1,142 1,142

当初予算額 0 0 0 285 285

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 1 ①健康づくり活動への支援 目 15 予防費

基本施策 18 (18) 心身の健康づくりに対する支援 項 5 保健衛生費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名 ８０２０運動推進事業 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 63



1,628 1,628

当初予算額H30

29年度と同様の委託業務により、様々な事業実施のデータを基に、市民が自己健
康管理が行えるよう活用して地域保健・健康増進事業報告等を行う事業である。

計画額 0 0 0

決算額

H29

28年度と同様の委託業務により、様々な事業実施のデータを基に、市民が自己健
康管理が行えるよう活用して地域保健・健康増進事業報告等を行う事業である。

計画額 0 0 0 1,628 1,628

決算額

当初予算額

H28

27年度委託業務より、結核・肺がん検診質問票修正業務以外の内容を委託し、
事業実施の様々なデータを基に、市民が自己健康管理が行えるよう活用して地域
保健・健康増進事業報告等を行う事業である。

決算額

当初予算額 0 0 0 2,009 2,009

1,598 1,598

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

健康増進法、母子保健法、予防接種法、結核予防法、がん対策基本法等に基
づき実施した事業の様々なデータを基に、市民が自己健康管理が行えるよう活用し
ていき、地域保健・健康増進事業報告等を行う事業である。成人健康診査および
高齢者インフルエンザ個人案内等の出力委託業務と、地域保健・健康増進法の
統計・実績報告書変更に対応するプログラム修正を行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事
業
概
要

健康増進法、母子保健法、予防接種法、結核予防法、がん対策基本法等に基
づき実施した事業の様々なデータを基に、市民が自己健康管理が行えるよう活用し
ていき、地域保健・健康増進事業報告等を行う事業である。

決算額 0 0

決算額

2,009 2,009

0 6,863 6,863

当初予算額 0 0 0 2,009 2,009

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 1 ①健康づくり活動への支援 目 15 予防費

基本施策 18 (18) 心身の健康づくりに対する支援 項 5 保健衛生費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名 健康管理システム管理事業 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 64



1,467 1,467

当初予算額H30

食育教室や、栄養相談、食育ボランティアの養成を行うための報償費、需用費
である。食生活改善推進協議会への補助金である。

計画額 0 0 0

決算額

H29

食育教室や、栄養相談、食育ボランティアの養成を行うための報償費、需用費
である。食生活改善推進協議会への補助金である。

計画額 0 0 0 1,467 1,467

決算額

当初予算額

H28

食育教室や、栄養相談、食育ボランティアの養成を行うための報償費、需用費
である。食生活改善推進協議会への補助金である。

決算額

当初予算額 0 0 0 1,439 1,439

1,439 1,439

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

食育教室や、栄養相談、食育ボランティアの養成を行うための報償費、需用費
である。食生活改善推進協議会への補助金である。

計画額 0 0 0

H27-30

事
業
概
要

「食」についての意識を高め、「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、
健全な食生活を実践できるように食育を推進するボランティア（主に食生活改善
推進協議会）と協力し行う事業である。

決算額 0 0

決算額

1,439 1,439

0 5,812 5,812

当初予算額 0 0 0 1,439 1,439

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 1 ①健康づくり活動への支援 目 15 予防費

基本施策 18 (18) 心身の健康づくりに対する支援 項 5 保健衛生費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名 食育・食生活改善事業 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 65



5,010 5,011

当初予算額H30

保健センターの維持管理に要する費用を計上している。 計画額 0 0 1

決算額

H29

保健センターの維持管理に要する費用を計上している。 計画額 0 0 1 5,010 5,011

決算額

当初予算額

H28

保健センターの維持管理に要する費用を計上している。

決算額

当初予算額 0 0 1 4,912 4,913

4,912 4,913

当初予算額

計画額 0 0 1

0 0

H27

事
業
説
明

市内４箇所（津田、大川、志度、長尾）に設置している保健センターの維持管
理に要する費用を計上している

計画額 0 0 1

H27-30

事
業
概
要

地域保健法に基づき設置している保健センターの管理を行うものである。

決算額 0 0

決算額

4,912 4,913

4 19,844 19,848

当初予算額 0 0 1 4,912 4,913

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 1 ①健康づくり活動への支援 目 35 保健施設費

基本施策 18 (18) 心身の健康づくりに対する支援 項 5 保健衛生費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名 保健センター管理事業 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 66



546 740

当初予算額H30

さぬき市健康増進計画「さぬき・すこやかプラン２１（第２次）」で策定した目標に
向けて、健康と生活習慣に関する疾病予防のための体験型健康教室を実施
する。事業評価を行い、ライフステージに応じた健康づくりに取り組めるよう啓発、
生活習慣予防教室・相談・保健指導、健（検）診を実施する。

計画額 194 0 0

決算額

H29

さぬき市健康増進計画「さぬき・すこやかプラン２１（第２次）」で策定した目標に
向けて、健康と生活習慣に関する疾病予防のための体験型健康教室を実施
する。事業評価を行い、ライフステージに応じた健康づくりに取り組めるよう啓発、
生活習慣予防教室・相談・保健指導、健（検）診を実施する。

計画額 194 0 0 546 740

決算額

当初予算額

H28

さぬき市健康増進計画「さぬき・すこやかプラン２１（第２次）」で策定した目標に
向けて、健康と生活習慣に関する疾病予防のための体験型健康教室を実施
する。事業評価を行い、ライフステージに応じた健康づくりに取り組めるよう啓発、
生活習慣予防教室・相談・保健指導、健（検）診を実施する。

決算額

当初予算額 280 0 0 456 736

542 736

当初予算額

計画額 194 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

さぬき市健康増進計画「さぬき・すこやかプラン２１（第２次）」で策定した目標に
向けて、健康と生活習慣に関する疾病予防のための体験型健康教室を実施
する。特に今年度からは健康増進事業対象者への参加促進に努める。

計画額 280 0 0

H27-30

事
業
概
要

健康増進法に基づき、健康の保持・増進と発病を予防する「第１次予防」に重
点を置く事業である。ライフステージに応じた健康づくり（特に糖尿病、脂質異常
症に焦点をあてた疾病予防講座、各地区での健康相談あるいは訪問指導にお
いて個別保健指導）を行う。

決算額 0 0

決算額

456 736

0 2,090 2,952

当初予算額 280 0 0 456 736

計画額 862 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 2 ②生活習慣病対策の推進 目 15 予防費

基本施策 18 (18) 心身の健康づくりに対する支援 項 5 保健衛生費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名 生活習慣病予防・改善事業 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 67



111,142 115,485

当初予算額H30

予防接種法に基づいた定期予防接種と任意接種(ロタウイルス)を実施し、予防
接種による健康被害の迅速な救済を図る。

計画額 4,343 0 0

決算額

H29

予防接種法に基づいた定期予防接種と任意接種(ロタウイルス)を実施し、予防
接種による健康被害の迅速な救済を図る。

計画額 4,343 0 0 111,142 115,485

決算額

当初予算額

H28

予防接種法に基づいた定期予防接種と任意接種(ロタウイルス)を実施し、予防
接種による健康被害の迅速な救済を図る。

決算額

当初予算額 4,258 0 0 108,963 113,221

108,963 113,221

当初予算額

計画額 4,258 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

平成２６年１０月より定期接種となった、水痘ワクチンと成人用肺炎球菌ワクチ
ンの接種委託料を増額している
子宮頸がん予防ワクチンの積極的勧奨の差し控えにより接種率の見直しを行っ
ている。

計画額 4,258 0 0

H27-30

事
業
概
要

予防接種法に基づき、伝染のおそれがある疾病の発生及びまん延を予防するた
めに予防接種を行い、公衆衛生の向上及び増進に寄与するとともに、予防接
種による健康被害の迅速な救済を図る。

決算額 0 0

決算額

108,963 113,221

0 440,210 457,412

当初予算額 4,258 0 0 108,963 113,221

計画額 17,202 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 3 ③予防医療の充実 目 15 予防費

基本施策 18 (18) 心身の健康づくりに対する支援 項 5 保健衛生費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名 予防接種事業 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 68



41,040 51,688

当初予算額H30

各種の健康診査を実施するための経費として、当該健診を行う医療機関等へ
の委託料及び事務経費を計上している。

計画額 4,165 0 6,483

決算額

H29

各種の健康診査を実施するための経費として、当該健診を行う医療機関等へ
の委託料及び事務経費を計上している。

計画額 4,165 0 6,499 41,157 51,821

決算額

当初予算額

H28

各種の健康診査を実施するための経費として、当該健診を行う医療機関等へ
の委託料及び事務経費を計上している。

決算額

当初予算額 4,165 0 6,518 40,457 51,140

40,329 51,010

当初予算額

計画額 4,165 0 6,516

0 0

H27

事
業
説
明

各種の健康診査を実施するための経費として、当該健診を行う医療機関等へ
の委託料及び事務経費を計上している。

計画額 4,165 0 6,518

H27-30

事
業
概
要

健康増進法・がん対策基本法に基づく事業であり、二次予防を目的としての早
期発見・早期治療に向けた健康診査・がん検診・結核検診を推進し、住民自
ら健康管理を効率的に行ない、健康の保持増進を図る。

決算額 0 0

決算額

40,457 51,140

26,016 162,983 205,659

当初予算額 4,165 0 6,518 40,457 51,140

計画額 16,660 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 3 ③予防医療の充実 目 15 予防費

基本施策 18 (18) 心身の健康づくりに対する支援 項 5 保健衛生費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名 健康診査事業 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 69



1,000 27,000

当初予算額H30

市内在住の後期高齢者医療制度被保険者を対象とする健康診査の実施す
るための経費として、各種健診を行う医療機関等への委託料及び事務経費を
計上している。

計画額 0 0 26,000

決算額

H29

市内在住の後期高齢者医療制度被保険者を対象とする健康診査の実施す
るための経費として、各種健診を行う医療機関等への委託料及び事務経費を
計上している。

計画額 0 0 26,000 1,000 27,000

決算額

当初予算額

H28

市内在住の後期高齢者医療制度被保険者を対象とする健康診査の実施す
るための経費として、各種健診を行う医療機関等への委託料及び事務経費を
計上している。

決算額

当初予算額 0 0 24,536 806 25,342

1,000 27,000

当初予算額

計画額 0 0 26,000

0 0

H27

事
業
説
明

市内在住の後期高齢者医療制度被保険者を対象とする健康診査の実施す
るための経費として、各種健診を行う医療機関等への委託料及び事務経費を
計上している。

計画額 0 0 24,536

H27-30

事
業
概
要

後期高齢者医療制度の被保険者の病気の早期発見と自主予防の促進に寄
与すること目的として、香川県後期高齢者医療広域連合からの委託を受け、
各種の健康診査を実施する事業である。

決算額 0 0

決算額

806 25,342

102,536 3,806 106,342

当初予算額 0 0 24,536 806 25,342

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 3 ③予防医療の充実 目 15 予防費

基本施策 18 (18) 心身の健康づくりに対する支援 項 5 保健衛生費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名 後期高齢者健診事業 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 70



104 104

当初予算額H30

さぬきすこやかプラン２１（第２次）に基づき、心の健康づくりや自殺予防対策につ
いての啓発活動を実施する。

計画額 0 0 0

決算額

H29

さぬきすこやかプラン２１（第２次）に基づき、心の健康づくりや自殺予防対策につ
いての啓発活動を実施する。

計画額 0 0 0 104 104

決算額

当初予算額

H28

さぬきすこやかプラン２１（第２次）に基づき、心の健康づくりや自殺予防対策につ
いての啓発活動を実施する。

決算額

当初予算額 0 0 0 103 103

103 103

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

さぬきすこやかプラン２１（第２次）に基づき、思春期への教室及び中高年の心の
健康づくりを目的とした啓発活動を実施。精神科医による研修を実施する。

計画額 0 0 0

H27-30

事
業
概
要

健康増進法に基づき心の健康づくりを進めていくための事業を行うことにより、周
知及び教室による知識の普及と適切な対処方法ができる支援や、市民の心と
身体の健康バランスを保ちながらいきいきと自分らしく生活できるよう支援などを
行う。

決算額 0 0

決算額

103 103

0 414 414

当初予算額 0 0 0 103 103

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 4 ④心の健康づくり 目 5 保健衛生総務費

基本施策 18 (18) 心身の健康づくりに対する支援 項 5 保健衛生費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名 心の健康づくり事業 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 71



352,049 4,615,468

当初予算額H30

５事業（救急医療、災害医療、へき地医療、周産期医療、小児医療）及び在
宅医療に取り組むとともに５疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、精
神疾患）に対する安定した医療提供に努める。

計画額 1,300 200,000 4,062,119

決算額

H29

５事業（救急医療、災害医療、へき地医療、周産期医療、小児医療）及び在
宅医療に取り組むとともに５疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、精
神疾患）に対する安定した医療提供に努める。

計画額 1,300 65,000 3,988,413 348,399 4,403,112

決算額

当初予算額

H28

５事業（救急医療、災害医療、へき地医療、周産期医療、小児医療）及び在
宅医療に取り組むとともに５疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、精
神疾患）に対する安定した医療提供に努める。

決算額

当初予算額 11,241 117,200 3,957,500 503,155 4,589,096

484,485 4,488,280

当初予算額

計画額 1,300 65,000 3,937,495

0 0

H27

事
業
説
明

５事業（救急医療、災害医療、へき地医療、周産期医療、小児医療）及び在
宅医療に取り組むとともに５疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、精
神疾患）に対する安定した医療提供に努める。

計画額 11,241 117,200 3,957,500

H27-30

事
業
概
要

大川保健医療圏域における地域中核病院として、一般医療はもとより救急医
療、へき地医療、在宅医療、災害医療などの政策医療の提供に努めるととも
に、公営企業としての経済性を発揮しつつ、市民ニーズに応えていくため、保健・
福祉と一体的な医療提供体制の構築に取り組みながら、より良質で高度な医
療提供に努める。 決算額 0 0

決算額

503,155 4,589,096

15,945,527 1,688,088 18,095,956

当初予算額 11,241 117,200 3,957,500 503,155 4,589,096

計画額 15,141 447,200

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 1 ①市民病院を核とした医療体制の充実 目

基本施策 19 (19) 地域医療の充実 項

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

総合計画実施計画調書
事業名 病院事業会計（医療体制の充実関係） 担当課 市民病院総務企画課

総合計画上の位置付け 会計 病院事業会計

基本目標3- 72



基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

総合計画実施計画調書
事業名 病院事業会計（地域医療連携関係） 担当課 市民病院総務企画課

総合計画上の位置付け 会計 病院事業会計

主要施策 2 ②地域医療の連携推進 目

基本施策 19 (19) 地域医療の充実 項

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

15,945,527 1,688,088 18,095,956

当初予算額 11,241 117,200 3,957,500 503,155 4,589,096

計画額 15,141 447,200

0 0

H27

事
業
説
明

地域医療連携の推進を図るとともに、地域包括ケアシステムの構築に寄与する
ため、地域の保健・医療・福祉を担う機関と情報交換を行う他、研修会等を開
催する。

計画額 11,241 117,200 3,957,500

H27-30

事
業
概
要

大川保健医療圏域における地域中核病院として、一般医療はもとより救急医療、
へき地医療、在宅医療、災害医療などの政策医療の提供に努めるとともに、公営
企業としての経済性を発揮しつつ、市民ニーズに応えていくため、保健・福祉と一体
的な医療提供体制の構築に取り組みながら、より良質で高度な医療提供に努め
る。※事業費再掲 決算額 0 0

決算額

503,155 4,589,096

4,589,096

484,485 4,488,280

当初予算額

計画額 1,300 65,000 3,937,495

当初予算額 11,241 117,200 3,957,500 503,155

H29

地域医療連携の推進を図るとともに、地域包括ケアシステムの構築に寄与する
ため、地域の保健・医療・福祉を担う機関と情報交換を行う他、研修会等を開
催する。

計画額 1,300 65,000 3,988,413 348,399 4,403,112

決算額

当初予算額

H28

地域医療連携の推進を図るとともに、地域包括ケアシステムの構築に寄与する
ため、地域の保健・医療・福祉を担う機関と情報交換を行う他、研修会等を開
催する。

決算額

H30

地域医療連携の推進を図るとともに、地域包括ケアシステムの構築に寄与する
ため、地域の保健・医療・福祉を担う機関と情報交換を行う他、研修会等を開
催する。

計画額 1,300 200,000 4,062,119

決算額

352,049 4,615,468

当初予算額
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5,642 9,281

当初予算額H30

多和診療所を運営するための施設管理・医療用消耗器財・医薬品及び衛生
材料費等の経費である。

計画額 0 0 3,639

決算額

H29

多和診療所を運営するための施設管理・医療用消耗器財・医薬品及び衛生
材料費等の経費である。

計画額 0 0 3,639 5,642 9,281

決算額

当初予算額

H28

多和診療所を運営するための施設管理・医療用消耗器財・医薬品及び衛生
材料費等の経費である。

決算額

当初予算額 0 0 3,568 5,532 9,100

5,532 9,100

当初予算額

計画額 0 0 3,568

0 0

H27

事
業
説
明

多和診療所を運営するための施設管理・医療用消耗器財・医薬品及び衛生
材料費等の経費である。

計画額 0 0 3,568

H27-30

事
業
概
要

地域の拠点として、安心して地域に密着した医療サービスを受けることができる
ための多和診療所の施設管理・医療用消耗器財・医薬品及び衛生材料費等
の経費である。

決算額 0 0

決算額

5,532 9,100

14,414 22,348 36,762

当初予算額 0 0 3,568 5,532 9,100

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 3 ③診療所の継続的な運営 目

基本施策 19 (19) 地域医療の充実 項

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

総合計画実施計画調書
事業名 多和診療所事業特別会計 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 50 多和診療所事業特別会計
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400 136,000

当初予算額H30

診療所の運営ならびに当施設の維持管理を行う。 計画額 0 0 135,600

決算額

H29

診療所の運営ならびに当施設の維持管理を行う。 計画額 0 0 135,600 400 136,000

決算額

当初予算額

H28

診療所の運営ならびに当施設の維持管理を行う。

決算額

当初予算額 0 0 135,600 400 136,000

400 136,000

当初予算額

計画額 0 0 135,600

0 0

H27

事
業
説
明

診療所の運営ならびに当施設の維持管理を行う。 計画額 0 0 135,600

H27-30

事
業
概
要

地域住民の健康保持に必要な医療の提供が受けられるよう、診療所の運営・
管理に係る事業である。

決算額 0 0

決算額

400 136,000

542,400 1,600 544,000

当初予算額 0 0 135,600 400 136,000

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 3 ③診療所の継続的な運営 目

基本施策 19 (19) 地域医療の充実 項

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

総合計画実施計画調書
事業名 津田診療所事業特別会計 担当課 津田診療所

総合計画上の位置付け 会計 52 津田診療所事業特別会計
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1,393 3,161

当初予算額H30

生活保護の実施期間として、生活保護行政の適正化を図ることを目的とし、医
療扶助におけるレセプトの点検を実施し、過誤請求等の発見に努めている。ま
た、レセプト点検技術の向上を図ることを目的とした、研修会等にも参加してい
る。

計画額 1,768 0 0

決算額

H29

生活保護の実施期間として、生活保護行政の適正化を図ることを目的とし、医
療扶助におけるレセプトの点検を実施し、過誤請求等の発見に努めている。ま
た、レセプト点検技術の向上を図ることを目的とした、研修会等にも参加してい
る。

計画額 1,768 0 0 1,393 3,161

決算額

当初予算額

H28

生活保護の実施期間として、生活保護行政の適正化を図ることを目的とし、医
療扶助におけるレセプトの点検を実施し、過誤請求等の発見に努めている。ま
た、レセプト点検技術の向上を図ることを目的とした、研修会等にも参加してい
る。

決算額

当初予算額 1,752 0 0 1,358 3,110

1,358 3,110

当初予算額

計画額 1,752 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

生活保護の実施期間として、生活保護行政の適正化を図ることを目的とし、医
療扶助におけるレセプトの点検を実施し、過誤請求等の発見に努めている。ま
た、レセプト点検技術の向上を図ることを目的とした、研修会等にも参加してい
る。

計画額 1,752 0 0

H27-30

事
業
概
要

セーフティネット支援対策等事業費補助金交付要綱に掲げる事業のうち別添
資料「生活保護適正実施推進事業費明細一覧表」記載事業を実施する。

決算額 0 0

決算額

1,358 3,110

0 5,502 12,542

当初予算額 1,752 0 0 1,358 3,110

計画額 7,040 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 1 ①生活保護制度の適正な運用 目 5 生活保護総務費

基本施策 20 (20) 生活困窮者への支援 項 15 生活保護費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 生活保護適正化推進事業 担当課 福祉総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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2,141 2,141

当初予算額H30

生活保護法第19条に定める保護の実施機関として、生活保護行政の適正な
運営を図る。

計画額 0 0 0

決算額

H29

生活保護法第19条に定める保護の実施機関として、生活保護行政の適正な
運営を図る。

計画額 0 0 0 2,141 2,141

決算額

当初予算額

H28

生活保護法第19条に定める保護の実施機関として、生活保護行政の適正な
運営を図る。

決算額

当初予算額 0 0 0 2,102 2,102

2,102 2,102

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

生活保護法第19条に定める保護の実施機関として、生活保護行政の適正な
運営を図る。

計画額 0 0 0

H27-30

事
業
概
要

生活保護行政の実施機関として目的達成のために必要な事務事業である。

決算額 0 0

決算額

2,102 2,102

0 8,486 8,486

当初予算額 0 0 0 2,102 2,102

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 1 ①生活保護制度の適正な運用 目 5 生活保護総務費

基本施策 20 (20) 生活困窮者への支援 項 15 生活保護費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 一般事業 担当課 福祉総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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99,504 439,652

当初予算額H30

生活保護法第12条から第19条に掲げる扶助の実施に要する経費である。 計画額 340,146 0 2

決算額

H29

生活保護法第12条から第19条に掲げる扶助の実施に要する経費である。 計画額 340,146 0 2 99,504 439,652

決算額

当初予算額

H28

生活保護法第12条から第19条に掲げる扶助の実施に要する経費である。

決算額

当初予算額 340,146 0 2 99,504 439,652

99,504 439,652

当初予算額

計画額 340,146 0 2

0 0

H27

事
業
説
明

生活保護法第12条から第19条に掲げる扶助の実施に要する経費である。 計画額 340,146 0 2

H27-30

事
業
概
要

生活保護法に基づき、生活に困窮する市民等に対し、その困窮の程度に応
じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、その自立助
長を促すことを目的とする。

決算額 0 0

決算額

99,504 439,652

8 398,016 1,758,608

当初予算額 340,146 0 2 99,504 439,652

計画額 1,360,584 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 1 ①生活保護制度の適正な運用 目 10 扶助費

基本施策 20 (20) 生活困窮者への支援 項 15 生活保護費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 扶助事業 担当課 福祉総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標3- 78



H30 ―

計画額 0 0 0 0 0

決算額

当初予算額

0 0

当初予算額H29 ―

計画額 0 0 0

決算額

0 0 0

当初予算額

当初予算額 378 0 0 1,361 1,739

決算額

0 0

H27

事
業
説
明

・就労支援相談員：被保護世帯に属する稼働能力を有する者に対し、専門的な
立場から助言・指導を行い、適切かつ迅速な職業相談及び就労指導を実施して
被保護世帯の自立を促進する。
・住宅手当：支給対象者の申請に基づき、住宅手当を支給する（最長９か月）。
※本事業は27年度で廃止。28年度より生活困窮者自立支援事業に移行する。

計画額 378 0 0

H27-30

事
業
概
要

15～64歳の稼働年齢層にある、就労疎外要因のない被保護世帯を対象とし、世
帯訪問、公共職業安定所同行等を実施し、被保護者の就労活動を支援する。
また、離職者であって就労能力及び就労意欲のある者のうち、住宅を喪失又は喪
失の恐れのある者に住宅手当を支給し、住宅及び就労機会の確保に向けた支援
を行う。 決算額 0 0

1,361 1,739

H28 ―

計画額 0 0

決算額

0 1,361 1,739

当初予算額 378 0 0 1,361 1,739

計画額 378 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 2 ②自立に向けた支援の実施 目 5 生活保護総務費

基本施策 20 (20) 生活困窮者への支援 項 15 生活保護費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 住宅・生活支援対策事業 担当課 福祉総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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H30

・自立相談支援事業：複合的な理由により、生活保護に至る前の段階にある生活困窮者に対
し、個々の問題点を整理したうえで解決に向けた支援を行う。
・住宅確保給付金：支援対象者の申請に基づき、住宅給付金を支給する。（最長１２か月）
・就労支援相談員：被保護世帯の稼働能力を有する者に、専門的な立場から適切かつ迅速な
職業相談及び就労指導等を実施して自立を促進する。

計画額 9,685 0 0 3,229 12,914

決算額

当初予算額

3,229 12,914

当初予算額H29

・自立相談支援事業：複合的な理由により、生活保護に至る前の段階にある生活困窮者に対
し、個々の問題点を整理したうえで解決に向けた支援を行う。
・住宅確保給付金：支援対象者の申請に基づき、住宅給付金を支給する。（最長１２か月）
・就労支援相談員：被保護世帯の稼働能力を有する者に、専門的な立場から適切かつ迅速な
職業相談及び就労指導等を実施して自立を促進する。

計画額 9,685 0 0

決算額

0 3,224 12,889

当初予算額

当初予算額 8,645 0 0 2,883 11,528

決算額

0 0

H27

事
業
説
明

・自立相談支援事業：複合的な理由により、生活保護に至る前の段階にある生活困窮者に対
し、個々の問題点を整理したうえで解決に向けた支援を行う。
・住宅確保給付金：支援対象者の申請に基づき、住宅給付金を支給する。（最長１２か月）
・就労支援相談員：被保護世帯の稼働能力を有する者に、専門的な立場から適切かつ迅速な
職業相談及び就労指導等を実施して自立を促進する。

計画額 8,645 0 0

H27-30

事
業
概
要

生活保護に至る前の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対し、自
立相談支援事業及び住宅確保給付金事業を実施し、自立を支援する。

決算額 0 0

2,883 11,528

H28

・自立相談支援事業：複合的な理由により、生活保護に至る前の段階にある生活困窮者に対
し、個々の問題点を整理したうえで解決に向けた支援を行う。
・住宅確保給付金：支援対象者の申請に基づき、住宅給付金を支給する。（最長１２か月）
・就労支援相談員：被保護世帯の稼働能力を有する者に、専門的な立場から適切かつ迅速な
職業相談及び就労指導等を実施して自立を促進する。

計画額 9,665 0

決算額

0 12,565 50,245

当初予算額 8,645 0 0 2,883 11,528

計画額 37,680 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 3 ③生活困窮者への相談業務の拡充 目 5 生活保護総務費

基本施策 20 (20) 生活困窮者への支援 項 15 生活保護費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 生活困窮者自立支援事業 担当課 福祉総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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1,699,785 7,377,700

当初予算額H30

レセプト点検調査により、関係機関と連携をとり適正な医療に努める。
医療費通知、後発医薬品利用差額通知、年間無受診健康世帯表彰等を実
施する。
特定健康診査・特定保健指導を実施し、疾病予防等の推進に努める。

計画額 1,586,176 0 4,091,739

決算額

H29

レセプト点検調査により、関係機関と連携をとり適正な医療に努める。
医療費通知、後発医薬品利用差額通知、年間無受診健康世帯表彰等を実
施する。
特定健康診査・特定保健指導を実施し、疾病予防等の推進に努める。

計画額 1,586,176 0 4,091,739 1,699,785 7,377,700

決算額

当初予算額

H28

レセプト点検調査により、関係機関と連携をとり適正な医療に努める。
医療費通知、後発医薬品利用差額通知、年間無受診健康世帯表彰等を実
施する。
特定健康診査・特定保健指導を実施し、疾病予防等の推進に努める。

決算額

当初予算額 1,586,176 0 4,091,739 1,699,785 7,377,700

1,699,785 7,377,700

当初予算額

計画額 1,586,176 0 4,091,739

0 0

H27

事
業
説
明

レセプト点検調査により、関係機関と連携をとり適正な医療に努める。
医療費通知、後発医薬品利用差額通知、年間無受診健康世帯表彰等を実
施する。
特定健康診査・特定保健指導を実施し、疾病予防等の推進に努める。

計画額 1,586,176 0 4,091,739

H27-30

事
業
概
要

国民健康保険事業の運営の適正化・健全化を図るため、レセプト点検調査の充実や
広報等による啓発活動を推進し、適正な受診の推進に努める。生活習慣病の予備群
や重症化及び合併症の早期発見・改善するため、特定健康診査・特定保健指導を実
施し、健康保持の増進を進める。国民皆保険制度の趣旨を説明し、保険税の収納率
向上を図る。 決算額 0 0

決算額

1,699,785 7,377,700

16,366,956 6,799,140 29,510,800

当初予算額 1,586,176 0 4,091,739 1,699,785 7,377,700

計画額 6,344,704 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 1 ①国民健康保険制度の健全な運営 目

基本施策 21 (21) 社会保障制度の適切な運用 項

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

総合計画実施計画調書
事業名 国民健康保険事業特別会計 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 10 国民健康保険事業特別会計
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520,000 650,000

当初予算額H30

療養給付費市町負担金 計画額 130,000 0 0

決算額

H29

療養給付費市町負担金 計画額 130,000 0 0 520,000 650,000

決算額

当初予算額

H28

療養給付費市町負担金

決算額

当初予算額 129,823 0 0 500,868 630,691

520,000 650,000

当初予算額

計画額 130,000 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

療養給付費市町負担金 計画額 129,823 0 0

H27-30

事
業
概
要

後期高齢者医療制度の「医療給付費」と、保険料の市負担分（軽減額）

決算額 0 0

決算額

500,868 630,691

0 2,060,868 2,580,691

当初予算額 129,823 0 0 500,868 630,691

計画額 519,823 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 2 ②後期高齢者医療制度の適正な運営 目 10 老人福祉費

基本施策 21 (21) 社会保障制度の適切な運用 項 5 社会福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 後期高齢者医療事業（繰出金除く） 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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220,000 660,000

当初予算額H30

香川県後期高齢者医療広域連合と連携を図り、後期高齢者医療制度に係
る適正な資格の提供と理解が得られるようにするための事業である。

計画額 0 0 440,000

決算額

H29

香川県後期高齢者医療広域連合と連携を図り、後期高齢者医療制度に係
る適正な資格の提供と理解が得られるようにするための事業である。

計画額 0 0 440,000 220,000 660,000

決算額

当初予算額

H28

香川県後期高齢者医療広域連合と連携を図り、後期高齢者医療制度に係
る適正な資格の提供と理解が得られるようにするための事業である。

決算額

当初予算額 0 0 454,275 207,625 661,900

220,000 660,000

当初予算額

計画額 0 0 440,000

0 0

H27

事
業
説
明

香川県後期高齢者医療広域連合と連携を図り、後期高齢者医療制度に係
る適正な資格の提供と理解が得られるようにするための事業である。

計画額 0 0 454,275

H27-30

事
業
概
要

香川県後期高齢者医療広域連合と連携を図り、後期高齢者医療制度に係
る適正な資格の提供と理解が得られるようにするための事業である。

決算額 0 0

決算額

207,625 661,900

1,774,275 867,625 2,641,900

当初予算額 0 0 454,275 207,625 661,900

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 2 ②後期高齢者医療制度の適正な運営 目

基本施策 21 (21) 社会保障制度の適切な運用 項

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

総合計画実施計画調書
事業名 後期高齢者医療事業特別会計 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 17 後期高齢者医療事業特別会計
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基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

総合計画実施計画調書
事業名 介護保険事業特別会計 担当課 介護保険課

総合計画上の位置付け 会計 20 介護保険事業特別会計

主要施策 3 ③介護保険制度の健全な運営 目

基本施策 21 (21) 社会保障制度の適切な運用 項

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

10,978,709 3,124,075 22,768,769

当初予算額 2,053,053 0 2,600,959 745,788 5,399,800

計画額 8,665,985 0

0 0

H27

事
業
説
明

保険料の賦課徴収・介護認定審査・保険給付事業・地域支援事業等を行
う。

計画額 2,053,053 0 2,600,959

H27-30

事
業
概
要

　健康づくり・介護予防の推進、地域における安心な生活の確保、介護サ－ビ
スの基盤整備と質の向上、介護保険事業の適正・円滑な運営、生きがいづく
り・社会参加の促進を目標にかかげ、「住み慣れた地域で安心して幸せにくらせ
るまちづくり」を推進するための事業である。

決算額 0 0

決算額

745,788 5,399,800

5,399,800

775,502 5,646,413

当初予算額

計画額 2,148,735 0 2,722,176

当初予算額 2,053,053 0 2,600,959 745,788

H29

保険料の賦課徴収・介護認定審査・保険給付事業・地域支援事業等を行
う。

計画額 2,199,112 0 2,785,997 791,148 5,776,257

決算額

当初予算額

H28

保険料の賦課徴収・介護認定審査・保険給付事業・地域支援事業等を行
う。

決算額

H30

保険料の賦課徴収・介護認定審査・保険給付事業・地域支援事業等を行
う。

計画額 2,265,085 0 2,869,577

決算額

811,637 5,946,299

当初予算額
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基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款

総合計画実施計画調書
事業名 介護サービス事業特別会計 担当課 介護保険課

総合計画上の位置付け 会計 23 介護サービス事業特別会計

主要施策 3 ③介護保険制度の健全な運営 目

基本施策 21 (21) 社会保障制度の適切な運用 項

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

116,000 800 116,800

当初予算額 0 0 116,000 800 116,800

計画額 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

要支援者が介護予防サービス等の適切な利用等をすることができるよう、要支援者
の依頼を受け、心身の状況、置かれている環境、要支援者及びその家族の希望等
を勘案し、介護予防サービス等の種類や内容等を定めた介護予防サービス計画を
作成するとともに、計画に基づく介護予防サービス等の提供が確保されるよう、介護
予防サービス事業者等との連絡調整その他の支援を行う。

計画額 0 0 26,500

H27-30

事
業
概
要

介護保険における予防給付の対象となる要支援者が介護予防サービス等の適
切な利用等を行うことができるよう、予防給付に関するケアマネジメント業務を行
う。

決算額 0 0

決算額

200 26,700

26,700

200 29,100

当初予算額 28,900 200 29,100

計画額 0 0 28,900

当初予算額 0 0 26,500 200

H29

要支援者が介護予防サービス等の適切な利用等をすることができるよう、要支援者
の依頼を受け、心身の状況、置かれている環境、要支援者及びその家族の希望等
を勘案し、介護予防サービス等の種類や内容等を定めた介護予防サービス計画を
作成するとともに、計画に基づく介護予防サービス等の提供が確保されるよう、介護
予防サービス事業者等との連絡調整その他の支援を行う。

計画額 0 0 29,800 200 30,000

決算額

当初予算額 29,800 200 30,000

H28

要支援者が介護予防サービス等の適切な利用等をすることができるよう、要支援者
の依頼を受け、心身の状況、置かれている環境、要支援者及びその家族の希望等
を勘案し、介護予防サービス等の種類や内容等を定めた介護予防サービス計画を
作成するとともに、計画に基づく介護予防サービス等の提供が確保されるよう、介護
予防サービス事業者等との連絡調整その他の支援を行う。 決算額

H30

要支援者が介護予防サービス等の適切な利用等をすることができるよう、要支援者
の依頼を受け、心身の状況、置かれている環境、要支援者及びその家族の希望等
を勘案し、介護予防サービス等の種類や内容等を定めた介護予防サービス計画を
作成するとともに、計画に基づく介護予防サービス等の提供が確保されるよう、介護
予防サービス事業者等との連絡調整その他の支援を行う。

計画額 0 0 30,800

決算額

200 31,000

当初予算額 30,800 200 31,000
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0 1,200

当初予算額H30

国民年金事業の一部について、関係法令等の定めるところにより市町村が行う
事務を、地方自治法に規定する法定受託事務として実施するものである。

計画額 1,200 0 0

決算額

H29

国民年金事業の一部について、関係法令等の定めるところにより市町村が行う
事務を、地方自治法に規定する法定受託事務として実施するものである。

計画額 1,200 0 0 0 1,200

決算額

当初予算額

H28

国民年金事業の一部について、関係法令等の定めるところにより市町村が行う
事務を、地方自治法に規定する法定受託事務として実施するものである。

決算額

当初予算額 938 0 0 0 938

0 1,200

当初予算額

計画額 1,200 0 0

0 0

H27

事
業
説
明

国民年金市町村事務の実施に必要な経費を計上している。なお、今年度はシ
ステム改修が小規模なことから、前年度より事業費が減額している。

計画額 938 0 0

H27-30

事
業
概
要

国民年金事業の一部について、関係法令等の定めるところにより市町村が行う
事務を、地方自治法に規定する法定受託事務として実施するものである。

決算額 0 0

決算額

0 938

0 0 4,538

当初予算額 938 0 0 0 938

計画額 4,538 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳
事業費計

国県支出金 地方債 その他 一般財源

主要施策 4 ④国民年金制度への適切な運用と啓発 目 25 国民年金費

基本施策 21 (21) 社会保障制度の適切な運用 項 5 社会福祉費

基本目標 3 Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名 国民年金事業 担当課 国保・健康課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

基本目標４



2,810 2,810

当初予算額H30

教育委員会委員５名の報酬及び県教育委員会連絡協議会負担金等の運

営経費である。

計画額 0 0 0

決算額

H29

教育委員会委員５名の報酬及び県教育委員会連絡協議会負担金等の運

営経費である。

計画額 0 0 0 2,810 2,810

決算額

当初予算額

H28

教育委員会委員長外４名の報酬及び県教育委員会連絡協議会負担金等

の運営経費である。

決算額

当初予算額 0 0 0 2,804 2,804

2,810 2,810

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

教育委員会委員長外４名の報酬及び県教育委員会連絡協議会負担金等

の運営経費である。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

教育委員会委員報酬及び教育委員会定例会等運営経費である。

決算額 0 0

決算額

2,804 2,804

0 11,234 11,234

当初予算額 0 0 0 2,804 2,804

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①「生きる力」を育む学校教育の充実

目 5 教育委員会費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 5 教育総務費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

教育委員会運営事業

担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 1



23,000 23,000

当初予算額H30

職員の健康診断、社会保険等保険料、事務消耗品、印刷、通信費等教育

委員会事務局の運営経費である。

計画額 0 0 0

決算額

H29

職員の健康診断、社会保険等保険料、事務消耗品、印刷、通信費等教育

委員会事務局の運営経費である。

計画額 0 0 0 22,900 22,900

決算額

当初予算額

H28

職員の健康診断、社会保険等保険料、事務消耗品、印刷、通信費等教育

委員会事務局の運営経費である。

決算額

当初予算額 0 0 0 22,570 22,570

22,800 22,800

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

職員の健康診断、社会保険等保険料、事務消耗品、印刷、通信費等教育

委員会事務局の運営経費である。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

教育委員会事務局の運営に係る経費である。

決算額 0 0

決算額

22,570 22,570

0 91,270 91,270

当初予算額 0 0 0 22,570 22,570

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①「生きる力」を育む学校教育の充実

目 10 事務局費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 5 教育総務費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

事務局運営事業

担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 2



16,500 16,860

当初予算額H30

中学校区に１名配置する外国語指導助手（ＡＬＴ）３名の報酬及び負担金等

の費用である。

計画額 0 0 360

決算額

H29

中学校区に１名配置する外国語指導助手（ＡＬＴ）３名の報酬及び負担金等

の費用である。

計画額 0 0 360 16,500 16,860

決算額

当初予算額

H28

中学校区に１名配置する外国語指導助手（ＡＬＴ）３名の報酬及び負担金等

の費用である。

決算額

当初予算額 0 0 240 10,895 11,135

15,000 15,360

当初予算額

計画額 0 0 360

0 0

H27

事

業

説

明

外国語指導助手（ＡＬＴ）２名の報酬及び負担金等の費用である。

計画額 0 0 240

H27-30

事

業

概

要

中学校での日本人教師の外国語授業の補助、小学校での外国語活動等の

補助及び幼稚園・児童クラブ等での外国語のふれあい・地域における外国文化

の紹介、交流活動により国際理解教育の推進を図る。

決算額 0 0

決算額

10,895 11,135

1,320 58,895 60,215

当初予算額 0 0 240 10,895 11,135

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①「生きる力」を育む学校教育の充実

目 10 事務局費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 5 教育総務費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

国際理解教育推進事業

担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 3



9,108 10,791

当初予算額H30

就学時健康診断、小学4年生を対象とした小児生活習慣病予防健診、小中

学生を対象としたフッ化物洗口、感染症予防対策、日本スポーツ振興センター

災害共済給付事務を行うとともに、さぬき市教育振興計画に沿った学校教育

活動を推進するための事業を実施する。

計画額 0 0 1,683

決算額

H29

就学時健康診断、小学4年生を対象とした小児生活習慣病予防健診、小中

学生を対象としたフッ化物洗口、感染症予防対策、日本スポーツ振興センター

災害共済給付事務を行うとともに、さぬき市教育振興計画に沿った学校教育

活動を推進するための事業を実施する。

計画額 0 0 1,683 9,108 10,791

決算額

当初予算額

H28

就学時健康診断、小学4年生を対象とした小児生活習慣病予防健診、小中

学生を対象としたフッ化物洗口、感染症予防対策、日本スポーツ振興センター

災害共済給付事務を行うとともに、さぬき市教育振興計画に沿った学校教育

活動を推進するための事業を実施する。

決算額

当初予算額 0 0 1,653 8,943 10,596

8,943 10,626

当初予算額

計画額 0 0 1,683

0 0

H27

事

業

説

明

就学時健康診断、小学4年生を対象とした小児生活習慣病予防健診、小中

学生を対象としたフッ化物洗口、感染症予防対策、日本スポーツ振興センター

災害共済給付事務を行うとともに、さぬき市教育振興計画に沿った学校教育

活動を推進するための事業を実施する。

計画額 0 0 1,653

H27-30

事

業

概

要

学校保健安全法に定められた就学時健康診断等の学校保健や、学校教育

活動の円滑な実施に資する学校指導などの実施に係る事業である。

決算額 0 0

決算額

8,943 10,596

6,702 36,102 42,804

当初予算額 0 0 1,653 8,943 10,596

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①「生きる力」を育む学校教育の充実

目 10 事務局費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 5 教育総務費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

学校教育推進事業

担当課 学校教育課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 4



30,450 30,450

当初予算額H30

小中学校の通常学級に在籍する特別な配慮を必要とする児童生徒を支援す

るため、必要に応じ対象校に特別支援教育支援員を配置する。

計画額 0 0 0

決算額

H29

小中学校の通常学級に在籍する特別な配慮を必要とする児童生徒を支援す

るため、必要に応じ対象校に特別支援教育支援員を配置する。

計画額 0 0 0 30,450 30,450

決算額

当初予算額

H28

小中学校の通常学級に在籍する特別な配慮を必要とする児童生徒を支援す

るため、必要に応じ対象校に特別支援教育支援員を配置する。

決算額

当初予算額 0 0 0 30,439 30,439

30,450 30,450

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

小中学校の通常学級に在籍する特別な配慮を必要とする児童生徒を支援す

るため、必要に応じ対象校に特別支援教育支援員32人を配置する。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

小中学校の通常学級に在籍する発達障害等を有する児童生徒に対し、個々

の状況に応じた支援を行い、充実した学校生活が送れるよう特別支援教育支

援員を配置する事業である。

決算額 0 0

決算額

30,439 30,439

0 121,789 121,789

当初予算額 0 0 0 30,439 30,439

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①「生きる力」を育む学校教育の充実

目 10 事務局費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 5 教育総務費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

特別支援教育支援員配置事業

担当課 学校教育課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 5



6,652 6,652

当初予算額H30

学校教育活動支援員（外国語）を小学校に配置するとともに、全ての小中学校に

学校図書館活動支援員を配置する。

計画額 0 0 0

決算額

H29

学校教育活動支援員（外国語）を小学校に配置するとともに、全ての小中学校に

学校図書館活動支援員を配置する。

計画額 0 0 0 6,652 6,652

決算額

当初予算額

H28

学校教育活動支援員（外国語）を小学校に配置するとともに、全ての小中学校に

学校図書館活動支援員を配置する。

決算額

当初予算額 0 0 5,000 1,652 6,652

6,652 6,652

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

学校教育活動支援員（外国語）2人を小学校に配置するとともに、全ての小中学

校に学校図書館活動支援員を配置する。

計画額 0 0 5,000

H27-30

事

業

概

要

平成23年度から全面実施された小学校学習指導要領において義務付けられてい

る小学校5・6年生に対する外国語活動の指導補助を行うため、外国語のスペシャリ

ストを配置する事業である。また、児童生徒の読書活動を推進するため、学校図書

館の環境整備や読書活動の指導補助を行う学校図書館活動支援員を配置する

事業である。

決算額 0 0

決算額

1,652 6,652

5,000 21,608 26,608

当初予算額 0 0 5,000 1,652 6,652

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①「生きる力」を育む学校教育の充実

目 10 事務局費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 5 教育総務費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

学校教育活動支援事業

担当課 学校教育課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 6



基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

学校問題支援アドバイザー配置事業

担当課 学校教育課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①「生きる力」を育む学校教育の充実

目 10 事務局費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 5 教育総務費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 17,865 34,057

当初予算額 2,944 0 0 3,339 6,283

計画額 16,192 0

0 0

H27

事

業

説

明

児童生徒、保護者や教職員からの相談に応じ、多様な支援方法を探り、児童

生徒を取り巻く環境を整えていくため、嘱託のスクールソーシャルワーカー2人を雇

用し、小中学校に派遣する。

計画額 2,944 0 0

H27-30

事

業

概

要

学校問題支援アドバイザーとしてスクールソーシャルワーカーを雇用し、専門的な

立場から児童生徒、保護者や教職員からの相談に応じ、支援を行うことにより、

児童生徒の問題行動の未然防止、早期発見及び早期解決を図る事業であ

る。

決算額 0 0

決算額

3,339 6,283

6,283

4,842 9,258

当初予算額

計画額 4,416 0 0

当初予算額 2,944 0 0 3,339

H29

児童生徒、保護者や教職員からの相談に応じ、多様な支援方法を探り、児童

生徒を取り巻く環境を整えていくため、嘱託のスクールソーシャルワーカー3人を雇

用し、中学校区ごとに小中学校に派遣する。

計画額 4,416 0 0 4,842 9,258

決算額

当初予算額

H28

児童生徒、保護者や教職員からの相談に応じ、多様な支援方法を探り、児童

生徒を取り巻く環境を整えていくため、嘱託のスクールソーシャルワーカー3人を雇

用し、中学校区ごとに小中学校に派遣する。

決算額

H30

児童生徒、保護者や教職員からの相談に応じ、多様な支援方法を探り、児童

生徒を取り巻く環境を整えていくため、嘱託のスクールソーシャルワーカー3人を雇

用し、中学校区ごとに小中学校に派遣する。

計画額 4,416 0 0

決算額

4,842 9,258

当初予算額

基本目標4- 7



基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

障害児支援事業

担当課 学校教育課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①「生きる力」を育む学校教育の充実

目 10 事務局費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 5 教育総務費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 127,770 127,770

当初予算額 0 0 0 31,770 31,770

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

小中学校の特別支援学級や幼稚園に在籍する発達障害等の障害を有する児童生

徒・園児に対し、学校（園）生活の充実と自立に向けた支援を行うための学校生活支援

者や幼稚園生活補助員のほか、幼稚園の通常保育時間から預かり保育時間までの1

日を通した支援を行うため、幼稚園生活補助と預かり保育指導の両方の職務を行う幼

稚園講師、計22人を配置する。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

小中学校の特別支援学級や幼稚園に在籍する心身に障害のある児童生徒・

園児のうち、特に配慮を要する者の学校（園）生活を支援するため、担任を補

助する学校生活支援者や幼稚園生活補助員を配置する事業である。

決算額 0 0

決算額

31,770 31,770

31,770

32,000 32,000

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 31,770

H29

小中学校の特別支援学級や幼稚園に在籍する発達障害等の障害を有する児童生

徒・園児に対し、学校（園）生活の充実と自立に向けた支援を行うための学校生活支援

者や幼稚園生活補助員のほか、幼稚園の通常保育時間から預かり保育時間までの1

日を通した支援を行うため、幼稚園生活補助と預かり保育指導の両方の職務を行う幼

稚園講師を配置する。

計画額 0 0 0 32,000 32,000

決算額

当初予算額

H28

小中学校の特別支援学級や幼稚園に在籍する発達障害等の障害を有する児童生

徒・園児に対し、学校（園）生活の充実と自立に向けた支援を行うための学校生活支援

者や幼稚園生活補助員のほか、幼稚園の通常保育時間から預かり保育時間までの1

日を通した支援を行うため、幼稚園生活補助と預かり保育指導の両方の職務を行う幼

稚園講師を配置する。

決算額

H30

小中学校の特別支援学級や幼稚園に在籍する発達障害等の障害を有する児童生

徒・園児に対し、学校（園）生活の充実と自立に向けた支援を行うための学校生活支援

者や幼稚園生活補助員のほか、幼稚園の通常保育時間から預かり保育時間までの1

日を通した支援を行うため、幼稚園生活補助と預かり保育指導の両方の職務を行う幼

稚園講師を配置する。

計画額 0 0 0

決算額

32,000 32,000

当初予算額

基本目標4- 8



基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

心の教室相談員設置事業（小学校）

担当課 学校教育課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①「生きる力」を育む学校教育の充実

目 5 学校管理費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 10 小学校費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 2,688 2,688

当初予算額 0 0 0 672 672

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

児童が悩みを気軽に話せ、ストレスを和らげ、心のゆとりを持てるような環境を提

供するため、児童にとって身近で第三者的な立場となり得る者を心の教室相談

員として各校に配置する。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

児童、保護者や教職員の悩みの相談、その他学校の教育活動への支援等を

行うため、心の教室相談員を配置する事業である。相談員は、教職経験者や

カウンセラー経験者など本事業の趣旨を理解し、積極的に取り組む意欲のある

者のうちから委嘱し、概ね週1回半日程度各学校において相談活動に従事す

る。

決算額 0 0

決算額

672 672

672

672 672

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 672

H29

児童が悩みを気軽に話せ、ストレスを和らげ、心のゆとりを持てるような環境を提

供するため、児童にとって身近で第三者的な立場となり得る者を心の教室相談

員として各校に配置する。

計画額 0 0 0 672 672

決算額

当初予算額

H28

児童が悩みを気軽に話せ、ストレスを和らげ、心のゆとりを持てるような環境を提

供するため、児童にとって身近で第三者的な立場となり得る者を心の教室相談

員として各校に配置する。

決算額

H30

児童が悩みを気軽に話せ、ストレスを和らげ、心のゆとりを持てるような環境を提

供するため、児童にとって身近で第三者的な立場となり得る者を心の教室相談

員として各校に配置する。

計画額 0 0 0

決算額

672 672

当初予算額

基本目標4- 9



基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

スクールカウンセラー配置事業

担当課 学校教育課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①「生きる力」を育む学校教育の充実

目 5 学校管理費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 10 小学校費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 2,428 2,428

当初予算額 0 0 0 607 607

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

12学級以上の小学校（4校予定）にスクールカウンセラーを配置するために要する

経費に係る県への負担金（所要経費の2分の1）を計上している。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

心に問題を抱える児童生徒、保護者や教職員に対する相談活動の充実を図

るため、スクールカウンセラーを配置する事業である。

決算額 0 0

決算額

607 607

607

607 607

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 607

H29

12学級以上の小学校（4校予定）にスクールカウンセラーを配置するために要する

経費に係る県への負担金（所要経費の2分の1）を計上している。

計画額 0 0 0 607 607

決算額

当初予算額

H28

12学級以上の小学校（4校予定）にスクールカウンセラーを配置するために要する

経費に係る県への負担金（所要経費の2分の1）を計上している。

決算額

H30

12学級以上の小学校（4校予定）にスクールカウンセラーを配置するために要する

経費に係る県への負担金（所要経費の2分の1）を計上している。

計画額 0 0 0

決算額

607 607

当初予算額

基本目標4- 10



基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

小学校教育振興事業

担当課 学校教育課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①「生きる力」を育む学校教育の充実

目 10 教育振興費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 10 小学校費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 14,760 15,386

当初予算額 155 0 0 3,656 3,811

計画額 626 0

0 0

H27

事

業

説

明

学校図書及び教材備品等を計画的に整備する。教材備品の整備に際して

は、国庫補助事業である理科教育振興補助事業等を活用する。

計画額 155 0 0

H27-30

事

業

概

要

児童の豊かな読書経験の機会を充実し、読書活動を推進するため、学校図書

の整備を行う事業である。また、観察・実験・体験等の活動を通じた基礎学力

の向上を図るため、教育課程に対応した教材・教具の整備を行う事業である。

決算額 0 0

決算額

3,656 3,811

3,811

3,656 3,811

当初予算額

計画額 155 0 0

当初予算額 155 0 0 3,656

H29

学校図書及び教材備品等を計画的に整備する。教材備品の整備に際して

は、国庫補助事業である理科教育振興補助事業等を活用する。

計画額 158 0 0 3,724 3,882

決算額

当初予算額

H28

学校図書及び教材備品等を計画的に整備する。教材備品の整備に際して

は、国庫補助事業である理科教育振興補助事業等を活用する。

決算額

H30

学校図書及び教材備品等を計画的に整備する。教材備品の整備に際して

は、国庫補助事業である理科教育振興補助事業等を活用する。

計画額 158 0 0

決算額

3,724 3,882

当初予算額

基本目標4- 11



基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

心の教室相談員設置事業（中学校）

担当課 学校教育課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①「生きる力」を育む学校教育の充実

目 5 学校管理費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 15 中学校費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 3,780 3,780

当初予算額 0 0 0 945 945

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

生徒が悩みを気軽に話せ、ストレスを和らげ、心のゆとりを持てるような環境を提

供するため、生徒にとって身近で第三者的な立場となり得る者を心の教室相談

員として学校に配置する。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

生徒、保護者や教職員の悩みの相談、その他学校の教育活動への支援等を

行うため、心の教室相談員を配置する事業である。相談員は、教職経験者や

カウンセラー経験者など本事業の趣旨を理解し、積極的に取り組む意欲のある

者のうちから委嘱し、概ね週3回半日程度各学校において相談活動に従事す

る。

決算額 0 0

決算額

945 945

945

945 945

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 945

H29

生徒が悩みを気軽に話せ、ストレスを和らげ、心のゆとりを持てるような環境を提

供するため、生徒にとって身近で第三者的な立場となり得る者を心の教室相談

員として学校に配置する。

計画額 0 0 0 945 945

決算額

当初予算額

H28

生徒が悩みを気軽に話せ、ストレスを和らげ、心のゆとりを持てるような環境を提

供するため、生徒にとって身近で第三者的な立場となり得る者を心の教室相談

員として学校に配置する。

決算額

H30

生徒が悩みを気軽に話せ、ストレスを和らげ、心のゆとりを持てるような環境を提

供するため、生徒にとって身近で第三者的な立場となり得る者を心の教室相談

員として学校に配置する。

計画額 0 0 0

決算額

945 945

当初予算額
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基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

生徒就学援助事業

担当課 学校教育課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①「生きる力」を育む学校教育の充実

目 10 教育振興費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 15 中学校費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 68,764 69,924

当初予算額 290 0 0 17,191 17,481

計画額 1,160 0

0 0

H27

事

業

説

明

就学援助費等として、該当の保護者に対し、学用品費、通学用品費、新入

学生徒学用品費、修学旅行費、校外活動費、医療費、給食費を支給する。

計画額 290 0 0

H27-30

事

業

概

要

経済的理由により、就学が困難な生徒の家庭に対して、学校生活に要する費

用の一部を援助する事業である。また、特別支援学級に在籍する生徒の保護

者の経済的負担を軽減するため、その負担能力に応じて必要な援助を行う事

業である。

決算額 0 0

決算額

17,191 17,481

17,481

17,191 17,481

当初予算額

計画額 290 0 0

当初予算額 290 0 0 17,191

H29

就学援助費等として、該当の保護者に対し、学用品費、通学用品費、新入

学生徒学用品費、修学旅行費、校外活動費、医療費、給食費を支給する。

計画額 290 0 0 17,191 17,481

決算額

当初予算額

H28

就学援助費等として、該当の保護者に対し、学用品費、通学用品費、新入

学生徒学用品費、修学旅行費、校外活動費、医療費、給食費を支給する。

決算額

H30

就学援助費等として、該当の保護者に対し、学用品費、通学用品費、新入

学生徒学用品費、修学旅行費、校外活動費、医療費、給食費を支給する。

計画額 290 0 0

決算額

17,191 17,481

当初予算額
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基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

中学校教育振興事業

担当課 学校教育課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①「生きる力」を育む学校教育の充実

目 10 教育振興費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 15 中学校費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 19,076 20,820

当初予算額 432 0 0 4,725 5,157

計画額 1,744 0

0 0

H27

事

業

説

明

学校図書及び教材備品等を計画的に整備する。教材備品の整備に際して

は、国庫補助事業である理科教育振興補助事業等を活用する。また、運動

部活動の競技力の向上を図るために地域で活躍するプロスポーツチームを招致

するほか、老朽化した吹奏楽用楽器を計画的に更新する。

計画額 432 0 0

H27-30

事

業

概

要

生徒の豊かな読書経験の機会を充実し、読書活動を推進するため、学校図書

の整備を行う事業である。また、観察・実験・体験等の活動を通じた基礎学力

の向上を図るため、教育課程に対応した教材・教具の整備などを行う事業であ

る。

決算額 0 0

決算額

4,725 5,157

5,157

4,725 5,157

当初予算額

計画額 432 0 0

当初予算額 432 0 0 4,725

H29

学校図書及び教材備品等を計画的に整備する。教材備品の整備に際して

は、国庫補助事業である理科教育振興補助事業等を活用する。また、プロの

指導者を招致すること等により部活動の競技力等の向上を図るとともに、老朽

化した吹奏楽用楽器を計画的に更新する。

計画額 440 0 0 4,813 5,253

決算額

当初予算額

H28

学校図書及び教材備品等を計画的に整備する。教材備品の整備に際して

は、国庫補助事業である理科教育振興補助事業等を活用する。また、プロの

指導者を招致すること等により部活動の競技力等の向上を図るとともに、老朽

化した吹奏楽用楽器を計画的に更新する。

決算額

H30

学校図書及び教材備品等を計画的に整備する。教材備品の整備に際して

は、国庫補助事業である理科教育振興補助事業等を活用する。また、プロの

指導者を招致すること等により部活動の競技力等の向上を図るとともに、老朽

化した吹奏楽用楽器を計画的に更新する。

計画額 440 0 0

決算額

4,813 5,253

当初予算額
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5,800 5,800

当初予算額H30

学校教育及び社会教育を通じた人権・同和教育を推進する。

【内容】○学校が主催する人権講演会等の活動支援　○人権・同和教育研

究グループの活動支援　○さぬき市人権・同和教育研究協議会の支援　○人

権劇団「未来」の活動支援　○じんけんフェスタinさぬきの開催

計画額 0 0 0

決算額

H29

学校教育及び社会教育を通じた人権・同和教育を推進する。

【内容】○学校が主催する人権講演会等の活動支援　○人権・同和教育研

究グループの活動支援　○さぬき市人権・同和教育研究協議会の支援　○人

権劇団「未来」の活動支援　○じんけんフェスタinさぬきの開催

計画額 0 0 0 5,800 5,800

決算額

当初予算額

H28

学校教育及び社会教育を通じた人権・同和教育を推進する。

【内容】○学校が主催する人権講演会等の活動支援　○人権・同和教育研

究グループの活動支援　○さぬき市人権・同和教育研究協議会の支援　○人

権劇団「未来」の活動支援　○じんけんフェスタinさぬきの開催

決算額

当初予算額 0 0 0 5,867 5,867

5,800 5,800

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

学校教育及び社会教育を通じた人権・同和教育を推進する。

【内容】○学校が主催する人権講演会等の活動支援　○人権・同和教育研

究グループの活動支援　○さぬき市人権・同和教育研究協議会の支援　○人

権劇団「未来」の活動支援　○じんけんフェスタinさぬきの開催

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

学校、PTA及び各種研究団体における人権・同和教育事業に対し、活動を支

援するとともに、じんけんフェスタinさぬきの開催により市民に対して幅広い啓発活

動を行う。

決算額 0 0

決算額

5,867 5,867

0 23,267 23,267

当初予算額 0 0 0 5,867 5,867

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①「生きる力」を育む学校教育の充実

目 20 人権教育費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

人権同和教育支援事業

担当課 人権推進課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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310 310

当初予算額H30

人権・同和教育に関した資料を市広報紙に掲載することや学校を通じて配布

することで、啓発を行う。

【内容】○広報紙掲載　○人権・啓発資料学校配布　○人権・同和啓発作

品募集・展示・文集作成配布

計画額 0 0 0

決算額

H29

人権・同和教育に関した資料を市広報紙に掲載することや学校を通じて配布

することで、啓発を行う。

【内容】○広報紙掲載　○人権・啓発資料学校配布　○人権・同和啓発作

品募集・展示・文集作成配布

計画額 0 0 0 310 310

決算額

当初予算額

H28

人権・同和教育に関した資料を市広報紙に掲載することや学校を通じて配布

することで、啓発を行う。

【内容】○広報紙掲載　○人権・啓発資料学校配布　○人権・同和啓発作

品募集・展示・文集作成配布

決算額

当初予算額 0 0 0 319 319

310 310

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

人権・同和教育に関した資料を市広報紙に掲載することや学校を通じて配布

することで、啓発を行う。

【内容】○広報紙掲載　○人権・啓発資料学校配布　○人権・同和啓発作

品募集・展示・文集作成配布

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

人権・同和教育に対する啓発活動を行う。

決算額 0 0

決算額

319 319

0 1,249 1,249

当初予算額 0 0 0 319 319

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①「生きる力」を育む学校教育の充実

目 20 人権教育費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

人権・同和啓発事業

担当課 人権推進課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

学校給食事業

担当課 学校教育課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①「生きる力」を育む学校教育の充実

目 45 学校給食費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 35 保健体育費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

880,929 384,531 1,265,460

当初予算額 0 0 223,929 96,531 320,460

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

2か所の共同調理場において、年間約190日・1日約4,700食の学校給食の調

理、提供を行う。また、老朽化した施設設備を計画的に整備するため、大川調

理場においてコンベクションオーブンの更新や空調設備の増設を、志度調理場に

おいて食器・食缶洗浄機の一部の更新を行う。

計画額 0 0 223,929

H27-30

事

業

概

要

全ての市立幼稚園、小中学校に安全でおいしい学校給食を提供し、食育の推

進を図るため、学校給食共同調理場を管理運営する事業である。

決算額 0 0

決算額

96,531 320,460

320,460

96,000 316,000

当初予算額

計画額 0 0 220,000

当初予算額 0 0 223,929 96,531

H29

2か所の共同調理場において、年間約190日・1日約4,400食の学校給食の調

理、提供を行う。また、老朽化した施設設備の計画的が整備を行う。

計画額 0 0 219,000 96,000 315,000

決算額

当初予算額

H28

2か所の共同調理場において、年間約190日・1日約4,500食の学校給食の調

理、提供を行う。また、老朽化した施設設備を計画的な整備を行う。

決算額

H30

2か所の共同調理場において、年間約190日・1日約4,300食の学校給食の調

理、提供を行う。また、老朽化した施設設備の計画的な整備を行う。

計画額 0 0 218,000

決算額

96,000 314,000

当初予算額
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基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

大川学校給食事業

担当課 学校教育課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①「生きる力」を育む学校教育の充実

目 45 学校給食費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 35 保健体育費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 180,328 180,328

当初予算額 0 0 0 45,692 45,692

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

調理員18人、運転手6人計24人の臨時職員を雇用する。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

大川共同調理場管内の幼稚園、小中学校に1日約3,000食の給食を実施す

るために必要な臨時調理員等を雇用する事業である。

決算額 0 0

決算額

45,692 45,692

45,692

43,686 43,686

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 45,692

H29

調理員19人、運転手5人計24人の臨時職員を雇用する。

計画額 0 0 0 45,475 45,475

決算額

当初予算額

H28

調理員18人、運転手5人計23人の臨時職員を雇用する。

決算額

H30

調理員19人、運転手5人計24人の臨時職員を雇用する。

計画額 0 0 0

決算額

45,475 45,475

当初予算額
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基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

志度学校給食事業

担当課 学校教育課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①「生きる力」を育む学校教育の充実

目 45 学校給食費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 35 保健体育費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 102,678 102,678

当初予算額 0 0 0 24,775 24,775

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

調理員12人、事務職員1人計13人の臨時職員を雇用する。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

志度共同調理場管内の幼稚園、小中学校に1日約1,700食の給食を実施す

るために必要な臨時調理員等を雇用する事業である。

決算額 0 0

決算額

24,775 24,775

24,775

24,775 24,775

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 24,775

H29

調理員13人、事務職員1人計14人の臨時職員を雇用する。

計画額 0 0 0 26,564 26,564

決算額

当初予算額

H28

調理員12人、事務職員1人計13人の臨時職員を雇用する。

決算額

H30

調理員13人、事務職員1人計14人の臨時職員を雇用する。

計画額 0 0 0

決算額

26,564 26,564

当初予算額
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基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

児童就学援助事業

担当課 学校教育課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

2 ②就学前教育の充実

目 10 教育振興費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 10 小学校費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 62,128 63,464

当初予算額 334 0 0 15,532 15,866

計画額 1,336 0

0 0

H27

事

業

説

明

就学援助費等として、該当の保護者に対し、学用品費、通学用品費、新入

学児童学用品費、修学旅行費、校外活動費、医療費、給食費を支給する。

計画額 334 0 0

H27-30

事

業

概

要

経済的理由により、就学が困難な児童の家庭に対して、学校生活に要する費

用の一部を援助する事業である。また、特別支援学級に在籍する児童の保護

者の経済的負担を軽減するため、その負担能力に応じて必要な援助を行う事

業である。

決算額 0 0

決算額

15,532 15,866

15,866

15,532 15,866

当初予算額

計画額 334 0 0

当初予算額 334 0 0 15,532

H29

就学援助費等として、該当の保護者に対し、学用品費、通学用品費、新入

学児童学用品費、修学旅行費、校外活動費、医療費、給食費を支給する。

計画額 334 0 0 15,532 15,866

決算額

当初予算額

H28

就学援助費等として、該当の保護者に対し、学用品費、通学用品費、新入

学児童学用品費、修学旅行費、校外活動費、医療費、給食費を支給する。

決算額

H30

就学援助費等として、該当の保護者に対し、学用品費、通学用品費、新入

学児童学用品費、修学旅行費、校外活動費、医療費、給食費を支給する。

計画額 334 0 0

決算額

15,532 15,866

当初予算額
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基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

私立幼稚園補助事業

担当課 学校教育課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

2 ②就学前教育の充実

目 5 幼稚園管理費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 20 幼稚園費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 18,142 23,460

当初予算額 1,250 0 0 4,615 5,865

計画額 5,318 0

0 0

H27

事

業

説

明

世帯の所得状況や兄弟（姉妹）構成に応じて保育料及び入園料を減免し、保

護者の経済的負担の軽減を行なった私立幼稚園設置者に対し、幼稚園就園

奨励費補助金を交付する。

計画額 1,250 0 0

H27-30

事

業

概

要

私立幼稚園に通う園児を持つ保護者の所得状況に応じて、経済的負担を軽

減し、幼稚園への就園機会の拡充を図ることを目的に幼稚園の保育料等の軽

減措置を講じる事業である。

決算額 0 0

決算額

4,615 5,865

5,865

4,509 5,865

当初予算額

計画額 1,356 0 0

当初予算額 1,250 0 0 4,615

H29

世帯の所得状況や兄弟（姉妹）構成に応じて保育料及び入園料を減免し、保

護者の経済的負担の軽減を行なった私立幼稚園設置者に対し、幼稚園就園

奨励費補助金を交付する。

計画額 1,356 0 0 4,509 5,865

決算額

当初予算額

H28

世帯の所得状況や兄弟（姉妹）構成に応じて保育料及び入園料を減免し、保

護者の経済的負担の軽減を行なった私立幼稚園設置者に対し、幼稚園就園

奨励費補助金を交付する。

決算額

H30

世帯の所得状況や兄弟（姉妹）構成に応じて保育料及び入園料を減免し、保

護者の経済的負担の軽減を行なった私立幼稚園設置者に対し、幼稚園就園

奨励費補助金を交付する。

計画額 1,356 0 0

決算額

4,509 5,865

当初予算額
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9,000 9,000

当初予算額H30

主に幼稚園施設の改修工事及び営繕工事を行う経費である。

計画額 0 0 0

決算額

H29

主に幼稚園施設の改修工事及び営繕工事を行う経費である。

計画額 0 0 0 8,000 8,000

決算額

当初予算額

H28

主に幼稚園施設の改修工事及び営繕工事を行う経費である。

決算額

当初予算額 0 0 0 4,988 4,988

6,000 6,000

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

主に幼稚園施設の改修工事及び営繕工事を行う経費である。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

幼稚園施設の適正・効率的な整備を行い、良好な教育環境の維持を図る。

決算額 0 0

決算額

4,988 4,988

0 27,988 27,988

当初予算額 0 0 0 4,988 4,988

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②就学前教育の充実

目 5 幼稚園管理費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 20 幼稚園費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

幼稚園施設整備事業

担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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6,320 6,537

当初予算額H30

市立各幼稚園の運営に必要な事務機器借上料等及び施設の維持管理に必

要な機器保守点検経費、土地借上料その他の費用である。

計画額 0 0 217

決算額

H29

市立各幼稚園の運営に必要な事務機器借上料等及び施設の維持管理に必

要な機器保守点検経費、土地借上料その他の費用である。

計画額 0 0 183 7,520 7,703

決算額

当初予算額

H28

市立各幼稚園の運営に必要な事務機器借上料等及び施設の維持管理に必

要な機器保守点検経費、土地借上料その他の費用である。

決算額

当初予算額 0 0 1,571 4,765 6,336

7,420 7,703

当初予算額

計画額 0 0 283

0 0

H27

事

業

説

明

市立各幼稚園の運営に必要な事務機器借上料等及び施設の維持管理に必

要な機器保守点検経費、土地借上料その他の費用である。

計画額 0 0 1,541

H27-30

事

業

概

要

公立幼稚園８園の運営及び施設の維持管理を行う事業である。

決算額 0 0

決算額

4,765 6,306

2,224 26,025 28,249

当初予算額 0 0 1,571 4,765 6,336

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②就学前教育の充実

目 5 幼稚園管理費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 20 幼稚園費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

幼稚園施設管理事業(教育総務課分）

担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

幼稚園施設管理事業(学校教育課分）

担当課 学校教育課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

2 ②就学前教育の充実

目 5 幼稚園管理費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 20 幼稚園費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

98,868 274,720 373,588

当初予算額 0 0 24,717 68,680 93,397

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

8園の運営及び施設の維持管理に要する経費

計画額 0 0 24,717

H27-30

事

業

概

要

公立幼稚園８園の運営及び施設の維持管理を行う事業である。

決算額 0 0

決算額

68,680 93,397

93,397

68,680 93,397

当初予算額

計画額 0 0 24,717

当初予算額 0 0 24,717 68,680

H29

8園の運営及び施設の維持管理に要する経費

計画額 0 0 24,717 68,680 93,397

決算額

当初予算額

H28

8園の運営及び施設の維持管理に要する経費

決算額

H30

8園の運営及び施設の維持管理に要する経費

計画額 0 0 24,717

決算額

68,680 93,397

当初予算額
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基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

幼稚園預かり保育事業

担当課 学校教育課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

2 ②就学前教育の充実

目 5 幼稚園管理費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 20 幼稚園費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

34,152 12,316 46,468

当初予算額 0 0 8,538 3,079 11,617

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

保護者のニーズに応じた子育て支援の一環として、預かり保育指導員を雇用

し、幼稚園教育時間の終了後、預かり保育を実施する。

計画額 0 0 8,538

H27-30

事

業

概

要

少子高齢化の中、地域の実態や保護者ニーズに応じて、家庭と連携した子育

て支援を図るため、通常の教育時間終了後及び長期休業期間中に幼稚園の

責任の下、預かり保育を実施する事業である。

決算額 0 0

決算額

3,079 11,617

11,617

3,079 11,617

当初予算額

計画額 0 0 8,538

当初予算額 0 0 8,538 3,079

H29

保護者のニーズに応じた子育て支援の一環として、預かり保育指導員を雇用

し、幼稚園教育時間の終了後、預かり保育を実施する。

計画額 0 0 8,538 3,079 11,617

決算額

当初予算額

H28

保護者のニーズに応じた子育て支援の一環として、預かり保育指導員を雇用

し、幼稚園教育時間の終了後、預かり保育を実施する。

決算額

H30

保護者のニーズに応じた子育て支援の一環として、預かり保育指導員を雇用

し、幼稚園教育時間の終了後、預かり保育を実施する。

計画額 0 0 8,538

決算額

3,079 11,617

当初予算額
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基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

指導主事配置事業

担当課 学校教育課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③教職員の資質の向上

目 10 事務局費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 5 教育総務費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 10,880 10,880

当初予算額 0 0 0 2,720 2,720

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

嘱託の指導主事を継続して配置するための人件費である。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

教育課程、学習指導等に関する専門的分野に係る事務に従事する指導主事

を配置する事業である。

決算額 0 0

決算額

2,720 2,720

2,720

2,720 2,720

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 2,720

H29

嘱託の指導主事を継続して配置するための人件費である。

計画額 0 0 0 2,720 2,720

決算額

当初予算額

H28

嘱託の指導主事を継続して配置するための人件費である。

決算額

H30

嘱託の指導主事を継続して配置するための人件費である。

計画額 0 0 0

決算額

2,720 2,720

当初予算額
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4,000 31,500

当初予算額H30

保護者がさぬき市内に１年以上居住する学生又は生徒のうち、経済的理由により

進学が困難なものに貸し付け、卒業後貸付期間に２年を加えた期間内で返還（無

利子）する。

高校・高等専門学校月額１５，０００円

大学・短大・専修学校月額３７，０００円

計画額 0 0 27,500

決算額

H29

保護者がさぬき市内に１年以上居住する学生又は生徒のうち、経済的理由により

進学が困難なものに貸し付け、卒業後貸付期間に２年を加えた期間内で返還（無

利子）する。

高校・高等専門学校月額１５，０００円

大学・短大・専修学校月額３７，０００円

計画額 0 0 30,000 1,500 31,500

決算額

当初予算額

H28

保護者がさぬき市内に１年以上居住する学生又は生徒のうち、経済的理由により

進学が困難なものに貸し付け、卒業後貸付期間に２年を加えた期間内で返還（無

利子）する。

高校・高等専門学校月額１５，０００円

大学・短大・専修学校月額３７，０００円

決算額

当初予算額 0 0 28,849 2,691 31,540

1,500 31,500

当初予算額

計画額 0 0 30,000

0 0

H27

事

業

説

明

保護者がさぬき市内に１年以上居住する学生又は生徒のうち、経済的理由により

進学が困難なものに貸し付け、卒業後貸付期間に２年を加えた期間内で返還（無

利子）する。

高校・高等専門学校月額１５，０００円

大学・短大・専修学校月額３７，０００円

計画額 0 0 28,849

H27-30

事

業

概

要

経済的理由により進学・就学が困難である者に対し、奨学金を無利子で貸与

することにより教育機会の均等の確保を図り、次代を担う人材の育成に寄与す

る。

決算額 0 0

決算額

2,691 31,540

116,349 9,691 126,040

当初予算額 0 0 28,849 2,691 31,540

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

4 ④教育環境の整備・充実

目 10 事務局費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 5 教育総務費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

奨学金事業

担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 27



2,270 2,270

当初予算額H30

学校再編計画を推進するための臨時職員の雇用及び当該計画期間（後期計

画期間）で計画している当該学校の保護者等で構成する統合準備委員会を

設置し、統合に向けての準備を進める。

計画額 0 0 0

決算額

H29

学校再編計画を推進するための臨時職員の雇用及び当該計画期間（後期計

画期間）で計画している当該学校の保護者等で構成する統合準備委員会を

設置し、統合に向けての準備を進める。

計画額 0 0 0 2,270 2,270

決算額

当初予算額

H28

学校再編計画を推進するための臨時職員の雇用及び当該計画期間（後期計

画期間）で計画している該当学校の保護者等に説明、意見聴取を図りながら、

統合に向けての準備を進める。

決算額

当初予算額 0 0 0 3,445 3,445

2,270 2,270

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

学校再編計画を推進するための臨時職員の雇用、「津田・鶴羽幼稚園」統合

に伴う学校跡地（津田中学校）活用企保構想を策定し、統合に関する検討を

実施する。加えて、当該計画期間（後期計画期間）で計画している該当学校

の保護者等への説明、意見聴取を図りながら、統合時期を定める。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

さぬき市の将来を担う子どもたちのよりよい学習環境を準備し、学校再編や学

校施設整備を円滑に勧める。

決算額 0 0

決算額

3,445 3,445

0 10,255 10,255

当初予算額 0 0 0 3,445 3,445

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

4 ④教育環境の整備・充実

目 10 事務局費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 5 教育総務費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

学校再編計画推進事業

担当課 学校再編対策室

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 28



0 0

当初予算額H30

公立学校施設台帳システムの最新情報の登録処理

（登録処理対象施設未定のため事業計画額も未定）

計画額 0 0 0

決算額

H29

公立学校施設台帳システムの最新情報の登録処理

（登録処理対象施設未定のため事業計画額も未定）

計画額 0 0 0 0 0

決算額

当初予算額

H28

公立学校施設台帳システムの最新情報の登録処理

（登録処理対象施設：志度中学校）

決算額

当初予算額 0 0 0 724 724

200 200

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

公立学校施設台帳システムの最新情報の登録処理

（登録処理対象施設：さぬき南小学校・さぬき南幼稚園・志度中学校）

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

公立学校施設台帳システムを整備し、学校施設の適切な情報管理を行う。

決算額 0 0

決算額

724 724

0 924 924

当初予算額 0 0 0 724 724

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

4 ④教育環境の整備・充実

目 10 事務局費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 5 教育総務費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

公立学校施設台帳図面整備事業

担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 29



111,500 111,500

当初予算額H30

津田小（北山・鶴羽地区）・長尾小・中（多和地区）・志度小（末地区）・さぬき北

小（小田・鴨部地区）・さぬき南中（田面地区）・志度中（小田・鴨部地区）・さぬき

南小（田面地区他）においてスクールバスを運行するため、受託業者所有ﾊﾞｽを用

いた輸送業務委託と、市所有ﾊﾞｽを用いた運行管理業務委託及びその維持管理

に必要な経費である。

計画額 0 0 0

決算額

H29

津田小（北山・鶴羽地区）・長尾小・中（多和地区）・志度小（末地区）・さぬき北

小（小田・鴨部地区）・さぬき南中（田面地区）・志度中（小田・鴨部地区）・さぬき

南小（田面地区他）においてスクールバスを運行するため、受託業者所有ﾊﾞｽを用

いた輸送業務委託と、市所有ﾊﾞｽを用いた運行管理業務委託及びその維持管理

に必要な経費である。

計画額 0 0 0 111,500 111,500

決算額

当初予算額

H28

津田小（北山・鶴羽地区）・長尾小・中（多和地区）・志度小（末地区）・さぬき北

小（小田・鴨部地区）・さぬき南中（田面地区）・志度中（小田・鴨部地区）・さぬき

南小（田面地区他）においてスクールバスを運行するため、受託業者所有ﾊﾞｽを用

いた輸送業務委託と、市所有ﾊﾞｽを用いた運行管理業務委託及びその維持管理

に必要な経費である。

決算額

当初予算額 0 0 0 108,171 108,171

108,500 108,500

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

津田小（北山・鶴羽地区）・長尾小・中（多和地区）・志度小（末地区）・さぬき北

小（小田・鴨部地区）・さぬき南中（田面地区）・志度中（小田・鴨部地区）・さぬき

南小（田面地区他）においてスクールバスを運行するため、受託業者所有ﾊﾞｽを用

いた輸送業務委託と、市所有ﾊﾞｽを用いた運行管理業務委託及びその維持管理

に必要な経費である。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

遠距離通学が必要になった児童生徒を対象としたスクールバスの運行事業であ

る。

決算額 0 0

決算額

108,171 108,171

0 439,671 439,671

当初予算額 0 0 0 108,171 108,171

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

4 ④教育環境の整備・充実

目 10 事務局費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 5 教育総務費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

遠距離通学児童生徒支援事業

担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 30



31,000 31,000

当初予算額H30

小学校の教育用及び校務用パソコンの賃借料、ウイルス対策ソフトの更新、回

線使用料、修繕費用及び保守料である。

計画額 0 0 0

決算額

H29

小学校の教育用及び校務用パソコンの賃借料、ウイルス対策ソフトの更新、回

線使用料、修繕費用及び保守料である。

計画額 0 0 0 33,900 33,900

決算額

当初予算額

H28

小学校の教育用及び校務用パソコンの賃借料、ウイルス対策ソフトの更新、回

線使用料、修繕費用及び保守料である。

教育委員会サーバ及び校務用パソコンを更新する。

決算額

当初予算額 0 0 0 28,577 28,577

37,700 37,700

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

小学校の教育用及び校務用パソコンの賃借料、ウイルス対策ソフトの更新、回

線使用料、修繕費用及び保守料である。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

情報教育の充実を図るため、小学校における児童のパソコン授業に使用する教

育用パソコンと教員が校務で使用する校務用パソコンの維持管理事業である。

決算額 0 0

決算額

28,577 28,577

0 131,177 131,177

当初予算額 0 0 0 28,577 28,577

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

4 ④教育環境の整備・充実

目 5 学校管理費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 10 小学校費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

小学校パソコン管理事業

担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 31



7,500 7,500

当初予算額H30

主に小学校施設の改修工事及び営繕工事を行う経費である。

計画額 0 0 0

決算額

H29

主に小学校施設の改修工事及び営繕工事を行う経費である。

計画額 0 0 0 10,000 10,000

決算額

当初予算額

H28

主に小学校施設の改修工事及び営繕工事を行う経費である。

決算額

当初予算額 0 0 0 7,354 7,354

10,000 10,000

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

主に小学校施設の改修工事及び営繕工事を行う経費である。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

小学校施設の改修工事及び営繕補修を行う。

決算額 0 0

決算額

7,354 7,354

0 34,854 34,854

当初予算額 0 0 0 7,354 7,354

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

4 ④教育環境の整備・充実

目 5 学校管理費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 10 小学校費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

小学校施設整備事業

担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 32



15,672 15,692

当初予算額H30

各小学校の運営に必要な事務機器借上料等及び施設の維持管理に必要な

機器保守点検経費、土地借上料その他の費用である。

計画額 0 0 20

決算額

H29

各小学校の運営に必要な事務機器借上料等及び施設の維持管理に必要な

機器保守点検経費、土地借上料その他の費用である。

計画額 0 0 20 17,072 17,092

決算額

当初予算額

H28

各小学校の運営に必要な事務機器借上料等及び施設の維持管理に必要な

機器保守点検経費、土地借上料その他の費用である。

決算額

当初予算額 0 0 0 17,025 17,025

17,072 17,092

当初予算額

計画額 0 0 20

0 0

H27

事

業

説

明

各小学校の運営に必要な事務機器借上料等及び施設の維持管理に必要な

機器保守点検経費、土地借上料その他の費用である。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

小学校９校の学校運営及び施設の維持管理を行う事業である。

決算額 0 0

決算額

17,025 17,025

60 66,841 66,901

当初予算額 0 0 0 17,025 17,025

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

4 ④教育環境の整備・充実

目 5 学校管理費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 10 小学校費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

小学校施設管理事業(教育総務課分）

担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 33



基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

小学校施設管理事業(学校教育課分）

担当課 学校教育課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

4 ④教育環境の整備・充実

目 5 学校管理費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 10 小学校費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

80 429,312 429,392

当初予算額 0 0 20 107,328 107,348

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

・９校の学校運営及び施設の維持管理に要する経費

・小学校教科書の改訂に伴う教師用教科書・指導書の購入経費

計画額 0 0 20

H27-30

事

業

概

要

小学校９校の学校運営及び施設の維持管理を行う事業である。

決算額 0 0

決算額

107,328 107,348

107,348

107,328 107,348

当初予算額

計画額 0 0 20

当初予算額 0 0 20 107,328

H29

・９校の学校運営及び施設の維持管理に要する経費

計画額 0 0 20 107,328 107,348

決算額

当初予算額

H28

・９校の学校運営及び施設の維持管理に要する経費

決算額

H30

・９校の学校運営及び施設の維持管理に要する経費

計画額 0 0 20

決算額

107,328 107,348

当初予算額

基本目標4- 34



7,150 7,150

当初予算額H30

学校再編計画の後期計画期間で計画している該当学校の保護者等で組織

する「統合準備委員会」を設置し、統合に向けての準備を進める。円滑な統合

となるよう該当学校の児童交流学習を支援する。加えて、閉校となる学校の

「閉校記念事業補助金」を交付することにより、円滑な事業実施が図れるよう

支援する。

計画額 0 0 0

決算額

H29

学校再編計画の後期計画期間で計画している該当学校の保護者等で組織

する「統合準備委員会」を設置し、統合に向けての準備を進める。円滑な統合

となるよう該当学校の児童交流学習を支援する。

計画額 0 0 0 600 600

決算額

当初予算額

H28

学校再編計画の後期計画期間で計画している該当学校の保護者等に説明、

意見聴取を図りながら、統合に向けての準備を進めるとともに、円滑な統合とな

るよう該当学校の児童交流学習を支援する。加えて、閉校となる学校の「閉校

記念事業補助金」を交付することよりにり、円滑な事業実施が図れるよう支援

する。

決算額

当初予算額 0 0 0 476 476

4,200 4,200

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

学校再編計画の後期計画期間で計画している該当学校の保護者等への説

明、意見聴取を図りながら、統合時期を検討し定める。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

さぬき市の将来を担う子どもたちのよりよい学習環境を準備し、学校再編や学

校施設整備を円滑に勧める。

決算額 0 0

決算額

476 476

0 12,426 12,426

当初予算額 0 0 0 476 476

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

4 ④教育環境の整備・充実

目 5 学校管理費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 10 小学校費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

小学校統合事業

担当課 学校再編対策室

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 35



0 0

当初予算額H30 ―

計画額 0 0 0

決算額

H29 ―

計画額 0 0 0 0 0

決算額

当初予算額

H28 ―

決算額

当初予算額 3,436 6,700 405 0 10,541

0 0

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

小学校施設のうち、延床面積200㎡以上又は高さ6ｍ以上に設置された吊り

天井等については、落下防止対策を実施する必要があるため、さぬき北小学校

屋内運動場の対策工事の費用である。

※事業終了

計画額 3,436 6,700 405

H27-30

事

業

概

要

地震時に致命的な事故を引き起こす可能性が高いとされる屋内運動場等の

大規模空間に設置された吊り天井について、天井撤去・補強等の落下防止対

策事業である。

決算額 0 0

決算額

0 10,541

405 0 10,541

当初予算額 3,436 6,700 405 0 10,541

計画額 3,436 6,700

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

4 ④教育環境の整備・充実

目 5 学校管理費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 10 小学校費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

吊り天井対策事業（小学校）

担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 36



21,800 21,800

当初予算額H30

中学校の教育用及び校務用パソコンの賃借料、ウイルス対策ソフトの更新、回

線使用料、修繕費用及び保守料である。

計画額 0 0 0

決算額

H29

中学校の教育用及び校務用パソコンの賃借料、ウイルス対策ソフトの更新、回

線使用料、修繕費用及び保守料である。

教育用パソコンを更新する。（2校）

計画額 0 0 0 20,800 20,800

決算額

当初予算額

H28

中学校の教育用及び校務用パソコンの賃借料、ウイルス対策ソフトの更新、回

線使用料、修繕費用及び保守料である。

教育委員会サーバ及び校務用パソコンを更新する。

決算額

当初予算額 0 0 0 15,103 15,103

17,800 17,800

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

中学校の教育用及び校務用パソコンの賃借料、ウイルス対策ソフトの更新、回

線使用料、修繕費用及び保守料である。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

情報教育の充実を図るため、中学校における生徒のパソコン授業に使用する教

育用パソコンと教員が校務で使用する校務用パソコンの維持管理事業である。

決算額 0 0

決算額

15,103 15,103

0 75,503 75,503

当初予算額 0 0 0 15,103 15,103

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

4 ④教育環境の整備・充実

目 5 学校管理費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 15 中学校費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

中学校パソコン管理事業

担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 37



2,900 2,900

当初予算額H30

主に中学校施設の改修工事及び営繕補修を行う経費である。

計画額 0 0 0

決算額

H29

主に中学校施設の改修工事及び営繕補修を行う経費である。

計画額 0 0 0 2,900 2,900

決算額

当初予算額

H28

主に中学校施設の改修工事及び営繕補修を行う経費である。

決算額

当初予算額 0 0 0 2,800 2,800

2,900 2,900

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

主に中学校施設の改修工事及び営繕補修を行う経費である。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

中学校施設の適正・効率的な整備を行い、良好な教育環境の維持を図る。

決算額 0 0

決算額

2,800 2,800

0 11,500 11,500

当初予算額 0 0 0 2,800 2,800

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

4 ④教育環境の整備・充実

目 5 学校管理費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 15 中学校費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

中学校施設整備事業

担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 38



7,877 7,927

当初予算額H30

各中学校の運営に必要な事務機器借上料等及び施設の維持管理に必要な

機器保守点検経費、土地借上料その他の費用である。

計画額 0 0 50

決算額

H29

各中学校の運営に必要な事務機器借上料等及び施設の維持管理に必要な

機器保守点検経費、土地借上料その他の費用である。

計画額 0 0 50 7,877 7,927

決算額

当初予算額

H28

各中学校の運営に必要な事務機器借上料等及び施設の維持管理に必要な

機器保守点検経費、土地借上料その他の費用である。

決算額

当初予算額 0 0 0 7,835 7,835

7,877 7,927

当初予算額

計画額 0 0 50

0 0

H27

事

業

説

明

各中学校の運営に必要な事務機器借上料等及び施設の維持管理に必要な

機器保守点検経費、土地借上料その他の費用である。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

中学校３校の学校運営及び施設の維持管理を行う事業である。

決算額 0 0

決算額

7,835 7,835

150 31,466 31,616

当初予算額 0 0 0 7,835 7,835

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

4 ④教育環境の整備・充実

目 5 学校管理費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 15 中学校費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

中学校施設管理事業(教育総務課分）

担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 39



57,623 57,673

当初予算額H30

中学校３校の学校運営及び施設の維持管理に要する経費。

計画額 0 0 50

決算額

H29

中学校３校の学校運営及び施設の維持管理に要する経費。

計画額 0 0 50 57,623 57,673

決算額

当初予算額

H28

中学校３校の学校運営及び施設の維持管理に要する経費。

決算額

当初予算額 0 0 50 57,623 57,673

57,623 57,673

当初予算額

計画額 0 0 50

0 0

H27

事

業

説

明

中学校３校の学校運営及び施設の維持管理に要する経費。

計画額 0 0 50

H27-30

事

業

概

要

中学校３校の学校運営及び施設の維持管理を行う事業である。

決算額 0 0

決算額

57,623 57,673

200 230,492 230,692

当初予算額 0 0 50 57,623 57,673

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

4 ④教育環境の整備・充実

目 5 学校管理費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 15 中学校費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

中学校施設管理事業(学校教育課分）

担当課 学校教育課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 40



0 0

当初予算額H30 ￣

計画額 0 0 0

決算額

H29 ￣

計画額 0 0 0 0 0

決算額

当初予算額

H28 ￣

決算額

当初予算額 0 7,000 492 0 7,492

0 0

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

志度・志度東中学校の統合に伴い土日・祝日及び長期休業日の通学支援を

実施するに当たり、志度東中学校既存駐輪場を活用予定であったが、学校跡

地の利活用の観点から撤去予定であることから、その代替として新たに新設す

る。

・駐輪場整備（50台）　※事業終了

計画額 0 7,000 492

H27-30

事

業

概

要

さぬき市の将来を担う子どもたちのよりよい学習環境を準備し、学校再編や学

校施設整備を円滑に勧める。

決算額 0 0

決算額

0 7,492

492 0 7,492

当初予算額 0 7,000 492 0 7,492

計画額 0 7,000

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

4 ④教育環境の整備・充実

目 5 学校管理費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 15 中学校費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

中学校統合事業

担当課 学校再編対策室

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 41



0 0

当初予算額H30 ―

計画額 0 0 0

決算額

H29 ―

計画額 0 0 0 0 0

決算額

当初予算額

H28 ―

決算額

当初予算額 3,348 22,000 1,247 0 26,595

0 0

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

中学校施設のうち、延床面積200㎡以上又は高さ6ｍ以上に設置された吊り

天井等については、落下防止対策を実施する必要があるため、さぬき南中学校

屋内運動場の対策工事の費用である。※事業終了

計画額 3,348 22,000 1,247

H27-30

事

業

概

要

地震時に致命的な事故を引き起こす可能性が高いとされる屋内運動場等の

大規模空間に設置された吊り天井について、天井撤去・補強等の落下防止対

策事業である。

決算額 0 0

決算額

0 26,595

1,247 0 26,595

当初予算額 3,348 22,000 1,247 0 26,595

計画額 3,348 22,000

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

4 ④教育環境の整備・充実

目 5 学校管理費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 15 中学校費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

吊り天井対策事業（中学校）

担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 42



0 0

当初予算額H30 ―

計画額 0 0 0

決算額

H29 ―

計画額 0 0 0 0 0

決算額

当初予算額

H28 ―

決算額

当初予算額 15,181 67,100 3,546 0 85,827

0 0

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

平成２６年度の改修工事において増築棟が完成するが、それ以降でなければ

改修に取り掛かれない旧の音楽室・美術室・職員室・保健室等の改修及び屋

上防水改修工事等を行うものである。　※事業終了

計画額 15,181 67,100 3,546

H27-30

事

業

概

要

学校再編計画に基づき志度中学校と志度東中学校が平成２７年４月に統合

することから、志度中学校において必要な教室数の確保と学習環境の向上のた

め校舎改修等の整備を行うものである。

決算額 0 0

決算額

0 85,827

3,546 0 85,827

当初予算額 15,181 67,100 3,546 0 85,827

計画額 15,181 67,100

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

4 ④教育環境の整備・充実

目 15 学校建設費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 15 中学校費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

志度中学校改修事業

担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 43



3,005 3,204

当初予算額H30

ファシリテーターと保護者同士が話し合い、お互いの良さに触れ合いながら学んでいく

場所づくり（親育ちプログラム）提供、子育て相談や座談会、講演会等の開催、県

や他課の事業とのコーディネートをすることで、親の不安解消を図る。各部署の子育

て情報の集約に取り組む。

計画額 190 0 9

決算額

H29

ファシリテーターと保護者同士が話し合い、お互いの良さに触れ合いながら学んでいく

場所づくり（親育ちプログラム）提供、子育て相談や座談会、講演会等の開催、県

や他課の事業とのコーディネートをすることで、親の不安解消を図る。各部署の子育

て情報の集約に取り組む。

計画額 190 0 9 3,005 3,204

決算額

当初予算額

H28

ファシリテーターと保護者同士が話し合い、お互いの良さに触れ合いながら学んでいく

場所づくり（親育ちプログラム）提供、子育て相談や座談会、講演会等の開催、県

や他課の事業とのコーディネートをすることで、親の不安解消を図る。

決算額

当初予算額 188 0 9 2,999 3,196

3,002 3,201

当初予算額

計画額 190 0 9

0 0

H27

事

業

説

明

家庭教育の問題は、先輩保護者や、保護者同士のコミュニケーションが緊密であれ

ば助けになることも多く、ファシリテーターと保護者同士が話し合い、お互いの良さに

触れ合いながら学んでいく場所づくり（親育ちプログラム）提供、子育て相談や座談

会、講演会等の開催を行う。

計画額 188 0 9

H27-30

事

業

概

要

○コーディネーターを配置し、家庭教育の広報啓発活動や、先輩保護者や保護者

同士のコミュニケーションの場づくり、親育ちプログラム後の子育て相談や座談会、講

演会、講座等の開催、県や他課の事業とのコーディネート、将来的には各部署の

子育て情報の集約を目指す。○ファシリテーターによる親育ちプログラムの実施。○

市ＰＴＡ連絡協議会事務局のサポート業務

決算額 0 0

決算額

2,999 3,196

36 12,011 12,805

当初予算額 188 0 9 2,999 3,196

計画額 758 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①家庭教育の啓発と推進

目 5 社会教育総務費

基本施策

23 (23) 家庭と地域の教育力の強化

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

家庭教育支援事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 44



741 2,364

当初予算額H30

現在４か所で子ども教室を実施。運営委員会の開催及び、コーディネーター（１人）

を配置し、各小学校・ボランティア・福祉部局等との連携を図り事業を進める。また、

ボランティアの募集を行い、未実施の地区に教室が設置できるよう働きかける。

計画額 1,456 0 167

決算額

H29

現在４か所で子ども教室を実施。運営委員会の開催及び、コーディネーター（１人）

を配置し、各小学校・ボランティア・福祉部局等との連携を図り事業を進める。また、

ボランティアの募集を行い、未実施の地区に教室が設置できるよう働きかける。

計画額 1,456 0 167 741 2,364

決算額

当初予算額

H28

現在４か所で子ども教室を実施。運営委員会の開催及び、コーディネーター（１人）

を配置し、各小学校・ボランティア・福祉部局等との連携を図り事業を進める。また、

ボランティアの募集を行い、未実施の地区に教室が設置できるよう働きかける。

決算額

当初予算額 1,456 0 167 736 2,359

736 2,359

当初予算額

計画額 1,456 0 167

0 0

H27

事

業

説

明

現在４か所で子ども教室を実施。運営委員会の開催及び、コーディネーター（１人）

を配置し、各小学校・ボランティア・福祉部局等との連携を図り事業を進める。

計画額 1,456 0 167

H27-30

事

業

概

要

教育委員会と福祉部局が連携を図り、少子化や核家族化の進行、就労形態の

多様化及び家庭や地域の子育て機能・教育力の低下等子どもを取り巻く環境を

踏まえ、小学校区で放課後の子どもの安全な活動場所を確保し、総合的な放課

後対策として実施し、次世代を担う児童の健全育成を支援することを目的とする。

決算額 0 0

決算額

736 2,359

668 2,954 9,446

当初予算額 1,456 0 167 736 2,359

計画額 5,824 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②家庭・地域・学校の連携による教育環境の充実

目 5 社会教育総務費

基本施策

23 (23) 家庭と地域の教育力の強化

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

放課後子ども教室推進事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 45



943 2,827

当初予算額H30

学校支援ボランティア運営委員会と学校支援地域教育協議会の設置。全中学校

区に学校支援地域コーディネーターを配置し、学校の要望を踏まえて様々な地域

住民の参加を得ながら、授業の補助、部活動の指導、花壇や樹木の整備等の校

内の環境整備、登下校時における子どもの安全確保に係る活動、学校行事の運

営支援などを行う。

計画額 1,884 0 0

決算額

H29

学校支援ボランティア運営委員会と学校支援地域教育協議会の設置。全中学校

区に学校支援地域コーディネーターを配置し、学校の要望を踏まえて様々な地域

住民の参加を得ながら、授業の補助、部活動の指導、花壇や樹木の整備等の校

内の環境整備、登下校時における子どもの安全確保に係る活動、学校行事の運

営支援などを行う。

計画額 1,884 0 0 943 2,827

決算額

当初予算額

H28

学校支援ボランティア運営委員会と学校支援地域教育協議会の設置。長尾中学

校区にも学校支援地域コーディネーターを配置し、学校の要望を踏まえて様々な地

域住民の参加を得ながら、授業の補助、部活動の指導、花壇や樹木の整備等の

校内の環境整備、登下校時における子どもの安全確保に係る活動、学校行事の

運営支援などを行う。

決算額

当初予算額 1,480 0 0 739 2,219

943 2,827

当初予算額

計画額 1,884 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

学校支援ボランティア運営委員会と学校支援地域教育協議会の設置。既に実施

のさぬき南中学校区に加え、新たに志度中学校区に学校支援地域コーディネー

ターを配置し、学校の要望を踏まえて様々な地域住民の参加を得ながら、授業の

補助、部活動の指導、校内の環境整備、登下校時の安全確保に係る活動、学

校行事の運営支援などを行う。

計画額 1,480 0 0

H27-30

事

業

概

要

地域住民が学校支援ボランティアとして学校の教育活動を支援する体制づくりを推

進することにより、地域住民が学校や児童生徒と関わりながら自らの知識や経験を

活用する機会の拡充を図り、もって市民参加による地域の教育力の向上に寄与す

る

決算額 0 0

決算額

739 2,219

0 3,568 10,700

当初予算額 1,480 0 0 739 2,219

計画額 7,132 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②家庭・地域・学校の連携による教育環境の充実

目 5 社会教育総務費

基本施策

23 (23) 家庭と地域の教育力の強化

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

学校支援ボランティア推進事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 46



1,071 1,071

当初予算額H30

社会教育全般に関る事業を処理する。

さぬき市の生涯学習の推進方針等の審議を行う社会教育委員の会などを開

催する。

計画額 0 0 0

決算額

H29

社会教育全般に関る事業を処理する。

さぬき市の生涯学習の推進方針等の審議を行う社会教育委員の会などを開

催する。

計画額 0 0 0 1,815 1,815

決算額

当初予算額

H28

社会教育全般に関る事業を処理する。

さぬき市の生涯学習の推進方針等の審議を行う社会教育委員の会などを開

催する。

決算額

当初予算額 0 0 0 15,692 15,692

1,069 1,069

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

社会教育全般に関る事業を処理する。

さぬき市の生涯学習の推進方針等の審議を行う社会教育委員の会などを開

催する。

統合される志度東中の空調機を教育施設に移設する。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

生涯学習の全般的な推進を行う。

決算額 0 0

決算額

15,692 15,692

0 19,647 19,647

当初予算額 0 0 0 15,692 15,692

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①生涯学習の推進

目 5 社会教育総務費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

社会教育事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 47



1,300 1,300

当初予算額H30

成人式典及び交流会事業、記念冊子の企画、成人式当日の受付などの運

営業務等を新成人の手で決め、行えるよう支援する。

計画額 0 0 0

決算額

H29

成人式典及び交流会事業、記念冊子の企画、成人式当日の受付などの運

営業務等を新成人の手で決め、行えるよう支援する。

計画額 0 0 0 1,300 1,300

決算額

当初予算額

H28

成人式典及び交流会事業、記念冊子の企画、成人式当日の受付などの運

営業務等を新成人の手で決め、行えるよう支援する。

決算額

当初予算額 0 0 0 1,300 1,300

1,300 1,300

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

成人式典及び交流会事業、記念冊子の企画、成人式当日の受付などの運

営業務等を新成人の手で決め、行えるよう支援する。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

新成人自らの手で成人式を創りあげる経緯を以って社会人としての自覚を促す

とともに、心に残る成人式を実施する。

決算額 0 0

決算額

1,300 1,300

0 5,200 5,200

当初予算額 0 0 0 1,300 1,300

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①生涯学習の推進

目 5 社会教育総務費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

成人式実施事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 48



73 73

当初予算額H30

勤労青年の交流を深めるため、活動家研修会や青年大会地区予選等を主催

する。

計画額 0 0 0

決算額

H29

勤労青年の交流を深めるため、活動家研修会や青年大会地区予選等を主催

する。

計画額 0 0 0 73 73

決算額

当初予算額

H28

勤労青年の交流を深めるため、活動家研修会や青年大会地区予選等を主催

する。

決算額

当初予算額 0 0 0 73 73

73 73

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

勤労青年の交流を深めるため、活動家研修会や青年大会地区予選等を主催

する。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

青年間における相互理解と親善を図り、以って地域社会の発展に寄与する。

決算額 0 0

決算額

73 73

0 292 292

当初予算額 0 0 0 73 73

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①生涯学習の推進

目 5 社会教育総務費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

青年会補助支援事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 49



1,165 1,165

当初予算額H30

○婦人団体連絡協議会：婦人会相互の情報交換や研修、講演会、また、家庭、

学校、地域社会との連携する活動及び、ボランティア活動に関する活動を行う。○

女性団体連絡会：市のまちづくり事業や、教育、福祉、経済産業分野において、学

習と支援協力を行い、地域、家庭、学校との連携により住みよい社会づくりに貢献

していく活動を行う。

計画額 0 0 0

決算額

H29

○婦人団体連絡協議会：婦人会相互の情報交換や研修、講演会、また、家庭、

学校、地域社会との連携する活動及び、ボランティア活動に関する活動を行う。○

女性団体連絡会：市のまちづくり事業や、教育、福祉、経済産業分野において、学

習と支援協力を行い、地域、家庭、学校との連携により住みよい社会づくりに貢献

していく活動を行う。

計画額 0 0 0 1,165 1,165

決算額

当初予算額

H28

○婦人団体連絡協議会：婦人会相互の情報交換や研修、講演会、また、家庭、

学校、地域社会との連携する活動及び、ボランティア活動に関する活動を行う。○

女性団体連絡会：市のまちづくり事業や、教育、福祉、経済産業分野において、学

習と支援協力を行い、地域、家庭、学校との連携により住みよい社会づくりに貢献

していく活動を行う。

決算額

当初予算額 0 0 0 1,165 1,165

1,165 1,165

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

○婦人団体連絡協議会：婦人会相互の情報交換や研修、講演会、また、家庭、

学校、地域社会との連携する活動及び、ボランティア活動に関する活動を行う。○

女性団体連絡会：市のまちづくり事業や、教育、福祉、経済産業分野において、学

習と支援協力を行い、地域、家庭、学校との連携により住みよい社会づくりに貢献

していく活動を行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

市内地区婦人会の相互の連携及び、現代に則する婦人の資質を高める地位の向

上を図ることを目的とする婦人団体連絡会及び市内の女性団体が共に支援協力

することにより、それぞれが地域社会における役割を果たし、さぬき市の発展に寄与

することを目的とする女性団体連絡会の活動を支援する。

決算額 0 0

決算額

1,165 1,165

0 4,660 4,660

当初予算額 0 0 0 1,165 1,165

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①生涯学習の推進

目 5 社会教育総務費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

婦人団体補助支援事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 50



1,044 1,044

当初予算額H30

小規模校の増加等により、キャンプに参加できない子どもたちに対し、宿泊キャン

プの主催を通して自然に親しむ機会を設ける。また、育成者の意識を高めるた

めの指導者・育成者研修等を行う。

計画額 0 0 0

決算額

H29

小規模校の増加等により、キャンプに参加できない子どもたちに対し、宿泊キャン

プの主催を通して自然に親しむ機会を設ける。また、育成者の意識を高めるた

めの指導者・育成者研修等を行う。

計画額 0 0 0 1,044 1,044

決算額

当初予算額

H28

小規模校の増加等により、キャンプに参加できない子どもたちに対し、宿泊キャン

プの主催を通して自然に親しむ機会を設ける。また、育成者の意識を高めるた

めの指導者・育成者研修等を行う。

決算額

当初予算額 0 0 0 1,044 1,044

1,044 1,044

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

小規模校の増加等により、キャンプに参加できない子どもたちに対し、宿泊キャン

プの主催を通して自然に親しむ機会を設ける。また、育成者の意識を高めるた

めの指導者・育成者研修等を行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

子どもの健全育成及び育成者の資質向上に資するため、市内の子ども会育成

会が、相互に情報の交換や交流を通して、適切な事業や運営を研究する活動

を行えるよう支援する。

決算額 0 0

決算額

1,044 1,044

0 4,176 4,176

当初予算額 0 0 0 1,044 1,044

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①生涯学習の推進

目 5 社会教育総務費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

子ども会補助支援事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 51



120 120

当初予算額H30

クリーン活動やスポーツ大会、学習会等を催し、地域への貢献とともに、子ども・

保護者・学校間の交流を深める。

計画額 0 0 0

決算額

H29

クリーン活動やスポーツ大会、学習会等を催し、地域への貢献とともに、子ども・

保護者・学校間の交流を深める。

計画額 0 0 0 120 120

決算額

当初予算額

H28

クリーン活動やスポーツ大会、学習会等を催し、地域への貢献とともに、子ども・

保護者・学校間の交流を深める。

決算額

当初予算額 0 0 0 120 120

120 120

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

クリーン活動やスポーツ大会、学習会等を催し、地域への貢献とともに、子ども・

保護者・学校間の交流を深める。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

学校・家庭・地域社会との連携を深め、幼児・児童・生徒の健全育成と福祉の

増進を図り、社会の発展に寄与する活動を支援する。

決算額 0 0

決算額

120 120

0 480 480

当初予算額 0 0 0 120 120

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①生涯学習の推進

目 5 社会教育総務費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

ＰＴＡ補助支援事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 52



31,293 32,293

当初予算額H30

さぬき市文化協会に補助金を交付する。

志度音楽ホール・平賀源内記念館の指定管理者である、（公財）さぬき市文化振

興財団・（公財）平賀源内先生顕彰会にそれぞれ管理運営助成金を交付する。

平賀源内記念館の土地・建物の借上料を（公財）南海育英会に支払いをする。

計画額 0 0 1,000

決算額

H29

さぬき市文化協会に補助金を交付する。

志度音楽ホール・平賀源内記念館の指定管理者である、（公財）さぬき市文化振

興財団・（公財）平賀源内先生顕彰会にそれぞれ管理運営助成金を交付する。

平賀源内記念館の土地・建物の借上料を（公財）南海育英会に支払いをする。

計画額 0 0 1,000 31,293 32,293

決算額

当初予算額

H28

さぬき市文化協会に補助金を交付する。

志度音楽ホール・平賀源内記念館の指定管理者である、（公財）さぬき市文化振

興財団・（公財）平賀源内先生顕彰会にそれぞれ管理運営助成金を交付する。

平賀源内記念館の土地・建物の借上料を（公財）南海育英会に支払いをする。

決算額

当初予算額 0 0 1,000 30,680 31,680

30,680 31,680

当初予算額

計画額 0 0 1,000

0 0

H27

事

業

説

明

さぬき市文化協会に補助金を交付する。

志度音楽ホール・平賀源内記念館の指定管理者である、（公財）さぬき市文化振

興財団・（公財）平賀源内先生顕彰会にそれぞれ管理運営助成金を交付する。

平賀源内記念館の土地・建物の借上料を（公財）南海育英会に支払いをする。

計画額 0 0 1,000

H27-30

事

業

概

要

市内各種文化団体の育成を図ると共に、活発な活動をとおして市の文化振興を図

ると共に助成金等を交付する。また、志度音楽ホールの維持管理を行う財団には、

市民の創作活動を助長すると共に音楽芸術活動の拠点となるよう助成する。

決算額 0 0

決算額

30,680 31,680

4,000 123,946 127,946

当初予算額 0 0 1,000 30,680 31,680

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①生涯学習の推進

目 40 文化振興費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

文化団体支援事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 53



2,510 2,510

当初予算額H30

県内外で開催されるスポーツ推進委員を対象とした各種研修会等に参加し、スポーツ推進委員

の資質向上と生涯スポーツ推進指導者としての意識向上を図り、本市の地域スポーツリーダーとし

て生涯スポーツ団体、競技スポーツ団体の自主的活動をサポートし、各種団体の組織活性化及

びスポーツの振興を目指す。市民の中でスポーツ推進に意欲ある方を、県指導者育成講座等を

受講していただき、次世代の指導者育成を図る。

計画額 0 0 0

決算額

H29

県内外で開催されるスポーツ推進委員を対象とした各種研修会等に参加し、スポーツ推進委員

の資質向上と生涯スポーツ推進指導者としての意識向上を図り、本市の地域スポーツリーダーとし

て生涯スポーツ団体、競技スポーツ団体の自主的活動をサポートし、各種団体の組織活性化及

びスポーツの振興を目指す。市民の中でスポーツ推進に意欲ある方を、県指導者育成講座等を

受講していただき、次世代の指導者育成を図る。

計画額 0 0 0 2,510 2,510

決算額

当初予算額

H28

県内外で開催されるスポーツ推進委員を対象とした各種研修会等に参加し、スポーツ推進委員

の資質向上と生涯スポーツ推進指導者としての意識向上を図り、本市の地域スポーツリーダーとし

て生涯スポーツ団体、競技スポーツ団体の自主的活動をサポートし、各種団体の組織活性化及

びスポーツの振興を目指す。市民の中でスポーツ推進に意欲ある方を、県指導者育成講座等を

受講していただき、次世代の指導者育成を図る。

決算額

当初予算額 0 0 0 2,349 2,349

2,463 2,463

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

県内外で開催されるスポーツ推進委員を対象とした各種研修会等に参加し、スポーツ推進委員

の資質向上と生涯スポーツ推進指導者としての意識向上を図り、本市の地域スポーツリーダーとし

て生涯スポーツ団体、競技スポーツ団体の自主的活動をサポートし、各種団体の組織活性化を

目指す。市民に対し、県指導者育成講座等の受講を促し、次世代の指導者育成を図る。文部

省、日本体育協会が推進している総合型地域スポーツクラブの設立に向けての検討委員会を開

催し、検討する。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

市民の生涯スポーツ推進指導者であるスポーツ推進委員に対する報酬。そのスポー

ツ推進委員の資質向上を図るため県内外の研修会に派遣する。

次世代のスポーツ指導者の育成に向け、各種指導者研修会参加者に対する旅費

を補助。特色ある総合型地域スポーツクラブ設立検討委員会委員に対する謝礼。

決算額 0 0

決算額

2,349 2,349

0 9,832 9,832

当初予算額 0 0 0 2,349 2,349

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②生涯スポーツの推進

目 5 保健体育総務費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 35 保健体育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

保健体育事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 54



288 288

当初予算額H30

日頃、運動機会に接していない市民を対象として、各種教室やニュースポーツ

教室を開催し、生涯スポーツの普及と推進を図る。

また、その成果大会など各種大会を開催することにより、市民の交流を図り連帯

感の醸成と健康体力づくりを図る。

計画額 0 0 0

決算額

H29

日頃、運動機会に接していない市民を対象として、各種教室やニュースポーツ

教室を開催し、生涯スポーツの普及と推進を図る。

また、その成果大会など各種大会を開催することにより、市民の交流を図り連帯

感の醸成と健康体力づくりを図る。

計画額 0 0 0 288 288

決算額

当初予算額

H28

日頃、運動機会に接していない市民を対象として、各種教室やニュースポーツ

教室を開催し、生涯スポーツの普及と推進を図る。

また、その成果大会など各種大会を開催することにより、市民の交流を図り連帯

感の醸成と健康体力づくりを図る。

決算額

当初予算額 0 0 0 265 265

286 286

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

日頃、運動機会に接していない市民を対象として、各種教室やニュースポーツ

教室を開催し、生涯スポーツの普及と推進を図る。

また、その成果大会など各種大会を開催することにより、市民の交流を図り連帯

感の醸成と健康体力づくりを図る。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

各種教室や各種大会を開催し、広く市民に生涯スポーツの普及と推進を図り、

健康と体力づくりの意識の定着と市民相互の連帯感を醸成し、明るく健康な街

づくりを目指す。

決算額 0 0

決算額

265 265

0 1,127 1,127

当初予算額 0 0 0 265 265

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②生涯スポーツの推進

目 5 保健体育総務費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 35 保健体育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

スポーツ普及事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 55



15,200 15,200

当初予算額H30

○県予選会等を経て県代表となり、全国規模の大会に参加する個人に対し賞賜金を

交付しスポーツ振興を図る。○生涯スポーツの推進に中心的な役割を担っている、市内

各種団体、実行委員会に対し運営補助金を交付し、生涯スポーツの普及と推進と地

域コミュニケーションの醸成を図る。○スポーツ活動を中心として活動し、青少年の健全

育成と、少年期における体力づくりを推進している団体の育成を図る。

計画額 0 0 0

決算額

H29

○県予選会等を経て県代表となり、全国規模の大会に参加する個人に対し賞賜金を

交付しスポーツ振興を図る。○生涯スポーツの推進に中心的な役割を担っている、市内

各種団体、実行委員会に対し運営補助金を交付し、生涯スポーツの普及と推進と地

域コミュニケーションの醸成を図る。○スポーツ活動を中心として活動し、青少年の健全

育成と、少年期における体力づくりを推進している団体の育成を図る。

計画額 0 0 0 15,200 15,200

決算額

当初予算額

H28

○県予選会等を経て県代表となり、全国規模の大会に参加する個人に対し賞賜金を

交付しスポーツ振興を図る。○生涯スポーツの推進に中心的な役割を担っている、市内

各種団体、実行委員会に対し運営補助金を交付し、生涯スポーツの普及と推進と地

域コミュニケーションの醸成を図る。○スポーツ活動を中心として活動し、青少年の健全

育成と、少年期における体力づくりを推進している団体の育成を図る。

決算額

当初予算額 0 0 0 15,050 15,050

15,050 15,050

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

○県予選会等を経て県代表となり、全国規模の大会に参加する個人に対し賞賜金を

交付しスポーツ振興を図る。○生涯スポーツの推進に中心的な役割を担っている、市内

各種団体、実行委員会に対し運営補助金を交付し、生涯スポーツの普及と推進と地

域コミュニケーションの醸成を図る。○スポーツ活動を中心として活動し、青少年の健全

育成と、少年期における体力づくりを推進している団体の育成を図る。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

地域スポーツの推進と健康体力つくりを推進している、さぬき市体育協会及び各種団

体、実行委員会並びに個人に補助金を交付し、自主的運営能力の向上と組織活性

の推進を図ると共に、市民の生涯スポーツの推進と体力つくりの習慣性の定着を図り、

健康で活気あるまちづくりに資する。

決算額 0 0

決算額

15,050 15,050

0 60,500 60,500

当初予算額 0 0 0 15,050 15,050

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②生涯スポーツの推進

目 5 保健体育総務費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 35 保健体育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

スポーツ奨励事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 56



1,436 1,436

当初予算額H30

公民館運営審議会・公民館協力委員会・親子教室・高齢者学級等の公民

館全体の事業を行う。

計画額 0 0 0

決算額

H29

公民館運営審議会・公民館協力委員会・親子教室・高齢者学級等の公民

館全体の事業を行う。

計画額 0 0 0 1,436 1,436

決算額

当初予算額

H28

公民館運営審議会・公民館協力委員会・親子教室・高齢者学級等の公民

館全体の事業を行う。

決算額

当初予算額 0 0 0 1,428 1,428

1,428 1,428

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

公民館運営審議会・公民館協力委員会・親子教室・高齢者学級等の公民

館全体の事業を行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

市内の住民のために、実際生活に即する教育、学術及び文化に関する各種の

事業を行い、もつて住民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図り、生

活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的とする。

決算額 0 0

決算額

1,428 1,428

0 5,728 5,728

当初予算額 0 0 0 1,428 1,428

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

3 ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

目 10 公民館費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

公民館事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 57



41,831 44,051

当初予算額H30

公民館の管理運営を行う。

計画額 0 0 2,220

決算額

H29

公民館の管理運営を行う。

計画額 0 0 2,220 41,831 44,051

決算額

当初予算額

H28

公民館の管理運営を行う。

決算額

当初予算額 0 0 2,220 43,124 45,344

41,547 43,767

当初予算額

計画額 0 0 2,220

0 0

H27

事

業

説

明

公民館の管理運営を行う。

旧鴨部幼稚園（新鴨部公民館）の園庭舗装工事を行い、利用者の利便性の

向上を図る。

計画額 0 0 2,220

H27-30

事

業

概

要

市内の住民のために、実際生活に即する教育、学術及び文化に関する各種の

事業を行い、もつて住民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図り、生

活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的とする。

決算額 0 0

決算額

43,124 45,344

8,880 168,333 177,213

当初予算額 0 0 2,220 43,124 45,344

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

3 ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

目 10 公民館費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

公民館管理事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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4,230 4,522

当初予算額H30

社会教育活動を円滑及び活発にするために、その拠点となる施設として、維持

管理し効率よく運営する。

計画額 0 0 292

決算額

H29

社会教育活動を円滑及び活発にするために、その拠点となる施設として、維持

管理し効率よく運営する。

計画額 0 0 292 4,225 4,517

決算額

当初予算額

H28

社会教育活動を円滑及び活発にするために、その拠点となる施設として、維持

管理し効率よく運営する。

決算額

当初予算額 0 0 292 4,168 4,460

4,172 4,464

当初予算額

計画額 0 0 292

0 0

H27

事

業

説

明

社会教育活動を円滑及び活発にするために、その拠点となる施設として、維持

管理し効率よく運営する。

計画額 0 0 292

H27-30

事

業

概

要

働く女性のための、職業生活と家庭生活との調和と福祉の増進をするための事業を

行うことを目的としているが、近年は男女共同参画のため、男女関係なく総合理解

と協力で文化的生活の増進を図っている。特に、志度働く婦人の家は、閉館となっ

た志度公民館の役割も担っている。施設の利用を活発にするため、利用者協議会

を設立し、利用者間で施設利用のさらなる活用への努力を行っている。

決算額 0 0

決算額

4,168 4,460

1,168 16,795 17,963

当初予算額 0 0 292 4,168 4,460

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

3 ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

目 25 社会教育施設管理費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

働く婦人の家管理事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

生涯学習館管理事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

目 25 社会教育施設管理費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 30 社会教育費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

732 10,600 11,332

当初予算額 0 0 183 2,648 2,831

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

社会教育活動を円滑及び活発にするために、その拠点となる施設として、維持

管理し効率よく運営する。

計画額 0 0 183

H27-30

事

業

概

要

市民の生涯学習活動の場、地域の拠点として生涯学習館の維持管理を行う。

決算額 0 0

決算額

2,648 2,831

2,831

2,648 2,831

当初予算額

計画額 0 0 183

当初予算額 0 0 183 2,648

H29

社会教育活動を円滑及び活発にするために、その拠点となる施設として、維持

管理し効率よく運営する。

計画額 0 0 183 2,652 2,835

決算額

当初予算額

H28

社会教育活動を円滑及び活発にするために、その拠点となる施設として、維持

管理し効率よく運営する。

決算額

H30

社会教育活動を円滑及び活発にするために、その拠点となる施設として、維持

管理し効率よく運営する。

計画額 0 0 183

決算額

2,652 2,835

当初予算額
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基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

青少年交流プラザ管理事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

目 25 社会教育施設管理費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 30 社会教育費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

1,088 20,360 21,448

当初予算額 0 0 272 5,090 5,362

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

青少年交流プラザの管理運営を行う。

計画額 0 0 272

H27-30

事

業

概

要

市民の相互交流を図り、広く生涯学習を展開する拠点として、さぬき市青少年

交流プラザの維持管理を行う事業である。

決算額 0 0

決算額

5,090 5,362

5,362

5,090 5,362

当初予算額

計画額 0 0 272

当初予算額 0 0 272 5,090

H29

青少年交流プラザの管理運営を行う。

計画額 0 0 272 5,090 5,362

決算額

当初予算額

H28

青少年交流プラザの管理運営を行う。

決算額

H30

青少年交流プラザの管理運営を行う。

計画額 0 0 272

決算額

5,090 5,362

当初予算額
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基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

南川自然の家管理事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

目 25 社会教育施設管理費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 30 社会教育費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

7,444 13,558 21,002

当初予算額 0 0 1,861 3,356 5,217

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

児童･生徒が豊かな自然環境の中で宿泊学習を行い、友情や連帯感を深める

とともに、体験学習を通じて情操を豊かにし、健全な育成を図る拠点となる施設

として、維持管理し、運営する。

計画額 0 0 1,861

H27-30

事

業

概

要

豊かな自然環境の中で宿泊学習を行い、自然教室や体験学習を通じて情操

を豊かにし、健全な育成を図る。

決算額 0 0

決算額

3,356 5,217

5,217

3,360 5,221

当初予算額

計画額 0 0 1,861

当初予算額 0 0 1,861 3,356

H29

児童･生徒が豊かな自然環境の中で宿泊学習を行い、友情や連帯感を深める

とともに、体験学習を通じて情操を豊かにし、健全な育成を図る拠点となる施設

として、維持管理し、運営する。

計画額 0 0 1,861 3,419 5,280

決算額

当初予算額

H28

児童･生徒が豊かな自然環境の中で宿泊学習を行い、友情や連帯感を深める

とともに、体験学習を通じて情操を豊かにし、健全な育成を図る拠点となる施設

として、維持管理し、運営する。

決算額

H30

児童･生徒が豊かな自然環境の中で宿泊学習を行い、友情や連帯感を深める

とともに、体験学習を通じて情操を豊かにし、健全な育成を図る拠点となる施設

として、維持管理し、運営する。

計画額 0 0 1,861

決算額

3,423 5,284

当初予算額
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基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

図書館管理事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

目 30 図書館管理費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 30 社会教育費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

48 18,348 18,396

当初予算額 0 0 12 4,587 4,599

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

図書館協議会、子ども読書活動推進会議、ブックスタート事業への参加など、

図書館全体の事業の運営を行う。従って、本事業は、志度・寒川両館で不可

分な共通経費を計上する。

計画額 0 0 12

H27-30

事

業

概

要

市民への図書館サービスの拡大と地域の活性化を図るため、さぬき市図書館の

総括的な事業を行う。

決算額 0 0

決算額

4,587 4,599

4,599

4,587 4,599

当初予算額

計画額 0 0 12

当初予算額 0 0 12 4,587

H29

図書館協議会、子ども読書活動推進会議、ブックスタート事業への参加など、

図書館全体の事業の運営を行う。従って、本事業は、志度・寒川両館で不可

分な共通経費を計上する。

計画額 0 0 12 4,587 4,599

決算額

当初予算額

H28

図書館協議会、子ども読書活動推進会議、ブックスタート事業への参加など、

図書館全体の事業の運営を行う。従って、本事業は、志度・寒川両館で不可

分な共通経費を計上する。

決算額

H30

図書館協議会、子ども読書活動推進会議、ブックスタート事業への参加など、

図書館全体の事業の運営を行う。従って、本事業は、志度・寒川両館で不可

分な共通経費を計上する。

計画額 0 0 12

決算額

4,587 4,599

当初予算額
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基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

寒川図書館管理事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

目 30 図書館管理費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 30 社会教育費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

128 37,976 38,104

当初予算額 0 0 32 9,494 9,526

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

資料を収集・保存し、市民に必要な情報を提供する。また、児童を対象にした

子ども実験教室やボランティア団体養成講座等の行事を開催し、子ども読書

活動推進のための取り組みを行う。

計画額 0 0 32

H27-30

事

業

概

要

図書館は、市民が教養を深めたり、問題解決や自己実現に向けた活動をするため

の生涯学習の拠点としての身近な施設である。昨今の社会情勢は高度化・専門

化・多様化しており、変化に対応するための資料の提供場所として図書館の必要

性が高まっている。その役割を果たし、活動を支援するため、資料を収集・保存・提

供するとともに、寒川図書館サービスの充実を図る。

決算額 0 0

決算額

9,494 9,526

9,526

9,494 9,526

当初予算額

計画額 0 0 32

当初予算額 0 0 32 9,494

H29

資料を収集・保存し、市民に必要な情報を提供する。また、児童を対象にした

子ども実験教室やボランティア団体養成講座等の行事を開催し、子ども読書

活動推進のための取り組みを行う。

計画額 0 0 32 9,494 9,526

決算額

当初予算額

H28

資料を収集・保存し、市民に必要な情報を提供する。また、児童を対象にした

子ども実験教室やボランティア団体養成講座等の行事を開催し、子ども読書

活動推進のための取り組みを行う。

決算額

H30

資料を収集・保存し、市民に必要な情報を提供する。また、児童を対象にした

子ども実験教室やボランティア団体養成講座等の行事を開催し、子ども読書

活動推進のための取り組みを行う。

計画額 0 0 32

決算額

9,494 9,526

当初予算額
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基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

志度図書館管理事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

目 30 図書館管理費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 30 社会教育費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

88 64,324 64,412

当初予算額 0 0 22 16,081 16,103

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

資料を収集・保存し、市民に必要な情報を提供する。また、各種行事を開催

し、子ども読書活動推進のための取り組みを行う。

計画額 0 0 22

H27-30

事

業

概

要

市民に必要な情報を提供するとともに、生涯学習の拠点として志度図書館を

管理運営するための事業である。

決算額 0 0

決算額

16,081 16,103

16,103

16,081 16,103

当初予算額

計画額 0 0 22

当初予算額 0 0 22 16,081

H29

資料を収集・保存し、市民に必要な情報を提供する。また、各種行事を開催

し、子ども読書活動推進のための取り組みを行う。

計画額 0 0 22 16,081 16,103

決算額

当初予算額

H28

資料を収集・保存し、市民に必要な情報を提供する。また、各種行事を開催

し、子ども読書活動推進のための取り組みを行う。

決算額

H30

資料を収集・保存し、市民に必要な情報を提供する。また、各種行事を開催

し、子ども読書活動推進のための取り組みを行う。

計画額 0 0 22

決算額

16,081 16,103

当初予算額
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基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

雨滝自然科学館事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

目 35 資料館費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 30 社会教育費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 37,276 37,276

当初予算額 0 0 0 9,227 9,227

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

雨滝自然科学館の最低限の維持管理業務、自然科学館としての企画運営に係

る業務を行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

四国内でも特筆すべき自然科学系の施設であり、世界最古のナマズ科化石を始め

とする動植物化石の宝庫である雨滝山周辺の自然環境を次の世代に伝えるため、

地域の資料を収集・展示をし、普及活動に努める。また、学校関係への体験学習

を実施することを通して子どもたちが地域の自然を考えるきっかけづくりを提供する。

決算額 0 0

決算額

9,227 9,227

9,227

9,227 9,227

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 9,227

H29

雨滝自然科学館の最低限の維持管理業務、自然科学館としての企画運営に係

る業務を行う。

計画額 0 0 0 9,411 9,411

決算額

当初予算額

H28

雨滝自然科学館の最低限の維持管理業務、自然科学館としての企画運営に係

る業務を行う。

決算額

H30

雨滝自然科学館の最低限の維持管理業務、自然科学館としての企画運営に係

る業務を行う。

計画額 0 0 0

決算額

9,411 9,411

当初予算額

基本目標4- 66



基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

津田郷土館管理事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

目 35 資料館費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 30 社会教育費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 1,594 1,594

当初予算額 0 0 0 395 395

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

津田郷土館の最低限の維持管理費。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

津田地区を中心とする貴重な歴史資料を保管展示するための事業。

決算額 0 0

決算額

395 395

395

395 395

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 395

H29

津田郷土館の最低限の維持管理費。

計画額 0 0 0 402 402

決算額

当初予算額

H28

津田郷土館の最低限の維持管理費。

決算額

H30

津田郷土館の最低限の維持管理費。

計画額 0 0 0

決算額

402 402

当初予算額

基本目標4- 67



基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

さぬき市歴史民俗資料館管理事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

目 35 資料館費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 30 社会教育費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

320 13,658 13,978

当初予算額 0 0 80 3,381 3,461

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

さぬき市歴史民俗資料館の最低限の維持管理業務。資料館として地域の貴

重な資料を保管展示するための業務、企画運営に係る業務を行う。

計画額 0 0 80

H27-30

事

業

概

要

本市唯一の歴史民俗資料館として、所蔵する資料の展示の充実をさせ、地域

に伝承され続ける歴史、民俗を次の世代に伝えるため、地域の資料を収集・展

示をし、普及活動に努める。また、学校関係への学習見学を実施することを通

して子どもたちが地域の歴史、民俗を考えるきっかけづくりを提供する。

決算額 0 0

決算額

3,381 3,461

3,461

3,381 3,461

当初予算額

計画額 0 0 80

当初予算額 0 0 80 3,381

H29

さぬき市歴史民俗資料館の最低限の維持管理業務。資料館として地域の貴

重な資料を保管展示するための業務、企画運営に係る業務を行う。

計画額 0 0 80 3,448 3,528

決算額

当初予算額

H28

さぬき市歴史民俗資料館の最低限の維持管理業務。資料館として地域の貴

重な資料を保管展示するための業務、企画運営に係る業務を行う。

決算額

H30

さぬき市歴史民俗資料館の最低限の維持管理業務。資料館として地域の貴

重な資料を保管展示するための業務、企画運営に係る業務を行う。

計画額 0 0 80

決算額

3,448 3,528

当初予算額

基本目標4- 68



基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

門入工房管理事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

目 40 文化振興費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 30 社会教育費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 770 770

当初予算額 0 0 0 191 191

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

施設の維持管理をする。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

施設管理を行うと共に市内文化芸術関係者及び文化団体等の連携、創作意

欲の助長と活動育成を図る。

決算額 0 0

決算額

191 191

191

191 191

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 191

H29

施設の維持管理をする。

計画額 0 0 0 194 194

決算額

当初予算額

H28

施設の維持管理をする。

決算額

H30

施設の維持管理をする。

計画額 0 0 0

決算額

194 194

当初予算額

基本目標4- 69



基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

社会体育施設管理事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

目 8 体育施設管理費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 35 保健体育費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

13,268 43,257 56,525

当初予算額 0 0 3,317 11,074 14,391

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

利用者に安心・安全な施設を提供するための維持修繕を行う。

計画額 0 0 3,317

H27-30

事

業

概

要

生涯スポーツの振興・普及のための拠点施設である社会体育施設の維持管理

を行い、健康で活力と活気にあふれた街づくりの創生を行う。

決算額 0 0

決算額

11,074 14,391

14,391

10,663 13,980

当初予算額

計画額 0 0 3,317

当初予算額 0 0 3,317 11,074

H29

利用者に安心・安全な施設を提供するための維持修繕を行う。

計画額 0 0 3,317 10,760 14,077

決算額

当初予算額

H28

利用者に安心・安全な施設を提供するための維持修繕を行う。

決算額

H30

利用者に安心・安全な施設を提供するための維持修繕を行う。

計画額 0 0 3,317

決算額

10,760 14,077

当初予算額

基本目標4- 70



8,620 10,769

当初予算額H30

安心・安全な施設を住民に提供するための維持修繕を行う。

計画額 0 0 2,149

決算額

H29

安心・安全な施設を住民に提供するための維持修繕を行う。

計画額 0 0 2,149 8,620 10,769

決算額

当初予算額

H28

安心・安全な施設を住民に提供するための維持修繕を行う。

決算額

当初予算額 0 0 2,149 8,544 10,693

8,544 10,693

当初予算額

計画額 0 0 2,149

0 0

H27

事

業

説

明

安心・安全な施設を住民に提供するための維持修繕を行う。

計画額 0 0 2,149

H27-30

事

業

概

要

学校体育施設を地域住民に開放し、生涯スポーツ、青少年の健全育成の推

進を図り、住民の健康体力づくりの拠点施設として活用するための維持管理を

行う。

決算額 0 0

決算額

8,544 10,693

8,596 34,328 42,924

当初予算額 0 0 2,149 8,544 10,693

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

3 ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

目 8 体育施設管理費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 35 保健体育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

学校開放施設管理事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 71



7,750 9,456

当初予算額H30

水泳教室・カヌー教室・アクアフィットネス教室または親子キャンプ等を通じて、次世代を

担う子供たちの健やかな心や体の育成及び地域の健康の増進、さらに四国ブロックマリン

スポーツ大会等のマリンスポーツ大会活動をとおして向上心や競争心の養成、四国内の

こどもたちの相互の親睦・交流を図り様々なより広い視野をもってもらうことを目的とす

る。

計画額 0 0 1,706

決算額

H29

水泳教室・カヌー教室・アクアフィットネス教室または親子キャンプ等を通じて、次世代を

担う子供たちの健やかな心や体の育成及び地域の健康の増進、さらに四国ブロックマリン

スポーツ大会等のマリンスポーツ大会活動をとおして向上心や競争心の養成、四国内の

こどもたちの相互の親睦・交流を図り様々なより広い視野をもってもらうことを目的とす

る。

計画額 0 0 1,706 7,750 9,456

決算額

当初予算額

H28

水泳教室・カヌー教室・アクアフィットネス教室または親子キャンプ等を通じて、次世代を

担う子供たちの健やかな心や体の育成及び地域の健康の増進、さらに四国ブロックマリン

スポーツ大会等のマリンスポーツ大会活動をとおして向上心や競争心の養成、四国内の

こどもたちの相互の親睦・交流を図り様々なより広い視野をもってもらうことを目的とす

る。

決算額

当初予算額 0 0 1,706 7,636 9,342

7,682 9,388

当初予算額

計画額 0 0 1,706

0 0

H27

事

業

説

明

水泳教室・カヌー教室・アクアフィットネス教室または親子キャンプ等を通じて、次世代を

担う子供たちの健やかな心や体の育成及び地域の健康の増進、さらに四国ブロックマリン

スポーツ大会等のマリンスポーツ大会活動をとおして向上心や競争心の養成、四国内の

こどもたちの相互の親睦・交流を図り様々なより広い視野をもってもらうことを目的とす

る。

計画額 0 0 1,706

H27-30

事

業

概

要

カヌーや水泳等の海洋性スポーツレクリエーションを通じて、青少年の健全育成

と幼児から高齢者までの健康づくりの拠点としての施設整備や維持管理、また

更なる事業規模の拡大振興を図る。

決算額 0 0

決算額

7,636 9,342

6,824 30,818 37,642

当初予算額 0 0 1,706 7,636 9,342

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

3 ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

目 35 海洋センター管理費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 35 保健体育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

Ｂ＆Ｇ海洋センター管理運営

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 72



45,630 46,166

当初予算額H30

指定管理者と一体となって、利用者が安全・快適に利用できるよう施設設備の

修繕を行う。なお、危険な遊具等を撤去し、安心で安全な施設の提供を図る。

また、住民に交流と憩いの場を提供し、健康で活力ある街づくりに努める。

計画額 0 0 536

決算額

H29

指定管理者と一体となって、利用者が安全・快適に利用できるよう施設設備の

修繕を行う。なお、危険な遊具等を撤去し、安心で安全な施設の提供を図る。

また、住民に交流と憩いの場を提供し、健康で活力ある街づくりに努める。

計画額 0 0 536 45,630 46,166

決算額

当初予算額

H28

指定管理者と一体となって、利用者が安全・快適に利用できるよう施設設備の

修繕を行う。なお、危険な遊具等を撤去し、安心で安全な施設の提供を図る。

また、住民に交流と憩いの場を提供し、健康で活力ある街づくりに努める。

決算額

当初予算額 0 0 536 44,801 45,337

44,801 45,337

当初予算額

計画額 0 0 536

0 0

H27

事

業

説

明

指定管理者と一体となって、利用者が安全・快適に利用できるよう施設設備の

修繕を行う。なお、危険な遊具等を撤去し、安心で安全な施設の提供を図る。

また、住民に交流と憩いの場を提供し、健康で活力ある街づくりに努める。

計画額 0 0 536

H27-30

事

業

概

要

効率的な施設運営のため、指定管理者制度を導入し、生涯スポーツの普及、

振興を図る。また、住民に憩いの場を提供することにより、心に潤いと安らぎのあ

る人づくり・街づくりに努める。

決算額 0 0

決算額

44,801 45,337

2,144 180,862 183,006

当初予算額 0 0 536 44,801 45,337

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

3 ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

目 42 総合運動公園管理費

基本施策

24 (24) 生涯学習・スポーツの推進

項 35 保健体育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

総合運動公園管理事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 73



2,872 2,872

当初予算額H30

文化財保護審議会を定期的に開催し、指定文化財の保護・活用を図ると同

時に指定文化財候補についても現状調査を継続して行う。また、香川県立文

書館との共催事業である古文書講座も継続して開催する。

計画額 0 0 0

決算額

H29

文化財保護審議会を定期的に開催し、指定文化財の保護・活用を図ると同

時に指定文化財候補についても現状調査を継続して行う。また、香川県立文

書館との共催事業である古文書講座も継続して開催する。

計画額 0 0 0 2,872 2,872

決算額

当初予算額

H28

文化財保護審議会を定期的に開催し、指定文化財の保護・活用を図ると同

時に指定文化財候補についても現状調査を継続して行う。また、香川県立文

書館との共催事業である古文書講座も継続して開催する。

決算額

当初予算額 0 0 9 2,816 2,825

2,816 2,816

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

文化財保護審議会を定期的に開催し、指定文化財の保護・活用を図ると同

時に指定文化財候補についても現状調査を継続して行う。また、香川県立文

書館との共催事業である古文書講座も継続して開催する。

計画額 0 0 9

H27-30

事

業

概

要

市内にある指定文化財を中心とした保護・活用を図るための事業

決算額 0 0

決算額

2,816 2,825

9 11,376 11,385

当初予算額 0 0 9 2,816 2,825

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①文化財の保存と活用

目 15 文化財保護費

基本施策

25 (25) 歴史・文化の伝承

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

文化財保護事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 74



2,066 2,140

当初予算額H30

うのべ山古墳をはじめとする指定史跡の最小限の草刈を行い、史跡の環境整

備を行う。

計画額 74 0 0

決算額

H29

うのべ山古墳をはじめとする指定史跡の最小限の草刈を行い、史跡の環境整

備を行う。

計画額 74 0 0 2,066 2,140

決算額

当初予算額

H28

うのべ山古墳をはじめとする指定史跡の最小限の草刈を行い、史跡の環境整

備を行う。

決算額

当初予算額 74 0 0 2,026 2,100

2,026 2,100

当初予算額

計画額 74 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

うのべ山古墳をはじめとする指定史跡の最小限の草刈を行い、史跡の環境整

備を行うとともに、雨滝城跡の案内板の改修、志度寺縁起絵図修復に伴う事

業者への負担金。

計画額 74 0 0

H27-30

事

業

概

要

指定文化財を後世に伝えるために適切な補修や環境整備を図るための事業。

決算額 0 0

決算額

2,026 2,100

0 8,184 8,480

当初予算額 74 0 0 2,026 2,100

計画額 296 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①文化財の保存と活用

目 15 文化財保護費

基本施策

25 (25) 歴史・文化の伝承

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

文化財保全事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 75



914 914

当初予算額H30

国指定史跡である「富田茶臼山古墳」の草刈等を行い、現状保護に努める。

計画額 0 0 0

決算額

H29

国指定史跡である「富田茶臼山古墳」の草刈等を行い、現状保護に努める。

計画額 0 0 0 914 914

決算額

当初予算額

H28

国指定史跡である「富田茶臼山古墳」の草刈等を行い、現状保護に努める。

決算額

当初予算額 0 0 0 896 896

896 896

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

国指定史跡である「富田茶臼山古墳」の草刈等を行い、現状保護に努める。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

富田茶臼山古墳をはじめ通池公園も含めた施設の維持管理。

決算額 0 0

決算額

896 896

0 3,620 3,620

当初予算額 0 0 0 896 896

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①文化財の保存と活用

目 15 文化財保護費

基本施策

25 (25) 歴史・文化の伝承

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

富田茶臼山古墳管理事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 76



1,002 1,002

当初予算額H30

旧恵利家住宅の最低限の維持管理業務。管理員の人件費、光熱水費、修

繕費等の維持管理に必要な経費。

計画額 0 0 0

決算額

H29

旧恵利家住宅の最低限の維持管理業務。管理員の人件費、光熱水費、修

繕費等の維持管理に必要な経費。

計画額 0 0 0 1,002 1,002

決算額

当初予算額

H28

旧恵利家住宅の最低限の維持管理業務。管理員の人件費、光熱水費、修

繕費等の維持管理に必要な経費。

決算額

当初予算額 0 0 0 982 982

982 982

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

旧恵利家住宅の最低限の維持管理業務。管理員の人件費、光熱水費、修

繕費等の維持管理に必要な経費。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

国指定文化財である旧恵利家住宅の管理・公開によって、見学者が市の歴史

に触れる場を確保し、より深く先人が歩んだ歴史についての理解を深める場を提

供する。

決算額 0 0

決算額

982 982

0 3,968 3,968

当初予算額 0 0 0 982 982

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①文化財の保存と活用

目 15 文化財保護費

基本施策

25 (25) 歴史・文化の伝承

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

旧恵利家住宅管理事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 77



3,751 3,751

当初予算額H30

おへんろ交流サロンの展示運営に関する業務、国指定建造物の細川家住宅の

最小限の維持管理業務。

計画額 0 0 0

決算額

H29

おへんろ交流サロンの展示運営に関する業務、国指定建造物の細川家住宅の

最小限の維持管理業務と防災施設修繕。

計画額 0 0 0 4,677 4,677

決算額

当初予算額

H28

おへんろ交流サロンの展示運営に関する業務、国指定建造物の細川家住宅の

最小限の維持管理と共に市指定建造物である納屋の屋根修理業務。

決算額

当初予算額 0 0 0 3,677 3,677

5,677 5,677

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

おへんろ交流サロンの展示運営に関する業務、国指定建造物の細川家住宅の

最小限の維持管理業務。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

四国遍路文化資料の貴重な歴史的資料に見学者が触れることを目的に保

管・展示を行い、市の歴史について理解を深めるための場を確保するとともに、

全国に向けて四国遍路の情報発信を行う。また、遍路道沿いにある国指定文

化財である細川家住宅の屋根修理を行い、貴重な歴史資料を保護する。

決算額 0 0

決算額

3,677 3,677

0 17,782 17,782

当初予算額 0 0 0 3,677 3,677

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①文化財の保存と活用

目 15 文化財保護費

基本施策

25 (25) 歴史・文化の伝承

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

文化財施設管理事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 78



823 4,113

当初予算額H30

津田古墳群の指定範囲を有効活用するために、公有地化を行う。

計画額 3,290 0 0

決算額

H29

津田古墳群の指定範囲を有効活用するために、公有地化を行う。

計画額 2,341 0 0 586 2,927

決算額

当初予算額

H28

津田古墳群の指定範囲を有効活用するために、公有地化を行う。

決算額

当初予算額 3,717 0 930 0 4,647

1,330 6,650

当初予算額

計画額 5,320 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

津田古墳群の指定範囲を有効活用するために、公有地化を行う。

計画額 3,717 0 930

H27-30

事

業

概

要

津田古墳群指定範囲の公有地買上げ事業。

決算額 0 0

決算額

0 4,647

930 2,739 18,337

当初予算額 3,717 0 930 0 4,647

計画額 14,668 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①文化財の保存と活用

目 15 文化財保護費

基本施策

25 (25) 歴史・文化の伝承

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

史跡等購入事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 79



5,000 5,000

当初予算額H30

保存管理計画に基づいて、津田古墳群の保全整備を実施する。

計画額 0 0 0

決算額

H29

保存管理計画に基づいて、津田古墳群の保全整備を実施する。

計画額 0 0 0 5,000 5,000

決算額

当初予算額

H28

津田古墳群を有効活用するための基本方針を策定するために保存管理計画

を作成する業務で、印刷製本費、現地調査費を行い、保存管理計画書を刊

行する。

決算額

当初予算額 0 0 0 304 304

1,924 1,924

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

津田古墳群を有効活用するための基本方針を策定するために保存管理計画

を作成する業務。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

国史跡となった津田古墳群を本市の歴史財産として有効活用を図るための事

業。

決算額 0 0

決算額

304 304

0 12,228 12,228

当初予算額 0 0 0 304 304

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①文化財の保存と活用

目 15 文化財保護費

基本施策

25 (25) 歴史・文化の伝承

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

津田古墳群保存整備事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 80



0 0

当初予算額H30 ―

計画額 0 0 0

決算額

H29 ―

計画額 0 0 0 0 0

決算額

当初予算額

H28 ―

決算額

当初予算額 0 0 0 35,033 35,033

0 0

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

平成２７年度は、前年度に引き続き、原稿執筆の基になる旧町の関係資料を

収集し、刊行に向けて原稿の作成及び編さん委員会での協議確認を行う。

※さぬき市史編纂事業は平成２７年度に終了する予定。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

各旧町史が編纂された後の歴史の空白を埋めた「補遺」を編纂する。

決算額 0 0

決算額

35,033 35,033

0 35,033 35,033

当初予算額 0 0 0 35,033 35,033

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②地域の歴史と伝統文化の伝承

目 10 文書広報費

基本施策

25 (25) 歴史・文化の伝承

項 5 総務管理費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

さぬき市史編纂事業

担当課 秘書広報課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 81



12,201 12,201

当初予算額H30

公共事業や民間開発に迅速に対応するための事前調査費、市内に残されてい

る石造物の現状を確認するための確認調査費。

計画額 0 0 0

決算額

H29

公共事業や民間開発に迅速に対応するための事前調査費、市内に残されてい

る石造物の現状を確認するための確認調査費。

計画額 0 0 0 12,201 12,201

決算額

当初予算額

H28

公共事業や民間開発に迅速に対応するための事前調査費、市内に残されてい

る石造物の現状を確認するための確認調査費。

決算額

当初予算額 0 0 0 11,667 11,667

11,967 11,967

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

公共事業や民間開発に迅速に対応するための事前調査費、市内に残されてい

る石造物の現状を確認するための確認調査費。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

公共事業をはじめとする開発計画に円滑に対応すると共に、市内に残されてい

る石造物の現状を確認するための事業。

決算額 0 0

決算額

11,667 11,667

0 48,036 48,036

当初予算額 0 0 0 11,667 11,667

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②地域の歴史と伝統文化の伝承

目 15 文化財保護費

基本施策

25 (25) 歴史・文化の伝承

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

発掘調査事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 82



898 898

当初予算額H30

文化財保護活動を行う市文化財保護協会、県指定無形文化財「南川太鼓」

保存会、市指定無形文化財「お大師山火祭り」保存会、「筒野虎獅子」保存

会への保存継承活動のための助成業務。

計画額 0 0 0

決算額

H29

文化財保護活動を行う市文化財保護協会、県指定無形文化財「南川太鼓」

保存会、市指定無形文化財「お大師山火祭り」保存会、「筒野虎獅子」保存

会への保存継承活動のための助成業務。

計画額 0 0 0 898 898

決算額

当初予算額

H28

文化財保護活動を行う市文化財保護協会、県指定無形文化財「南川太鼓」

保存会、市指定無形文化財「お大師山火祭り」保存会、「筒野虎獅子」保存

会への保存継承活動のための助成業務。

決算額

当初予算額 0 0 0 880 880

880 880

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

文化財保護活動を行う市文化財保護協会、県指定無形文化財「南川太鼓」

保存会、市指定無形文化財「お大師山火祭り」保存会、「筒野虎獅子」保存

会への保存継承活動のための助成業務。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

文化財保護関係団体の保護継承活動を活発化することにより、文化財保護

意識及び市民への普及活動を効果的に行う。

決算額 0 0

決算額

880 880

0 3,556 3,556

当初予算額 0 0 0 880 880

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②地域の歴史と伝統文化の伝承

目 15 文化財保護費

基本施策

25 (25) 歴史・文化の伝承

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

文化財保護団体支援事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 83



1,222 1,222

当初予算額H30

過去の発掘調査で出土した土器等を分類・整理して、市内の歴史財産として

有効活用を図るために遺物台帳を作成する業務。

計画額 0 0 0

決算額

H29

過去の発掘調査で出土した土器等を分類・整理して、市内の歴史財産として

有効活用を図るために遺物台帳を作成する業務。

計画額 0 0 0 1,222 1,222

決算額

当初予算額

H28

過去の発掘調査で出土した土器等を分類・整理して、市内の歴史財産として

有効活用を図るために遺物台帳を作成する業務。

決算額

当初予算額 1,198 0 0 1,198 2,396

1,198 1,198

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

過去の発掘調査で出土した土器等を分類・整理して、市内の歴史財産として

有効活用を図るために遺物台帳を作成する業務。

計画額 1,198 0 0

H27-30

事

業

概

要

過去の発掘調査で出土した土器等を再整理し、市内の歴史を物語る貴重な

歴史資料を有効活用するための事業。

決算額 0 0

決算額

1,198 2,396

0 4,840 6,038

当初予算額 1,198 0 0 1,198 2,396

計画額 1,198 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

3 ③文化活動の推進と優れた芸術に触れる機会の提供

目 15 文化財保護費

基本施策

25 (25) 歴史・文化の伝承

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

公開活用事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 84



2,200 2,200

当初予算額H30

市民文化祭を実施するために、さぬき市民文化祭実行委員会に助成金を交

付する。

計画額 0 0 0

決算額

H29

市民文化祭を実施するために、さぬき市民文化祭実行委員会に助成金を交

付する。

計画額 0 0 0 2,200 2,200

決算額

当初予算額

H28

市民文化祭を実施するために、さぬき市民文化祭実行委員会に助成金を交

付する。

決算額

当初予算額 0 0 0 2,200 2,200

2,200 2,200

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

市民文化祭を実施するために、さぬき市民文化祭実行委員会に助成金を交

付する。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

旧５町ごとに市民文化祭を実施、発表の場所や機会を提供し市の文化振興を

図る。

決算額 0 0

決算額

2,200 2,200

0 8,800 8,800

当初予算額 0 0 0 2,200 2,200

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

3 ③文化活動の推進と優れた芸術に触れる機会の提供

目 40 文化振興費

基本施策

25 (25) 歴史・文化の伝承

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

市民文化祭助成事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 85



3,602 3,881

当初予算額H30

管理人２名の交代で館の維持管理と運営を行う。

計画額 0 0 279

決算額

H29

管理人２名の交代で館の維持管理と運営を行う。

計画額 0 0 279 3,602 3,881

決算額

当初予算額

H28

管理人２名の交代で館の維持管理と運営を行う。

決算額

当初予算額 0 0 279 3,532 3,811

3,532 3,811

当初予算額

計画額 0 0 279

0 0

H27

事

業

説

明

管理人２名の交代で館の維持管理と運営を行う。

計画額 0 0 279

H27-30

事

業

概

要

発表の機会と場の提供することにより、芸術文化とのふれあいを深め、人生にゆ

とり潤いを実感できる芸術活動の拠点としての役割りを担う施設として維持管理

と運営を行う。

決算額 0 0

決算額

3,532 3,811

1,116 14,268 15,384

当初予算額 0 0 279 3,532 3,811

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

3 ③文化活動の推進と優れた芸術に触れる機会の提供

目 40 文化振興費

基本施策

25 (25) 歴史・文化の伝承

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

文化資料展示館管理事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 86



0 1,867

当初予算額H30

音楽ホールの維持管理をする。

計画額 0 0 1,867

決算額

H29

音楽ホールの維持管理をする。

計画額 0 0 1,867 0 1,867

決算額

当初予算額

H28

音楽ホールの維持管理をする。

決算額

当初予算額 0 0 1,831 0 1,831

0 1,831

当初予算額

計画額 0 0 1,831

0 0

H27

事

業

説

明

志度音楽ホールは開館２８年が経ち、施設内の設備に不具合が生じてきてい

る。修繕計画に沿って、整備を進めている。

計画額 0 0 1,831

H27-30

事

業

概

要

発表の機会と場の提供をすることより、芸術文化とのふれあいを深め、人生にゆ

とりと潤いを実感できる芸術活動の拠点としての役割を担う施設として維持管理

を行う。

決算額 0 0

決算額

0 1,831

7,396 0 7,396

当初予算額 0 0 1,831 0 1,831

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

3 ③文化活動の推進と優れた芸術に触れる機会の提供

目 40 文化振興費

基本施策

25 (25) 歴史・文化の伝承

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

志度音楽ホール施設整備事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 87



2,482 2,482

当初予算額H30

少年育成センター運営委員会年2回開催し、育成センターの事業内容等につ

いて協議を行う。10月には上半期事業について書面にて中間報告を行う。

計画額 0 0 0

決算額

H29

少年育成センター運営委員会年2回開催し、育成センターの事業内容等につ

いて協議を行う。10月には上半期事業について書面にて中間報告を行う。

計画額 0 0 0 2,478 2,478

決算額

当初予算額

H28

少年育成センター運営委員会年2回開催し、育成センターの事業内容等につ

いて協議を行う。10月には上半期事業について書面にて中間報告を行う。

決算額

当初予算額 0 0 0 2,464 2,464

2,468 2,468

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

少年育成センター運営委員会年2回開催し、育成センターの事業内容等につ

いて協議を行う。10月には上半期事業について書面にて中間報告を行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

育成センターの設置目的に基づき、育成センターの業務に関する基本的な事項

を協議し決定する事業である。

決算額 0 0

決算額

2,464 2,464

0 9,892 9,892

当初予算額 0 0 0 2,464 2,464

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①青少年健全育成活動の推進

目 5 社会教育総務費

基本施策

26 (26) 青少年の健全育成

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

少年育成センター運営事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 88



2,574 2,574

当初予算額H30

日々の街頭補導や巡回及び地域の祭り等の補導巡回に努め、問題行動少年を

早期に発見、学校関係機関と適切な連携を図り、問題行動の立ち直り支援をす

る。また、「子どもＳＯＳ」の設置場所を維持することにより、関係機関や団体・地域

との連携のもと不審者から子どもを守ることを徹底する。

計画額 0 0 0

決算額

H29

日々の街頭補導や巡回及び地域の祭り等の補導巡回に努め、問題行動少年を

早期に発見、学校関係機関と適切な連携を図り、問題行動の立ち直り支援をす

る。また、「子どもＳＯＳ」の設置場所を維持することにより、関係機関や団体・地域

との連携のもと不審者から子どもを守ることを徹底する。

計画額 0 0 0 2,570 2,570

決算額

当初予算額

H28

日々の街頭補導や巡回及び地域の祭り等の補導巡回に努め、問題行動少年を

早期に発見、学校関係機関と適切な連携を図り、問題行動の立ち直り支援をす

る。また、「子どもＳＯＳ」の設置場所を維持することにより、関係機関や団体・地域

との連携のもと不審者から子どもを守ることを徹底する。

決算額

当初予算額 0 0 0 2,560 2,560

2,564 2,564

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

問題行動が見られる少年の低年齢化が言われるなか、日々の街頭補導や巡回及

び地域の祭り等の補導巡回に努め、問題行動少年を早期に発見、学校関係機関

と適切な連携を図り、問題行動の立ち直り支援をする。また、「子どもＳＯＳ」の設置

場所を維持することにより、関係機関や団体・地域との連携のもと不審者から子ども

を守ることを徹底する。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

学校等関係機関、団体との連携により、地域ぐるみの青少年の健全育成を積

極的に推進する。

決算額 0 0

決算額

2,560 2,560

0 10,268 10,268

当初予算額 0 0 0 2,560 2,560

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①青少年健全育成活動の推進

目 5 社会教育総務費

基本施策

26 (26) 青少年の健全育成

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

補導事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 89



236 286

当初予算額H30

広報さぬきに育成センターだよりを毎月掲載。小・中・高生による「子どもの一日補

導員」を実施。また、市内巡回して広報車から青少年健全育成を呼びかけ啓発。

市内小・中学生を対象に青少年健全育成標語を募集し、優秀標語をカレンダーと

して作成。市内全児童・生徒や公民館等公共施設に配布して広報活動を行う。

計画額 50 0 0

決算額

H29

広報さぬきに育成センターだよりを毎月掲載。小・中・高生による「子どもの一日補

導員」を実施。また、市内巡回して広報車から青少年健全育成を呼びかけ啓発。

市内小・中学生を対象に青少年健全育成標語を募集し、優秀標語をカレンダーと

して作成。市内全児童・生徒や公民館等公共施設に配布して広報活動を行う。

計画額 50 0 0 236 286

決算額

当初予算額

H28

広報さぬきに育成センターだよりを毎月掲載。小・中・高生による「子どもの一日補

導員」を実施。また、市内巡回して広報車から青少年健全育成を呼びかけ啓発。

市内小・中学生を対象に青少年健全育成標語を募集し、優秀標語をカレンダーと

して作成。市内全児童・生徒や公民館等公共施設に配布して広報活動を行う。

決算額

当初予算額 50 0 0 230 280

230 280

当初予算額

計画額 50 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

広報さぬきに育成センターだよりを毎月掲載。小・中・高生による「子どもの一日補

導員」を実施。また、市内巡回して広報車から青少年健全育成を呼びかけ啓発。

市内小・中学生を対象に青少年健全育成標語を募集し、優秀標語をカレンダーと

して作成。市内全児童・生徒や公民館等公共施設に配布して広報活動を行う。

計画額 50 0 0

H27-30

事

業

概

要

市民の青少年健全育成に対する意識の高揚に努め、理解と協力を求める事業で

ある。

・小・中学生、高校生による「子どもの一日補導員」を実施し、啓発活動を行う。

・「家族みんなで考える青少年健全育成標語」優秀標語入りカレンダーを作成・配

布し、広報活動を行う。

決算額 0 0

決算額

230 280

0 932 1,132

当初予算額 50 0 0 230 280

計画額 200 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①青少年健全育成活動の推進

目 5 社会教育総務費

基本施策

26 (26) 青少年の健全育成

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

広報啓発・推進事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 90



21,050 21,065

当初予算額H30

安全安心コミュニティシステムおよびＦＭ音声告知放送に係る設備や端末の管

理を行う。

計画額 0 0 15

決算額

H29

安全安心コミュニティシステムおよびＦＭ音声告知放送に係る設備や端末の管

理を行う。

計画額 0 0 15 19,730 19,745

決算額

当初予算額

H28

安全安心コミュニティシステムおよびＦＭ音声告知放送に係る設備や端末の管

理を行う。

信頼性確保のためサーバーの更新を予定している。

決算額

当初予算額 0 0 20 15,785 15,805

42,488 42,503

当初予算額

計画額 0 0 15

0 0

H27

事

業

説

明

安全安心コミュニティシステムおよびＦＭ音声告知放送に係る設備や端末の管

理を行う。

計画額 0 0 20

H27-30

事

業

概

要

安全安心コミュニティシステムの維持管理に関する事業

決算額 0 0

決算額

15,785 15,805

65 99,053 99,118

当初予算額 0 0 20 15,785 15,805

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②健全な社会環境づくり

目 70 コミュニティ放送管理費

基本施策

26 (26) 青少年の健全育成

項 5 総務管理費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

安全安心コミュニティ事業

担当課 地域情報課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 91



2,408 2,408

当初予算額H30

適応指導教室を開設し、学校に登校する意思がありながら登校できない児童・生

徒の学校復帰及び社会的自立をめざし、通級生一人一人に応じた支援を実施。

不登校やいじめ等青少年の問題行動に関する悩みのある保護者や本人を対象に

臨床心理士によるカウンセリングを年１０回実施。来所や少年相談電話による少年

相談を実施し、青少年の悩みや問題行動解消への援助を行う。

計画額 0 0 0

決算額

H29

適応指導教室を開設し、学校に登校する意思がありながら登校できない児童・生

徒の学校復帰及び社会的自立をめざし、通級生一人一人に応じた支援を実施。

不登校やいじめ等青少年の問題行動に関する悩みのある保護者や本人を対象に

臨床心理士によるカウンセリングを年１０回実施。来所や少年相談電話による少年

相談を実施し、青少年の悩みや問題行動解消への援助を行う。

計画額 0 0 0 2,404 2,404

決算額

当初予算額

H28

適応指導教室を開設し、学校に登校する意思がありながら登校できない児童・生

徒の学校復帰及び社会的自立をめざし、通級生一人一人に応じた支援を実施。

不登校やいじめ等青少年の問題行動に関する悩みのある保護者や本人を対象に

臨床心理士によるカウンセリングを年１０回実施。来所や少年相談電話による少年

相談を実施し、青少年の悩みや問題行動解消への援助を行う。

決算額

当初予算額 0 0 0 2,391 2,391

2,395 2,395

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

適応指導教室を開設し、学校に登校する意思がありながら登校できない児童・生

徒の学校復帰及び社会的自立をめざし、通級生一人一人に応じた支援を実施。

不登校やいじめ等青少年の問題行動に関する悩みのある保護者や本人を対象に

臨床心理士によるカウンセリングを年１０回実施。来所や少年相談電話による少年

相談を実施し、青少年の悩みや問題行動解消への援助を行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

学校に登校する意思がありながら、様々な理由で登校できない子どもたち一人一

人に対応した支援を行ったり、少年相談や臨床心理士によるカウンセリングを実施

し、不登校、非行やいじめ等青少年の問題行動解消への援助を行う事業である。

決算額 0 0

決算額

2,391 2,391

0 9,598 9,598

当初予算額 0 0 0 2,391 2,391

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

3 ③相談・支援活動の充実

目 5 社会教育総務費

基本施策

26 (26) 青少年の健全育成

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

教育支援事業

担当課 生涯学習課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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197 197

当初予算額H30

地域の特性及び文化を生かした国際交流や事業を実施し、国際親善を図る。

計画額 0 0 0

決算額

H29

地域の特性及び文化を生かした国際交流や事業を実施し、国際親善を図る。

計画額 0 0 0 197 197

決算額

当初予算額

H28

地域の特性及び文化を生かした国際交流や事業を実施し、国際親善を図る。

決算額

当初予算額 0 0 0 397 397

197 197

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

地域の特性及び文化を生かした国際交流や事業を実施し、国際親善を図る。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

各種の国際交流事業を推進する。

決算額 0 0

決算額

397 397

0 988 988

当初予算額 0 0 0 397 397

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①国際交流活動の推進

目 5 一般管理費

基本施策

27 (27) 交流事業の推進

項 5 総務管理費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

国際交流事業

担当課 秘書広報課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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1,100 1,100

当初予算額H30

平成30年度は、さぬき市交流団が剣淵町を訪問する。

計画額 0 0 0

決算額

H29

平成29年度は、剣淵町交流団の受入れを行う。

計画額 0 0 0 1,500 1,500

決算額

当初予算額

H28

平成28年度は、さぬき市交流団が剣淵町を訪問する。

決算額

当初予算額 0 0 0 1,500 1,500

1,100 1,100

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

平成27年度は、剣淵町交流団の受入れを行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

友好交流都市である北海道剣淵町への訪問とさぬき市への受入れを隔年で交

互に行い、体験学習やホームステイ等の交流を通じてさぬき市の将来を担う児

童の育成を図る。

決算額 0 0

決算額

1,500 1,500

0 5,200 5,200

当初予算額 0 0 0 1,500 1,500

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②国内友好都市等交流事業の推進

目 10 事務局費

基本施策

27 (27) 交流事業の推進

項 5 教育総務費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

姉妹都市等児童交流事業

担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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880 880

当初予算額 0H30

平成２５年度策定の「第２次さぬき市男女共同参画プラン」（平成２６年度～３５

年度）に基づき、さぬき市男女共同参画推進協議会の意見も聞きながら啓発活動

等を実施する。【具体的に内容】講演会の開催、男女共同参画パネル展、市民団

体による自主企画事業への助成、男女共同参画推進市民サポーターとの連携によ

る取組等

計画額 0 0 0

決算額

H29

平成２５年度策定の「第２次さぬき市男女共同参画プラン」（平成２６年度～３５

年度）に基づき、さぬき市男女共同参画推進協議会の意見も聞きながら啓発活動

等を実施する。【具体的に内容】講演会の開催、男女共同参画パネル展、市民団

体による自主企画事業への助成、男女共同参画推進市民サポーターとの連携によ

る取組等

計画額 0 0 0 880 880

決算額

当初予算額 0

H28

平成２５年度策定の「第２次さぬき市男女共同参画プラン」（平成２６年度～３５

年度）に基づき、さぬき市男女共同参画推進協議会の意見も聞きながら啓発活動

等を実施する。【具体的に内容】講演会の開催、男女共同参画パネル展、市民団

体による自主企画事業への助成、男女共同参画推進市民サポーターとの連携によ

る取組等

決算額

当初予算額 0 0 0 886 886

880 880

当初予算額 0

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

平成２５年度策定の「第２次さぬき市男女共同参画プラン」（平成２６年度～３５

年度）に基づき、さぬき市男女共同参画推進協議会の意見も聞きながら啓発活動

等を実施する。【具体的に内容】講演会の開催、男女共同参画パネル展、市民団

体による自主企画事業への助成、男女共同参画推進市民サポーターとの連携によ

る取組等

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

自分らしくともに生きることができるまちを目指して、男女が互いにその人権を尊

重しつつ責任を分かち合い、性別に関わりなく個性と能力を十分に発揮すること

ができる男女共同参画社会の実現に向けた各種の取組を推進していくための

事業である。

決算額 0 0

決算額

886 886

0 3,526 3,526

当初予算額 0 0 0 886 886

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①様々な分野における男女共同参画の推進

目 30 企画費

基本施策

28 (28) 男女共同参画の推進

項 5 総務管理費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

男女共同参画推進事業（あらゆる暴力の根絶関係除く）

担当課 政策課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 95



880 880

当初予算額H30

ＤＶ防止法に基づく女性に対するあらゆる暴力の根絶などをめざし、講演会や

キャンペーンの開催、市民団体の活動支援等を実施し、暴力のないまちづくりを

推進する。

※被害に合われた方等の相談業務は、子育て支援課が所管

計画額 0 0 0

決算額

H29

ＤＶ防止法に基づく女性に対するあらゆる暴力の根絶などをめざし、講演会や

キャンペーンの開催、市民団体の活動支援等を実施し、暴力のないまちづくりを

推進する。

※被害に合われた方等の相談業務は、子育て支援課が所管

計画額 0 0 0 880 880

決算額

当初予算額 0

H28

ＤＶ防止法に基づく女性に対するあらゆる暴力の根絶などをめざし、講演会や

キャンペーンの開催、市民団体の活動支援等を実施し、暴力のないまちづくりを

推進する。

※被害に合われた方等の相談業務は、子育て支援課が所管

決算額

当初予算額 0 0 0 886 886

880 880

当初予算額 0

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

ＤＶ防止法に基づく女性に対するあらゆる暴力の根絶などをめざし、講演会や

キャンペーンの開催、市民団体の活動支援等を実施し、暴力のないまちづくりを

推進する。

※被害に合われた方等の相談業務は、子育て支援課が所管

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

自分らしくともに生きることができるまちを目指して、男女が互いにその人権を尊

重しつつ責任を分かち合い、性別に関わりなく個性と能力を十分に発揮すること

ができる男女共同参画社会の実現に向けた各種の取組を推進していくための

事業である。※事業費再掲

決算額 0 0

決算額

886 886

0 3,526 3,526

当初予算額 0 0 0 886 886

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②あらゆる暴力の根絶

目 30 企画費

基本施策

28 (28) 男女共同参画の推進

項 5 総務管理費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

男女共同参画推進事業（あらゆる暴力の根絶関係）

担当課 政策課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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9,800 10,200

当初予算額H30

市民・企業・市職員等一人ひとりの人権意識の高揚を図るため、講演会・研

修・キャンペーン等を行う。人権・同和問題市民意識調査を行い、過去の調査

結果を踏まえ、事業内容の見直しを行う。 ２市１町人権・同和問題担当者会

として、県外等の取組に学ぶため、研修を行う。

計画額 400 0 0

決算額

H29

市民・企業・市職員等一人ひとりの人権意識の高揚を図るため、講演会・研

修・キャンペーン等を行う。

計画額 400 0 0 8,200 8,600

決算額

当初予算額

H28

市民・企業・市職員等一人ひとりの人権意識の高揚を図るため、講演会・研

修・キャンペーン等を行う。２市１町人権・同和問題担当者会として、県外等の

取組に学ぶため、研修を行う。

決算額

当初予算額 474 0 0 8,235 8,709

8,500 8,900

当初予算額

計画額 400 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

市民・企業・市職員等一人ひとりの人権意識の高揚を図るため、講演会・研

修・キャンペーン等を行う。

計画額 474 0 0

H27-30

事

業

概

要

市民一人ひとりが人権意識の高揚に努めるとともに相互理解を深め、部落差

別をはじめとするあらゆる差別のない明るい社会の実現に向けて取り組む。

決算額 0 0

決算額

8,235 8,709

0 34,735 36,409

当初予算額 474 0 0 8,235 8,709

計画額 1,674 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①人権教育・啓発活動の推進と充実

目 30 人権推進費

基本施策

29 (29) 人権教育の推進

項 5 社会福祉費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名

同和対策事業

担当課 人権推進課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名

保育所人権教育事業

担当課 子育て支援課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①人権教育・啓発活動の推進と充実

目 15 公立保育所費

基本施策

29 (29) 人権教育の推進

項 10 児童福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 3,186 3,186

当初予算額 0 0 0 786 786

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

県内外で行われる保育所職員を対象とした人権教育に関する研修会への参

加促進を図る。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

保育所人権教育事業は、「保育所保育指針」に基づき、保育所職員を対象と

する人権教育の推進を図るものである。

決算額 0 0

決算額

786 786

786

800 800

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 786

H29

県内外で行われる保育所職員を対象とした人権教育に関する研修会への参

加促進を図る。

計画額 0 0 0 800 800

決算額

当初予算額

H28

県内外で行われる保育所職員を対象とした人権教育に関する研修会への参

加促進を図る。

決算額

H30

県内外で行われる保育所職員を対象とした人権教育に関する研修会への参

加促進を図る。

計画額 0 0 0

決算額

800 800

当初予算額
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900 900

当初予算額H30

大会参加によって人権・同和教育に関する事業を推進する。

・香川県人権・同和教育研究大会

・人権・同和教育指導者研修会

・四国地区人権教育研究大会

・全国人権・同和教育研究大会

計画額 0 0 0

決算額

H29

大会参加によって人権・同和教育に関する事業を推進する。

・香川県人権・同和教育研究大会

・人権・同和教育指導者研修会

・四国地区人権教育研究大会

・全国人権・同和教育研究大会

計画額 0 0 0 900 900

決算額

当初予算額

H28

大会参加によって人権・同和教育に関する事業を推進する。

・香川県人権・同和教育研究大会

・人権・同和教育指導者研修会

・四国地区人権教育研究大会

・全国人権・同和教育研究大会

決算額

当初予算額 0 0 0 903 903

900 900

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

大会参加によって人権・同和教育に関する事業を推進する。

・香川県人権・同和教育研究大会

・人権・同和教育指導者研修会

・四国地区人権教育研究大会

・全国人権・同和教育研究大会

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

学校教職員等に対する人権・同和教育を推進するため、研修会及び研究大会へ

の参加を支援する。

決算額 0 0

決算額

903 903

0 3,603 3,603

当初予算額 0 0 0 903 903

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①人権教育・啓発活動の推進と充実

目 20 人権教育費

基本施策

29 (29) 人権教育の推進

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

研修会・研究大会等開催参加事業

担当課 人権推進課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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1,070 1,070

当初予算額H30

各種研修会に参加し、人権意識・人権感覚を身につける。

・全国人権保育研究集会　・四国地区人権教育研究大会　・香川県就学前人

権教育研究集会　・全国人権保育研究集会　・全国人権・同和教育研究大会

・全人教教育課題別研究会　・さぬき市人権まなび講座先進地視察（隔年実施）

他

計画額 0 0 0

決算額

H29

各種研修会に参加し、人権意識・人権感覚を身につける。

・全国人権保育研究集会　・四国地区人権教育研究大会　・香川県就学前人

権教育研究集会　・全国人権保育研究集会　・全国人権・同和教育研究大会

・全人教教育課題別研究会　・さぬき市人権まなび講座先進地視察（隔年実施）

他

計画額 0 0 0 1,070 1,070

決算額

当初予算額

H28

各種研修会に参加し、人権意識・人権感覚を身につける。

・全国人権保育研究集会　・四国地区人権教育研究大会　・香川県就学前人

権教育研究集会　・全国人権保育研究集会　・全国人権・同和教育研究大会

・全人教教育課題別研究会　・さぬき市人権まなび講座先進地視察（隔年実施）

他

決算額

当初予算額 0 0 0 1,073 1,073

1,070 1,070

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

各種研修会に参加し、人権意識・人権感覚を身につける。

・全国人権保育研究集会　・四国地区人権教育研究大会　・香川県就学前人

権教育研究集会　・全国人権保育研究集会　・全国人権・同和教育研究大会

・全人教教育課題別研究会　・さぬき市人権まなび講座先進地視察（隔年実施）

他

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

人権・同和教育指導者に対する資質向上のため、研修会及び研究大会への参加

支援をする。

決算額 0 0

決算額

1,073 1,073

0 4,283 4,283

当初予算額 0 0 0 1,073 1,073

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①「生きる力」を育む学校教育の充実

目 20 人権教育費

基本施策

22 (22) 学校教育の充実

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

人権同和教育指導者資質向上事業

担当課 人権推進課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 100



900 900

当初予算額H30

犯罪者等の更生に向けた保護観察を始め、社会を明るくする運動・中学校弁論大

会等を開催し、犯罪や非行のない明るい社会づくりを進める。また、更生保護施設

や矯正施設からの一日も早い社会復帰への支援として、各施設の行事への参加

等を行う。保護司会、更生保護女性会等人権関係団体の県外研修を実施し、

先進地の取組に学ぶとともに、団体間の意見交換を図る。

計画額 0 0 0

決算額

H29

犯罪者等の更生に向けた取り組みである保護観察を始め、社会を明るくする運動

及び中学校弁論大会等を開催し、犯罪や非行のない明るい社会づくりを進める。ま

た、更生保護施設や矯正施設からの一日も早い社会復帰への支援として、各施

設の行事への参加等を行う。

計画額 0 0 0 670 670

決算額

当初予算額

H28

犯罪者等の更生に向けた保護観察を始め、社会を明るくする運動・中学校弁論大

会等を開催し、犯罪や非行のない明るい社会づくりを進める。また、更生保護施設

や矯正施設からの一日も早い社会復帰への支援として、各施設の行事への参加

等を行う。保護司会、更生保護女性会等人権関係団体の県外研修を実施し、

先進地の取組に学ぶとともに、団体間の意見交換を図る。

決算額

当初予算額 0 0 0 670 670

900 900

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

保護司会については、犯罪者等の更生に向けた取り組みである保護観察を始め、

社会を明るくする運動及び中学校弁論大会等を開催し、犯罪や非行のない明るい

社会づくりを進める。更生保護女性会は、保護司会の取り組みである保護観察に

協力しながら、更生保護施設や矯正施設からの一日も早い社会復帰への支援とし

て、食事づくりや各施設の行事への参加などを行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

保護司法に基づき、犯罪者等の改善・更生を助け、犯罪予防に努めている保護司

に対して協力・支援を行う。

決算額 0 0

決算額

670 670

0 3,140 3,140

当初予算額 0 0 0 670 670

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②人権問題に関する相談体制の充実

目 30 人権推進費

基本施策

29 (29) 人権教育の推進

項 5 社会福祉費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名

更生保護事業

担当課 人権推進課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 101



4,700 12,138

当初予算額H30

市民からの結婚や就職等に対する相談や小中学校の学習会、夏・冬のつどい等の

地域交流・異学年交流を行い、部落差別をはじめとした様々な人権問題の解消に

向け取り組みを進める。また、高齢化社会が進む中、市民への福祉的援助・指導

として、市民の福祉の向上が図られる施設として運営を行う。隣保館運営審議会と

して、先進地での取組を学ぶため、県外研修を実施する。

計画額 6,898 0 540

決算額

H29

市民からの結婚や就職等に対する相談や小中学校の学習会、夏・冬のつどい等の

地域交流・異学年交流を行い、部落差別をはじめとした様々な人権問題の解消に

向け取り組みを進める。また、高齢化社会が進む中、市民への福祉的援助・指導

として、市民の福祉の向上が図られる施設として運営を行う。

計画額 6,898 0 540 4,100 11,538

決算額

当初予算額

H28

市民からの結婚や就職等に対する相談や小中学校の学習会、夏・冬のつどい等の

地域交流・異学年交流を行い、部落差別をはじめとした様々な人権問題の解消に

向け取り組みを進める。また、高齢化社会が進む中、市民への福祉的援助・指導

として、市民の福祉の向上が図られる施設として運営を行う。隣保館運営審議会と

して、先進地での取組を学ぶため、県外研修を実施する。

決算額

当初予算額 6,898 0 540 4,159 11,597

4,700 12,138

当初予算額

計画額 6,898 0 540

0 0

H27

事

業

説

明

市民からの結婚や就職等に対する相談や小中学校の学習会、夏・冬のつどい等の

地域交流・異学年交流を行い、部落差別をはじめとした様々な人権問題の解消に

向け取り組みを進める。また、高齢化社会が進む中、市民への福祉的援助・指導

として、市民の福祉の向上が図られる施設として運営を行う。

計画額 6,898 0 540

H27-30

事

業

概

要

隣保館が地域のコミニュテイーセンターとなれるよう、各種クラブ活動や教養文化活

動などを実施し、地域住民の生活要求に根ざした活動を広める。また、住民の自

主的な活動を促進し、社会自立と部落解放への意欲を高める。

決算額 0 0

決算額

4,159 11,597

2,160 17,659 47,411

当初予算額 6,898 0 540 4,159 11,597

計画額 27,592 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

3 ③啓発活動拠点施設の活用

目 35 隣保館費

基本施策

29 (29) 人権教育の推進

項 5 社会福祉費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名

隣保館運営事業

担当課 人権推進課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 102



336 336

当初予算額H30

教育集会所の適切な維持管理を行う。

計画額 0 0 0

決算額

H29

教育集会所の適切な維持管理を行う。

計画額 0 0 0 336 336

決算額

当初予算額

H28

教育集会所の適切な維持管理を行う。

決算額

当初予算額 0 0 0 336 336

336 336

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

教育集会所の適切な維持管理を行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

教育集会所の維持管理をする。

決算額 0 0

決算額

336 336

0 1,344 1,344

当初予算額 0 0 0 336 336

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

3 ③啓発活動拠点施設の活用

目 20 人権教育費

基本施策

29 (29) 人権教育の推進

項 30 社会教育費

基本目標

4 Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

教育集会所管理事業

担当課 人権推進課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標4- 103



人と地球にやさしいまち

基本目標５



総合計画上の位置付け 一般会計

基本目標

5 Ⅴ人と地球にやさしいまち

款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名

環境エネルギー対策事業（環境保全関係）

担当課 生活環境課

1会計

主要施策

1 ①環境保全意識の高揚と活動の推進

目 20 環境衛生費

基本施策

30 (30) 自然環境との共生

項 5 保健衛生費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 3,629 3,629

当初予算額 0 0 0 3,329 3,329

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

平成２１年３月策定の「さぬき市環境基本計画」の計画期間終了に伴い、環

境基本調査及びアンケートを実施し、現在の環境状況を把握し、今後の課題

やそれを実現するための施策を検証し、新たな基本計画の策定を行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

地球温暖化対策などの環境問題への対応が重要視されている中、エネルギー

政策の転換が必要となっており、環境負荷の低減につながる再生可能エネル

ギーの導入促進及び環境基本計画の見直しを行うことで、今後の課題やそれを

実現するための施策を検証する。

決算額 0 0

決算額

3,329 3,329

3,329

100 100

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 3,329

H29

「さぬき市環境基本計画」に基づいた、快適な環境の確保や環境への負荷低

減に取り組む意識づくりについて、市民、事業者に対して啓発活動を行う。

計画額 0 0 0 100 100

決算額

当初予算額

H28

「さぬき市環境基本計画」に基づいた、快適な環境の確保や環境への負荷低

減に取り組む意識づくりについて、市民、事業者に対して啓発活動を行う。

決算額

H30

「さぬき市環境基本計画」に基づいた、快適な環境の確保や環境への負荷低

減に取り組む意識づくりについて、市民、事業者に対して啓発活動を行う。

計画額 0 0 0

決算額

100 100

当初予算額

基本目標5- 1



総合計画上の位置付け 一般会計

基本目標

5 Ⅴ人と地球にやさしいまち

款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名

塵芥処理事業（清掃ボランティア活動関係）

担当課 生活環境課

1会計

主要施策

2 ②環境美化運動と景観の保全

目 10 塵芥処理費

基本施策

30 (30) 自然環境との共生

項 10 清掃費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 42,590 42,590

当初予算額 0 0 0 10,390 10,390

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

環境保全の維持のためには、市民の協力が必要不可欠であるため、今後とも、

清掃実施団体へのごみ袋の配布及び回収の支援を実施するとともに、環境保

全につながる情報を積極的に発信することで、幅広い世代に環境保全への関

心を促進する。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

ごみの適切な処理及び減量・再資源化推進により、快適な環境をつくる。

決算額 0 0

決算額

10,390 10,390

10,390

10,600 10,600

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 10,390

H29

環境保全の維持のためには、市民の協力が必要不可欠であるため、今後とも、

清掃実施団体へのごみ袋の配布及び回収の支援を実施するとともに、環境保

全につながる情報を積極的に発信することで、幅広い世代に環境保全への関

心を促進する。

計画額 0 0 0 10,800 10,800

決算額

当初予算額

H28

環境保全の維持のためには、市民の協力が必要不可欠であるため、今後とも、

清掃実施団体へのごみ袋の配布及び回収の支援を実施するとともに、環境保

全につながる情報を積極的に発信することで、幅広い世代に環境保全への関

心を促進する。

決算額

H30

環境保全の維持のためには、市民の協力が必要不可欠であるため、今後とも、

清掃実施団体へのごみ袋の配布及び回収の支援を実施するとともに、環境保

全につながる情報を積極的に発信することで、幅広い世代に環境保全への関

心を促進する。

計画額 0 0 0

決算額

10,800 10,800

当初予算額

基本目標5- 2



総合計画上の位置付け 一般会計

基本目標

5 Ⅴ人と地球にやさしいまち

款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名

塵芥処理事業（不法投棄予防関係）

担当課 生活環境課

会計 1

主要施策

3 ③ごみの不法投棄の防止

目 10 塵芥処理費

基本施策

30 (30) 自然環境との共生

項 10 清掃費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 652 652

当初予算額 0 0 0 152 152

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

市民と協働によるごみ不法投棄予防等の監視体制を構築するとともに、現状

実施している不法投棄禁止看板の設置も継続して実施する。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

ごみの適切な処理及び減量・再資源化推進により、快適な環境をつくる。

決算額 0 0

決算額

152 152

152

160 160

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 152

H29

市民と協働によるごみ不法投棄予防等の監視体制を構築するとともに、現状

実施している不法投棄禁止看板の設置も継続して実施する。

計画額 0 0 0 170 170

決算額

当初予算額

H28

市民と協働によるごみ不法投棄予防等の監視体制を構築するとともに、現状

実施している不法投棄禁止看板の設置も継続して実施する。

決算額

H30

市民と協働によるごみ不法投棄予防等の監視体制を構築するとともに、現状

実施している不法投棄禁止看板の設置も継続して実施する。

計画額 0 0 0

決算額

170 170

当初予算額

基本目標5- 3



総合計画上の位置付け 一般会計

基本目標

5 Ⅴ人と地球にやさしいまち

款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名

環境エネルギー対策事業（自然エネルギー関係）

担当課 生活環境課

会計 1

主要施策

4 ④地球温暖化対策と公害等の防止

目 20 環境衛生費

基本施策

30 (30) 自然環境との共生

項 5 保健衛生費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

40,000 80 40,080

当初予算額 0 0 10,000 80 10,080

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

「住宅用太陽光発電システム」：住宅用太陽光発電システムを設置する市民に

対し、さぬき市共通商品券を交付（25,000円/1kw、上限10万円）する。

「かがわ緑のカーテン育成講習会」：市民が取り組みやすい地球温暖化対策とし

て、「緑のカーテン」の設置を促進するため、県と連携して講習会を開催する。

計画額 0 0 10,000

H27-30

事

業

概

要

地球温暖化対策などの環境問題への対応が重要視されている中、エネルギー

政策の転換が必要となっており、環境負荷の低減につながる再生可能エネル

ギーの導入促進及び環境基本計画の見直しを行うことで、今後の課題やそれを

実現するための施策を検証する。

決算額 0 0

決算額

80 10,080

10,080

0 10,000

当初予算額

計画額 0 0 10,000

当初予算額 0 0 10,000 80

H29

「住宅用太陽光発電システム」：住宅用太陽光発電システムを設置する市民に

対し、さぬき市共通商品券を交付（25,000円/1kw、上限10万円）する。

計画額 0 0 10,000 0 10,000

決算額

当初予算額

H28

「住宅用太陽光発電システム」：住宅用太陽光発電システムを設置する市民に

対し、さぬき市共通商品券を交付（25,000円/1kw、上限10万円）する。

決算額

H30

「住宅用太陽光発電システム」：住宅用太陽光発電システムを設置する市民に

対し、さぬき市共通商品券を交付（25,000円/1kw、上限10万円）する。

計画額 0 0 10,000

決算額

0 10,000

当初予算額

基本目標5- 4



総合計画上の位置付け 一般会計

基本目標

5 Ⅴ人と地球にやさしいまち

款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名

公害対策事業

担当課 生活環境課

会計 1

主要施策

4 ④地球温暖化対策と公害等の防止

目 25 公害対策費

基本施策

30 (30) 自然環境との共生

項 5 保健衛生費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 6,416 6,416

当初予算額 0 0 0 1,588 1,588

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

市内の利水の状況、工場・事業場等の立地を考慮して、河川14箇所、海域9箇

所、ため池3箇所、水路2箇所の計28箇所の水質測定を行う。

また、自動車騒音常時監視は、実施計画を策定し、監視地域に関する基礎調

査、状況の把握を適切に行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

公共用水域の水質状況を把握することにより、水質汚濁を未然に防止し、市民の

健康保護及び生活環境の保全を図る。

また、自動車騒音の状況及び対策の効果等を把握し、自動車騒音公害防止の

基礎資料となるよう道路を走行する自動車の運行に伴い発生する騒音に対して、

地域が曝される年間を通じて平均的な状況について継続的に把握する。

決算額 0 0

決算額

1,588 1,588

1,588

1,588 1,588

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 1,588

H29

市内の利水の状況、工場・事業場等の立地を考慮して、河川14箇所、海域9箇

所、ため池3箇所、水路2箇所の計28箇所の水質測定を行う。

また、自動車騒音常時監視は、実施計画を策定し、監視地域に関する基礎調

査、状況の把握を適切に行う。

計画額 0 0 0 1,620 1,620

決算額

当初予算額

H28

市内の利水の状況、工場・事業場等の立地を考慮して、河川14箇所、海域9箇

所、ため池3箇所、水路2箇所の計28箇所の水質測定を行う。

また、自動車騒音常時監視は、実施計画を策定し、監視地域に関する基礎調

査、状況の把握を適切に行う。

決算額

H30

市内の利水の状況、工場・事業場等の立地を考慮して、河川14箇所、海域9箇

所、ため池3箇所、水路2箇所の計28箇所の水質測定を行う。

また、自動車騒音常時監視は、実施計画を策定し、監視地域に関する基礎調

査、状況の把握を適切に行う。

計画額 0 0 0

決算額

1,620 1,620

当初予算額

基本目標5- 5



総合計画上の位置付け 一般会計

基本目標

5 Ⅴ人と地球にやさしいまち

款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名

飼い犬・野犬等対策事業

担当課 生活環境課

会計 1

主要施策

5 ⑤ペットの適切な飼養に向けた対策の推進

目 20 環境衛生費

基本施策

30 (30) 自然環境との共生

項 5 保健衛生費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

29,951 112 30,063

当初予算額 0 0 7,633 112 7,745

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

狂犬病予防注射の接種業務を香川県獣医師会に委託して実施するとともに、

飼い犬の避妊・去勢手術費の一部を補助する。

管理システムの老朽化に伴い、新たなシステムを導入する。

計画額 0 0 7,633

H27-30

事

業

概

要

狂犬病の発生を予防することにより、公衆衛生の向上及び公共福祉の増進を

図る。また、犬の不必要な繁殖を抑制し、周囲に対する危害、迷惑の防止を図

るとともに動物の愛護及び管理についての意識の高揚を図る。

決算額 0 0

決算額

112 7,745

7,745

0 7,228

当初予算額

計画額 0 0 7,228

当初予算額 0 0 7,633 112

H29

狂犬病予防注射の接種業務を香川県獣医師会に委託して実施するとともに、

飼い犬の避妊・去勢手術費の一部を補助する。

計画額 0 0 7,545 0 7,545

決算額

当初予算額

H28

狂犬病予防注射の接種業務を香川県獣医師会に委託して実施するとともに、

飼い犬の避妊・去勢手術費の一部を補助する。

決算額

H30

狂犬病予防注射の接種業務を香川県獣医師会に委託して実施するとともに、

飼い犬の避妊・去勢手術費の一部を補助する。

計画額 0 0 7,545

決算額

0 7,545

当初予算額

基本目標5- 6



総合計画上の位置付け 一般会計

基本目標

5 Ⅴ人と地球にやさしいまち

款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名

塵芥処理事業（リサイクル関係）

担当課 生活環境課

会計 1

主要施策

1 ①ごみの減量化と3Ｒ運動の推進

目 10 塵芥処理費

基本施策

31 (31) 資源循環型社会の構築

項 10 清掃費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

342,801 2,810,618 3,752,519

当初予算額 0 0 87,801 687,595 775,396

計画額 0 599,100

0 0

H27

事

業

説

明

環境に配慮した持続可能な循環型社会の実現を目指し、循環型社会形成推進

基本法などの考え方に、ごみの排出者と拡大生産者の双方が環境に対して責任を

負い、共にその責務を果たしていくことが重要であることから、住民や事業者に向けて

の意識づけができるように、啓発活動に努める。（東部溶融クリーンセンター基幹的

設備改良事業負担金233,734千円追加予定）

計画額 0 0 87,801

H27-30

事

業

概

要

ごみの適切な処理及び減量・再資源化推進により、快適な環境をつくる。

分別収集の徹底による減量化を図るため、「正しい出し方」チラシの作成により、啓

発を行う。収集業務は、民間業者に委託し、業務の効率化を図り、処理施設を運

営している東部清掃施設組合に負担金を負担する。

決算額 0 0

決算額

687,595 775,396

775,396

710,923 1,173,023

当初予算額

計画額 0 377,100 85,000

当初予算額 0 0 87,801 687,595

H29

環境に配慮した持続可能な循環型社会の実現を目指し、循環型社会形成推進

基本法などの考え方に、ごみの排出者と拡大生産者の双方が環境に対して責任を

負い、共にその責務を果たしていくことが重要であることから、住民や事業者に向けて

の意識づけができるように、啓発活動に努める。

計画額 0 222,000 85,000 714,100 1,021,100

決算額

当初予算額

H28

環境に配慮した持続可能な循環型社会の実現を目指し、循環型社会形成推進

基本法などの考え方に、ごみの排出者と拡大生産者の双方が環境に対して責任を

負い、共にその責務を果たしていくことが重要であることから、住民や事業者に向けて

の意識づけができるように、啓発活動に努める。

決算額

H30

環境に配慮した持続可能な循環型社会の実現を目指し、循環型社会形成推進

基本法などの考え方に、ごみの排出者と拡大生産者の双方が環境に対して責任を

負い、共にその責務を果たしていくことが重要であることから、住民や事業者に向けて

の意識づけができるように、啓発活動に努める。

計画額 0 0 85,000

決算額

698,000 783,000

当初予算額

基本目標5- 7



総合計画上の位置付け 一般会計

基本目標

5 Ⅴ人と地球にやさしいまち

款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名

し尿処理事業

担当課 生活環境課

1会計

主要施策

2 ②し尿収集・処理体制の充実

目 15 し尿処理費

基本施策

31 (31) 資源循環型社会の構築

項 10 清掃費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

157,621 223,045 380,666

当初予算額 0 0 41,321 54,045 95,366

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

し尿は、一石（１８０リットル）当たり、２，１００円の手数料を徴収して収集し、収

集業務は専門業者に委託する。浄化槽汚泥は、処理施設への搬入業者から

１石（１８０リットル）当たり６５０円の手数料を徴収して処理を行い、処理施設を

運営している大川広域行政組合に対し、組合規約に基づく負担金を負担す

る。

計画額 0 0 41,321

H27-30

事

業

概

要

し尿及び浄化槽汚泥を適切に処理し、快適な環境をつくる。

決算額 0 0

決算額

54,045 95,366

95,366

54,900 94,600

当初予算額

計画額 0 0 39,700

当初予算額 0 0 41,321 54,045

H29

し尿は、一石（１８０リットル）当たり、２，２００円の手数料を徴収して収集し、収

集業務は専門業者に委託する。浄化槽汚泥は、処理施設への搬入業者から

１石（１８０リットル）当たり６８０円の手数料を徴収して処理を行い、処理施設を

運営している大川広域行政組合に対し、組合規約に基づく負担金を負担す

る。

計画額 0 0 39,100 56,600 95,700

決算額

当初予算額

H28

し尿は、一石（１８０リットル）当たり、２，１００円の手数料を徴収して収集し、収

集業務は専門業者に委託する。浄化槽汚泥は、処理施設への搬入業者から

１石（１８０リットル）当たり６５０円の手数料を徴収して処理を行い、処理施設を

運営している大川広域行政組合に対し、組合規約に基づく負担金を負担す

る。

決算額

H30

し尿は、一石（１８０リットル）当たり、２，２００円の手数料を徴収して収集し、収

集業務は専門業者に委託する。浄化槽汚泥は、処理施設への搬入業者から

１石（１８０リットル）当たり６８０円の手数料を徴収して処理を行い、処理施設を

運営している大川広域行政組合に対し、組合規約に基づく負担金を負担す

る。

計画額 0 0 37,500

決算額

57,500 95,000

当初予算額

基本目標5- 8



総合計画上の位置付け 水道事業会計

99,000 1,212,000

当初予算額H30

　給水戸数　　　　　　２１，１９０戸

　年間総給水量      ５，８３０千㎥

計画額 0 0 1,113,000

決算額

H29

　給水戸数　　　　　　２１，１７０戸

　年間総給水量      ５，９５０千㎥

計画額 0 0 1,144,000 58,000 1,202,000

決算額

当初予算額

H28

　給水戸数　　　　　　２１，１５０戸

　年間総給水量      ６，０７０千㎥

決算額

当初予算額 0 0 1,186,190 50,379 1,236,569

17,000 1,170,000

当初予算額

計画額 0 0 1,153,000

0 0

H27

事

業

説

明

　給水戸数　　　　　　２１，１３０戸

　年間総給水量      ６，１９４千㎥

計画額 0 0 1,186,190

H27-30

事

業

概

要

　給水区域への上水道の安定供給

　（長尾地区南部（簡易水道）を除く）

決算額 0 0

決算額

50,379 1,236,569

4,596,190 224,379 4,820,569

当初予算額 0 0 1,186,190 50,379 1,236,569

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①上水道事業の健全経営

目

基本施策

32 (32) 上下水道の維持・整備

項

基本目標

5 Ⅴ人と地球にやさしいまち

款

総合計画実施計画調書
事業名

上水道事業会計(健全経営関係）

担当課 水道課

会計

基本目標5- 9



総合計画上の位置付け 簡易水道事業特別会計

30,600 43,800

当初予算額H30

　給水戸数　　               ３００戸

　年間総給水量      ５７，５００㎥

計画額 0 0 13,200

決算額

H29

　給水戸数　　               ３００戸

　年間総給水量      ５８，０００㎥

計画額 0 0 13,800 29,500 43,300

決算額

当初予算額

H28

　給水戸数　　               ３００戸

　年間総給水量      ５８，５００㎥

決算額

当初予算額 0 36,000 14,374 27,126 77,500

28,000 42,000

当初予算額

計画額 0 0 14,000

0 0

H27

事

業

説

明

　給水戸数　　               ３００戸

　年間総給水量      ５９，０００㎥

計画額 0 36,000 14,374

H27-30

事

業

概

要

　長尾地区南部の給水区域への上水道の安定供給

決算額 0 0

決算額

27,126 77,500

55,374 115,226 206,600

当初予算額 0 36,000 14,374 27,126 77,500

計画額 0 36,000

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①上水道事業の健全経営

目

基本施策

32 (32) 上下水道の維持・整備

項

基本目標

5 Ⅴ人と地球にやさしいまち

款

総合計画実施計画調書
事業名

簡易水道事業特別会計

担当課 水道課

40会計

基本目標5- 10



総合計画上の位置付け 水道事業会計

99,000 1,212,000

当初予算額H30

　給水区域への上水道の安定供給のため、香川県水道広域化に向けた協議

や耐震管の整備等を進める。

計画額 0 0 1,113,000

決算額

H29

　給水区域への上水道の安定供給のため、香川県水道広域化に向けた協議

や耐震管の整備等を進める。

計画額 0 0 1,144,000 58,000 1,202,000

決算額

当初予算額

H28

　給水区域への上水道の安定供給のため、香川県水道広域化に向けた協議

や耐震管の整備等を進める。

決算額

当初予算額 0 0 1,186,190 50,379 1,236,569

17,000 1,170,000

当初予算額

計画額 0 0 1,153,000

0 0

H27

事

業

説

明

　給水区域への上水道の安定供給のため、香川県水道広域化に向けた協議

や耐震管の整備等を進める。

計画額 0 0 1,186,190

H27-30

事

業

概

要

　給水区域への上水道の安定供給のため、香川県水道広域化に向けた協議

や耐震管の整備等を進める。

※事業費再掲

決算額 0 0

決算額

50,379 1,236,569

4,596,190 224,379 4,820,569

当初予算額 0 0 1,186,190 50,379 1,236,569

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②計画的な上水道施設の整備

目

基本施策

32 (32) 上下水道の維持・整備

項

基本目標

5 Ⅴ人と地球にやさしいまち

款

総合計画実施計画調書
事業名

上水道事業会計（上水道施設整備関係）

担当課 水道課

会計
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総合計画上の位置付け 公共下水道事業特別会計

基本目標

5 Ⅴ人と地球にやさしいまち

款

総合計画実施計画調書
事業名

公共下水道事業特別会計（建設改良関係）

担当課 下水道課

25会計

主要施策

3 ③下水道事業の推進と健全経営

目

基本施策

32 (32) 上下水道の維持・整備

項

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

27,301 8,833 2,258,284

当初予算額 268,750 324,500 6,201 2,833 602,284

計画額 955,750 1,266,400

0 0

H27

事

業

説

明

・公共下水道認可区域内における管渠敷設事業

・終末処理場の老朽化に伴う改築更新事業（長寿命化）

・雨水ポンプ場の老朽化に伴う改築更新事業（長寿命化）

計画額 268,750 324,500 6,201

H27-30

事

業

概

要

健康で快適な生活環境の確保、公共用水域の水質保全及び頻発する都市

型浸水を防除するため、下水道未整備地域の解消と下水道施設の老朽化に

伴う改築更新等による生活環境の向上に努める。

決算額 0 0

決算額

2,833 602,284

602,284

2,000 552,000

当初予算額

計画額 229,000 313,500 7,500

当初予算額 268,750 324,500 6,201 2,833

H29

・公共下水道認可区域内における管渠敷設事業

・終末処理場の老朽化に伴う改築更新事業（長寿命化）

・雨水ポンプ場の老朽化に伴う改築更新事業（長寿命化）

計画額 229,000 313,700 7,300 2,000 552,000

決算額

当初予算額

H28

・公共下水道認可区域内における管渠敷設事業

・終末処理場の老朽化に伴う改築更新事業（長寿命化）

・雨水ポンプ場の老朽化に伴う改築更新事業（長寿命化）

決算額

H30

・公共下水道認可区域内における管渠敷設事業

・終末処理場の老朽化に伴う改築更新事業（長寿命化）

・雨水ポンプ場の老朽化に伴う改築更新事業（長寿命化）

計画額 229,000 314,700 6,300

決算額

2,000 552,000

当初予算額
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総合計画上の位置付け 公共下水道事業特別会計

1,358,557 1,703,000

当初予算額H30

・雨水ポンプ場（11箇所）及び付帯施設等の維持管理

・終末処理場（6箇所）及び付帯施設等の維持管理

計画額 0 0 344,443

決算額

H29

・雨水ポンプ場（11箇所）及び付帯施設等の維持管理

・終末処理場（6箇所）及び付帯施設等の維持管理

計画額 0 0 341,583 1,349,417 1,691,000

決算額

当初予算額

H28

・雨水ポンプ場（11箇所）及び付帯施設等の維持管理

・終末処理場（6箇所）及び付帯施設等の維持管理

決算額

当初予算額 0 0 324,046 1,302,670 1,626,716

1,334,486 1,672,000

当初予算額

計画額 0 0 337,514

0 0

H27

事

業

説

明

・雨水ポンプ場（11箇所）及び付帯施設等の維持管理

・終末処理場（6箇所）及び付帯施設等の維持管理

計画額 0 0 324,046

H27-30

事

業

概

要

健康で快適な生活環境の確保、公共用水域の水質保全及び頻発する都市

型浸水を防除するため、整備済み区域における水洗化の促進、水質改善のた

めの適切な汚水処理場及び雨水ポンプ場の維持管理と水質監視を行う。

決算額 0 0

決算額

1,302,670 1,626,716

1,347,586 5,345,130 6,692,716

当初予算額 0 0 324,046 1,302,670 1,626,716

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

4 ④下水道施設の適切な維持管理

目

基本施策

32 (32) 上下水道の維持・整備

項

基本目標

5 Ⅴ人と地球にやさしいまち

款

総合計画実施計画調書
事業名

公共下水道事業特別会計(施設の維持管理関係）

担当課 下水道課

25会計
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総合計画上の位置付け 農業集落排水事業特別会計

127,227 160,000

当初予算額H30

農業集落排水施設及び付帯施設等の維持管理

計画額 0 0 32,773

決算額

H29

農業集落排水施設及び付帯施設等の維持管理

計画額 0 0 32,407 128,593 161,000

決算額

当初予算額

H28

農業集落排水施設及び付帯施設等の維持管理

決算額

当初予算額 0 0 31,498 121,502 153,000

129,824 162,000

当初予算額

計画額 0 0 32,176

0 0

H27

事

業

説

明

農業集落排水施設及び付帯施設等の維持管理

計画額 0 0 31,498

H27-30

事

業

概

要

整備済み区域における水洗化の促進と施設の適正な維持管理を行い、公共

水域の水質保全に努める。

決算額 0 0

決算額

121,502 153,000

128,854 507,146 636,000

当初予算額 0 0 31,498 121,502 153,000

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

4 ④下水道施設の適切な維持管理

目

基本施策

32 (32) 上下水道の維持・整備

項

基本目標

5 Ⅴ人と地球にやさしいまち

款

総合計画実施計画調書
事業名

農業集落排水事業特別会計

担当課 下水道課

30会計
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総合計画上の位置付け 漁業集落排水事業特別会計

36,770 44,000

当初予算額H30

漁集落排水施設及び付帯施設等の維持管理

計画額 0 0 7,230

決算額

H29

漁集落排水施設及び付帯施設等の維持管理

計画額 0 0 7,211 36,789 44,000

決算額

当初予算額

H28

漁集落排水施設及び付帯施設等の維持管理

決算額

当初予算額 0 0 7,398 35,302 42,700

36,708 44,000

当初予算額

計画額 0 0 7,292

0 0

H27

事

業

説

明

漁集落排水施設及び付帯施設等の維持管理

計画額 0 0 7,398

H27-30

事

業

概

要

整備済み区域における水洗化の促進と施設の適正な維持管理を行い、公共

水域の水質保全に努める。

決算額 0 0

決算額

35,302 42,700

29,131 145,569 174,700

当初予算額 0 0 7,398 35,302 42,700

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

4 ④下水道施設の適切な維持管理

目

基本施策

32 (32) 上下水道の維持・整備

項

基本目標

5 Ⅴ人と地球にやさしいまち

款

総合計画実施計画調書
事業名

漁業集落排水事業特別会計

担当課 下水道課

35会計
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総合計画上の位置付け 一般会計

102 36,958

当初予算額H30

□甲種地域（さぬき市公共下水道事業認可区域等以外の区域）

□乙種地域（さぬき市公共下水道事業認可区域等）

計画額 17,182 0 19,674

決算額

H29

□甲種地域（さぬき市公共下水道事業認可区域等以外の区域）

□乙種地域（さぬき市公共下水道事業認可区域等）

計画額 18,288 0 21,093 102 39,483

決算額

当初予算額

H28

□甲種地域（さぬき市公共下水道事業認可区域等以外の区域）

□乙種地域（さぬき市公共下水道事業認可区域等）

決算額

当初予算額 17,388 0 22,595 102 40,085

102 39,483

当初予算額

計画額 18,288 0 21,093

0 0

H27

事

業

説

明

□甲種地域（さぬき市公共下水道事業認可区域等以外の区域）

□乙種地域（さぬき市公共下水道事業認可区域等）

計画額 17,388 0 22,595

H27-30

事

業

概

要

生活排水による公共用水域の水質汚濁防止を図ることを目的とし、浄化槽設

置整備に係る経費に対する補助金を交付する。

決算額 0 0

決算額

102 40,085

84,455 408 156,009

当初予算額 17,388 0 22,595 102 40,085

計画額 71,146 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

5 ⑤合併処理浄化槽の設置促進と適切な利用の啓発

目 30 合併処理浄化槽費

基本施策

32 (32) 上下水道の維持・整備

項 5 保健衛生費

基本目標

5 Ⅴ人と地球にやさしいまち

款 20 衛生費

総合計画実施計画調書
事業名

浄化槽設置整備事業

担当課 下水道課

会計 1
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市民協働による、持続可能な自主自律のまち

基本目標６



8,718 8,718

当初予算額H30

平成３０年度については、例年と同様に予算書・成果説明書の印刷製本費を

はじめとした財政管理に係る事務費に係る経費を計上している。

計画額 0 0 0

決算額

H29

平成２９年度については、例年と同様に予算書・成果説明書の印刷製本費を

はじめとした財政管理に係る事務費に係る経費を計上している。

計画額 0 0 0 8,718 8,718

決算額

当初予算額

H28

平成２８年度については、例年と同様に予算書・成果説明書の印刷製本費を

はじめとした財政管理に係る事務費のほか、前年度から進めている新公会計制

度に対応するための固定資産台帳整備と財務システム対応業務委託料に係

る経費を計上している。

決算額

当初予算額 0 0 0 12,596 12,596

19,661 19,661

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

平成２７年度については、前年度と同様に予算書・成果説明書の印刷製本費

をはじめとした財政管理に係る事務費のほか、新公会計制度に対応するための

固定資産台帳整備に係る経費を計上している。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

予算編成をはじめとした財政管理全般に係る事業であり、財政状況の説明資

料（予算書・成果説明書・公会計制度に基づく財務４表）の作成・公表なども

実施する事業である。

決算額 0 0

決算額

12,596 12,596

0 49,693 49,693

当初予算額 0 0 0 12,596 12,596

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①長期的視点に立った持続可能な安定的財政運営の推進

目 15 財政管理費

基本施策

33 (33) 財政の健全化

項 5 総務管理費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

財政管理事業

担当課 政策課予算調整室

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

財産管理事業

担当課 管財課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①市有財産の適正処分と有効活用

目 25 財産管理費

基本施策

34 (34) 歳入の確保

項 5 総務管理費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

23,584 663,578 687,162

当初予算額 0 0 5,842 164,373 170,215

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

本庁舎の維持管理、修繕、警備業務、機械設備等の保守業務、清掃業務、

宿日直業務及び普通財産の除草作業等維持管理業務を行う。また、普通財

産の解体撤去にかかる設計委託料、工事請負費および登記手数料を計上し

ている。

計画額 0 0 5,842

H27-30

事

業

概

要

普通財産及び市庁舎の維持管理等

決算額 0 0

決算額

164,373 170,215

170,215

164,373 170,215

当初予算額

計画額 0 0 5,842

当初予算額 0 0 5,842 164,373

H29

本庁舎の維持管理、修繕、警備業務、機械設備等の保守業務、清掃業務、

宿日直業務及び普通財産の除草作業等維持管理業務を行う。また、普通財

産の解体撤去にかかる設計委託料、工事請負費および登記手数料を計上し

ている。

計画額 0 0 5,950 167,416 173,366

決算額

当初予算額

H28

本庁舎の維持管理、修繕、警備業務、機械設備等の保守業務、清掃業務、

宿日直業務及び普通財産の除草作業等維持管理業務を行う。また、普通財

産の解体撤去にかかる設計委託料、工事請負費および登記手数料を計上し

ている。

決算額

H30

本庁舎の維持管理、修繕、警備業務、機械設備等の保守業務、清掃業務、

宿日直業務及び普通財産の除草作業等維持管理業務を行う。また、普通財

産の解体撤去にかかる設計委託料、工事請負費および登記手数料を計上し

ている。

計画額 0 0 5,950

決算額

167,416 173,366

当初予算額

基本目標6- 2



300 6,000

当初予算額H30

旧武道館駐車場整備事業用地を活用して公園を整備するための整備工事を行

う。（6,000千円）

計画額 0 5,700 0

決算額

H29

雇用促進住宅用地整備事業用地を活用して防災公園を整備するための整備工

事を行う。（8,100千円）

また、旧武道館駐車場整備事業用地を取得し、公園として整備するための実施設

計を行う。（用地費：66,217千円、設計委託料：500千円）

計画額 0 71,000 0 3,817 74,817

決算額

当初予算額

H28

江の口埋立用地整備事業用地を活用して都市公園を整備するための整備工事

を行う。（工事費：8,800千円）

また、雇用促進住宅用地整備事業用地を取得し、防災公園として整備するための

実施設計を行う。（用地費：235,026千円、設計委託料：700千円）

決算額

当初予算額 0 103,200 0 5,744 108,944

12,326 244,526

当初予算額

計画額 0 232,200 0

0 0

H27

事

業

説

明

平成25年度に取得した小田峠造成事業用地を活用して森林浴公園を拡張・整

備するための整備工事を行う。（工事費：23,500千円、設計委託料：500千円）

また、江の口埋立用地整備事業用地を取得し、都市公園として整備するための実

施設計を行う。（用地費：84,144千円、設計委託料：800千円）

計画額 0 103,200 0

H27-30

事

業

概

要

土地開発公社が長期保有している土地を利活用することなどにより、保有土地を

処分して債務の解消を図り、市の財政健全化を図っていくことを目的とする事業で

ある。

決算額 0 0

決算額

5,744 108,944

0 22,187 434,287

当初予算額 0 103,200 0 5,744 108,944

計画額 0 412,100

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①市有財産の適正処分と有効活用

目 30 企画費

基本施策

34 (34) 歳入の確保

項 5 総務管理費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

土地開発公社債務解消事業

担当課 政策課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標6- 3



1,200 5,800

当初予算額H30

税務関係の各種証明書等の交付申請に対して適正かつ迅速に対応し、住民サー

ビスの向上を図る。このため、窓口対応に当たる期間業務職員を配置する。

また、国、地方公共団体等からの賦課資料等の照会又は公用交付申請に対し、

的確に回答する。

計画額 0 0 4,600

決算額

H29

税務関係の各種証明書等の交付申請に対して適正かつ迅速に対応し、住民サー

ビスの向上を図る。このため、窓口対応に当たる期間業務職員を配置する。

また、国、地方公共団体等からの賦課資料等の照会又は公用交付申請に対し、

的確に回答する。

計画額 0 0 4,600 1,200 5,800

決算額

当初予算額

H28

税務関係の各種証明書等の交付申請に対して適正かつ迅速に対応し、住民サー

ビスの向上を図る。このため、窓口対応に当たる期間業務職員を配置する。

また、国、地方公共団体等からの賦課資料等の照会又は公用交付申請に対し、

的確に回答する。

決算額

当初予算額 0 0 4,600 1,145 5,745

1,200 5,800

当初予算額

計画額 0 0 4,600

0 0

H27

事

業

説

明

税務関係の各種証明書等の交付申請に対して適正かつ迅速に対応し、住民サー

ビスの向上を図る。このため、窓口対応に当たる期間業務職員を配置する。

また、国、地方公共団体等からの賦課資料等の照会又は公用交付申請に対し、

的確に回答する。

計画額 0 0 4,600

H27-30

事

業

概

要

・各種証明書の交付申請の審査、交付

・他自治体からの公用申請に対する回答

決算額 0 0

決算額

1,145 5,745

18,400 4,745 23,145

当初予算額 0 0 4,600 1,145 5,745

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②市税の適正な賦課と徴収体制の強化

目 5 税務総務費

基本施策

34 (34) 歳入の確保

項 10 徴税費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

窓口・照会事業

担当課 税務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標6- 4



0 63,500

当初予算額H30

課税対象の把握、賦課資料の収集等により、適正な課税を行う。

計画額 63,500 0 0

決算額

H29

課税対象の把握、賦課資料の収集等により、適正な課税を行う。

計画額 67,500 0 0 0 67,500

決算額

当初予算額

H28

課税対象の把握、賦課資料の収集等により、適正な課税を行う。

決算額

当初予算額 63,138 0 0 0 63,138

16,000 90,000

当初予算額

計画額 74,000 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

課税対象の把握、賦課資料の収集等により、適正な課税を行う。

計画額 63,138 0 0

H27-30

事

業

概

要

市税（市民税・固定資産税・軽自動車税・市たばこ税）の課税資料の収集整

理及び賦課

決算額 0 0

決算額

0 63,138

0 16,000 284,138

当初予算額 63,138 0 0 0 63,138

計画額 268,138 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②市税の適正な賦課と徴収体制の強化

目 10 賦課徴収費

基本施策

34 (34) 歳入の確保

項 10 徴税費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

市税賦課事業

担当課 税務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標6- 5



3,800 15,500

当初予算額H30

市税の収納管理及び滞納整理により、公平な税負担と税収確保を図る。

現年課税分については、口座振替納付を推進し、納期内納付を促進する。

また、滞納整理については、滞納管理システムの機能を十分に活用し、効率的・効

果的に滞納処分を行うとともに、引き続き大川広域行政組合への移管及び香川滞

納整理推進機構との共同徴収を実施する。

計画額 10,500 0 1,200

決算額

H29

市税の収納管理及び滞納整理により、公平な税負担と税収確保を図る。

現年課税分については、口座振替納付を推進し、納期内納付を促進する。

また、滞納整理については、滞納管理システムの機能を十分に活用し、効率的・効

果的に滞納処分を行うとともに、引き続き大川広域行政組合への移管及び香川滞

納整理推進機構との共同徴収を実施する。

計画額 6,500 0 1,200 7,800 15,500

決算額

当初予算額

H28

市税の収納管理及び滞納整理により、公平な税負担と税収確保を図る。

現年課税分については、口座振替納付を推進し、納期内納付を促進する。

また、滞納整理については、滞納管理システムの機能を十分に活用し、効率的・効

果的に滞納処分を行うとともに、引き続き大川広域行政組合への移管及び香川滞

納整理推進機構との共同徴収を実施する。

決算額

当初予算額 11,840 0 1,200 0 13,040

14,300 15,500

当初予算額

計画額 0 0 1,200

0 0

H27

事

業

説

明

市税の収納管理及び滞納整理により、公平な税負担と税収確保を図る。

現年課税分については、口座振替納付を推進し、納期内納付を促進する。

また、滞納整理については、滞納管理システムの導入により効率的・効果的に滞納

処分を行うとともに、引き続き大川広域行政組合への移管及び香川滞納整理推

進機構との共同徴収を実施する。

計画額 11,840 0 1,200

H27-30

事

業

概

要

市税の収納及び徴収

決算額 0 0

決算額

0 13,040

4,800 25,900 59,540

当初予算額 11,840 0 1,200 0 13,040

計画額 28,840 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②市税の適正な賦課と徴収体制の強化

目 10 賦課徴収費

基本施策

34 (34) 歳入の確保

項 10 徴税費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

市税収納・徴収事業

担当課 税務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標6- 6



基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

コミュニティ放送管理事業

担当課 地域情報課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③各種使用料等の適正化と未収金の解消

目 70 コミュニティ放送管理費

基本施策

34 (34) 歳入の確保

項 5 総務管理費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

520 36,153 36,673

当初予算額 0 0 270 7,964 8,234

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

過年度使用料等未納者に対する督促及び収納を行う

計画額 0 0 270

H27-30

事

業

概

要

使用料等未納者への督促・収納業務

決算額 0 0

決算額

7,964 8,234

8,234

10,406 10,526

当初予算額

計画額 0 0 120

当初予算額 0 0 270 7,964

H29

過年度使用料等未納者に対する督促及び収納を行う

計画額 0 0 80 8,844 8,924

決算額

当初予算額

H28

過年度使用料等未納者に対する督促及び収納を行う

課金システムの更新を予定している

決算額

H30

過年度使用料等未納者に対する督促及び収納を行う

計画額 0 0 50

決算額

8,939 8,989

当初予算額

基本目標6- 7



9,900 9,900

当初予算額H30

税外債権の一元管理並びに専門的知識及び技術を持った債権管理専門員

による助言・指導及び徴収を行うことで、各種税外債権の適正管理及び滞納

の早期解消に取り組む。

計画額 0 0 0

決算額

H29

税外債権の一元管理並びに専門的知識及び技術を持った債権管理専門員

による助言・指導及び徴収を行うことで、各種税外債権の適正管理及び滞納

の早期解消に取り組む。

計画額 0 0 0 9,900 9,900

決算額

当初予算額

H28

税外債権の一元管理並びに専門的知識及び技術を持った債権管理専門員

による助言・指導及び徴収を行うことで、各種税外債権の適正管理及び滞納

の早期解消に取り組む。

決算額

当初予算額 0 0 0 9,854 9,854

9,900 9,900

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

税外債権の一元管理並びに専門的知識及び技術を持った債権管理専門員

による助言・指導及び徴収を行うことで、各種税外債権の適正管理及び滞納

の早期解消に取り組む。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

税外債権の適正管理及び徴収

決算額 0 0

決算額

9,854 9,854

0 39,554 39,554

当初予算額 0 0 0 9,854 9,854

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

3 ③各種使用料等の適正化と未収金の解消

目 10 賦課徴収費

基本施策

34 (34) 歳入の確保

項 10 徴税費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

債権管理事業

担当課 税務課債権管理室

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標6- 8



基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

秘書事業（まちづくり寄付関係）

担当課 秘書広報課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

4 ④新たな歳入の確保

目 5 一般管理費

基本施策

34 (34) 歳入の確保

項 5 総務管理費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 634 634

当初予算額 0 0 0 158 158

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

まちづくり寄附についてのＰＲ活動等を充実させることにより、さぬき市の情報発

信に努めるとともに、自主財源の確保に寄与していく。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

まちづくり寄附についてのＰＲ活動等を充実させることにより、さぬき市の情報発

信に努めるとともに、自主財源の確保に寄与していく。

決算額 0 0

決算額

158 158

158

158 158

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 158

H29

まちづくり寄附についてのＰＲ活動等を充実させることにより、さぬき市の情報発

信に努めるとともに、自主財源の確保に寄与していく。

計画額 0 0 0 159 159

決算額

当初予算額

H28

まちづくり寄附についてのＰＲ活動等を充実させることにより、さぬき市の情報発

信に努めるとともに、自主財源の確保に寄与していく。

決算額

H30

まちづくり寄附についてのＰＲ活動等を充実させることにより、さぬき市の情報発

信に努めるとともに、自主財源の確保に寄与していく。

計画額 0 0 0

決算額

159 159

当初予算額

基本目標6- 9



4,500 4,500

当初予算額H30

○第２次総合計画前期基本計画推進と進捗状況調査

○第２次総合計画中期基本計画の策定

○まち・ひと・しごと創生総合戦略の推進状況調査及び見直し

○その他の調査、企画、地域課題解決施策等

計画額 0 0 0

決算額

H29

○第２次総合計画前期基本計画の推進と進捗状況調査

○第２次総合計画中期基本計画策定のための市民アンケート調査

○まち・ひと・しごと創生総合戦略の推進状況調査及び見直し

○その他の調査、企画、地域課題解決施策等

計画額 0 0 0 3,500 3,500

決算額

当初予算額

H28

○第２次総合計画前期基本計画の推進と進捗状況調査

○まち・ひと・しごと創生総合戦略の推進状況調査及び見直し

○その他の調査、企画、地域課題解決施策等

決算額

当初予算額 0 0 473 3,834 4,307

3,000 3,000

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

○第２次総合計画前期基本計画の推進

○「さぬき市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定

○「さぬき市民憲章」の策定

○その他の調査、企画、地域課題解決施策等

計画額 0 0 473

H27-30

事

業

概

要

中長期、或いは庁内全般に関わる行政課題に対応するため、調査、検討及び

企画、調整等を主に行う事業である。

決算額 0 0

決算額

3,834 4,307

473 14,834 15,307

当初予算額 0 0 473 3,834 4,307

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①総合計画に基づく戦略的な行財政運営の実践

目 30 企画費

基本施策

35 (35) 行政改革の推進

項 5 総務管理費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

企画事業（総合計画・企画関係）

担当課 政策課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標6- 10



基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

人事管理事業

担当課 秘書広報課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

2 ②効果的かつ効率的組織体制への見直しと人員配置の適正化

目 5 一般管理費

基本施策

35 (35) 行政改革の推進

項 5 総務管理費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

13,568 75,291 88,859

当初予算額 0 0 3,388 22,940 26,328

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

職員の採用、退職、給与、服務、福利厚生等の管理を行う。

平成２７年度は、共済保険における標準報酬制への移行に対応するための人

事給与システム改修を実施する。

計画額 0 0 3,388

H27-30

事

業

概

要

将来にわたって、計画的に適正な人事管理、職員の健康管理及び安全衛生

の管理を行う。

決算額 0 0

決算額

22,940 26,328

26,328

17,367 20,755

当初予算額

計画額 0 0 3,388

当初予算額 0 0 3,388 22,940

H29

職員の採用、退職、給与、服務、福利厚生等の管理を行う。

計画額 0 0 3,396 17,492 20,888

決算額

当初予算額

H28

職員の採用、退職、給与、服務、福利厚生等の管理を行う。

決算額

H30

職員の採用、退職、給与、服務、福利厚生等の管理を行う。

計画額 0 0 3,396

決算額

17,492 20,888

当初予算額
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2,000 2,000

当初予算額H30

生活環境課窓口における受付事務（福祉関係、教育関係、水道関係、下水

道関係、ごみ関係及びし尿汲取関係）を適正かつ迅速に対応し、住民サービス

の向上を図るため、期間業務職員を配置する。

計画額 0 0 0

決算額

H29

生活環境課窓口における受付事務（福祉関係、教育関係、水道関係、下水

道関係、ごみ関係及びし尿汲取関係）を適正かつ迅速に対応し、住民サービス

の向上を図るため、期間業務職員を配置する。

計画額 0 0 0 2,000 2,000

決算額

当初予算額

H28

生活環境課窓口における受付事務（福祉関係、教育関係、水道関係、下水

道関係、ごみ関係及びし尿汲取関係）を適正かつ迅速に対応し、住民サービス

の向上を図るため、期間業務職員を配置する。

決算額

当初予算額 0 0 0 1,877 1,877

2,000 2,000

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

生活環境課窓口における受付事務（福祉関係、教育関係、水道関係、下水

道関係、ごみ関係及びし尿汲取関係）を適正かつ迅速に対応し、住民サービス

の向上を図るため、期間業務職員を配置する。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

期間業務職員の配置に係る賃金及び社会保険料

決算額 0 0

決算額

1,877 1,877

0 7,877 7,877

当初予算額 0 0 0 1,877 1,877

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②効果的かつ効率的組織体制への見直しと人員配置の適正化

目 5 一般管理費

基本施策

35 (35) 行政改革の推進

項 5 総務管理費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

市民窓口サービス事業(生活環境課分）

担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

市民窓口サービス事業（市民課分）

担当課 市民課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

2 ②効果的かつ効率的組織体制への見直しと人員配置の適正化

目 5 戸籍住民基本台帳費

基本施策

35 (35) 行政改革の推進

項 15 戸籍住民基本台帳費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

45,293 0 45,293

当初予算額 0 0 11,528 0 11,528

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

鴨庄、小田、鴨部、造田、多和出張所において、証明書の交付及び市税等の徴

収、各種市提出書類の受付を行っている。また、２７年度については１０月からマイ

ナンバー制度の運用開始により窓口の混乱が予想されることから、市民課窓口の充

実を図るため、それぞれ臨時職員の配置を行う。事業の内容は全て臨時職員の人

件費である。

計画額 0 0 11,528

H27-30

事

業

概

要

市内５ヶ所の出張所において、各種証明書の交付や市税等の徴収その他申請

書の受付業務を迅速かつ的確に行うことにより地域に密着した行政窓口として

市民サービスの提供と利便性の確保に努めている。

決算額 0 0

決算額

0 11,528

11,528

0 11,255

当初予算額

計画額 0 0 11,255

当初予算額 0 0 11,528 0

H29

市民課窓口及び市内５ヶ所（鴨庄、小田、鴨部、造田、多和）の出張所において、

各種証明書の交付及び受付業務を迅速かつ的確に行い、市民サービスの向上と

利便性の確保に努めるため臨時職員の配置を行う。事業の内容は全て臨時職員

の人件費である。

計画額 0 0 11,255 0 11,255

決算額

当初予算額

H28

市民課窓口及び市内５ヶ所（鴨庄、小田、鴨部、造田、多和）の出張所において、

各種証明書の交付及び受付業務を迅速かつ的確に行い、市民サービスの向上と

利便性の確保に努めるため臨時職員の配置を行う。事業の内容は全て臨時職員

の人件費である。

決算額

H30

市民課窓口及び市内５ヶ所（鴨庄、小田、鴨部、造田、多和）の出張所において、

各種証明書の交付及び受付業務を迅速かつ的確に行い、市民サービスの向上と

利便性の確保に努めるため臨時職員の配置を行う。事業の内容は全て臨時職員

の人件費である。

計画額 0 0 11,255

決算額

0 11,255

当初予算額
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基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

職員研修事業

担当課 秘書広報課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③人材育成の推進と人事評価制度の検討

目 5 一般管理費

基本施策

35 (35) 行政改革の推進

項 5 総務管理費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

3,728 6,064 9,792

当初予算額 0 0 932 2,521 3,453

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

香川県市町職員研修センター、市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）、全

国市町村国際文化研修所（国際文化アカデミー）、市長会等の研修参加及び自

治大学校への職員の派遣を行う。　また、行政職員としての意識向上やスキルアッ

プを図るための独自研修を実施するとともに、平成２７年度は、人事評価制度の導

入のための研修費を計上している。

計画額 0 0 932

H27-30

事

業

概

要

人材育成を充実することにより、個々の職員の能力・意欲を向上させるとともに、行

政サービスと組織全体の業務レベルの更なる向上を目的とし、職員研修を実施す

る。

決算額 0 0

決算額

2,521 3,453

3,453

1,181 2,113

当初予算額

計画額 0 0 932

当初予算額 0 0 932 2,521

H29

香川県市町職員研修センター、市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）、全

国市町村国際文化研修所（国際文化アカデミー）、市長会等の研修参加及び自

治大学校への職員の派遣を行う。また、行政職員としての意識向上やスキルアップ

を図るための独自研修を実施する。

計画額 0 0 932 1,181 2,113

決算額

当初予算額

H28

香川県市町職員研修センター、市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）、全

国市町村国際文化研修所（国際文化アカデミー）、市長会等の研修参加及び自

治大学校への職員の派遣を行う。また、行政職員としての意識向上やスキルアップ

を図るための独自研修を実施する。

決算額

H30

香川県市町職員研修センター、市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）、全

国市町村国際文化研修所（国際文化アカデミー）、市長会等の研修参加及び自

治大学校への職員の派遣を行う。また、行政職員としての意識向上やスキルアップ

を図るための独自研修を実施する。

計画額 0 0 932

決算額

1,181 2,113

当初予算額
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11,205 14,705

当初予算額H30

郵便料金、コピー用紙代、コピー代など庁内全体の事務事業に伴い発生する

経常的経費を管理する。効率的な執行を図るとともに、事務の効率化を推進

する。

計画額 3,300 0 200

決算額

H29

郵便料金、コピー用紙代、コピー代など庁内全体の事務事業に伴い発生する

経常的経費を管理する。効率的な執行を図るとともに、事務の効率化を推進

する。

計画額 3,300 0 200 11,205 14,705

決算額

当初予算額

H28

郵便料金、コピー用紙代、コピー代など庁内全体の事務事業に伴い発生する

経常的経費を管理する。効率的な執行を図るとともに、事務の効率化を推進

する。

決算額

当初予算額 3,816 0 200 11,524 15,541

11,005 14,460

当初予算額

計画額 3,255 0 200

0 0

H27

事

業

説

明

郵便料金、コピー用紙代、コピー代など庁内全体の事務事業に伴い発生する

経常的経費を管理する。効率的な執行を図るとともに、事務の効率化を推進

する。

番号制度の施行に伴い、必要となる例規の整備支援を委託する。

計画額 3,816 0 200

H27-30

事

業

概

要

庁内全体の事務事業に伴い発生する経常的経費を総括的に管理する事業で

ある。

決算額 0 0

決算額

11,524 15,540

800 44,939 59,410

当初予算額 3,816 0 200 11,524 15,540

計画額 13,671 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

4 ④行政評価制度の有効活用と行政改革の更なる推進

目 5 一般管理費

基本施策

35 (35) 行政改革の推進

項 5 総務管理費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

総務管理事務事業（行政事業）

担当課 総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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198 198

当初予算額H30

行政改革推進委員会の運営等を通して、第4次行政改革実施計画に沿った

取組の進捗を管理する。また、続く第5次行政改革実施計画を策定する。さら

に、行政改革に関する調査や研究を行い、改善に向けた方策を提言し、行政

全般の改革に活かしていく。

計画額 0 0 0

決算額

H29

行政改革推進委員会の運営等を通して、第4次行政改革実施計画に沿った

取組の進捗を管理する。また、行政改革に関する調査や研究を行い、改善に

向けた方策を提言し、行政全般の改革に活かしていく。

計画額 0 0 0 198 198

決算額

当初予算額

H28

行政改革推進委員会の運営等を通して、第4次行政改革実施計画に沿った

取組の進捗を管理する。また、行政改革に関する調査や研究を行い、改善に

向けた方策を提言し、行政全般の改革に活かしていく。

決算額

当初予算額 0 0 0 198 198

198 198

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

行政改革推進委員会の運営等を通して、第4次行政改革実施計画に沿った

取組の進捗を管理する。また、行政改革に関する調査や研究を行い、改善に

向けた方策を提言し、行政全般の改革に活かしていく。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

限られた財源の中で、効率化や役割分担の適正化等の観点から課題を整理

して無駄をなくしたり、より良い市民サービスの提供に向けた取組を推進していく

ための事業である。

決算額 0 0

決算額

198 198

0 792 792

当初予算額 0 0 0 198 198

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

4 ④行政評価制度の有効活用と行政改革の更なる推進

目 30 企画費

基本施策

35 (35) 行政改革の推進

項 5 総務管理費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

行政改革推進事業

担当課 政策課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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311 311

当初予算額H30

事務事業の改善を図るため、活動指標や成果指標を設定して目標を明確に

し、費用対効果を勘案しながら、事業内容や実施手法等について各所管課自

らが行う内部評価と行政評価委員による外部評価を実施する。

計画額 0 0 0

決算額

H29

事務事業の改善を図るため、活動指標や成果指標を設定して目標を明確に

し、費用対効果を勘案しながら、事業内容や実施手法等について各所管課自

らが行う内部評価と行政評価委員による外部評価を実施する。

計画額 0 0 0 311 311

決算額

当初予算額

H28

事務事業の改善を図るため、活動指標や成果指標を設定して目標を明確に

し、費用対効果を勘案しながら、事業内容や実施手法等について各所管課自

らが行う内部評価と行政評価委員による外部評価を実施する。

決算額

当初予算額 0 0 0 311 311

311 311

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

事務事業の改善を図るため、活動指標や成果指標を設定して目標を明確に

し、費用対効果を勘案しながら、事業内容や実施手法等について各所管課自

らが行う内部評価と行政評価委員による外部評価を実施する。また、総合計

画との関連性を深めるためのしくみづくりを行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

職員が自発的に改善に取り組む風土を醸成し、選択と集中により、効率性と有

効性を高めていくため、事務事業等の評価を行う事業である。また、事業実施

の透明性を確保し、説明責任を果たしていくことにもつながる取組である。

決算額 0 0

決算額

311 311

0 1,244 1,244

当初予算額 0 0 0 311 311

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

4 ④行政評価制度の有効活用と行政改革の更なる推進

目 30 企画費

基本施策

35 (35) 行政改革の推進

項 5 総務管理費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

行政評価推進事業

担当課 政策課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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181,350 182,850

当初予算額H30

電算システム維持管理事務事業では、従来通り、既存電算システムの維持管

理及び最適化を進める。また、前年度に続いて、基盤システム及びネットワーク

機構の更新を実施する。

計画額 0 0 1,500

決算額

H29

電算システム維持管理事務事業では、従来通り、既存電算システムの維持管

理及び最適化を進める。また、冗長化やハウジングをより進める形で基幹業務

システム及び基盤システムの更新を実施する。

計画額 0 0 1,500 190,216 191,716

決算額

当初予算額

H28

電算システム維持管理事務事業では、従来通り、既存電算システムの維持管

理及び最適化を進める。「社会保障・税番号（マイナンバー）」制度の各業務シ

ステムへの連携及び利活用推進のため、システムの改修をすすめる。

決算額

当初予算額 20,608 0 1,289 186,065 207,962

190,500 201,789

当初予算額

計画額 10,000 0 1,289

0 0

H27

事

業

説

明

電算システム維持管理事務事業では、従来通り、既存電算システムの維持管

理及び最適化を進める。さらに平成27年度から全国的に運用開始となる予定

の「社会保障・税番号（マイナンバー）」制度への速やかな対応を実現するため、

システムの改修をすすめる。

計画額 20,608 0 1,289

H27-30

事

業

概

要

行政運営上欠かすことのできない電算システムについて、システム及び機器の効

率的導入と運営を行う事業である。所管する電算システムは庁内を網羅する

（事務）情報系システムと、主に住民情報・税業務を運用する業務系システム

の2系統である。

決算額 0 0

決算額

186,065 207,962

5,578 748,131 784,317

当初予算額 20,608 0 1,289 186,065 207,962

計画額 30,608 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

5 ⑤全庁的取組による電算システムの効率化

目 35 電子計算費

基本施策

35 (35) 行政改革の推進

項 5 総務管理費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

電算システム維持管理事務事業

担当課 総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

戸籍・住民異動等管理事業

担当課 市民課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

5 ⑤全庁的取組による電算システムの効率化

目 5 戸籍住民基本台帳費

基本施策

35 (35) 行政改革の推進

項 15 戸籍住民基本台帳費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

44,412 0 44,636

当初予算額 56 0 11,497 0 11,553

計画額 224 0

0 0

H27

事

業

説

明

戸籍・住民基本台帳等の管理、各種届出書の受理、証明書の交付を行う。事業

の主な内容は、戸籍電算システムの運用委託、保守、機器借上料が主なもので、

他は諸事務経費である。

戸籍総合システムの管理、運営経費を特別需要経費として計上している。

計画額 56 0 11,497

H27-30

事

業

概

要

戸籍事務、住民基本台帳事務、印鑑登録事務等、市民の窓口として正確か

つ迅速な対応を図り、市民サービスの向上を図る。

決算額 0 0

決算額

0 11,553

11,553

0 11,561

当初予算額

計画額 56 0 11,505

当初予算額 56 0 11,497 0

H29

戸籍・住民基本台帳等の管理、各種届出書の受理、証明書の交付を行う。事業

の主な内容は、戸籍電算システム等の運用委託、保守、機器借上料が主なもの

で、他は諸事務経費である。

戸籍総合システムの管理、運営経費を特別需要経費として計上している。

計画額 56 0 10,705 0 10,761

決算額

当初予算額

H28

戸籍・住民基本台帳等の管理、各種届出書の受理、証明書の交付を行う。事業

の主な内容は、戸籍電算システムの運用委託、保守、機器借上料が主なもので、

他は諸事務経費である。

戸籍総合システムの管理、運営経費を特別需要経費として計上している。

決算額

H30

戸籍・住民基本台帳等の管理、各種届出書の受理、証明書の交付を行う。事業

の主な内容は、戸籍電算システム等の運用委託、保守、機器借上料が主なもの

で、他は諸事務経費である。

戸籍総合システムの管理、運営経費を特別需要経費として計上している。

計画額 56 0 10,705

決算額

0 10,761

当初予算額
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基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

ＬＧＷＡＮ事業

担当課 市民課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

5 ⑤全庁的取組による電算システムの効率化

目 5 戸籍住民基本台帳費

基本施策

35 (35) 行政改革の推進

項 15 戸籍住民基本台帳費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

14,720 20,978 65,461

当初予算額 17,952 0 3,680 10,478 32,110

計画額 29,763 0

0 0

H27

事

業

説

明

住民異動等の管理、住民基本台帳カードの発行、公的個人認証等事務、個

人番号カードの交付を行い市民サービスに寄与している。事業の主な内容は、

住基ネットワークシステムの委託料、機器の賃借料及び個人番号カード交付事

業負担金であり、すべてを特別需要経費として計上している。

計画額 17,952 0 3,680

H27-30

事

業

概

要

ＬＧＷＡＮ（統合ネットワーク）は、地方公共団体相互間のコミュニケーションの円

滑化及び情報を共有し高度利用を図るための基盤として整備された行政専用

のネットワークシステムであり、セキュリティの高いネットワークシステムの維持管理

とともに、住民基本台帳カードの普及と公的個人認証サービスの利用促進を図

るものである。

決算額 0 0

決算額

10,478 32,110

32,110

3,500 11,117

当初予算額

計画額 3,937 0 3,680

当初予算額 17,952 0 3,680 10,478

H29

住民異動等の管理、住民基本台帳カードに係る経過措置事務、個人番号

カードの交付事務を行い市民サービスに寄与している。事業の主な内容は、住

基ネットワークシステムの委託料、機器の賃借料及び個人番号カード交付事業

負担金であり、すべてを特別需要経費として計上している。

計画額 3,937 0 3,680 3,500 11,117

決算額

当初予算額

H28

住民異動等の管理、住民基本台帳カードに係る経過措置事務、個人番号

カードの交付事務を行い市民サービスに寄与している。事業の主な内容は、住

基ネットワークシステムの委託料、機器の賃借料及び個人番号カード交付事業

負担金であり、すべてを特別需要経費として計上している。

決算額

H30

住民異動等の管理、住民基本台帳カードに係る経過措置事務、個人番号

カードの交付事務を行い市民サービスに寄与している。事業の主な内容は、住

基ネットワークシステムの委託料、機器の賃借料及び個人番号カード交付事業

負担金であり、すべてを特別需要経費として計上している。

計画額 3,937 0 3,680

決算額

3,500 11,117

当初予算額
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基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 15 民生費

総合計画実施計画調書
事業名

保健福祉事務所運営事業

担当課 福祉総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

5 ⑤全庁的取組による電算システムの効率化

目 5 社会福祉総務費

基本施策

35 (35) 行政改革の推進

項 5 社会福祉費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 58,930 58,930

当初予算額 0 0 0 14,597 14,597

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

子育て支援課・長寿障害福祉課の各福祉制度システム、国保・健康課の健

康管理システムの保守及びサポートサービスを実施し、効率的で安定したシステ

ムの運用を行うことで、市民に遅延のないサービスを行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

子育て支援課・長寿障害福祉課の各福祉制度システム、国保・健康課の健

康管理システムの保守及びサポートサービスを実施し、効率的で安定したシステ

ムの運用を行うことで、市民に遅延のないサービスを行う。

決算額 0 0

決算額

14,597 14,597

14,597

14,597 14,597

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 14,597

H29

子育て支援課・長寿障害福祉課の各福祉制度システム、国保・健康課の健

康管理システムの保守及びサポートサービスを実施し、効率的で安定したシステ

ムの運用を行うことで、市民に遅延のないサービスを行う。

計画額 0 0 0 14,868 14,868

決算額

当初予算額

H28

子育て支援課・長寿障害福祉課の各福祉制度システム、国保・健康課の健

康管理システムの保守及びサポートサービスを実施し、効率的で安定したシステ

ムの運用を行うことで、市民に遅延のないサービスを行う。

決算額

H30

子育て支援課・長寿障害福祉課の各福祉制度システム、国保・健康課の健

康管理システムの保守及びサポートサービスを実施し、効率的で安定したシステ

ムの運用を行うことで、市民に遅延のないサービスを行う。

計画額 0 0 0

決算額

14,868 14,868

当初予算額
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1,000 0

当初予算額H30

公共施設再生基本計画に基づき施設の再編を進めていく。※事業費は企画

事業（公共施設使用料の見直し関係）再掲

計画額 0 0 0

決算額

H29

公共施設再生基本計画に基づき施設の再編を進めていく。※事業費は企画

事業（公共施設使用料の見直し関係）再掲

計画額 0 0 0 1,000 0

決算額

当初予算額

H28

公共施設再生基本計画に基づき施設の再編を進めていく。※事業費は企画

事業（公共施設使用料の見直し関係）再掲

決算額

当初予算額 0 0 0 10,800 0

1,000 0

当初予算額

計画額 0 0 0

H27

事

業

説

明

公共施設の今後の方向性を示した公共施設再生基本計画案について、地元

説明会等を経て計画として決定する。※事業費は企画事業（公共施設総合

管理計画関係）再掲

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

中長期、或いは庁内全般に関わる行政課題に対応するため、調査、検討及び

企画、調整等を主に行う事業である。

決算額

決算額

10,800 0

0 13,800 13,800

当初予算額 0 0 0 10,800 10,800

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①計画的な公共施設の整理・再編と管理運営の最適化

目 30 企画費

基本施策

36 (36) 公共施設マネジメントの推進

項 5 総務管理費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

企画事業（公共施設の整理・再編関係）

担当課 政策課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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1,000 0

当初予算額H30

公共施設等総合管理計画に基づいて施設の適正管理を行う。※事業費は企

画事業（公共施設使用料の見直し関係）再掲

計画額 0 0 0

決算額

H29

公共施設等総合管理計画に基づいて施設の適正管理を行う。※事業費は企

画事業（公共施設使用料の見直し関係）再掲

計画額 0 0 0 1,000 0

決算額

当初予算額

H28

公共施設等総合管理計画に基づいて施設の適正管理を行う。※事業費は企

画事業（公共施設使用料の見直し関係）再掲

決算額

当初予算額 0 0 0 10,800 10,800

1,000 0

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

道路や橋梁などインフラ施設を含めた公共施設等総合管理計画を策定する。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

中長期、或いは庁内全般に関わる行政課題に対応するため、調査、検討及び

企画、調整等を主に行う事業である。

決算額 0 0

決算額

10,800 10,800

0 13,800 13,800

当初予算額 0 0 0 10,800 10,800

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②公共施設総合管理計画の策定

目 30 企画費

基本施策

36 (36) 公共施設マネジメントの推進

項 5 総務管理費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

企画事業（公共施設総合管理計画関係）

担当課 政策課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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1,000 1,000

当初予算額H30

料金改定を行い、施設の一元管理と施設予約システムの運用を開始する。

計画額 0 0 0

決算額

H29

料金改定に伴う住民説明会及びパブリックコメントを行う。

また、合わせて施設の一元管理と施設予約システムの本格導入を検討する。

計画額 0 0 0 1,000 1,000

決算額

当初予算額

H28

使用料見直しの対象とする施設の選定や現状分析、料金設定に伴う調査を

行う。

また、合わせて施設の一元管理と施設予約システムの試験的導入に向けた調

査・検討行う。

決算額

当初予算額 0 0 0 10,800 10,800

1,000 1,000

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

使用料見直しの対象とする施設の選定や現状分析、料金設定に伴う調査を

行う。

また、合わせて施設の一元管理と施設予約システムの導入に向けた調査・検討

行う。※事業費は企画事業（公共施設総合管理計画関係）再掲

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

中長期、或いは庁内全般に関わる行政課題に対応するため、調査、検討及び

企画、調整等を主に行う事業である。

決算額 0 0

決算額

10,800 10,800

0 13,800 13,800

当初予算額 0 0 0 10,800 10,800

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

3 ③公共施設使用料の見直し

目 30 企画費

基本施策

36 (36) 公共施設マネジメントの推進

項 5 総務管理費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

企画事業（公共施設使用料の見直し関係）

担当課 政策課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

旧学校施設管理事業

担当課 教育総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

4 ④学校跡地施設の利活用の推進

目 10 事務局費

基本施策

36 (36) 公共施設マネジメントの推進

項 5 教育総務費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 74,419 74,419

当初予算額 0 0 0 20,419 20,419

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

旧槙川分校、旧天王中、旧鴨部小、旧小田小、旧小田幼、旧富田小、旧松

尾小、旧富田幼、旧津田中及び旧志度東中の旧学校施設の施設管理、遊

具撤去、樹木管理等に必要な維持管理経費である。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

統廃合による旧学校、幼稚園施設（１１施設）の維持管理に要する経費であ

る。

決算額 0 0

決算額

20,419 20,419

20,419

20,000 20,000

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 20,419

H29

旧槙川分校、旧天王中、旧鴨部小、旧小田小、旧小田幼、旧富田小、旧松

尾小、旧富田幼、旧津田中及び旧志度東中の旧学校施設の施設管理、遊

具撤去、樹木管理等に必要な維持管理経費である。

計画額 0 0 0 18,000 18,000

決算額

当初予算額

H28

旧槙川分校、旧天王中、旧鴨部小、旧小田小、旧小田幼、旧富田小、旧松

尾小、旧富田幼、旧津田中及び旧志度東中の旧学校施設の施設管理、遊

具撤去、樹木管理等に必要な維持管理経費である。

決算額

H30

旧槙川分校、旧天王中、旧鴨部小、旧小田小、旧小田幼、旧富田小、旧松

尾小、旧富田幼、旧津田中及び旧志度東中の旧学校施設の施設管理、遊

具撤去、樹木管理等に必要な維持管理経費である。

計画額 0 0 0

決算額

16,000 16,000

当初予算額
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1,000 1,000

当初予算額H30

「さぬき市学校等跡地施設利活用のための基本方針」に基づき、学校等跡地

の利活用に向けた地元及び内部調整、民間公募等を行う。

計画額 0 0 0

決算額

H29

「さぬき市学校等跡地施設利活用のための基本方針」に基づき、学校等跡地

の利活用に向けた地元及び内部調整、民間公募等を行う。

計画額 0 0 0 1,000 1,000

決算額

当初予算額

H28

「さぬき市学校等跡地施設利活用のための基本方針」に基づき、学校等跡地

の利活用に向けた地元及び内部調整、民間公募等を行う。

決算額

当初予算額 0 0 0 10,800 10,800

1,000 1,000

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

「さぬき市学校等跡地施設利活用のための基本方針」に基づき、学校等跡地

の利活用に向けた地元及び内部調整、民間公募等を行う。※事業費は企画

事業（公共施設総合管理計画関係）再掲

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

学校再編に伴う学校等跡地施設の利活用により、コミュニティの醸成、地域活

性化の促進等を図るための事業である。

決算額 0 0

決算額

10,800 10,800

0 13,800 13,800

当初予算額 0 0 0 10,800 10,800

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

4 ④学校跡地施設の利活用の推進

目 30 企画費

基本施策

36 (36) 公共施設マネジメントの推進

項 5 総務管理費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

企画事業（学校跡地施設の利活用関係）

担当課 政策課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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3,000 3,000

当初予算額H30

分庁舎への移転を行う。

計画額 0 0 0

決算額

H29

分庁舎等の整備に向けた建設工事を行う。

計画額 0 1,711,700 0 90,192 1,801,892

決算額

当初予算額

H28

分庁舎等の整備に向けた基本・実施設計を行う。

決算額

当初予算額 0 0 0 15,336 15,336

12,352 245,052

当初予算額

計画額 0 232,700 0

0 0

H27

事

業

説

明

分庁舎等の整備に向けた基本計画の策定等を行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

中長期、或いは庁内全般に関わる行政課題に対応するため、調査、検討及び

企画、調整等を主に行う事業である。

決算額 0 0

決算額

15,336 15,336

0 120,880 2,065,280

当初予算額 0 0 0 15,336 15,336

計画額 0 1,944,400

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

5 ⑤庁舎の再編整備

目 30 企画費

基本施策

36 (36) 公共施設マネジメントの推進

項 5 総務管理費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

企画事業（庁舎の再編整備関係）

担当課 政策課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

文書広報事業

担当課 秘書広報課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①広報活動の充実

目 10 文書広報費

基本施策

37 (37) 市民に開かれた市民本位・市民主体の行政の推進

項 5 総務管理費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

896 28,976 29,872

当初予算額 0 0 224 7,193 7,417

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

広報紙の作成及び配布を行い、市民に向けて情報発信する。

計画額 0 0 224

H27-30

事

業

概

要

広報活動により、行政活動の説明責任を果たし、市民が主体となるまちづくりを

構築する。

決算額 0 0

決算額

7,193 7,417

7,417

7,193 7,417

当初予算額

計画額 0 0 224

当初予算額 0 0 224 7,193

H29

広報紙の作成及び配布を行い、市民に向けて情報発信する。

計画額 0 0 224 7,295 7,519

決算額

当初予算額

H28

広報紙の作成及び配布を行い、市民に向けて情報発信する。

決算額

H30

広報紙の作成及び配布を行い、市民に向けて情報発信する。

計画額 0 0 224

決算額

7,295 7,519

当初予算額
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基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

ホームページ管理運営事業

担当課 秘書広報課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①広報活動の充実

目 10 文書広報費

基本施策

37 (37) 市民に開かれた市民本位・市民主体の行政の推進

項 5 総務管理費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

960 3,248 4,208

当初予算額 0 0 240 811 1,051

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

市ホームページを管理運営し、市内外に向けて情報発信する。

計画額 0 0 240

H27-30

事

業

概

要

市ホームページにより、市内外に向けて情報を発信する。

決算額 0 0

決算額

811 1,051

1,051

811 1,051

当初予算額

計画額 0 0 240

当初予算額 0 0 240 811

H29

市ホームページを管理運営し、市内外に向けて情報発信する。

計画額 0 0 240 813 1,053

決算額

当初予算額

H28

市ホームページを管理運営し、市内外に向けて情報発信する。

決算額

H30

市ホームページを管理運営し、市内外に向けて情報発信する。

計画額 0 0 240

決算額

813 1,053

当初予算額
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基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

コミュニティ放送運営事業

担当課 地域情報課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①広報活動の充実

目 70 コミュニティ放送管理費

基本施策

37 (37) 市民に開かれた市民本位・市民主体の行政の推進

項 5 総務管理費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 1,122 1,122

当初予算額 0 0 0 251 251

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

年２回の番組審議会、自主放送企画委員会を実施する

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

コミュニティ放送の番組制作に係る番組審査会等の運営を行う事業

決算額 0 0

決算額

251 251

251

307 307

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 251

H29

年２回の番組審議会、自主放送企画委員会を実施する

計画額 0 0 0 257 257

決算額

当初予算額

H28

年２回の番組審議会、自主放送企画委員会を実施する

委員改選の年である

決算額

H30

年２回の番組審議会、自主放送企画委員会を実施する

委員改選の年である

計画額 0 0 0

決算額

307 307

当初予算額
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基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

技術研修事業

担当課 地域情報課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①広報活動の充実

目 70 コミュニティ放送管理費

基本施策

37 (37) 市民に開かれた市民本位・市民主体の行政の推進

項 5 総務管理費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 676 676

当初予算額 0 0 0 167 167

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

ＮＨＫ等で開催される担当者の技術研修への参加経費。

一人派遣予定

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

コミュニティ放送管理運営担当者等の技術研修事業に係る経費である。

決算額 0 0

決算額

167 167

167

167 167

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 167

H29

ＮＨＫ等で開催される担当者の技術研修への参加経費。

一人派遣予定

計画額 0 0 0 171 171

決算額

当初予算額

H28

ＮＨＫ等で開催される担当者の技術研修への参加経費。

一人派遣予定

決算額

H30

ＮＨＫ等で開催される担当者の技術研修への参加経費。

一人派遣予定

計画額 0 0 0

決算額

171 171

当初予算額
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基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

コミュニティ番組放送事業

担当課 地域情報課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①広報活動の充実

目 70 コミュニティ放送管理費

基本施策

37 (37) 市民に開かれた市民本位・市民主体の行政の推進

項 5 総務管理費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

4,676 114,365 119,041

当初予算額 0 0 1,166 25,613 26,779

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

コミュニティ放送を行うための機器や設備の管理を行う

計画額 0 0 1,166

H27-30

事

業

概

要

コミュニティ放送施設の管理に関する事業

決算額 0 0

決算額

25,613 26,779

26,779

32,018 33,168

当初予算額

計画額 0 0 1,150

当初予算額 0 0 1,166 25,613

H29

コミュニティ放送を行うための機器や設備の管理を行う

計画額 0 0 1,180 28,367 29,547

決算額

当初予算額

H28

コミュニティ放送を行うための機器や設備の管理を行う

放送事故防止のため番組送出設備の更新を予定している

決算額

H30

コミュニティ放送を行うための機器や設備の管理を行う

計画額 0 0 1,180

決算額

28,367 29,547

当初予算額
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基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

コミュニティ番組制作事業

担当課 地域情報課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

1 ①広報活動の充実

目 70 コミュニティ放送管理費

基本施策

37 (37) 市民に開かれた市民本位・市民主体の行政の推進

項 5 総務管理費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

10,680 33,022 43,702

当初予算額 0 0 2,640 8,254 10,894

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

コミュニティチャンネルで放送する自主番組の制作を行う

計画額 0 0 2,640

H27-30

事

業

概

要

コミュニティチャンネルで放送する自主制作番組に関する事業

決算額 0 0

決算額

8,254 10,894

10,894

8,264 10,904

当初予算額

計画額 0 0 2,640

当初予算額 0 0 2,640 8,254

H29

コミュニティチャンネルで放送する自主番組の制作を行う

計画額 0 0 2,700 8,252 10,952

決算額

当初予算額

H28

コミュニティチャンネルで放送する自主番組の制作を行う

決算額

H30

コミュニティチャンネルで放送する自主番組の制作を行う

計画額 0 0 2,700

決算額

8,252 10,952

当初予算額
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21 21

当初予算額H30

市政懇談会を開催するほか、意見メールや自治会からの意見等を市政に反映

させる。

計画額 0 0 0

決算額

H29

市政懇談会を開催するほか、意見メールや自治会からの意見等を市政に反映

させる。

計画額 0 0 0 21 21

決算額

当初予算額

H28

市政懇談会を開催するほか、意見メールや自治会からの意見等を市政に反映

させる。

決算額

当初予算額 0 0 0 20 20

20 20

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

市政懇談会を開催するほか、意見メールや自治会からの意見等を市政に反映

させる。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

市政懇談会を開催することにより、市政への市民参画を促し、協働のまちづくり

を進めるほか、市民本位の市政の充実を図るため、意見メールや自治会要望

等の広聴活動に努める。

決算額 0 0

決算額

20 20

0 82 82

当初予算額 0 0 0 20 20

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②広聴活動の充実

目 50 自治振興費

基本施策

37 (37) 市民に開かれた市民本位・市民主体の行政の推進

項 5 総務管理費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

自治振興事業（広聴活動関係）

担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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244 244

当初予算額H30

個人情報取扱事務WEBシステムにより個人情報取扱事務に係る情報を管理

する。

公印の管理や、文書の保存及び廃棄等、公文書の適正な管理を推進する。

計画額 0 0 0

決算額

H29

個人情報取扱事務WEBシステムにより個人情報取扱事務に係る情報を管理

する。

公印の管理や、文書の保存及び廃棄等、公文書の適正な管理を推進する。

計画額 0 0 0 244 244

決算額

当初予算額

H28

個人情報取扱事務WEBシステムにより個人情報取扱事務に係る情報を管理

する。

公印の管理や、文書の保存及び廃棄等、公文書の適正な管理を推進する。

決算額

当初予算額 0 0 0 3,597 3,597

238 238

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

特定個人情報（番号が付与された個人情報）保護評価の実施が義務付けら

れていることから、その基礎となる個人情報取扱事務登録簿の再構築に係る作

業の支援を委託するとともに、再構築によって得た情報をデータベース化して活

用する。

公印の管理や、文書の保存及び廃棄等、公文書の適正な管理を推進する。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

庁内全体の文書管理事務事業に伴い発生する経常的経費を総括的に管理

する事業である。

決算額 0 0

決算額

3,597 3,597

0 4,323 4,323

当初予算額 0 0 0 3,597 3,597

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

3 ③適切な情報公開と公文書の適正管理

目 5 一般管理費

基本施策

37 (37) 市民に開かれた市民本位・市民主体の行政の推進

項 5 総務管理費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

総務管理事務事業（文書管理事業）

担当課 総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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3,123 3,123

当初予算額H30

固定資産評価審査委員会の運営のほか、顧問弁護士への法律相談、訴訟

代理の委任等を行う。

計画額 0 0 0

決算額

H29

固定資産評価審査委員会の運営のほか、顧問弁護士への法律相談、訴訟

代理の委任等を行う。

計画額 0 0 0 3,123 3,123

決算額

当初予算額

H28

固定資産評価審査委員会の運営のほか、顧問弁護士への法律相談、訴訟

代理の委任等を行う。

決算額

当初予算額 0 0 0 4,959 4,959

3,123 3,123

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

固定資産評価審査委員会の運営のほか、顧問弁護士への法律相談、訴訟

代理の委任等を行う。平成２６年６月に行政不服審査法関連３法が公布さ

れ、５０年ぶりの抜本的制度見直しが図られる中で、平成２８年４月からの改正

法施行に向け、処分ごとに審査基準、標準処理期間等を設定した個票を整

備する。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

市民の権利を救済するとともに、事務事業を適正に執行するため、不服申立て

や事務の執行上生じた諸問題に対し、法的な対応や手続きを的確に行うことを

目的とする事業である。

決算額 0 0

決算額

4,959 4,959

0 14,328 14,328

当初予算額 0 0 0 4,959 4,959

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

3 ③適切な情報公開と公文書の適正管理

目 5 一般管理費

基本施策

37 (37) 市民に開かれた市民本位・市民主体の行政の推進

項 5 総務管理費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

総務行政不服申立等事務事業

担当課 総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

情報公開・個人情報保護事務事業

担当課 総務課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

3 ③適切な情報公開と公文書の適正管理

目 5 一般管理費

基本施策

37 (37) 市民に開かれた市民本位・市民主体の行政の推進

項 5 総務管理費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 96 96

当初予算額 0 0 0 24 24

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

市情報公開条例及び市個人情報保護条例に基づく不服申立て等に対する諮

問機関である情報公開・個人情報保護審査会の運営を行う。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

市民に対する説明責任や市民参加による開かれた行政を推進するための行政

情報の公開に関する施策を実施するとともに、個人情報の有用性に配慮しつ

つ、個人の権利利益を保護するため、個人情報の保護に関する施策を実施す

る事業である。

決算額 0 0

決算額

24 24

24

24 24

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 24

H29

市情報公開条例及び市個人情報保護条例に基づく不服申立て等に対する諮

問機関である情報公開・個人情報保護審査会の運営を行う。

計画額 0 0 0 24 24

決算額

当初予算額

H28

市情報公開条例及び市個人情報保護条例に基づく不服申立て等に対する諮

問機関である情報公開・個人情報保護審査会の運営を行う。

決算額

H30

市情報公開条例及び市個人情報保護条例に基づく不服申立て等に対する諮

問機関である情報公開・個人情報保護審査会の運営を行う。

計画額 0 0 0

決算額

24 24

当初予算額
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50,150 55,150

当初予算額H30

自治会運営補助金、さぬき市連合自治会補助金、コミュニティ助成事業補助

金の交付等、各種補助金を交付することで、地域コミュニティ活動のサポートを

行い、円滑な運営を図る。

計画額 0 0 5,000

決算額

H29

自治会運営補助金、さぬき市連合自治会補助金、コミュニティ助成事業補助

金の交付等、各種補助金を交付することで、地域コミュニティ活動のサポートを

行い、円滑な運営を図る。

計画額 0 0 5,000 50,150 55,150

決算額

当初予算額

H28

自治会運営補助金、さぬき市連合自治会補助金、コミュニティ助成事業補助

金の交付等、各種補助金を交付することで、地域コミュニティ活動のサポートを

行い、円滑な運営を図る。

決算額

当初予算額 0 0 29,000 50,150 79,150

50,150 55,150

当初予算額

計画額 0 0 5,000

0 0

H27

事

業

説

明

自治会運営補助金、さぬき市連合自治会補助金、コミュニティ助成事業補助

金、地域まちづくり活動事業補助金の交付等、各種補助金を交付することで、

地域コミュニティ活動のサポートを行い、円滑な運営を図る。

計画額 0 0 29,000

H27-30

事

業

概

要

市民が主体のまちづくりを推進するため、自治会組織の活性化と健全な発展を

目指す。また、コミュニティの必要性・重要性に関する啓発活動や情報提供を行

い、コミュニティ意識の高揚と自治会未加入者の加入促進に努める。

決算額 0 0

決算額

50,150 79,150

44,000 200,600 244,600

当初予算額 0 0 29,000 50,150 79,150

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①コミュニティ意識の高揚と地域内団体の活動支援

目 50 自治振興費

基本施策

38 (38) 地域コミュニティの活性化

項 5 総務管理費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

自治振興事業（コミュニティ活性化関係）

担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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5,000 5,000

当初予算額H30

集会場建設等事業費補助金の交付をすることで、地域コミュニティ活動の拠点

整備を行い、円滑な運営を図る。

計画額 0 0 0

決算額

H29

集会場建設等事業費補助金の交付をすることで、地域コミュニティ活動の拠点

整備を行い、円滑な運営を図る。

計画額 0 0 0 5,000 5,000

決算額

当初予算額

H28

集会場建設等事業費補助金の交付をすることで、地域コミュニティ活動の拠点

整備を行い、円滑な運営を図る。

決算額

当初予算額 0 0 0 5,000 5,000

5,000 5,000

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

集会場建設等事業費補助金の交付をすることで、地域コミュニティ活動の拠点

整備を行い、円滑な運営を図る。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

市民が主体のまちづくりを推進するため、自治会組織の活動拠点の活性化と健

全な発展を目指す。

決算額 0 0

決算額

5,000 5,000

0 20,000 20,000

当初予算額 0 0 0 5,000 5,000

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②まちづくり活動拠点の整備

目 50 自治振興費

基本施策

38 (38) 地域コミュニティの活性化

項 5 総務管理費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

自治振興事業（コミュニティ活動拠点関係）

担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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30,098 32,563

当初予算額H30

庁舎施設及び周辺施設の管理を行う。

多額の経費を伴う主なもの：なし

計画額 0 0 2,465

決算額

H29

庁舎施設及び周辺施設の管理を行う。

多額の経費を伴う主なもの：なし

計画額 0 0 2,465 30,098 32,563

決算額

当初予算額

H28

庁舎施設及び周辺施設の管理を行う。

多額の経費を伴う主なもの：なし

決算額

当初予算額 0 0 2,465 30,098 32,563

30,098 32,563

当初予算額

計画額 0 0 2,465

0 0

H27

事

業

説

明

庁舎施設及び周辺施設の管理を行う。

多額の経費を伴う主なもの：なし

計画額 0 0 2,465

H27-30

事

業

概

要

寒川・大川・長尾・津田支所各庁舎施設設備の維持管理に要する経費であ

る。

決算額 0 0

決算額

30,098 32,563

9,860 120,392 130,252

当初予算額 0 0 2,465 30,098 32,563

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②まちづくり活動拠点の整備

目 40 支所費

基本施策

38 (38) 地域コミュニティの活性化

項 5 総務管理費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

支所庁舎管理業務

担当課 長尾支所（総括）

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

支所運営業務

担当課 長尾支所（総括）

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

主要施策

2 ②まちづくり活動拠点の整備

目 40 支所費

基本施策

38 (38) 地域コミュニティの活性化

項 5 総務管理費

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

0 35,784 35,784

当初予算額 0 0 0 8,946 8,946

計画額 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

住民に密着した各種窓口事務等に対応することにより、住民サ－ビスの維持向

上と福祉の増進を図る。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

津田、大川、寒川、長尾支所の業務遂行に必要とする経費である。

決算額 0 0

決算額

8,946 8,946

8,946

8,946 8,946

当初予算額

計画額 0 0 0

当初予算額 0 0 0 8,946

H29

住民に密着した各種窓口事務等に対応することにより、住民サ－ビスの維持向

上と福祉の増進を図る。

計画額 0 0 0 8,946 8,946

決算額

当初予算額

H28

住民に密着した各種窓口事務等に対応することにより、住民サ－ビスの維持向

上と福祉の増進を図る。

決算額

H30

住民に密着した各種窓口事務等に対応することにより、住民サ－ビスの維持向

上と福祉の増進を図る。

計画額 0 0 0

決算額

8,946 8,946

当初予算額
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500 2,360

当初予算額H30

市内２ヶ所（志度・大川）のコミュニティセンターの適正な維持管理を行う。

計画額 0 0 1,860

決算額

H29

市内２ヶ所（志度・大川）のコミュニティセンターの適正な維持管理を行う。

計画額 0 0 1,860 500 2,360

決算額

当初予算額

H28

市内２ヶ所（志度・大川）のコミュニティセンターの適正な維持管理を行う。

決算額

当初予算額 0 0 1,860 461 2,321

461 2,321

当初予算額

計画額 0 0 1,860

0 0

H27

事

業

説

明

市内２ヶ所（志度・大川）のコミュニティセンターの適正な維持管理を行う。

計画額 0 0 1,860

H27-30

事

業

概

要

幅広い年代の住民と地域団体に利用されているコミュニティセンターの管理運営

を行い、住民の自治意識の高揚と連帯感を深め、コミュニティの活性化を図る。

決算額 0 0

決算額

461 2,321

7,440 1,922 9,362

当初予算額 0 0 1,860 461 2,321

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②まちづくり活動拠点の整備

目 50 自治振興費

基本施策

38 (38) 地域コミュニティの活性化

項 5 総務管理費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

コミュニティセンター管理事業

担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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4,730 4,980

当初予算額H30

寒川農村環境改善センターの施設管理及び運営

計画額 0 0 250

決算額

H29

寒川農村環境改善センターの施設管理及び運営

計画額 0 0 250 4,730 4,980

決算額

当初予算額

H28

寒川農村環境改善センターの施設管理及び運営

決算額

当初予算額 0 0 250 4,609 4,859

4,609 4,859

当初予算額

計画額 0 0 250

0 0

H27

事

業

説

明

寒川農村環境改善センターの施設管理及び運営

計画額 0 0 250

H27-30

事

業

概

要

寒川農村環境改善センターの適切な管理、運営を行うことにより、農業者及び

一般利用者の生活の向上、発展に資する。

決算額 0 0

決算額

4,609 4,859

1,000 18,678 19,678

当初予算額 0 0 250 4,609 4,859

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②まちづくり活動拠点の整備

目 22 農業農村施設費

基本施策

38 (38) 地域コミュニティの活性化

項 5 農業費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

寒川農村環境改善センター管理事業

担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計
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2,986 2,986

当初予算額H30

大川農村環境改善センターの施設管理及び運営

計画額 0 0 0

決算額

H29

大川農村環境改善センターの施設管理及び運営

計画額 0 0 0 2,986 2,986

決算額

当初予算額

H28

大川農村環境改善センターの施設管理及び運営

決算額

当初予算額 0 0 10 3,093 3,103

2,290 2,290

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

大川農村環境改善センターの施設管理及び運営

計画額 0 0 10

H27-30

事

業

概

要

大川農村環境改善センターの適切な管理、運営を行うことにより、農業者及び

一般利用者の生活の向上、発展に資する。

決算額 0 0

決算額

3,093 3,103

10 11,355 11,365

当初予算額 0 0 10 3,093 3,103

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②まちづくり活動拠点の整備

目 22 農業農村施設費

基本施策

38 (38) 地域コミュニティの活性化

項 5 農業費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

大川農村環境改善センター管理事業

担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標6- 44



4,400 4,640

当初予算額H30

○志度構造改善センター施設管理、運営

○生産物直売所施設管理

○うのべ展望ふれあい公園施設管理

計画額 0 0 240

決算額

H29

○志度構造改善センター施設管理、運営

○生産物直売所施設管理

○うのべ展望ふれあい公園施設管理

計画額 0 0 240 4,400 4,640

決算額

当初予算額

H28

○志度構造改善センター施設管理、運営

○生産物直売所施設管理

○うのべ展望ふれあい公園施設管理

決算額

当初予算額 0 0 251 8,126 8,377

4,335 4,575

当初予算額

計画額 0 0 240

0 0

H27

事

業

説

明

○志度構造改善センター施設管理、運営

○生産物直売所施設管理及び浄化槽修繕

○うのべ展望ふれあい公園施設管理

計画額 0 0 251

H27-30

事

業

概

要

各種施設の適切な管理、運営を行うことにより、地域内外との交流を図り地域

の活性化に資する。

決算額 0 0

決算額

8,126 8,377

971 21,261 22,232

当初予算額 0 0 251 8,126 8,377

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②まちづくり活動拠点の整備

目 22 農業農村施設費

基本施策

38 (38) 地域コミュニティの活性化

項 5 農業費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

農業農村施設管理事業（農林水産課分）

担当課 農林水産課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標6- 45



3,674 3,714

当初予算額H30

○前山活性化センター（１階平屋建）

○田園交流センター（１階平屋建）

計画額 0 0 40

決算額

H29

○前山活性化センター（１階平屋建）

○田園交流センター（１階平屋建）

計画額 0 0 40 3,674 3,714

決算額

当初予算額

H28

○前山活性化センター（１階平屋建）

○田園交流センター（１階平屋建）

決算額

当初予算額 0 0 40 3,674 3,714

3,674 3,714

当初予算額

計画額 0 0 40

0 0

H27

事

業

説

明

○前山活性化センター（１階平屋建）

○田園交流センター（１階平屋建）

計画額 0 0 40

H27-30

事

業

概

要

各種施設の適切な管理、運営を行うことにより、地域内外との交流を図り地域

の活性化に資する。

決算額 0 0

決算額

3,674 3,714

160 14,696 14,856

当初予算額 0 0 40 3,674 3,714

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②まちづくり活動拠点の整備

目 22 農業農村施設費

基本施策

38 (38) 地域コミュニティの活性化

項 5 農業費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 30 農林水産業費

総合計画実施計画調書
事業名

農業農村施設管理事業（土地改良課分）

担当課 土地改良課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標6- 46



542 1,106

当初予算額H30

鉄骨造平屋建

延床面積480.85㎡

計画額 0 0 564

決算額

H29

鉄骨造平屋建

延床面積480.85㎡

計画額 0 0 564 542 1,106

決算額

当初予算額

H28

鉄骨造平屋建

延床面積480.85㎡

決算額

当初予算額 0 0 564 542 1,106

542 1,106

当初予算額

計画額 0 0 564

0 0

H27

事

業

説

明

鉄骨造平屋建

延床面積480.85㎡

計画額 0 0 564

H27-30

事

業

概

要

市民の心身のリフレッシュを図るとともに地域コミュニティの交流促進を図る。

決算額 0 0

決算額

542 1,106

2,256 2,168 4,424

当初予算額 0 0 564 542 1,106

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②まちづくり活動拠点の整備

目 10 商工業振興費

基本施策

38 (38) 地域コミュニティの活性化

項 5 商工費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 35 商工費

総合計画実施計画調書
事業名

志度南交流センター管理事業

担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標6- 47



100 100

当初予算額H30

鉄骨造平屋建

延床面積212.99㎡

計画額 0 0 0

決算額

H29

鉄骨造平屋建

延床面積212.99㎡

計画額 0 0 0 100 100

決算額

当初予算額

H28

鉄骨造平屋建

延床面積212.99㎡

決算額

当初予算額 0 0 0 100 100

100 100

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

鉄骨造平屋建

延床面積212.99㎡

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

指定管理者との連携を図り、市民の人材育成及び産業振興に寄与する。

決算額 0 0

決算額

100 100

0 400 400

当初予算額 0 0 0 100 100

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②まちづくり活動拠点の整備

目 10 商工業振興費

基本施策

38 (38) 地域コミュニティの活性化

項 5 商工費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 35 商工費

総合計画実施計画調書
事業名

研修センター管理事業

担当課 商工観光課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標6- 48



480 480

当初予算額H30

平成２１年３月末に閉校となった旧志度小学校末分校施設について、地元末

地区で組織した末ふれあいひろば管理運営委員会に指定管理者の指定を行っ

ている。

計画額 0 0 0

決算額

H29

平成２１年３月末に閉校となった旧志度小学校末分校施設について、地元末

地区で組織した末ふれあいひろば管理運営委員会に指定管理者の指定を行っ

ている。

計画額 0 0 0 480 480

決算額

当初予算額

H28

平成２１年３月末に閉校となった旧志度小学校末分校施設について、地元末

地区で組織した末ふれあいひろば管理運営委員会に指定管理者の指定を行っ

ている。

決算額

当初予算額 0 0 0 480 480

480 480

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

平成２１年３月末に閉校となった旧志度小学校末分校施設について、地元末

地区で組織した末ふれあいひろば管理運営委員会に指定管理者の指定を行っ

ている。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

統合により閉校となった学校施設について、地域力の向上、活性化を図ることを

目的として利活用を推進し、指定管理者制度を活用して有効的、効率的に施

設運営を実施する。

決算額 0 0

決算額

480 480

0 1,920 1,920

当初予算額 0 0 0 480 480

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②まちづくり活動拠点の整備

目 10 事務局費

基本施策

38 (38) 地域コミュニティの活性化

項 5 教育総務費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 50 教育費

総合計画実施計画調書
事業名

末ふれあいひろば管理事業

担当課 学校再編対策室

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標6- 49



50,150 55,150

当初予算額H30

ボランティア団体やＮＰＯなどの市民活動を支援し、協働を促進する。

計画額 0 0 5,000

決算額

H29

ボランティア団体やＮＰＯなどの市民活動を支援し、協働を促進する。

計画額 0 0 5,000 50,150 55,150

決算額

当初予算額

H28

ボランティア団体やＮＰＯなどの市民活動を支援し、協働を促進する。

決算額

当初予算額 0 0 29,000 50,150 79,150

50,150 55,150

当初予算額

計画額 0 0 5,000

0 0

H27

事

業

説

明

ボランティア団体やＮＰＯなどの市民活動を支援し、協働を促進する。

計画額 0 0 29,000

H27-30

事

業

概

要

市民が主体のまちづくりを推進するため、ボランティア団体等との協働のまちづくり

を進める。

※事業費再掲

決算額 0 0

決算額

50,150 79,150

44,000 200,600 244,600

当初予算額 0 0 29,000 50,150 79,150

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

3 ③ボランティア活動への支援

目 50 自治振興費

基本施策

38 (38) 地域コミュニティの活性化

項 5 総務管理費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

自治振興事業（ボランティア活動支援関係）

担当課 生活環境課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標6- 50



45,000 45,000

当初予算額H30

大川広域行政組合の総務管理に係る負担金である。

計画額 0 0 0

決算額

H29

大川広域行政組合の総務管理に係る負担金である。

計画額 0 0 0 45,000 45,000

決算額

当初予算額

H28

大川広域行政組合の総務管理に係る負担金である。

決算額

当初予算額 0 0 0 44,067 44,067

45,000 45,000

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

大川広域行政組合の総務管理に係る負担金である。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

さぬき市と東かがわ市が広域一部事務組合を組織して、消防、し尿処理、その

他の事務を共同して実施していくための事業である。

決算額 0 0

決算額

44,067 44,067

0 179,067 179,067

当初予算額 0 0 0 44,067 44,067

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

1 ①広域的な行政の推進

目 65 地方振興費

基本施策

39 (39) 広域的行政の推進

項 5 総務管理費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

地方振興事業

担当課 政策課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標6- 51



1,200 1,200

当初予算額H30

芸術文化の振興や観光交流の振興などをはじめとして、28の事業を実施予定であ

り、合わせて、更なる有効な取組を実施していくための検討を進めていく。

主な実施予定事業：文化芸術鑑賞機会等の提供（学校教育課・生涯学習課協

力）、ぷち旅プランの作成（商工観光課協力）

計画額 0 0 0

決算額

H29

芸術文化の振興や観光交流の振興などをはじめとして、28の事業を実施予定であ

り、合わせて、更なる有効な取組を実施していくための検討を進めていく。

主な実施予定事業：文化芸術鑑賞機会等の提供（学校教育課・生涯学習課協

力）、ぷち旅プランの作成（商工観光課協力）

計画額 0 0 0 1,200 1,200

決算額

当初予算額

H28

芸術文化の振興や観光交流の振興などをはじめとして、28の事業を実施予定であ

り、合わせて、更なる有効な取組を実施していくための検討を進めていく。

主な実施予定事業：文化芸術鑑賞機会等の提供（学校教育課・生涯学習課協

力）、ぷち旅ブランの作成（商工観光課協力）

また、連携中枢都市圏への移行を図る。

決算額

当初予算額 0 0 0 1,200 1,200

1,200 1,200

当初予算額

計画額 0 0 0

0 0

H27

事

業

説

明

芸術文化の振興や観光交流の振興などをはじめとして、28の事業を実施予定であ

り、合わせて、更なる有効な取組を実施していくための検討を進めていく。

主な実施予定事業：文化芸術鑑賞機会等の提供（学校教育課・生涯学習課協

力）、ぷち旅ブランの作成（商工観光課協力）

また、連携中枢都市圏への移行に向けた準備を進めていく。

計画額 0 0 0

H27-30

事

業

概

要

「生活機能の強化」「結びつきやネットワークの強化」「圏域マネジメント能力の

強化」の３つの視点に基づく具体的な取組を１つ以上規定する協定を結び、こ

れをもとにして高松市が策定する共生ビジョンに沿って具体的な事業を展開して

いく。

決算額 0 0

決算額

1,200 1,200

0 4,800 4,800

当初予算額 0 0 0 1,200 1,200

計画額 0 0

年度 事業内容

事業費（千円）

財源内訳

事業費計

国県支出金

地方債 その他 一般財源

主要施策

2 ②定住自立圏の取組の推進

目 30 企画費

基本施策

39 (39) 広域的行政の推進

項 5 総務管理費

基本目標

6 Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち

款 10 総務費

総合計画実施計画調書
事業名

定住自立圏事業

担当課 政策課

総合計画上の位置付け 会計 1 一般会計

基本目標6- 52


